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「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第5.0版】」 概要

事業分野一覧（18分野）

商業・工業10地域活性化1

観光11住民生活2

交通12消防・防災3

土木・インフラ13医療・福祉・健康4

文化・スポーツ14子育て5

教育15公衆衛生6

デジタルデバイド対策16環境7

地域における
デジタル人材の育成17労働8

孤独・孤立対策18農林水産業9

○ 各自治体の事業担当部局が、地域社会のデジタル化に係る事業を検討・実施する際に参考となるような事例を掲載した「地域社会の
デジタル化に係る参考事例集」（17分野、123事例）を公表し、各団体に周知（令和３年12月）

○ その後も、各自治体の新たな取組状況を踏まえつつ、定期的な改訂を実施。

○ 新たに導入・実施するハードルが低い事例や、費用対効果が大きいと考えられる事例、関係人口の創出に関する事例を中心に充実さ
せ、「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第5.0版】」 としてバージョンアップ（令和８年７月）

地域の個性を活かした地方活性化を図り、地方から国全体へのボトムアップの成⾧を実現する「デジタル田園都市国家構
想」の推進には、各自治体の創意工夫を活かしたデジタル実装の取組を促す必要

イメージ（掲載事例抜粋） 掲載事例を更新の上、記載内容を最新化

事業効果や費用、活用サービス名
等、自治体ニーズの高い情報を
集約してわかりやすく掲載



第5.0版における追加事例

関係人口の創出・拡大に向けた取組の事例

15・・・三重県明和町１ 美村パスポート共通基盤

17・・・岩手県遠野市２ 最新情報や限定コンテンツを提供するファンクラブを設立し、関係人口を創出

19・・・奈良県宇陀市３ NFT×DAOを活用した関係人口拡大による連携地域活性化

21・・・新潟県三条市４ 先進デジタル技術を活用したアプローチで関係人口を創出・拡大

23・・・愛媛県今治市５ デジタルコミュニティを構築し、関係人口と継続的にコミュニケーション

25・・・大阪府岸和田市６ パンダバンブープロジェクト推進事業

27・・・神奈川県横須賀市７ 観光地を再現したメタバース空間で都市の魅力を発信し、関係人口を創出

29・・・富山県８ 短時間農業人材マッチング促進事業

31・・・石川県９ 関係人口と地域課題をマッチングするポータルサイトを公開、関係人口の創出・拡大へ

低コストで取組を開始できる事例

33・・・山形県高畠町10 保護者と学校との連絡ツールをデジタル化し、双方の利便性を向上

35・・・宮城県栗原市11 難検針解消事業

37・・・福井県福井市12 小型デバイスをスマホに取り付けて高精度な測量を実施

39・・・茨城県水戸市13 給水装置工事の遠隔臨場による検査

41・・・山形県14 蔵王地域二次交通実証事業

AIを活用した事例

42・・・茨城県水戸市15 安全・安心を感じるまちづくりプロジェクト事業

44・・・山梨県甲府市16 AI・人工衛星を活用した漏水リスク評価

目次（１）

2

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計
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～
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目次（２）

3

第5.0版における追加事例

災害対策に関する事例

46・・・北海道小清水町17 衛星回線を整備して自然災害及び獣害への対策を実施

48・・・熊本県和水町18 避難所の無人受付・安否情報メールの送信システム

50・・・石川県珠洲市19 奥能登デジタル地域拠点整備事業

52・・・三重県伊勢市20 有害獣の目撃情報報告・共有システムにより、獣害を未然に防止

54・・・山形県山形市21 救急搬送の早期化のため、傷病者情報をデジタル化しリアルタイムで病院に共有

56・・・神奈川県横浜市22 消防団支援アプリの活用により、消防団員・市職員ともに作業を効率化

その他

58・・・福島県会津若松市23 スマートメーターで簡易水道の流量監視を実現し、早期の異常検知を可能に

60・・・愛知県豊田市24 メタバースでコミュニケーションのハードルを下げ、地域課題の解決を促進

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計
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目次（３）

4

第5.0版への改訂以前から掲載している事例

１．地域活性化

63・・・島根県海士町25 町に関する様々なデータを一元管理し、見える化

65・・・鳥取県智頭町26 コネクテッドカーを活用した出張型行政サービスの提供

67・・・宮崎県宮崎市27 海外の優秀な人材を高度デジタル人材として育成し、地域へ

69・・・福井県28 国内外の企業による地域課題解決のプロジェクト誘致

71・・・福井県29 地域課題をデジタル技術により解決するシビックテックの実施

73・・・佐賀県30 “Web3”を活用した新たな地域の魅力づくりにチャレンジする団体を支援

75・・・山口県31 やまぐちDX推進拠点「Ｙ－ＢＡＳＥ」の設置

77・・・福島県32 地域のデジタル化推進を主要なミッションとする地域おこし協力隊

79・・・栃木県33 多様なプレイヤーがWEBを通じて課題の解決に向けて連携・協働

81・・・群馬県34 DAOを活用した地域課題解決実証事業を実施

83・・・愛媛県・愛媛県内子町35 宿泊施設におけるテレワーク環境の整備やオンライン移住セミナーの開催

2 ．住民生活

86・・・新潟県弥彦村36 マイナンバーカードの独自利用領域を活用したサービスの提供

88・・・岡山県吉備中央町37 暮らしを支える様々なサービスを利用できる町民向けアプリ「きびアプリ」の提供

90・・・宮城県丸森町38 町の広報紙等をWEB上で誰でも、いつでも見ることのできる環境

92・・・大分県玖珠町39 住民ニーズを踏まえたアプリを活用した行政情報の配信

94・・・熊本県あさぎり町40 アプリ一つで町の情報へのアクセスを実現、地域活動主体毎の連絡網にも活用

95・・・岐阜県飛騨市41 地元金融機関と連携し、地域電子通貨に会員証機能を追加

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計
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目次（４）
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第5.0版への改訂以前から掲載している事例

２．住民生活（つづき）

97・・・山形県⾧井市42 公共施設をマイナンバーカードで施解錠できるようにし、鍵の受け渡しを不要に

99・・・⾧野県諏訪市43 市から発信する情報を音声で聞くことができるサービス「きけるよ!」を導入

101・・・⾧野県伊那市44 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築

103・・・富山県富山市45 情報公開Webサイトによる市民生活等に役立つタイムリーな情報の提供

105・・・香川県高松市46 データ連携基盤の活用と、多様な主体が参画する「スマートシティたかまつ」の推進

107・・・福岡県北九州市47 粗大ごみ処理手数料のキャッシュレス化

109・・・千葉県千葉市48 市民に向けたプッシュ型通知による積極的な情報発信

111・・・北海道札幌市49 自治会・町内会のデジタル化を支援する取組

113・・・北海道札幌市50 マッチングシステムを備えたオンライン結婚支援センターにより若者の結婚を支援

115・・・鳥取県51 県営住宅にIoT技術を活用した高齢者の見守りサービスを導入

117・・・徳島県52 デジタルコンテンツの活用による多角的な消費者教育の提供

119・・・兵庫県53 あらゆる側面からドローンの事業化を支援

121・・・大阪府54 行政ポータル「my door OSAKA」により、府全体で利便性の高いデジタルサービスを創出

3 ．消防・防災

124・・・高知県北川村55 国、地方、広域連合組織が連携しドローンを活用できる環境

125・・・福島県中島村56 共同で作成したアプリの土台を利用し、村の防災アプリを作成

127・・・岩手県陸前高田市57 自動音声電話とAIを活用して災害時の安否確認と情報伝達を効率化

129・・・石川県輪島市58 水道スマートメーターの導入により、検針作業の効率化と漏水の早期発見を実現

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

5
万 人

～

低コスト

5
万 人

～

5
万 人

～

5
万 人

～

10
万 人

～ドローン

A I

ドローン

1
万 人

～

1
万 人

～

A I



目次（５）
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第5.0版への改訂以前から掲載している事例

３．消防・防災（つづき）

131・・・奈良県斑鳩町59 災害時の情報共有を円滑にするため、複数のシステムを組み合わせて運用

133・・・大分県日田市60 災害時の家屋被害判定をデジタル化し「罹災証明書」の発行を迅速化

135・・・熊本県玉名市61 ３Ｄ都市モデルを活用して災害リスクを可視化

137・・・静岡県磐田市62 市民がSNS及び無料アプリに投稿した災害情報をAIが解析、デマが排除された情報を全員で共有

139・・・広島県広島市63 被災時に住民がそれぞれの状況に応じた市の支援を確認できる仕組み

141・・・香川県64 各種データに基づく情報を県政や住民等への意識啓発に活用

4 ．医療

144・・・北海道中富良野町65 役場・診療所・老人ホームをオンラインで接続し、高齢者の移動の負担を軽減

146・・・⾧野県佐久穂町66 人感センサーを利用した独居高齢者緊急通報システムによる見守り

148・・・岡山県矢掛町67 小型GPSを内蔵した靴等による認知症見守り

150・・・熊本県荒尾市68 スマートシティ構想におけるデジタルを活用したヘルスケアの提供

152・・・岐阜県土岐市69 QRコードシールや伝言板機能による認知症見守り

154・・・茨城県取手市70 音声をリアルタイムにテキスト化し、窓口での意思疎通をバリアフリー化

156・・・鳥取県米子市71 スマートスピーカーを活用した高齢者の見守り

158・・・茨城県取手市・守谷市・
利根町72 医療介護情報共有による連携

160・・・青森県青森市73 ヘルステック・モビリティやIoTを活用したみまもりサービスで健康寿命延伸

162・・・三重県津市74 外国人住民に対する映像遠隔通訳システムの活用

163・・・愛知県春日井市75 駐車場予約システムによる安全な訪問介護サービス提供環境を整備

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

5
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10
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～



目次（６）
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第5.0版への改訂以前から掲載している事例

4 ．医療（つづき）

165・・・⾧崎県76 ローカル５Gを活用した専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医師の専門外来等の実現

167・・・奈良県77 タブレットを活用した遠隔手話通訳の導入

169・・・北海道78 専門医が、遠隔地の医師に指導・助言を行うシステム導入への支援

171・・・兵庫県79 圏域医療情報ネットワークの構築支援により地域医療構想を推進

173・・・埼玉県80 介護現場における介護テクノロジーの導入・活用を段階に応じて支援

5 ．子育て

176・・・福岡県粕屋町81 IoTを活用したこどもの見守り・安全確保

178・・・⾧野県茅野市82 電子母子手帳と小児オンライン医療相談サービスを連携し子育て支援体制を強化

180・・・山口県下関市83 病児保育施設の利用予約システムにより、業務効率化と保護者の負担軽減を実現

182・・・東京都豊島区84 保育施設におけるセンサー付き計測機器の試験導入

184・・・宮城県仙台市85 保育施設の空枠情報を地図上に表現するダッシュボードを公開

6 ．公衆衛生

187・・・島根県川本町86 非接触アプリの活用

7 ．環境

190・・・奈良県大和郡山市87 ごみ拾い状況を可視化することで、市民による清掃美化活動を後押し

192・・・岩手県盛岡市88 多言語対応の資源・ごみ分別アプリによる意識啓発

194・・・石川県89 アプリによる家庭でのエコ活動の効果の見える化

196・・・⾧野県90 「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」による建物ごとの太陽光発電設備の容量等の見える化

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

低コスト

5
万 人

～
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～

ﾒﾀﾊﾞｰｽ
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～
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～

1
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低コスト 30
万 人

～



目次（７）

8

第5.0版への改訂以前から掲載している事例

8 ．労働

199・・・新潟県⾧岡市91 ワークシェアリングサービスを運営し、短時間から働きたい労働者と企業をマッチング

201・・・兵庫県姫路市92 AI面接サービスの利用環境を整備し地元企業を活性化

203・・・京都府京都市93 AIを活用したオンライン就労支援サービスの提供

205・・・三重県94 導入ガイドやアドバイザー派遣を通じ、障がい者のテレワーク雇用を推進

206・・・栃木県95 デジタルマーケティングを活用したとちぎの暮らし・仕事魅力発信

9 ．農林水産業

209・・・宮崎県西米良村96 デジタル技術を活用し、生産者のやる気を地域で支援

210・・・香川県直島町97 IoT・AIの活用により、養殖業の省力化と収益性向上を実現

212・・・奈良県三宅町98 ドローンを活用した農薬散布による害虫の発生抑制

214・・・青森県深浦町99 ドローン等を活用した複合的な有害鳥獣対策

216・・・北海道岩見沢市100 ローカル５Gを活用した自動トラクター等の農機の遠隔監視制御による自動運転等の実現

217・・・福井県福井市101 流速や波高等を計測する自動観測ブイにより収集したデータを活用した漁業の効率化

219・・・福岡県福岡市102 漁場の状況調査に水中ドローンを活用し、漁業者による漁場保全活動を効率化

221・・・高知県103 クラウドを活用した施設園芸農業のプラットフォームの構築

223・・・山梨県104 畜産業におけるビッグデータの活用

224・・・山形県105 中山間地域等におけるスマート農業の推進

226・・・青森県106 リモートセンシング技術等を活用した米の安定生産によるブランド化

228・・・福島県107 AIを活用した福島牛の品質向上の取組

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

30
万 人

～

A I

A I

1
万 人

～

30
万 人

～

1
万 人

～

1
万 人

～

1
万 人

～

10
万 人

～

A I

ドローン

ドローン

A I

ドローン低コスト

A I

ドローン
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第5.0版への改訂以前から掲載している事例

９．農林水産業（つづき）

230・・・宮城県108 デジタル技術を活用した住みたくなる農山漁村づくり

232・・・千葉県109 最新の情報通信技術を活用した「海況予測システム」の導入

10 ．商業

235・・・福岡県北九州市110 DXに対応した経営層向け生産性向上スクールの開催

237・・・福井県111 IT技術の学びと実践の場を提供し、地域のデジタル人材育成を推進

239・・・秋田県112 地域の企業のDXを支援するポータルサイトを構築

241・・・鹿児島県113 かごしまDX推進プロジェクト事業

243・・・兵庫県114 AIを活用したトランスフォーメーション（X）の推進

245・・・神奈川県115 複数事業者が連携して取り組むDXプロジェクトへの支援

11 ．観光

248・・・鳥取県北栄町116 AR技術を用いた周遊観光の促進

250・・・佐賀県嬉野市117 観光振興のため、メタバース空間に「デジタルモール嬉野」を構築

252・・・埼玉県秩父市118 混雑状況の「見える化」により、観光地の混雑緩和と周遊を促進

254・・・岐阜県岐阜市119 戦国時代の岐阜城全体を再現したメタバースを公開

256・・・佐賀県120 交通事業者など多様な主体が参画したアプリの導入によるMaaS観光利用実証

258・・・滋賀県121 サイクリングアプリのログデータを活用し、将来の観光需要を生み出す

260・・・静岡県122 観光アプリと連携したデータ利活用基盤によるデジタルマーケティングの推進

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

5
万 人

～

5
万 人

～

A I

A I

10
万 人

～

ﾒﾀﾊﾞｰｽ
Web3

ﾒﾀﾊﾞｰｽ
Web3
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第5.0版への改訂以前から掲載している事例

12．交通

263・・・北海道更別村123 村民バスと乗り合いタクシーを活用したデマンド交通の整備

265・・・岡山県久米南町124 AI予約配車システムを活用した持続可能なフルデマンド交通

267・・・大阪府四條畷市125 自動運転車によるまちづくりに関する実証実験

269・・・群馬県前橋市126 ローカル５Gを活用した遠隔型自動運転バス社会実装事業

271・・・石川県金沢市127 公共交通利用を促進する実証実験

273・・・岩手県128 MaaSによる地域の交通課題を解決するモデルの構築

13 ．土木

276・・・福井県若狭町129 除雪車の稼働状況を自動で集計・公開し、住民の利便性向上と業務効率化を実現

278・・・群馬県みなかみ町130 雨量計、ライブカメラ等による災害時の情報収集の迅速化

280・・・岩手県紫波町131 クラウド化によるマンホールポンプ場の稼働状況を一括監視する仕組み

282・・・茨城県常総市132 都市計画情報のオープンデータ化

284・・・北海道岩見沢市133 搭載したタブレット端末等を介した除排雪作業の安全確保・情報連携

286・・・静岡県三島市134 水位センサー、監視カメラの導入による災害対応迅速化の取組

288・・・⾧野県上田市135 デジタル技術を活用した河川実態調査

290・・・静岡県静岡市136 ３次元測量によるデジタルアーカイブ化

292・・・東京都練馬区137 住民等が専用アプリにより道路や公園遊具の破損等を自治体に連絡

294・・・愛知県名古屋市138 橋梁点検業務におけるドローン・AI等の新技術の活用を推進

296・・・大阪府大阪市139 AIの活用により特殊車両の違法通行対策を強化

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

～

1
万 人

～

1
万 人

～

10
万 人

～

A I

5
万 人

～

30
万 人

～

5
万 人

～

5
万 人

～

10
万 人

～

10
万 人

～

低コスト

30
万 人

～

A I

A I

ドローン
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13．土木（つづき）

298・・・神奈川県140 AI技術による道路損傷検出システムにより道路パトロール業務を効率化

14 ．文化

301・・・北海道中川町141 展示標本の３Dモデリングや博物館の360度撮影により、VRミュージアムを開設

303・・・島根県奥出雲町142 AIスポーツカメラでホッケー競技を自動追尾・撮影し、プロモーション活動に活用

305・・・秋田県鹿角市143 AR等の最新デジタル技術を活用して縄文の原風景を復元

307・・・宮崎県都城市144 遺跡調査におけるドローンを活用した写真の撮影

309・・・島根県松江市145 VRによる高齢者等への文化財の擬似体験機会の提供

311・・・北海道旭川市146 産学官連携で挑む!地域課題解決とデジタル人材育成のエコシステム構築

313・・・奈良県奈良市147 デジタルネイティブや気軽に市美術館へ足を運べない方々に向けたメタバース美術館

315・・・岡山県岡山市148 CG・VR技術を活用して「備中高松城の戦い」を再現

316・・・徳島県149 年齢・性別・国籍・障がいの有無等に関わらず、誰もが楽しめるｅスポーツの普及促進

318・・・福岡県150 デジタル技術による展示解説の充実

320・・・東京都151 東京都公文書館所蔵資料のデジタルアーカイブ公開の推進

15 ．教育

323・・・徳島県佐那河内村152 小中一貫教育において行う計画的なプログラミング教育

325・・・愛媛県上島町153 バーチャルサポートルームをクラウド上に設置し、オンライン授業ができる環境を整備

327・・・熊本県玉名市154 電子図書館を圏域で効率的に運営し、広く住民等の利便性向上

329・・・岐阜県各務原市155 ものづくりの工程をタブレット端末で見学できるオンライン寺子屋

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

～

A I

ドローン

A I

1
万 人

～

5
万 人

～

5
万 人

～

30
万 人

～低コスト

～ 30
万 人

～

ﾒﾀﾊﾞｰｽ
Web3

1
万 人

～

1
万 人

～

10
万 人

～

30
万 人

～

ﾒﾀﾊﾞｰｽ
Web3
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15．教育（つづき）

331・・・静岡県浜松市156 タブレット端末を活用したいじめに関するアンケートにより、リスクレベルの高い児童生徒を把握

333・・・北海道札幌市157 家庭教育に関する情報のハブとなるサイトを構築

335・・・愛媛県158 県内一斉ライブ授業「えひめいじめＳＴＯＰ!デイplus」

337・・・愛知県159 高等教育におけるデジタル技術を活用した学校間連携

16 ．デジタルデバイド対策

340・・・鹿児島県南大隅町160 ユニバーサルデザインフォントによる情報発信

342・・・鳥取県湯梨浜町161 地域おこし協力隊員制度を活用し、初心者向けスマホよろず相談会を実施

344・・・熊本県阿蘇市・産山村162 「お知らせ端末」による情報伝達・取得の地域間・世代間格差の解消

346・・・⾧崎県五島市163 スマホの使い方を教えることを通じて移住者と地域住民が交流

348・・・富山県高岡市164 視覚障がい者等のデジタルデバイド解消に向け、研修・相談会を実施

350・・・福岡県北九州市165 障害のある人に対するデジタル活用支援の担い手となる人材の養成・派遣

352・・・香川県166 広く県民がICT・デジタルについて学ぶことのできる場

354・・・大阪府167 民間事業者と連携した高齢者等のデジタルデバイド対策

17 ．地域におけるデジタル人材の育成

357・・・兵庫県豊岡市168 働きたい女性のためのデジタルマーケティング人材の育成

359・・・東京都渋谷区169 地域に根ざした教え手の育成によるデジタル活用支援

360・・・山口県下関市170 Society5.0に向け、大学生を対象としたデジタル人材育成のモデル実証

362・・・香川県171 デジタル化を支え、イノベーションを創出する人材の育成

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

1
万 人

～

5
万 人

～

低コスト

30
万 人

～

5
万 人

～

10
万 人

～

30
万 人

～

30
万 人

～

低コスト 5
万 人

～
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17．地域におけるデジタル人材の育成（つづき）

364・・・福島県172 ICT専門大学である会津大学のノウハウを活用したIT人材の育成・就業応援

366・・・岐阜県173 建築業生産性向上推進支援

18 ．孤独・孤立対策

369・・・奈良県葛城市174 「人」と「日常」と「AI」の融合～AIを活用した相談システムの構築～

371・・・兵庫県たつの市175 高齢者への“ゆるやかな見守り”を支援

373・・・富山県176 自殺対策における検索連動型広告活用事業

:システム等の導入経費・年間運用経費が
いずれも1,000千円以下

:AIを活用
:ドローンを活用
:メタバース・Web3を活用

【凡例】 :人口１万人未満の団体
:人口１万人以上５万人未満の団体
:人口５万人以上10万人未満の団体
:人口10万人以上30万人未満の団体

※複数団体による取組の場合は、人口を合計

5
万 人

～A I

10
万 人

～低コスト



＜事業概要・インタビュー＞ ＜事業効果・コスト＞

• 事業内容に応じた分類、事例名、団体名、人口を記載しています。
※ 第5.0版で新たに掲載した事例には のラベルが右上に付いています。
※ 団体の人口規模に応じて、各ページの右上に、以下のいずれかのラベルが付いています。

人口規模ラベル:
※ 以下に該当する事例には、各ページの右上に、対応するラベルが付いています。

取組内容ラベル: ・・・システム等の導入経費・年間運用経費がいずれも1,000千円以下
・・・AIを活用 ・・・ ドローンを活用 ・・・メタバース・Web３を活用

分類・事例名・団体名・人口①

• 事業の内容を記載しています。事業の概要②

• 事業の実施に至った経緯や、工夫点、今後の展望等のインタビュー記事を掲載しています。インタビュー記事③

• 事業の実施による効果、事業に要する経費（イニシャルコスト・ランニングコスト）を記載しています。
※ コストについては、主にシステムの導入等に係るコストを記載しています。（事業費の総額と金額が異なる場合があります。）事業効果・コスト④

• 事業の検討開始から実施に至るまでのスケジュールを記載しています。スケジュール⑤

• システムやサービスの導入を伴う事例について、サービス等の提供事業者、サービス名称、運用形態を記載しています。
• その他の参画主体がある場合は、その名称を記載しています。サービス提供事業者等⑥

• 事業を所管する部署の名称及び連絡先を記載しています。担当部署⑦

New

地域社会のデジタル化に係る参考事例集の構成

事例集は以下のページで構成しています。

※一部の事例は省略

14

①

② ③

④

⑤ ⑥

⑦



○ 三重県では、中南部の５自治体（多気町・大台
町・明和町・度会町・紀北町）を１つの仮想の自治
体「美村」としてブランド化し、共通のデジタルシステムを
活用した魅力的な地域づくりを推進している。

○ 美村を訪れる観光客は、LINEで無料会員登録す
ることで、地域のお得な情報やポイントを獲得したり、ス
タンプラリーに参加したりできる「美村パスポート」や、デ
ジタル商品券や現地決済型ふるさと納税を利用可能
なQRコード決済「美村Pay」等のサービスを利用できる
ようになる。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://passport.mie-vison.org/ （美村パスポート公式
HP） 令和７年度事業費 非公表

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（明和町）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

地域 DX の基盤として開始する「美村パスポート
サービス」を通じて、観光を起点とした関係人口の増
加や、多面的な地域活性化などの効果に繋げてい
きたいと考えています。また、地域のデジタル基盤を
発展させることにより、マイナンバーカードを活用した
地域の周遊促進や公助（公的支援）のデジタル
化、新たな収益構造の構築など、地域の活性化や
社会課題の解決にも繋がるように取組を進めていく
つもりです。

01 美村パスポート共通基盤【三重県明和町】
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New

人口:１万人以上
５万人未満

三重県中・南部の 5 町（多気町・大台町・明
和町・度会町・紀北町）は、行政区域を越えて
連携し、デジタル技術を活用した各種社会課題の
解決などに取り組んでいました。
多気町に大型複合リゾート施設が開業したこと

に合わせて、観光客等への情報発信の強化等も
含めた取組を実施すべきと考え、美村パスポート
等のサービスを開始するに至りました。



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ー

○ 事業の開始以降、美村パスポートの登録者が4,000名以上（令和８年３月末時点）になり、また、観光入込
客数が増加しており、多くの方に地域の魅力を発信できていると考えられる。

○ 美村Payの加盟店数が210店舗を超えるなど（令和８年３月時点）、地域からも支持・協力を得られている。

（非公開）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公開）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE２による補
助を活用

（備考）

ー

担当部署 0596-52-7112 メール joho@town.mie-meiwa.lg.jp電話明和町まちづくり戦略課

01 美村パスポート共通基盤【三重県明和町】 New

サービス提供事業者等

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社その他
参画主体

一般社団法人三重広域DXプラットフォー
ム

サービス
提供事業者

ーサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 岩手県遠野市では、関係人口の創出のため「遠野
ファンクラブ」を設立し、その会員に対し、デジタル会員
証を発行し、遠野市の祭りや郷土芸能、イベントなどの
最新情報を提供している。

○ その他、同ファンクラブ会員は、市内の観光施設や
店舗で利用可能なクーポンを受け取ったり、スタンプラ
リーやプレゼントキャンペーン、会員限定企画など参加
型のコンテンツを楽しむことができる。

○ 遠野市に興味のある人が気軽に登録できるよう、入
会費・年会費ともに無料としている。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://tonojikan.jp/tono-fanclub/（遠野ファンクラブ公式
HP）

令和７年度事業費 4,501千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（遠野市）

本市には、「遠野物語」が好きな方をはじめ、全
国に多くの「遠野ファン」がいますが、十分に遠野の
情報を発信出来ていないという課題を抱えていま
す。この課題の解決にあたってデジタルツールを活
用出来ないか、令和６年度に事業の検討を開始
しました。
検討にあたっては、他地域事例の調査及びヒアリ

ング調査を実施し、「遠野ファン」の要望に応える
企画の発案・検討を行い、「遠野ファンクラブ制度」
の設立に至りました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和７年度から「遠野ファンクラブ制度」を開始し
たところです。令和８年度も本制度を継続しながら、
今後は国で導入が予定されている「ふるさと住民登
録制度」とどのような形で連携できるか検討する予定
です。

02 最新情報や限定コンテンツを提供するファンクラブを設立し、関係人口を創出【岩手県遠野市】
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人口:１万人以上
５万人未満

New



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

○ 遠野ファンクラブ会員はR7.12月末時点で1,466名となっており、最新の情報や会員特典を提供し、遠野を身近
に感じていただいている。

○ 遠野の魅力を会員に伝えることで、移住や二地域居住を検討してもらう機会が提供できている。
○ 随時、会員に対してアンケートを通じて意識調査を行い、「遠野ファン」の意向や需要を捉えるのに活用している。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,590千イニシャルコスト ※税抜

円ー（内訳）円1,590千•アプリ構築等（内訳）

※年度ごとの事業内容により変動（備考）（備考）

R6.12～R7.3 庁内調整・制度設計業務委託
R7.4～6 アプリ構築・導入
R7.7 実証実験
R7.8～ 運用開始

担当部署 0198-62-2111 メール r-koryu@city.tono.iwate.jp電話遠野市産業部観光交流課

02 最新情報や限定コンテンツを提供するファンクラブを設立し、関係人口を創出【岩手県遠野市】

人口:１万人以上
５万人未満

New

サービス提供事業者等

株式会社遠野ふるさと商社（運営業務
委託先）、LINEヤフー株式会社（LINE
公式サービス提供先）、株式会社モスコソ
リューションズ（Poster提供先）

サービス
提供事業者

LINE公式、Poster（拡張ツール）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

ーその他
参画主体
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○ 奈良県宇陀市は、人気コスプレイヤーが市内の観光
スポットで撮影した写真を用いたNFTを販売し、観光
需要を惹起しているほか、NFTの所有者を「デジタル住
民」と定義して様々な特典を付与することで、関係人
口の創出を図っている。

○ デジタル住民には、NFTの写真の舞台となった観光
スポットの無料観覧券や割引券を付与したり、現地で
のイベントの情報を先行案内したり等の特典がある。所
有するトークン数が多いほど、イベントへの参加や新商
品の購入を優先的に案内してもらえる。

○ また、地元の事業者と連携しアイドルとのコラボ商品
を開発し、販売することにより、地元事業者の売り上げ
向上や、商品の認知度、宇陀市の認知度を高める。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.uda-kankou.jp/news/2639（市観光ポータル
サイト）

令和７年度事業費 27,000千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（宇陀市）

本市が抱える課題である人口減少の進展を少し
でも緩やかにできるよう、関係人口の創出・拡大に
向けた取組を推進しております。令和６年度に、
企業からの提案により、NFTの販売事業に協力し
たことで、NFTの活用による当市の知名度向上や
関係人口の増加が期待できることが判明したので、
NFT購入者を対象にデジタル住民として関わって
いただく施策の検討を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和７年度に事業準備を開始し、年度内の実施
を予定しています。
その後、令和８年度に本事業の取組の効果検証

を行い、令和９年度に新たな枠組みでの取組を実
施する予定です。

03 NFT×DAOを活用した関係人口拡大による連携地域活性化【奈良県宇陀市】
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New

人口:１万人以上
５万人未満

工夫した点・苦労した点を教えてください。

新たな施策を検討する際、地域の事業者の売り
上げに繋がるか、また、関係人口の増加に繋がるか
を見極めるのが難しいです。関係者と会議を重ねな
がら、慎重に検討を進めています。

メタバース・
Web３の活用



事業効果

コスト

○ NFTの保有者が約100名になる等、域外住民からも好評を博している。
○ 市内でのイベントにNFT保有者が訪れる等、実際の訪問に繋がっている。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円27,000千イニシャルコスト ※税抜

円ー（内訳）円27,000千•事業委託費（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPEⅤによる補
助額:27,000千円

（備考）

担当部署 0745－82－3910 メール s-suishin@city.uda.lg.jp 電話宇陀市政策推進課

03 NFT×DAOを活用した関係人口拡大による連携地域活性化【奈良県宇陀市】 New

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

ーその他
参画主体

株式会社GMTSサービス
提供事業者

ーサービス名

ー運用形態

R6.10～11 庁内調整
R7.6～9 事業に向けた事業者との連携調整
R7.9～ 事業開始

人口:１万人以上
５万人未満
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メタバース・
Web３の活用



○ 新潟県三条市は、居住地、性別、年齢、時間を問
わず交流ができるというインターネットの技術的特性に
着目し、NFTやメタバースといった先進技術を活用して、
同市と継続的に関わりを持つ関係人口の獲得を図って
いる。

○ 匠の守護者NFTの保有者は、
「デジタル三条市民」として保有者
限定のデジタルコミュニティに参加した
り、市政に関する意見交換や企画・
投票に参加したり、現地のお店で利
用可能な特典を得たりすることができる。

○ 同市が公開するメタバース空間
「バーチャルSANJO」には、市内
の景勝地を模したエリアや、市の
産業・観光を紹介する展示エリア
等があり、市の魅力・産業の発信
に繋がっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：9.0万人（令和８年２月28日現在）
関連ＵＲＬ：https://virtual-sanjo.jp（「バーチャルSANJO」公式ウェブ
サイト） 令和７年度事業費 非公表

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（三条市）

本市では、移住・定住を促進するだけでなく、
「定期的に三条市を来訪したい」、「三条市と関わ
り続けたい」と思う層の獲得を目指して取組を推進
してきました。
その取組の一環として、新たな層の獲得に効果

的と考えられる、デジタル空間を媒介にしたアプロー
チを選択することとしました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

まず、デジタル三条市民のコミュニティ拡大に向け、
定期的なオンラインイベントの開催や情報発信を継
続します。直近では、全国初となる、デジタル空間で
の企画等を司る「デジタル市⾧」を決める選挙を行い
ました。
また、デジタル空間での関係構築をきっかけとして、

実際の来訪や地域活動への参加に繋げるための施
策を検討中です。NFT保有者向けの特典や、リアル
イベントの情報発信等を通じて、オンラインからオフラ
インへの接続を図ります。
これらの施策を実施しつつ、参加者数や参加頻度

の計測、アンケート等を通じて取組の効果検証を行
い、必要に応じて改善を図ります。

04 先進デジタル技術を活用したアプローチで関係人口を創出・拡大【新潟県三条市】
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人口:５万人以上
10万人未満

New



担当部署 0256-34-5628 メール chiikikeiei@city.sanjo.niigata.jp電話三条市地域経営課

事業効果

コスト

サービス提供事業者等

○ 令和７年10月に公開して以降、1,314件（令和８年１月時点）のNFTを発行しており、多くの方に関心を寄
せられている。

○ NFTデジタル市民証の枠組み等を通じ、単発的な参加にとどまらず、継続的に関与する意識の醸成が見られた。
○ NFTのデザインに地域企業の製品や技術をモチーフとして採用したことにより、企業の認知度向上やブランディング

に寄与している。また、デジタル市民との交流を通じて、企業側も新たな顧客層との接点を得る機会となっている。
○ 本取組を通じて、デジタル技術を活用した新たな住民参加の形について庁内での理解が深まったことで、他の施策

への応用可能性の検討に繋がり、今後の先端技術活用に向けたきっかけとなった。

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

（非公表）（内訳）（非公表）（内訳）

（備考）（備考）

ーその他
参画主体

ーサービス
提供事業者

VRchat「バーチャルSANJO」、燕三条 匠の
守護者プロジェクトサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年３か月

R6.7 PwCコンサルティング・大日本印刷と連携協定
R7.4 （株）燕三条と業務委託契約
R7.5 メタバース空間構築公開型プロポーザル
R7.6 （株）Moguraと業務委託契約
R7.7 匠の守護者NFTをデジタル市民証として公認
R7.10 バーチャルSANJO公開

人口:５万人以上
10万人未満

New04 先進デジタル技術を活用したアプローチで関係人口を創出・拡大【新潟県三条市】
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○ 愛媛県今治市では、関係人口の創出・拡大と継続
的な交流を目的に、オンラインコミュニティ「デジばりー」を
運営している。コミュニティの参加者間での情報共有の
促進や、コミュニティの活性化、コンテンツの拡充を通じ
て、今治市への訪問や地元の名産品の購入などの具
体的な行動へ繋げる狙いがある。

○ 「デジばりー」はチャットツール「Discord」を利用して
運営されているため、今治市に関心を持つ人が無料で
気軽に参加できるうえ、参加者
同士が簡単に交流でき、
コミュニティの継続的な利用を
支える基盤となっている。

○ 積極的に投稿を行い、
コミュニティの活性化を促す
「コミュニティマネージャー」を
設置（委託）することで、
コミュニティの魅力の向上を
図っている。

参加者間での情報発

事業の概要

【参考情報】 人口：14.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.imabari.ehime.jp/iiimabari/NFT/（市HP
「デジばりー」特設ページ）

令和７年度事業費 1,570千円（税抜）
（うち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）
785千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（今治市）

今治市では、首都圏のイベント等で市オリジナル
NFTを配布し、多くの参加者と繋がりを形成しまし
たが、単発的な関係に止まっているという課題があ
りました。そこで、関係人口を継続的に創出・拡大
することを目的に、コミュニケーションツール
「Discord」を活用したデジタルコミュニティ「デジば
りー」を構築するに至りました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

既に3,000人ほどの方に参加いただいています。
今後は、「デジばりー」の基盤を活用し、参加者間の
相互の情報発信の促進や、コミュニティの活性化・
拡充を通じて、今治市への関心を一過性のものに
終わらせず、市への訪問や今治産品の購入などの
具体的な行動へと繋げる仕組みづくりを行っていく予
定です。
現時点では令和９年度までの実施を見込んでい

ますが、継続の可否については、今後の成果を踏ま
え検討することとしています。

23

人口:10万人以上
30万人未満

New05 デジタルコミュニティを構築し、関係人口と継続的にコミュニケーション【愛媛県今治市】



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

○ 約3,000名（うち約９割が市外在住者）の参加を得るなど、今治に興味・関心を持つ層との新たな接点として、
地域外との関係構築に向けたデジタル基盤が形成されている。

○ 情報発信を通じて、特産品等、今治市の魅力発信の場の形成に繋がっている。
○ 参加者によるSNS等での発信を通じて、コミュニティの内外への波及的なPR効果がある。

円1,570千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円930千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円
円

660千
264千
330千
316千

• ｺﾐｭﾆﾃｨﾏﾈｰｼﾞｬｰ報酬
• ｺﾐｭﾆﾃｨｱｼｽﾀﾝﾄ報酬
•広報宣伝費
•管理運営費

（内訳）円
円

100千
830千

• コンテンツ作成費
• トークン設計等費用

（内訳）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交
付金）（内閣府）による補助額:785千円

（備考）新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代
交付金）（内閣府）による補助額:465千円

（備考）

R6.10～R7.3 庁内調整
R7.4～6 トークン配布設計
R7.7 実証実験
R7.8～ 運用開始

担当部署 0898-36-1554 メール iiimabari@imabari-city.jp電話今治市i.i.imabari!推進課

05 デジタルコミュニティを構築し、関係人口と継続的にコミュニケーション【愛媛県今治市】

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社むらかみかいぞくサービス
提供事業者

Discordサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態
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○ 大阪府岸和田市では、特産品の竹をパンダのエサと
して提供してきた縁を活かし、関係人口の創出や
SDGsの達成に向けた取組「パンダバンブープロジェク
ト」を、アドベンチャーワールド※１と共同で推進している。

○ パンダが中国に帰国した後も、岸和田市や白浜町、
アドベンチャーワールドに継続的に人の流れを促す働き
かけとして、令和８年２月１日から独自に発行する
「パンダバンブーNFT」を無料で配布している。

○ 竹資源の循環利用や、ESD※２など、さまざまな事
業を展開している。

事業の概要

【参考情報】 人口：18.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.kishiwada-panda-bamboo.com/
（「PandaBambooProject」特設ページ）

令和７年度事業費 2,975千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（岸和田市）

もともとのきっかけは、アドベンチャーワールドのジャ
イアントパンダに食事として竹を提供し始めたことで
す。当初は、パンダが食べない竹の幹や食べ残した
枝葉は焼却処分していましたが、これらを有効に活
用できるよう、令和２年にアドベンチャーワールドと
「SDGsパートナーシップ協定」を締結し、「パンダバ
ンブープロジェクト」を開始しました。
その後、当市、アドベンチャーワールド、和歌山県

白浜町の三者で、関係人口の創出やESD等を目
的とした「パンダバンブーSmile広域包括連携協
定」を締結し、5,000本の竹アート制作に挑戦す
る「パンダバンブーアートプロジェクト」の実行委員会
発足や、NFTを活用して双方の周遊を促進する
等、地域の枠を超えた新たな連携を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

本事業は、令和７年度に関係人口の創出を主な
目的とした実証事業として開始しました。令和８年
度以降には、自治体の新たな財源として収益を生
み出す事業展開を検討しています。

06 パンダバンブープロジェクト推進事業【大阪府岸和田市】
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人口:10万人以上
30万人未満

New

※１和歌山県白浜町に所在する動物園。令和７年６月までジャイアントパンダ
を飼育していた。

※２ Education for Sustainable Development（持続可能な開発のた
めの教育）の略。持続可能な社会を目指すための学習・教育活動のこと。



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

○ 竹を使ったアートイベントに述べ約3,000名の方々に参加いただき、関係人口の創出について、一定の成果を上
げられた。

○ 開始から１か月間で約500枚のNFTが配布され、多くの方に注目されているものと考えられる。

円1,000千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,212千イニシャルコスト ※税抜

円1,000千•事業委託費（内訳）円

円

2,992千

220千

• 「NFTを活用した関係人
口創出業務」委託費
•ホームページ改修費

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1（内閣
府）による補助額:1,606千円

（備考）

R6.10～R7.3 庁内調整
R7.4～R8.1 事業者選定・サービス準備
R8.2～3 実証実験

担当部署 072-447-4056 メール seichou@city.kishiwada.lg.jp電話
岸和田市総合政策部成⾧戦略課
パンダバンブープロジェクト推進チーム

06 パンダバンブープロジェクト推進事業【大阪府岸和田市】

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

スタートバーン株式会社サービス
提供事業者

FUN FAN NFTサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態
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○ 神奈川県横須賀市では、メタバース空間「メタバー
スヨコスカ」を公開し、都市の魅力の発信や観光PRを
行うことで、デジタルを通じた新たな関係人口の創出を
進めている。

○ WEB上では、メタバース上のアバターが着用できるご
当地アイテムを無料で配布する等、ユーザ同士の交流
に繋がる取組に力を入れている。ユーザ同士のコミュニ
ケーションを活性化させることで、コミュニティの形成・固
定ファンの獲得を実現し、リアルでの来訪につなげる狙
いである。

○ 加えて、現実の横須賀市とメタバースヨコスカを行き
来する観光ツアーの開催や、市民を対象とした教育プ
ログラムの提供など、現実とメタバースとを連携させる施
策を数多く実施している。

事業の概要

【参考情報】 人口：36.5万人（令和８年２月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://metaverse-yokosuka.com/（メタバースヨコスカ）

令和７年度事業費 11,433千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（横須賀市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点・苦労した点を教えてください。

07 観光地を再現したメタバース空間で都市の魅力を発信し、関係人口を創出【神奈川県横須賀市】

横須賀市は、「音楽・スポーツ・エンターテイメント都市」
を目指し、これまでも地域資源の活用を進めて参りまし
た。アニメやゲーム、eスポーツを活用した事業に取り組ん
できた経験を活かし、新たな領域としてメタバース事業に
取り組み始めました。

工夫している点は、事業のKPIとして、無料配布の3D
アイテムのダウンロード数を重視していることです。メタバー
ス空間への訪問数は、ファンコミュニティ形成の効果検証
等を測る上での指標にはなりますが、アイテムのダウンロー
ドは、よりユーザーへの訴求効果が大きいと考え、このよう
なKPI設計としました。

事業の近況をや今後の展望を教えてください。

事業の近況としては、プラットフォーム内のコミュニティ
や、他自治体との連携を推進しており、新たな相乗
効果を生んでいくことを意識して取り組んでいます。
また、今後は観光関連以外の行政サービス等（高
齢者向けサービスや引きこもり支援等）への展開も
検討しています。
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New

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

横須賀集客促進・魅力発信実行委員会その他
参画主体

VRChat.Incサービス
提供事業者

VRChatサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.12～ 庁内調整・有識者ヒアリング
R5.４～ コンペ募集＆開催
R5.５～ 制作開始
R5.10～ 「DOUBUITA&MIKASA WORLD」オープン

3Dアイテム配布開始
R5.12～ 「SARUSHIMA WORLD」オープン

担当部署 046-822-8124 メール to-ec@city.yokosuka.kanagawa.jp電話横須賀市観光課

円10,000千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円44,915千イニシャルコスト ※税込

円
円
円
円
円

5,500千
600千
300千
600千

3,000千

•プロモーションイベント企画
•ワールドギミック制作調整
• 3Dアイテム制作
•保守管理費
•メタバース教育事業

（内訳）円
円
円
円
円

18,000千
7,300千
1,715千

10,000千
7,900千

• VRワールド制作
•アイテム制作
• コラボワールド制作
•ワールドイベント開催
•広告宣伝費

（内訳）

（備考）（備考）

○ メタバースヨコスカへの累計来訪者数が23万人（令和８年１月末時点）を超えるなど、広い層にPRが
届き、関係人口の創出に繋がっている。

○ 無料で配布している3Dデータのダウンロード数が10万件を超えており、メタバースヨコスカへの導線の形成
に繋がっている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載
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07 観光地を再現したメタバース空間で都市の魅力を発信し、関係人口を創出【神奈川県横須賀市】 New

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用



○ 富山県では、県内の農業経営体における、将来の
担い手となる人材を確保するため、農業経営体と農業
に興味のある求職者をマッチングするサービス「富山あぐ
りマッチボックス」を提供している。

○ 「富山あぐりマッチボックス」は、数時間～数日間の短
期間のアルバイトを募集する農業経営体と、スポット的
に働き報酬を得たい求職者とをマッチングするサービスで、
面接や履歴書による審査がないため、募集者・求職者
ともに手間が省けている。また、⾧期雇用を前提とした
体験就業を募集することもできる。

○ 短期アルバイトや体験就業を通じ、農業に触れる
機会を増やすことで、収穫期等のスポット的な労働力
不足の解消と、 求職者が農業に興味を持ってもらい、
将来の担い手となる新規就農者の確保を狙っている。

事業の概要

【参考情報】 人口：100.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.toyama.jp/1611/kensei/kouhou/houdou
/2026/1gatsu/matthboxsetumeikai.html（県HP報道発表）

令和７年度事業費 4,400千円（税抜）
（うち、雇用体制強化事業費補助金（農林水産省） 3,900千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（富山県）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和９年度以降は、補助金を使わないで運営で
きる自走化を目指しています。そのため、８年度は、
より一層の認知普及活動を行っていきます。

08 短時間農業人材マッチング促進事業【富山県】
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New

富山県は水田率が95％と高く、農業産出額の
うち米が66％を占めるなど、米に特化した農業構
造です。また、県内の農業従事者数の減少と高
齢化・後継者不足が顕著で、本県の農業の衰
退・消滅を危惧しています。
令和５年８月に、県内の集落営農を対象に実

施したアンケートでは、後継者がいないことや労働
力の不足を憂う一方で、 「後継者や常時従事者
の確保に向けた募集をしたことがない」、「募集の
仕方が分からない」、「募集しても応募がない」等の
意見が多く寄せられました。
このため、県では、雇用を通じた「将来の担い手

となる人材の確保」を目的に、農業経営体と求職
者の情報をより多く集められて、マッチングする仕組
みの検討を始めました。

都道府県



○ 募集掲載件数2,764件に対し、2,415件の応募があり、1,843件の採用に繋がっている(R8年2月末現在)。
○ 求職者が同じ農業経営体に繰り返し応募することが多く、⾧期雇用に繋がった事例もある。
○ 農業経営体からは、「必要な時に人材確保ができる（特に土日に応募が多い）」、「今後の人手不足解消になく

てはならない」、求職者からは「農業に触れ、楽しさや魅力を感じることができた」等の評価をいただいている。

円4,400千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円5,000千イニシャルコスト ※税込

円

円
円
円

1,400千

500千
1,500千
1,000千

• 「富山あぐりマッチボックス」運
営費用
•農業経営体向け説明会等
•WEB広告等PR活動
•経営体への求人掲載支援

（内訳）円5,000千• R6の実証実験費用（内訳）

雇用体制強化事業費補助金（一般社団法人全国農
業会議所）等による補助額:3,900千円

（備考）（備考）

R6.2～6 構想検討
R6.7～10 システム構築
R6.11～R7.2 実証実験
R7.3 本格運用準備
R7.4 本格運用開始

担当部署 076-444-3266 メール ichiyo.nakamura@pref.toyama.lg.jp電話富山県農業経営課

08 短時間農業人材マッチング促進事業【富山県】 New

（公社）富山県農林水産公社、農林中央金庫富
山支店、JA共済連富山県本部

その他
参画主体

株式会社Machbox Technologiesサービス
提供事業者

富山あぐりマッチボックスサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年２か月

サービス提供事業者等

都道府県
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○ 石川県では、同県に関心を寄せ、関与する「関係人
口」の創出・拡大が、地域の担い手確保、ひいては地
域の存続に繋がるとの考えのもと、能登地域を始めとす
る県全域で、様々な形で関係人口の受け入れを推進
している。

○ 県が関係人口を把握し、情報提供を行うため、また、
地域課題と関係人口をマッチングするため、ポータルサ
イト「いしかわのwa!」を公開している。

○ 関係人口として登録したユーザーは、石川県の自治
体等がポータルに登録している地域活動プログラムに参
加することで、地域課題の解決や住民との交流など地
域との関係性を深めることができる。

事業の概要

【参考情報】 人口：109.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://app.ishikawanowa.pref.ishikawa.lg.jp/（いしかわの
Wa！）

令和７年度事業費 20,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（石川県）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和８年度以降も、県外イベントなどでの積極的
なPRなどにより、引き続きポータルサイトを通じて本
県に関係人口を最大限呼び込み、地域活力の維
持・向上や能登の創造的復興に繋げていきます。

09 関係人口と地域課題をマッチングするポータルサイトを公開、関係人口の創出・拡大へ【石川県】
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都道府県

New

石川県では、全国的な人口減少や高齢化の進
行により、移住施策を通じた定住人口の獲得だけ
では地域の担い手が十分に確保できない状況に
陥っています。特に、令和６年１月の能登半島
地震及び奥能登豪雨により、奥能登地域を中心
に人口減少が加速しており、地域の担い手を確保
し、賑わいを取り戻すことが急務となっています。
関係人口の創出・拡大に向け有識者の方々に

意見を募ったところ、「関係人口を把握・登録する
仕組みや、関係人口に継続して情報発信および
地域活動の機会を提供する仕組みを構築するこ
とが必要」との意見があったことを踏まえ、関係人口
を可視化し、地域との繋がりを創出するためのポー
タルサイトの構築に着手することとなりました。



事業効果

コスト

○ 県や市町として、これまで可視化できていなかった関係人口の属性等の把握（見える化）に繋がっている。
○ 令和７年11月にリリース以降、令和８年２月末までの４か月間で約1,010名が登録しており、参加者・受け入

れ団体双方から好意的な評価を受けている。

円5,778千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円15,545千イニシャルコスト ※税抜

円
円

3,648千
2,130千

•システム利用料
•運用保守費用

（内訳）円15,545千•システム構築費（内訳）

新しい地方経済・生活環境創生交付金TYPE1（内閣
府）による補助額:1,237千円

（備考）新しい地方経済・生活環境創生交付金TYPE1
（内閣府）による補助額:7,773千円

（備考）

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

R7.4 官民連携協議会の設置に向けた
調整

R7.5～6 官民連携協議会でのシステム方向
性決定、システム構築業者選定

R7.7～10 官民連携協議会でのシステム詳細
検討、システム構築

R7.11～ 運用開始

担当部署 076-225-1312 メール iju@pref.ishikawa.lg.jp電話石川県企画振興部地域振興課

都道府県

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社石川コンピュータ・センター、NEC
ソリューションイノベータ株式会社

サービス
提供事業者

NEC応援経済圏構築プラットフォームサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

09 関係人口と地域課題をマッチングするポータルサイトを公開、関係人口の創出・拡大へ【石川県】
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○ 山形県高畠町では、保護者と学校が相互にやり取
りできるデジタルツール「さくら連絡網」を導入し、遅刻や
早退、欠席等の連絡や、学校からの情報・資料の共
有、連絡等を容易にしている。

○ 従来の連絡網では、学校から保護者に向けた一斉
連絡しかできていなかったため、保護者からの連絡は、
電話や連絡帳でしか受け取れていなかった。これにより、
インフルエンザ等の感染症が流行する時期には、多くの
児童・生徒の保護者から電話を受ける必要がある等、
教職員の作業負荷が高まっていた。

○ ツールの導入により、保護者は朝の忙しい時間帯に
学校に電話せずとも、アプリから欠席や遅刻の連絡をで
きるようになり、また教職員も電話対応から解放された。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.takahata.yamagata.jp/index.html（町HP） 令和７年度事業費 662千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（高畠町）

本町の幼児・児童・生徒及び、保護者に関わる
部署との相互連絡のデジタル化を図ることを目的と
して導入しました。システムの導入により、安否確
認や遅刻・欠席の連絡、健康チェック等のやり取り
を簡略化することができたため、結果的に教職員の
業務改善と働き方改革にもつながっています。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

導入当初は、教職員・保護者ともに操作方法に
戸惑っている様子でしたが、最近では、皆さんが操
作に習熟してきて、本来の便利さを享受できているよ
うに見受けられます。
今後とも継続して利用する予定です。

10 保護者と学校との連絡ツールをデジタル化し、双方の利便性を向上【山形県高畠町】

33

人口:１万人以上
５万人未満

New

低コスト



事業効果

コスト

○ システムの導入により、安否確認や遅刻・欠席の連絡、健康チェック等のやり取りを簡略化することができた
ため、結果的に職員の業務改善と働き方改革に繋がっている。

円662千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円906千イニシャルコスト ※税抜

円662千•サービス利用料（内訳）円
円
円
円

200千
100千
220千
386千

•初期設定費
•データ入力費
•導入説明費
•使用料（７か月）

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補
助額:529千円

（備考）

担当部署 0238-52-3054 メール kyoiku@town.takahata.yamagata.jp 電話高畠町教育総務課

人口:１万人以上
５万人未満

New

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

ーその他
参画主体

株式会社メコムサービス
提供事業者

さくら連絡網 教育委員会版サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.2～3 庁内調整（２か月）
R5.4～8 事業者選定・ｼｽﾃﾑ導入（５か月）
R5.9～ 運用開始

10 保護者と学校との連絡ツールをデジタル化し、双方の利便性を向上【山形県高畠町】

34

低コスト



○ 宮城県栗原市では、水道メーターが建物内や施錠
された門扉内にあるなど、検針が困難な箇所（以下、
「難検針箇所」という。）から優先してスマートメーター
に交換することで、コストを抑えながら、検針の効率化と
住民の利便性向上を図っている。

○ 難検針箇所は、事前に居住者に電話して検針日
時を調整したり、当日不在だった場合は後日再訪問し
たりする必要があり、検針員にとっても、水道の利用者
にとっても手間がかかっている。スマートメーターを導入し、
現地での検針を不要にすることで、双方の手間が軽減
される。

事業の概要

【参考情報】 人口：6.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.kuriharacity.jp/index.html （市HP） 令和７年度事業費 932千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（栗原市）

難検針箇所は、家人が不在の場合は検針でき
ないため、事前調整や再訪問が必要で、検針作
業の負担になっていました。この課題を解決すべく、
令和６年度から事業を開始しました。
これまでもスマートメーターの導入に向けて予算

要求を実施してきたのですが、高額であったため予
算がつかない状態でした。安価な機器の登場や、
漏水検知や見守り等による市民サービス向上が期
待できることから、この度予算が通り、導入に至るこ
とができました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和８年２月に通信機一体型スマートメーターを
導入しました。令和８年度中は通常の検針と並行
稼働することで、通信データの信頼性やメーターの耐
久性を検証します。検証結果が芳しいものでれば、
さらに小型の通信機一体型メーターの導入も検討す
る予定です。

11 難検針解消事業【宮城県栗原市】
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人口:５万人以上
10万人未満

New

低コスト



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

○ 従来建物の居住者等と日程を調整して検針を行っていた箇所についても、遠隔で自動で検針ができるため、作業
が効率化でき、住民の利便性も向上している。

円114千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円932千イニシャルコスト ※税抜

円
円

72千
42千

•サービス利用料
•管理料

（内訳）円

円

639千

229千

• メーター購入費（35
基）
•交換工賃（35箇所）

（内訳）

管理料は、メーター１基１か月あたり100円（備考）（備考）

R6.12～R7.3 検針員を対象に難検針箇所を調査
R7.4～9 現地確認・手法検討・システム選定

・製品調査
R7.10～11 庁内調整
R7.12～R8.1 メーター調達
R8.2 導入（交換）作業
R8.3～ データ受信開始

担当部署 0228-42-1130 メール suido@kuriharacity.jp電話栗原市上下水道部経営課

11 難検針解消事業【宮城県栗原市】

人口:５万人以上
10万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

東洋計器株式会社サービス
提供事業者

（メーターの名称）Axsサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

36

低コスト



○ 福井県福井市では、災害発生時等に迅速に測量
が実施できるよう、小型の測量デバイスを活用している。

○ iPhoneやiPadに小型のRTS-GNSS受信機※

を取り付けることで、センチメートル単位で現在
位置を取得できる。また、崩壊した法面等、
職員が進入できない箇所も、カメラを向ける
だけで、座標を取得したり点群データを作成
したりすることができる。

○ 取得した座標データや撮影した写真を専用のクラウ
ドサービスにアップロードすることで、庁舎の職員や協力
会社に共有できるため、ペーパーレス化・業務効率化
にも繋がっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：25.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.fukui.lg.jp/index.html（市HP）

令和７年度事業費 490千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（福井市）

地震等の災害発生後の復旧工事の費用につい
て、国から補助を受けるためには、災害査定を受
験する必要があり、災害の発生から４週間以内に
工事費を確定させる必要があります。工事費を算
定するにあたっては、現地調査や地元立会い、設
計委託、積算、照査などを完了させる必要があり
ます。
これらの作業は事業者に委託しているのですが、

被災した周辺自治体も同様に事業者に委託する
ため、需要に供給が追い付かず、事業者の手配に
苦慮する状況が発生していました。
そこで、災害現場の測量を内製化できないか、

検討を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

災害対応や通常業務での活用を行い、機器の効
率化検証を行っているところです。他業務でも有用
なツールであると認識しているので、庁内へ情報発信
を行うとともにマニュアルを整備し、他部署での機器
活用を推進していく予定です。

12 小型デバイスをスマホに取り付けて高精度な測量を実施【福井県福井市】

37

人口:10万人以上
30万人未満

New

※RTK-GNSS Real Time Kinematic Grobal Navigation Satellite System
の略。各地に設置された基準局と人工衛星を用いて、現在位置を高精度（センチメー
トル単位）にリアルタイムで測定するシステム。

低コスト



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

○ 崩壊した法面や舗装の破損部の測量について、外部委託を行わずに精度の高い作業を内製化できるようになり、
現場復旧までの時間が短縮された。

○ 崩壊した法面等の職員が進入できない箇所の測量についても、安全性を確保しながら実施できるようになった。

円490千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円325千イニシャルコスト ※税抜

円

円

475千

15千

•クラウドシステム使用料
（１アカウント）
•通信SIMカード契約料

（内訳）円
円

143千
182千

•測量機器本体・備品
• ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ本体（１台）

（内訳）

（備考）（備考）

R6.9 システム選定
R6.10～R7.1 事業計画、予算要求
R7.2～5       庁内調整
R7.6～ 運用開始

担当部署 0776-20-5430 メール rinsui@city.fukui.lg.jp電話福井県林業水産課

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

レフィクシア株式会社サービス
提供事業者

LRTK Phone、LRTKクラウドサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

12 小型デバイスをスマホに取り付けて高精度な測量を実施【福井県福井市】

38

低コスト



【参考情報】 人口：26.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.mito.lg.jp/site/jougesuidou/72178.html
（市HP）

令和７年度事業費 0千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（水戸市）

水戸市では、新型コロナウイルス感染症の流行
を契機に、従来の業務手法を見直し、行政のデジ
タル化を推進しました。人間同士の接触を減らす
観点から、電子申請の導入、上水道管路図のイ
ンターネット公開、給水装置工事の遠隔臨場によ
る検査（リモート検査）の３つの施策に至りました。
リモート検査については、業界誌において神戸市

が給水装置工事のリモート検査を採用している事
例を知り、コロナ対策として有効であると感じたこと
が導入検討のきっかけとなりました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

現在は、戸建住宅や店舗事務所等の小規模施
設をリモート検査の対象としていますが、今後は、こ
れまでの運用状況を踏まえつつ、対象範囲を拡大す
ることも検討しています。
人口減少や労働力不足が進む社会において、デ

ジタル技術の活用は必要不可欠です。本取組は業
務改善効果と高い費用対効果を伴っているため、
是非、全国の水道事業者にも広く普及していくことを
期待しています。

13 給水装置工事の遠隔臨場による検査【茨城県水戸市】

39

New

人口:10万人以上
30万人未満

○ 茨城県水戸市では、スマートフォン等によるビデオ通
話を用いて、給水装置工事の検査をオンラインで実施
することで、事業者・職員ともに利便性が向上している。

○ 水道局職員は庁舎にいながら、現地の水道事業体
及び指定工事事業者とビデオ通話を行い、画面越し
で検査箇所を確認して検査を進める。

○ 給水装置工事の検査をオンライン化したことで、検
査の予約にあたって職員の移動時間を考慮する必要
がなくなり、結果的に予約管理が簡素化された。これに
より、検査の予約をもオンライン化することができた。これ
らは、１日に実施可能な予約数の増加や、繁忙期の
予約の取りやすさの向上に繋がっている。

事業の概要

低コスト



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年

○ 給水装置工事の検査をリモートで実施することで、訪問検査と比較して、１件あたり50分間の作業時間削減に
繋がった。令和７年度（12月末まで）は１日平均2.23件のリモート検査を実施した。

○ 公用車での移動が減少したため、給油量が約４割減になったほか、事故等のリスクも低減できている。
○ 真夏や真冬などの厳しい時期に現場に行かなくてすむなど、労働環境改善にも寄与している。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円6千イニシャルコスト ※税抜

円ー（内訳）円6千• イヤホンマイク購入費（内訳）

R3年度 他市の事例を参考に、コロナ感染対策における
緊急的な手段として、必要最低限の準備を実施

R4年度 行政のDX化の進展を踏まえ、全面リニューアルを
行い、通常業務として運用することを検討

R5.11 試験運用を開始
R6.4 本格運用を開始

担当部署 029－231－4112 メール repair@city.mito.lg.jp電話水戸市上下水道局水道部給水課

13 給水装置工事の遠隔臨場による検査【茨城県水戸市】 New

サービス提供事業者等

transcosmos online 
communications株式会社

サービス
提供事業者

KANAMETOサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

ーその他
参画主体

人口:10万人以上
30万人未満

40

低コスト



○ 山形県では、主要な観光地である蔵王温泉エリアと
山寺を直通で結ぶシャトルバスについて、オンラインの経
路検索サイトで表示されるように、GTFS-JPデータを作
成し、オープンデータとして公開している。

○ GTFSとは、「General Transit Feed 
Specification」の略で、交通事業者が時刻表、駅、
運賃などの運行情報を乗換案内等の経路検索サービ
スに掲載するための国際的な標準データ仕様のこと。

○ これを国土交通省が日本国内の事情を踏まえて
ローカライズしたものが「GTFS-JP」であり、この仕様に
従ってバス等の運行データを作成し、オープンデータとし
て公開したり、乗換案内事業者等に提供したりすること
で、経路案内サービスにバス等が表示されるようになる。

事業の概要

【参考情報】 人口：101.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.yamagata.jp/110011/r7zaoproject.html
（県HP報道発表資料）

令和７年度事業費 ０千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（山形県）

山形県の主要な観光地である蔵王エリアにおい
て、グリーン期や紅葉期などに温泉をはじめとする
様々な目的で訪れる観光客の各地区間の移動
ニーズを把握し、広域観光や⾧期滞在の可能性
を検証することを目的として、シャトルバス実証運
行を実施しています。
令和６年度にも一部の区間で実証運行してい

ましたが、季節運行便であることから、認知度の向
上がネックとなっていたため、国内外で広く利用され
ているGoogleマップへの掲載を目的としてGTFS-
JPデータを整備し、オープンデータとして公開するこ
とで、Google社やその他の経路検索事業者への
波及を期待し、本取組を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

行政機関におけるGTFS-JPデータ作成業務は属
人化する傾向にあるため、継続してデータを作成する
ための体制づくりが必要と考えています。
また、データ活用自体は目的ではないため、今後

はシャトルバスのさらなる認知度向上のための広報と
組み合わせて周知方法を検討していく予定です。

14 蔵王地域二次交通実証事業【山形県】

41

都道府県

New

低コスト



○ 茨城県水戸市では、繁華街エリアにおける客引き行
為を抑制するため、AIと高機能カメラを活用し、客引き
と疑われる行為を検知した場合に、スピーカーから注意
喚起の音声を流すシステムを構築している。

○ 防犯カメラの映像をAIが解析し、「通行人の前に立
ちふさがる」、「通行人に声をかけながら並行して歩く」
等の、客引きと疑われる行為等を検出する。客引きが
検出された場合は、音声による注意喚起を行うとともに、
警察にデータ提供を行い、連携して対策を実施する予
定。

事業の概要

【参考情報】 人口：26.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.mito.lg.jp/index2.html（市HP） 令和７年度事業費 9,000千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（水戸市）

本市の繁華街エリアでは、一部の店舗による客
引き行為が常態化し、市民等からも、通行しにくい、
訪れにくいとの声が寄せられていました。
客引き行為を抑制し、安心して飲食等を楽しむ

ことのできる繁華街を作り上げるため、本事業の検
討を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

まずは、どのような行為を客引き行為と判定して警
告するか、データを集めてAIに学習させます。
令和７年度中に学習を完了させ、本格運用を開

始し、令和８年度以降、本事業の取組の効果検
証を行う予定です。
また、今後、本取組と併せて、混雑状況を把握・

可視化し、市民等がスマートフォンやパソコンで確認
できるようにする予定です。これにより、より一層、安
心して飲食等を楽しむことのできる繁華街を実現で
きるものと考えています。

15 安全・安心を感じるまちづくりプロジェクト事業【茨城県水戸市】
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人口:10万人以上
30万人未満

New

強引な勧誘やつきまとい
等の客引き行為は禁止
です!

[運用イメージ]

防犯カメラの映像をAIが解析し、
客引き行為等が検知されると

スピーカーから注意喚起の音声が
流れる



事業効果

コスト

○ 繁華街の利用者が安心して飲食等を楽しむことのできる環境づくりに繋がっている。
○ 新聞記事の掲載（３社）や、他自治体からの事例の問い合わせ（３自治体）があり、事業を通じた本市の知

名度向上やイメージアップにも繋がっている。

円790千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円9,000千イニシャルコスト ※税抜

円
円

394千
396千

•保守費用
•通信費用

（内訳）円
円
円

5,000千
2,000千
2,000千

•機器調達費用
•システム開発費用
•工事費用等

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1（内閣
府）及び新しい地方経済・生活環境創生交付金
TYPE V（内閣官房）による補助対象

（備考）

担当部署 029-224-1113 メール traffic.safety@city.mito.lg.jp電話水戸市生活安全課

15 安全・安心を感じるまちづくりプロジェクト事業【茨城県水戸市】

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

ーその他
参画主体

アースアイズ株式会社サービス
提供事業者

迷惑行為情報システムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R6.9～R7.3 庁内調整（７か月）
R7.4～11 事業者選定・ｼｽﾃﾑ導入（８か月）
R7.12～R8.2 AI学習（３か月）
R.8.3～ 本格運用開始
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○ 山梨県甲府市では、水道管の維持管理業務において、人
工衛星等から取得した情報をAI解析し、漏水リスクが高いエリ
アを特定することで、効果的・効率的な漏水防止対策を推進
している。

○ 地表面温度等の衛星データ、水道管の管路情報、過去の
漏水履歴、地質図等を基にAI解析し、管路単位または
100mメッシュごとに漏水リスク（2年以内の漏水確率）を評
価する。高リスクと判断したエリアについては、現地で音聴調査
を実施し、実際に漏水が起きているか調査する。

○ 漏水防止対策を推進し、地下漏水を速やかに修繕すること
で、有収率※の向上を図る。

地表面温度等
と水道管路情報
を組み合わせ

AI解析
［甲府市の地表面温度の変化］ ［リスク評価結果例

㈱天地人提供 (評価高⇒濃い暖色)］
㈱天地人提供

事業の概要

【参考情報】 人口：18.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.kofu.yamanashi.jp/index.html（市HP） 令和７年度事業費 7,300千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（甲府市）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和７年５月に開始し、令和７年10月末に漏
水リスク評価が完了しました。令和７年11月から令
和８年度末までに漏水リスクが高い箇所の音聴調
査を実施する予定です。

16 AI・人工衛星を活用した漏水リスク評価【山梨県甲府市】
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人口:10万人以上
30万人未満

New

本市では、漏水に起因する道路陥没等の二次
災害を防止し、貴重な水資源の有効利用を図る
ことを目的として、漏水調査を行っています。
近年、調査により発見される地下漏水の件数は

減っており、有収率についても横ばいであり、漏水
修理件数は、住民通報等により地上で確認され
るものが大半となっています。
そこで、微量な地下漏水を如何に発見し、漏水

発見件数が伸び悩む現行の調査方法を見直す
なかで、他都市の実績においても効果が報告され
ているAI・人工衛星を活用した漏水リスク評価が
有収率の向上に有効性があるとの判断に至り採
用しました。

※ 供給した水量に対し、料金収入として計上された水量の割合。



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

○ 漏水リスクの高い箇所を絞り込むことにより効率的な音聴調査が可能となり、漏水の早期発見による道路陥没等
を未然に防止し、有収率向上などの有効性に繋がることを期待している。

円0ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円7,300千イニシャルコスト ※税抜

円0（内訳）円7,300千•人工衛星などの情報を活
用したAI解析による漏水
リスク評価（スクリーニン
グ作業）

（内訳）

単年度で完了する業務であるためランニングコストなし。（備考）（備考）

R6.8～10 調査手法確認・選定
R6.11～R7.4 内部調整及び準備
R7.5～10 調査の実施
R7.11～ 音聴調査の実施

担当部署 055-228-3862 メール jougekoumu@city.kofu.lg.jp電話
甲府市上下水道局工務部水道管理室
水道課

16 AI・人工衛星を活用した漏水リスク評価【山梨県甲府市】

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社天地人サービス
提供事業者

宇宙水道局サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態
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○ 北海道小清水町では、自然災害への対応力向上
を目的に、衛星回線を用いた通信基盤と定点カメラを
整備し、地域住民と職員が遠隔からリアルタイムで暴
風雪等による吹き溜まりや河川増水の危険を把握でき
るようにした。また、庁舎に衛星回線を導入するとともに、
町内に通信網を張り巡らすことで、災害時の通信途絶
を防ぎ、防災メールや町アプリなどの情報提供の継続
性を確保した。

○ さらに、災害発
生時に職員が現
地へ赴くことなく速
やかに避難所を
開設できるよう、
公共施設に電子
錠と通信環境を
整備した。

○ 加えて、農作物被害が深刻化していたエゾシカ対
策として、くくり罠にセンサーを設置し、猟友会が現地に
頻繁に出向かずとも捕獲状況を確認できる仕組みを
導入した。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.koshimizu.hokkaido.jp/（町HP）

令和７年度事業費 3,815千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（小清水町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

17 衛星回線を整備して自然災害及び獣害への対策を実施【北海道小清水町】

北海道の沿岸部に位置する小清水町は、地理上の
特性により、暴風雪による幹線道路の通行止めや、波
浪・河川の氾濫による浸水がたびたび発生し、住民生活
に大きな影響を与えていました。さらに、エゾシカによる獣
害にも悩んでおり、令和５年度の農作物の被害額が
1.6億円に達しました。これらを一挙に解決すべく検討を
開始しました。

令和５年度の導入時に、総務省による情報通信技術
利活用事業補助金（地域デジタル基盤活用推進事業
（補助事業））を活用しています。

事業の近況を教えてください。

当初の目標を大幅に上回る実績が出ているため、
目標を上方修正し、引き続き取り組んでいます。たと
えば、エゾシカの駆除に関する令和６年度の目標は、
駆除数を令和４年度比で110%に向上させることで
したが、結果として178%まで向上しました。
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New

人口:１万人未満



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

ーその他
参画主体

株式会社イーベース・ソリューションズ、株式
会社ライフシード、山本電子工業株式会
社

サービス
提供事業者

ーサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.3～6 事業内容の検討（4か月）
R5.7～9 庁内調整（3か月）
R5.9～11 交付申請（3か月）
R5.11～R6.3 システム構築（５か月）
R6.3 運用開始

担当部署 0152-62-4470 メール soumumgr@town.koshimizu.hokkaido.jp電話小清水町総務課総務係

円3,815千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円24,148千イニシャルコスト ※税抜

円
円

2,521千
1,294千

•運用保守費用
•回線利用料

（内訳）円
円
円
円

6,182千
14,834千
2,398千

734千

•定点カメラ購入・設置費
•ネットワーク整備費
•電子錠設置費
•罠購入・設置費

（内訳）

（備考）情報通信技術利活用事業補助金による補助額:
12,074千円

（備考）

○ 地域住民と職員が吹き溜まりや河川増水の危険を容易に把握できるようになった。（令和６年度の定点
カメラへのアクセス数は80,622件）

○ 指定避難所付近に定点カメラを設置するとともに、遠隔解錠を行うことで、安全かつ迅速な避難所開設
が可能となった。

○ エゾシカの駆除数が令和４年度比で178%に増加し、農作物の被害額が28%軽減された。

17 衛星回線を整備して自然災害及び獣害への対策を実施【北海道小清水町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載
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New

人口:１万人未満



○ 熊本県和水町では、住民が予め町公式アプリに登
録した情報を用いて避難所の無人受付ができるように
することで、災害時の避難所運営を効率化している。

○ 住民は、町総合ポータル「なごみアプリ」に住所・氏
名等の基本４情報を事前に登録する。災害時、避難
所に避難した際には、従来の紙の避難者台帳に氏名
等を記載せずとも、なごみアプリから「避難所受付フォー
ム」に入力するだけで受付が完了する。

○ さらに、なごみアプリに事前に登録することで、避難所
の受付の完了時に、事前に登録した相手に安否情報
や避難先が自動でメール送信される。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.nagomi.lg.jp/（町HP）

令和７年度事業費 10,500千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（和水町）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

令和７年７月に本事業を開始し、令和８年３
月に機能リリースの予定です。効果検証、使い勝手
の検証という意味では、実際に災害が発生し、避難
所が開設されてからとなります。

18 避難所の無人受付・安否情報メールの送信システム【熊本県和水町】
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人口:１万人未満

New

和水町では、災害発生時の避難所運営に課題
を抱えていました。開設すべき避難所の数や各避
難所に割り当てるべき職員数に対し、対応可能な
職員が少なく、避難所運営がパンクするリスクがあ
りました。また、紙の避難者台帳へ氏名・住所を記
入いただく受付方法では受付に時間を要すること、
避難者情報の管理や災害対策本部との情報共
有がしづらいことも課題でした。これらの課題を一
挙に解決する方策として、避難所受付をデジタル
化すべく、今回のシステム構築を検討、導入するに
至りました。



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

○ 避難所における受付が効率化され、より早く避難所に入れるようになるため、住民の利便性が向上する。
○ 避難者情報がデジタル化されたことで、物資の振り分け等の避難所運営の効率化が期待できる。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円10,500千イニシャルコスト ※税抜

円ー（内訳）円
円

4,200千
6,300千

•システム構築費
•なごみアプリ改修費

（内訳）

（備考）新しい地方経済・生活環境創生交付金TYPE1
（内閣府）による補助額:5,250千円

（備考）

R6.11～R7.3 庁内調整
R7.4～12 システム開発
R8.1～2 運用テスト
R8.3～ 運用開始予定

担当部署 0968-86-5722 メール jyoho@town.nagomi.lg.jp電話和水町デジタル行政推進課

18 避難所の無人受付・安否情報メールの送信システム【熊本県和水町】

人口:１万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社JAPANDXサービス
提供事業者

DX-Pandサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態
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○ 石川県珠洲市では、平時・災害時ともに地域の拠
点となる公民館等の公共施設の機能強化のため、衛
星インターネットを配備したうえで、デジタルサイネージや
避難所管理システムを導入した。

○ 平時は地域住民の交流の場として、デジタルサイ
ネージを活用した情報発信を行い、地域住民に役立
つ多様な情報を提供している。

○ 災害時は避難所として、避難所管理システムによる
マイナンバーカードを活用した速やかな受付や、通信途
絶時の衛星インターネットの開放等により、地域住民に
安心と安全を提供している。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.suzu.lg.jp/soshiki/2/23508.html（市HP
「『デジタルが生み出す“つながる社会”の実現』に関する連携協定」）

令和７年度事業費 12,367千円（税抜）
（うち、地域社会DX推進パッケージ事業 6,801千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（珠洲市）

事業の近況・今後の展望を教えてください。

19 奥能登デジタル地域拠点整備事業【石川県珠洲市】
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人口:１万人以上
５万人未満

New

令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登
豪雨において、通信や電力等のインフラが途絶しま
した。連絡手段が失われたことで、多くの被災者に
不安を与え、また、情報収集や避難者名簿の作
成・共有に多くの手間や時間を要してしまいました。
緊急対応策として避難所等にスターリンクを配備し
ましたが、配備・運用開始までに時間を要し、課
題が残りました。
要介護・要支援認定者が増加傾向にある中、

地域住民が活発に交流する仕掛けづくりが必要で
あり、また、高齢者が多い奥能登地域においては、
スマートフォンを前提としない情報発信が不可欠で
す。このような事情を背景に、平時は地域の交流
の場となり、災害時は避難所となる公民館等の地
域拠点の機能強化を図ることとしました。

整備した通信環境及びデジタルサイネージを活用
し、防災訓練を実施する予定です。これにより、市
民への防災意識の向上と情報伝達手段の定着を
図ることを目的としています。



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

○ デジタルサイネージの活用により、スマートフォンを所持していない高齢者等にも情報を発信することができている。
○ 衛星インターネットの整備により、通常のインターネットが途絶した際にも通信が可能であるという安心感を地域住

民に提供できている。

円2,664千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円12,367千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円
円

324千
1,080千

715千
545千

• ｽﾀｰﾘﾝｸ通信費（3台）
• ｽﾀｰﾘﾝｸ保守費（3台）
• ｻｲﾈｰｼﾞ利用料（3台）
•避難所管理ｼｽﾃﾑ利用料

（内訳）円
円
円
円
円

630千
4,151千
2,380千
3,016千
2,190千

• ｽﾀｰﾘﾝｸ端末（３台）
•工事・NW整備（３台）
• ｻｲﾈｰｼﾞ端末（３台）
•企画・管理費
•避難所管理ｼｽﾃﾑ開発費

（内訳）

地域社会DX推進パッケージ事業による補助額:
1,449千円

（備考）地域社会DX推進パッケージ事業による補助額:
6,801千円

（備考）

R7.3～4 庁内調整
R7.5～6 交付申請・交付決定
R7.7～10 調達申請・契約締結
R7.11～R8.1 工事
R8.2～ 運用開始

担当部署 0768ｰ82ｰ7878 メール digital@city.suzu.lg.jp電話珠洲市DX推進室

人口:１万人以上
５万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

KDDI・NTTドコモビジネス共同企業体サービス
提供事業者

避難所管理システムサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

19 奥能登デジタル地域拠点整備事業【石川県珠洲市】
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○ 三重県伊勢市では、獣害対策として、住民等が害
獣の出没情報を投稿・共有するアプリを利用し、獣害
の早期検知や野生動物との接触事故・人的被害の防
止に取り組んでいる。

○ 害獣を目撃した住民が出没場所等をアプリに投稿
することで、出没場所が地図にプロットされる。他の利
用者が出没場所に接近すると、アラームにより注意喚
起されるため、被害を未然に防ぐことができる。

○ 本格導入前に体験利用してもらう等、住民に根付く
ような工夫を行っている。

事業の概要

【参考情報】 人口：11.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.ise.mie.jp/（市HP）

令和７年度事業費 180千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（伊勢市）

本市では、シカやイノシシ、サル等による獣害が
課題となっています。具体的には、農作物の食害
による農業被害や、住宅地近辺への出没による
生活環境被害、不意の遭遇による人的被害が問
題視されています。
これらの課題解決の手段の１つとして、ICT技術

を活用した獣害対策を検討する中で、目撃情報
の投稿・共有や、事故防止のためのアラート機能
を備える本システムの活用検討を開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

今後も地域全体を鳥獣被害から守る情報共有
ツールとして活用を進めていきたいと考えています。
たとえば、本市では有害鳥獣の捕獲を猟友会に委

託しているのですが、本システムに投稿された出没状
況を活用いただくことで、これまでの猟師の経験と勘
だけに頼らない、より効果的な捕獲活動に繋げてい
けるものと期待しています。
また、地域住民に身近な獣害を認識してもらい、

獣害対策の基本である「寄せ付けない」環境づくりな
ど、地域ぐるみで取り組む獣害対策の推進に繋げて
いきたいと考えています。

20 有害獣の目撃情報報告・共有システムにより、獣害を未然に防止【三重県伊勢市】
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人口:10万人以上
30万人未満

New

低コスト



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

○ 運用開始から半年間で、約10,000件のアクセスと約120件の目撃情報の投稿があり、活用が広がっている。
○ 身近な獣害の状況が可視化されたものを地域住民に見てもらうことで、自らの地域の課題としての意識が高まりや

すく、地域ぐるみで取り組む獣害対策の推進に寄与している。

円180千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円500千イニシャルコスト ※税抜

円180千•利用料（内訳）円500千•初期費用（内訳）

（備考）（備考）

R6.5～R7.3 体験利用による利用検証
R7.4～5 システム導入及び利用契約
R7.5～ 運用開始

担当部署 0596-21-5645 メール nourin@city.ise.mie.jp電話伊勢市産業観光部農林水産課

人口:10万人以上
30万人未満

New

サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社アイエスイーサービス
提供事業者

鳥獣被害予防アプリ けものおとサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

20 有害獣の目撃情報報告・共有システムにより、獣害を未然に防止【三重県伊勢市】
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低コスト



○ 山形県山形市では、救急隊と医療機関にタブレット
端末を配備し、傷病者の情報をリアルタイムで共有で
きるクラウドサービスを利用することで、現場活動を効率
化させ、救急搬送の早期化を実現している。

○ 救急隊は、傷病者の身分証明書やお薬手帳、バイ
タルモニタをOCRで読み取ることで、従来のように手入
力せずとも、医療機関に送信するデータを作成できる。
さらに、患部の写真等も含めて医療機関に共有できる
ため、傷病者受入要請がスムーズになるうえ、医療機
関における治療準備の早期化に繋がり、治療開始まで
の時間を短縮できる。

事業の概要

【参考情報】 人口：23.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.yamagata-yamagata.lg.jp/kurashi/bousai
/shobo/1006418/1006425/1014063.html（山形市HP「『救急医療情報
共有システム』運用開始！！」）

令和７年度事業費 3,623千円（税抜）
（うち、連携中枢都市及び連携市町村の取組に対する包括的財
政措置 2,898千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（山形市）

救急出動の件数が年々増加しており、消防本
部・医療機関ともに、救急医療への対応が連続
化・⾧時間化していました。医療体制がひっ迫して
いることで、傷病者を医療機関に収容するまでの
時間が⾧時間化する状態を生み、「救急搬送困
難事案」の発生という形で市民への影響も大きく
なっていました。
そこで、救急業務フローを見直したところ、救急

業務にはアナログな運用が多く残っていることが判
明したため、デジタル技術を活用した情報共有シ
ステムを導入する事業を立ち上げ、救急業務全体
の効率化を図ることとしました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

医療圏で常時運用できるシステムにするため、参
加医療機関の拡充や緊急性の高い疾患に対する
専用モードの開発と搭載を行っています。また、マイナ
救急で取得したデータの共有など、他システムとの連
携も進めていく予定です。

21 救急搬送の早期化のため、傷病者情報をデジタル化しリアルタイムで病院に共有【山形県山形市】
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人口:10万人以上
30万人未満

New

出典:事業者HP（https://txpmedical.jp/service/nser-mobile/）



○ 救急隊が傷病者の受入要請を開始してから搬送先が決まるまでの時間が、平均で2.1分短縮した。
○ 傷病者受入要請回数が３回以上の事案割合が削減されたため、年間約12,000回の電話連絡を削減した。
○ 単独自治体ではなく、広域連携によるシステム導入、運用とすることで、医療圏全体の救急体制を改善した。

円3,623千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円20,940千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

2,860千
372千
391千

•システム利用料
•データ通信費
•インク代

（内訳）円
円
円
円
円

14,200千
5,200千

314千
999千
227千

•初期導入費
•システム利用料（3年）
•データ通信、事務手数料
• iPad及び附属品購入費
•モバイルプリンター購入費

（内訳）

サービス内容の拡充に伴い、将来的に価格体系を見直
す可能性あり
連携中枢都市及び連携市町村の取組に対する包括的
財政措置による補助額:2,898千円

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補
助額:10,470千円

（備考）

人口:10万人以上
30万人未満

New

担当部署 023-634-1193 メール shobo-kyumei@city.yamagata-yamagata.lg.jp電話山形市消防本部救急救命課

ーその他
参画主体

TXP Medical株式会社サービス
提供事業者

NSER mobileサービス名

個別開発製品をクラウドで運用運用形態

R5.3～ 事業企画
R5.4～ 広域連携のためのワーキンググループ会議
R6.3～ システム選定・導入準備
R6.7～ システム運用開始、実証実験開始
R7.7～ 全域でのシステム本運用

21 救急搬送の早期化のため、傷病者情報をデジタル化しリアルタイムで病院に共有【山形県山形市】

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年２か月

事業効果

コスト
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【参考情報】 人口：375.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.softbank.jp/biz/customer-success-stories/2
02312/yokohama/（ソフトバンクHP「消防団ワークス」導入事例）

○ 神奈川県横浜市では、消防団が出動した際の活動
報告書の作成や参加者数の集計、資機材の点検結
果の報告等の事務を消防団支援アプリによりデジタル
化し、消防団員・市職員双方の業務効率化を図って
いる。

○ アプリを利用することで、各団員の位置情報から出
動実績を判定したり、活動実績を報告・承認したり、
団員同士や団員と市職員とのコミュニケーションを簡素
化したりできる。

○ 令和３年度に２社の事業者と協定を結び、消防団
アプリの実証事業を実施。この実証事業の成果を踏ま
え、入札の仕様を検討し、令和５年度より本格導入
した。

事業の概要

令和７年度事業費 40,562千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（横浜市）

もともと、「年間41,000件の活動報告を紙ベー
スで作成・手渡ししているため、業務負担が過大
である」、「報告書の提出方法が手渡し中心で、
処理に時間がかかる」、「報告書の保管・集計・報
酬支払いに至るまでの事務処理が煩雑」という課
題がありました。
消防団⾧が集合する会議において、「報告事務

の簡素化・効率化を図るべき」との意見が複数の
団⾧から挙がり、デジタル化を本格的に検討し始
めました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

消防団活動は多岐に渡るため、被服の管理や表
彰に関する事務など、現状ではアプリ機能の対象外
となっている事務も数多く存在しています。本格運用
開始後もアプリを使用する消防職団員の意見を基
に、機能拡張を積極的に模索していきます。

22 消防団支援アプリの活用により、消防団員・市職員ともに作業を効率化【神奈川県横浜市】
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New

人口:30万人以上



事業効果

コスト

○ 紙での活動日報の提出が不要となり、出動後の報告作業にかかる時間が大幅に削減された。
○ 消防団員に対するアンケートを実施したところ、約８割の回答者が紙に比べ効果的だと回答した他、９割以上の

利用者が問題無く利用できていると回答した。
○ お知らせ機能により、消防団員への情報共有が簡素化され、組織や階級による情報格差が少なくなった。
○ 各種報告事務のみならず、訓練・イベントの案内や、参加者のとりまとめが簡素化された。

円40,562千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円0イニシャルコスト ※税抜

円40,562千•年間利用料（内訳）円0（内訳）

利用者１人当たりの年間利用料は4,440円（備考）（備考）

担当部署 045-334-6403 メール sy-shobodan@city.yokohama.lg.jp電話横浜市消防局消防団課

New

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年１か月

ーその他
参画主体

ソフトバンク株式会社サービス
提供事業者

消防団ワークスサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.3～ 検討開始
R3.4～ 消防団アプリの実証事業
R4.12～ 先行６消防団で運用開始
R5.4～ 全消防団で本格運用開始

22 消防団支援アプリの活用により、消防団員・市職員ともに作業を効率化【神奈川県横浜市】

人口:30万人以上
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○ 福島県会津若松市では、市内の湊町地域において、
簡易水道の配水池出口にスマートメーターを設置し、
流量を監視することで、水道管の劣化等による漏水と
いった異常の早期検知を可能にしている。

○ スマートメーターで測定した流量データはクラウドで集
積・分析しており、事前に設定した流量の閾値を超え
る異常を検知した場合には、アラートが発報される仕
組みとなっている。

○ アラートが発報された場合や、データから職員が異常
を検知した際には、漏水調査等の実施を検討する。

事業の概要

【参考情報】 人口：10.9万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/（市HP） 令和７年度事業費 21,007千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（会津若松市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

23 スマートメーターで簡易水道の流量監視を実現し、早期の異常検知を可能に【福島県会津若松市】

市内の湊町簡易水道において、各地区の配水流量の
監視ができておらず、地域住民から通報があるまで異常
発生に気づけないことが課題となっていました。
そこで、配水池の出口に流量計を設置することで、異

常の発生を早期に検知できるようにしたいと考え、
今回の事業の検討を開始しました。

流量計の設置に係る工事費として、総務省の情報通
信技術利活用事業費補助金（地域社会DXパッケー
ジ事業（補助事業））を活用しました。

今後の展望を教えてください。

今後は、収集した流量データの分析結果を活用し、
漏水調査を効率化していきたいと考えています。また、
今後の施設整備計画の策定時や配水池の容量の
算定時に、収集したデータを根拠として活用する予定
です。

58

New

LPWA:無線通信技術の１つ。データ転送速度は
遅いが、遠距離通信が可能で消費電力が少ない。

人口:10万人以上
30万人未満



ーその他
参画主体

愛知時計電機株式会社サービス
提供事業者

アイチクラウドサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R6.10～R7.3 仕様検討・庁内調整
R7.4～7 工事設計・業者選定
R7.8～12 工事・システム導入
R7.12～ 運用開始

円428千ランニングコスト（１年あたり） ※税抜円19,097千イニシャルコスト ※税抜

円
円

4千
424千

•通信費
•スマートメーター交換費
（4,240千円/10年）

（内訳）円19,097千•初期工事費用（内訳）

スマートメーターを設置している３箇所の総額（備考）情報通信技術利活用事業補助金による補助額:
9,722千円

（備考）

○ スマートメーターを設置し配水流量の遠隔監視及び推定漏水量（配水流量と使用水量の差・夜間最
小流量等）の確認を行うことで、漏水等異常発生時の早期対応が可能となった。

○ 漏水等の早期発見・対応により、配水池の渇水による断水を未然に防いだり、水道水の無駄を削減した
りできるようになった。

23 スマートメーターで簡易水道の流量監視を実現し、早期の異常検知を可能に【福島県会津若松市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

5959

New

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年２か月

サービス提供事業者等

担当部署
0242-39-1245
0242-22-6177 メール

hoken@tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp
suidou-s@tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp電話

会津若松市 健康福祉部 健康増進課
会津若松市 上下水道局 上水道施設課

人口:10万人以上
30万人未満

事業効果

コスト



○ 愛知県豊田市では、メタバースが今後より一般に広
がっていき、将来的に重要な社会インフラになるだろうと
いう予想のもと、「豊田市メタバース将来ビジョン」を策
定し、地域課題の解決に取り組んでいる。

○ 実証実験を行い、「メタバースは自己開示や自己表
現のハードルを下げ、コミュニケーションにおける課題を
解決する可能性がある」等の仮説を検証した。

○ そこで、市民・企業・行政がコミュニティ形成や情報
交換、実証実験を目的としたイベント等を開催できるメ
タバース空間「メタバースとよた」を公開し、特にコミュニ
ケーションに関する地域課題の解決を目指している。

事業の概要

【参考情報】 人口：41.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/kankyoumodeltoshi/1059195/
1061667/index.html（市HP）

令和７年度事業費 約5,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（豊田市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

24 メタバースでコミュニケーションのハードルを下げ、地域課題の解決を促進【愛知県豊田市】

コロナ禍を経て、社会全体でインターネットでの交流に
関心が高まってきており、今後、メタバースがより一般に
広がっていく可能性があると考えていました。将来的には
重要な社会インフラになるだろうという予想のもと、いくつ
かの実証実験を実施し、豊田市の複数の社会課題を
解決する可能性と、メタバースにおける課題（デバイスご
とに体験価値が異なる、UXや体験の設計が難しい）に
は解決策がある、という仮説を検証しました。
この仮説検証を経て、豊田市の社会課題の解決にメ

タバースが有効であると考えられたため、市民・企業・行
政に広く公開するメタバース空間の構築に踏み切りまし
た。

事業の近況や今後の展望を教えてください。

現段階でメタバースと相性の良い領域として、「就労
支援、採用活動支援」、「青少年支援」、「多方面か
らの子ども達のサポート」、「企業における取組発信と
してのフィールド」といった施策が検討されており、こうし
た領域における活用拡大を図っていきたいと考えてい
ます。
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New

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

ーその他
参画主体

クラスター株式会社サービス
提供事業者

Clusterサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.8～ 豊田市における課題抽出
R6.1～ メタバース上での実証実験
R6.5～ 豊田市メタバース将来ビジョンの策定
R6.12 「メタバースとよた」公開及び活用
※令和６年度 ８イベント実施

令和７年度 10イベント実施

担当部署 0565-34-6982 メール hybrid-city@city.toyota.aichi.jp電話豊田市未来都市推進課

円0千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円40,000千イニシャルコスト ※税抜

円0千（内訳）円
円

30,000千
10,000千

•空間構築費
•空間活用支援費

（内訳）

イベント活用の規模や回数などによって、金銭が発生。
リアル空間のイベント会場を保有しているイメージ。

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補助
額:20,000千円

（備考）

○ 累計の利用者数が3,000人を超えており、市民・企業・行政での活用が進んでいる。
○ アンケート結果も好評で、参加いただいた方の8割以上から良い評価をいただいており、他のツールと比べて

発言しやすかったなどの声をいただいている。
○ 様々な分野で、企業や団体など様々な主体が活用できるため、新たな実証実験のフィールド提供としての

役割を担うことができている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載
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24 メタバースでコミュニケーションのハードルを下げ、地域課題の解決を促進【愛知県豊田市】 New

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用



１ 地域活性化
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○ 海士町では、令和３年８月に「海士町版RESAS」
をリリースした。

○ 地区別人口の割合や転出転入者の推移及び要因
など、地域に関する情報に焦点を絞ることにより、町の
情報を深掘りし、分かりやすく視覚化された情報に誰で
もアクセスすることができる。

○ 町は今後、「海士町RESAS」を活用し、地域経済
や地域活動の活性化のための取組をより効果的、戦
略的に行うとともに、官民連携による政策立案や事業
検証、改善活動等を推進することとしている。

※ RESAS（地域経済
分析システム）とは、官民の
ビッグデータ（産業構造・人
口動態等）を集約、可視
化し提供するシステムであり、
内閣官房（まち・ひと・しごと
創生本部）が自治体や
地域活性化に関心のある者
向けに提供しているもの。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://amaresas.town.ama.shimane.jp/（海士町RESAS） 令和３年度事業費 41,500千円

（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 41,500千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（海士町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

25 町に関する様々なデータを一元管理し、見える化【島根県海士町】

海士町版RESAS →

島民や現場の方にとって、少子高齢化や人口減少、
教育や産業、福祉面などでの課題は、感覚ではわかって
もなかなか実感できないもの。デジタル技術を活用しなが
ら海士町という単位ではなく、集落や事業所単位でデー
タを可視化することで、より自分事として捉えられるシステ
ムを目指して開発に取り組みました。

「海士町版RESAS」の事業化に当たっては、内閣府の
地方創生推進交付金（令和２年度から３年間）を
活用し、システム開発と普及、活用促進などを進めました。

事業の近況を教えてください。

町内の介護福祉施設では、この海士町版RESAS
の活用により、事業所における介護業務の可視化を
行うことで問題を具体化することができ、その後のICT
技術を取り入れた介護職員業務の効率化・高度化
の実証実験にも繋がるなど、地域や現場での改善活
動に役立っています。

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

担当部署 08154-2-0017 メール kouryu@town.ama.shimane.jp電話海士町交流促進課

○ 町に関する様々なデータが見える化され、誰でもデータを活用した課題分析をできる環境が整っている。
○ 人口推移等のデータを基に、将来の介護需給に係る課題を炙り出すことができ、介護サービスの安定的な

提供に向けた施策の検討につながっている。
○ 町役場、社会福祉協議会、診療所等が高齢者福祉について議論する「地域ケア会議」において、データ

を活用することで、解決すべき課題の共通認識を形成でき、議論の迅速化につながっている。

円4,000千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円36,000千イニシャルコスト ※税抜

円
円

3,000千
1,000千

•データ更新費
•保守費

（内訳）円
円
円
円

9,000千
15,000千
10,000千
2,000千

•全体構想
•要件定義
•システム開発
•インフラ運用

（内訳）

（備考）地方創生推進交付金（内閣府）による補助額:
18,000千円

（備考）

25 町に関する様々なデータを一元管理し、見える化【島根県海士町】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

ーその他
参画主体

株式会社 島根情報処理センター、Guild 
Base合同会社、EYストラテジー・アンド・コ
ンサルティング株式会社

サービス
提供事業者

AMASAS（海士町版RESAS）サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.2～3 要件定義（２か月）
R3.4～7 システム開発（４か月）
R3.8～ 運用開始

人口:１万人未満



○ 智頭町は、谷が多く集落が点在しているという地域
特性により、交通基盤が脆弱なエリアがあり、行政サー
ビスが行き届きにくいという課題があった。

○ そこで、５Gに対応したコネクテッドカーで集落を巡り、
福祉、防災、観光など、住民のニーズに応じた様々な
サービスを提供することとした。

○ コネクテッドカーとは、ICT端末としての機能を有する
自動車であり、民間ではその機能を緊急時の通報や
車両の追跡等に活用している。町の場合には、キャリア
閉域網を活用し、行政系ネットワークへ接続することで、
行政サービスの提供が可能になる。

【提供予定サービスの例】

・ロコモ・フレイル予防に係るサービス
・災害時のリアルタイムでの情報共有
・デジタルコンテンツ(e-スポーツ等)を活用した５G体験や観光バーチャル体験による移

住促進、地域の魅力PR

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.6万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www1.town.chizu.tottori.jp/chizu/pressrelease/g267/

【参考情報②】鳥取県Society5.0地域出張型サービスモデル事業補
助金（鳥取県）とは
ＵＲＬ：https://www.pref.tottori.lg.jp/296892.htm

令和３年度事業費 15,078千円
（うち、鳥取県Society5.0地域出張型サービスモデル事業補助金
（鳥取県） 7,500千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（智頭町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

広い面積に集落が点在する本町の地理的特性上、
十分なサービスが行き届かないという課題がありました
が、鳥取県から本事業の紹介をいただき、導入に至り
ました。

令和３年度鳥取県Society5.0地域出張型サービ
スモデル事業補助金（1/2、上限7,500千円）を活
用しました。

今後の活用の可能性や展望を教えてください。

これまで行ってきたマイナンバーカードの出張受付や、
介護予防システムの利活用、イベントの動画配信、
e-スポーツ事業を引き続き実施するとともに、百人委
員会や地区振興協議会などに携わる地域住民の皆
様からの発想を広く募集し、柔軟に活用していきたいと
考えています。

26 コネクテッドカーを活用した出張型行政サービスの提供【鳥取県智頭町】

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

株式会社クレコ・ラボ（通信環境を活用したイベントラ
イブ配信）

その他
参画主体

株式会社エッグサービス
提供事業者

ロコモ・フレイルシステム（ASTERⅡ、ロコタス）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

事業設計 １か月
架装レイアウト設計 １か月
車両発注、納車、機器導入 ６か月
通信試験、実証実験 １か月

担当部署 0858-75-4112 メール kikaku@town.chizu.lg.jp電話智頭町企画課

円1,976千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円15,078千イニシャルコスト ※税抜

円
円

865千
1,111千

•通信運搬費（ネットワー
ク接続）
•システム保守委託料

（内訳）円
円
円
円
円

9,770千
2,733千
1,144千
1,200千

231千

•車両導入費
•通信機器導入費
•車両搭載機器導入費
• ﾛｺﾓ・ﾌﾚｲﾙｼｽﾃﾑ導入費
•ネットワーク設定費

（内訳）

（備考）（備考）

○ コネクテッドカーから行政系のネットワークに接続できるため、出張先での住民からの健康（フレイル等）に
関する問合せ等に対するレスポンスが早くなっている。

○ 通信環境のない場所（グラウンドや集落公民館等）においても、コネクテッドカーを活用することで、e-ス
ポーツ事業やマイナンバーカード申込等のサービスを展開することができるため、住民サービスの向上につな
がっている。

○ 国・県・町の選挙で（移動型）期日前投票ができるように、主に中心地から離れた集落へ出向いており、
特に移動手段が限られている高齢の方に喜ばれている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

26 コネクテッドカーを活用した出張型行政サービスの提供【鳥取県智頭町】

人口:１万人未満
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【参考情報】 人口：39.1万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/business/location/s
elling_point/1516.html （市HP） 令和６年度事業費 9,350千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（宮崎市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

27 海外の優秀な人材を高度デジタル人材として育成し、地域へ【宮崎県宮崎市】

本市では、IT企業の誘致促進を図る上で、デジタル
人材不足が大きな悩みでした。その切り札として、宮
崎大学や市内企業等との産学官連携による高度外
国人材の登用にチャレンジし、新たな地方創生の一手
として大きな成果をもたらしております。

JICA事業時はJICA予算にて、承継後は民間企業
の寄付にて事業を運営しており、人材紹介手数料の
補助については、本市の一般財源で取り組んでいます。

事業の近況を教えてください。

令和４年度からは、「産学官連携による高度人材の
導入」から「産学官連携による地域活性化」へと事業を
ステップアップしています。
宮崎大学が中心となり、バングラデシュの若手ICT人

材に対し、日本型ビジネスやビジネスマナー等の研修を
行い、宮崎・日本との交流人材の育成を行うと共に、バ
ングラデシュと宮崎の双方の産業界が、ICT分野を起点
に経済・技術・人的な交流を深めるための体制構築に
取り組んでいます。これらにより、バングラデシュと宮崎の
間に継続的なヒト・モノ・カネの循環を生み出し、バングラ
デシュの経済開発・雇用促進及び宮崎の地域活性化
に繋げます。（「宮崎－バングラデシュ・スタイル」と呼称）
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人口:30万人以上
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○ 宮崎市では、地域で不足しているデジタル人材を確
保するために、JICA、地元IT企業、宮崎大学と連携
して、自国で魅力ある働き口が足りないバングラデシュ
の高度デジタル人材を日本語学習させ、本市企業に
就労させる「宮崎－バングラデシュ・モデル」を構築した。

○ 現地でJICA、宮崎大学が主体として５ヶ月間基礎
的な日本語・ITスキル・ビジネスマナーを教え、来日し
た後に、大学での日本語教育及び市内企業へのイン
ターンシップを３ヶ月間実施する。（JICA事業としては
2020年に終了し、2021年から2024年までは宮崎
大学と現地のノースサウス大学が事業を承継し実施し
ていた。）来日後の教育費用は、彼らの採用を希望
する地元IT企業が支援し、実際に採用された際は、
市が人材紹介手数料の一部を補助する仕組み。
※市の補助事業は令和７年度で終了。

○ この仕組みによって、
これまでに59人の
高度デジタル人材が
市内企業に就労した。

（令和７年４月現在）

事業の概要



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

株式会社B＆M（募集選考の業務支援、キャリア教
育支援、就職支援）、BJITグループ（募集選考の
業務支援、キャリア教育支援、就職支援）、株式会
社新興出版社啓林館（プログラムの設立支援、eラー
ニング教材の提供）、宮崎大学、ノースサウス大学

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
H28.12 宮崎市、宮崎大学、JICA、

IT企業にて検討開始
H29.2 バングラデシュに市職員を派遣し、現地政府

機関を含む関係者との意見交換を実施
H29.11 プログラム開始

担当部署 0985-21-1793 メール 17kigyo@city.miyazaki.miyazaki.jp電話宮崎市観光商工部企業立地推進課

○ 本事業を通じて、これまでに59名のバングラデシュの高度デジタル人材が市内企業に採用された。
○ 本事業を行う中で、バングラデシュの文化や慣習、宗教などの異文化理解に対する市職員の関心が向上

するとともに、交流イベントに自主的に参加するようになっており、市とバングラデシュの交流の深まりに寄与
している。

○ 他の自治体や企業から事業に対しての問合せや視察を受ける機会が増えており、自団体以外への波及
効果も出始めている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

27 海外の優秀な人材を高度デジタル人材として育成し、地域へ【宮崎県宮崎市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上

6868



〇 福井県は、先進技術を活用した地域課題
の解決を目指して、国内外の企業等による革新
的な技術やサービスの実証プロジェクトを誘致して
おり、実証に係る経費の一部を支援している。

〇令和６年度には６つの実証プロジェクトを採択し、
いずれも地域課題の解決に向けて一定の成果を
出すことができた。中には、関係機関の賛同を得て、
実装に結びついたプロジェクトもあった。

〇令和７年度も６つの実証プロジェクトが進行中。
実証プロジェクトのハンズオン支援や他地域への
横展開の支援を並行して実施している。

事業の概要

令和７年度事業費 33,764千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福井県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

28 国内外の企業による地域課題解決のプロジェクト誘致【福井県】

人口減少や持続的な地域経済の確立などの地域課
題の解決に向けて、先進技術を活用したアプローチがで
きないか検討した結果、国内外の企業等の革新的な技
術やサービスを活用したプロジェクトを誘致することに行き
つきました。

制度開始時の令和３年度は内閣府の地方創生交
付金を活用し、採択企業に対する社会実証に必要な
経費の支援等を実施しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

この取組は、実証プロジェクトの誘致で終わることなく、
プロジェクト終了後の実装や他地域への横展開にいかに
つなげていくかが大切です。
本県でもそういった成果につながるよう、一生懸命取り

組んでいます。

都道府県

6969

【参考情報①】 人口：74.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dx-suishin/top.html

https://co-fukui.jp/

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

ReGACY Innovation Group 株式会社
（令和７年度事業委託）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.10～R3.1 事業スキーム検討、予算調整、
庁内や市町からの地域課題募集

R3.2～3 事務局業務の委託
R3.4～6 委託業者との協議、事業提案募集準備
R3.7～ 事業募集、採択、実証

担当部署 0776-20-0759 メール mirai-senryaku@pref.fukui.lg.jp電話福井県未来創造部未来戦略課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円33,764千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）
円

円
円

18,000千

15,733千
31千

・補助金
（社会実証支援）
・委託料
（企画・運営業務委託）
・その他費用

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ）による補助額:18,272千円

（備考）

○ 令和７年度は、国内から17件の提案があり、その中から６つのプロジェクトを採択した。
○ 採択したプロジェクトは「アプリを活用した健康経営の導入支援」、「AIを活用した繊維業における検反作

業の自動化」「外国人労働者の採用・定着支援」等、いずれも地域課題に則したものとなっており、その解
決につながっている。

28 国内外の企業による地域課題解決のプロジェクト誘致【福井県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県

7070



〇 福井県は、地域住民と民間技術者等が連携し、
デジタル技術の活用により地域課題の解決策を探
る手法（シビックテック）を用いたワークショップを開
催した。

〇 これまでに、地域コミュニティの活性化、公園の
維持管理、まちの賑わいづくりと歴史の保存といっ
たテーマでアイデアソン・ハッカソンを実施した。

〇 課題を提出した市町（開催地）においては、ア
イデアソン・ハッカソンで出たアイデアや提案について
事業化に向けた検討が行われた。「市民の声を政
策に反映させるデジタル・プラットフォームの整備」を
テーマに実施したハッカソンにおいて提案されたサー
ビスは、実際に市で事業化されるなど、デジタル技
術を活用した地域課題解決の
機運醸成につながっている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：74.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/dx-suishin/top.html

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和５年度事業費 40,993千円の一部
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 19,868千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福井県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

地域課題の解決に向け、行政では思い付かないような
アイデアや手法をさぐる方策を模索していたところ、市民
がデジタル技術を活用して地域課題の解決を目指すシ
ビックテックの手法を知りました。

令和３～５年度は、 内閣府の地方創生交付金を
活用し、事業を実施しました。

事業の近況を教えてください。

令和３～５年度にアイデアソン・ハッカソンを1回ずつ
開催しました。
令和６年度はハッカソンを１回開催しました。「福井県

知事杯ハッカソン 2024」と題して、空き家の利活用と、
市民の声を政策に反映させる仕組みの2つの課題をテー
マに実施しました。

29 地域課題をデジタル技術により解決するシビックテックの実施【福井県】

都道府県

71



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

株式会社ウフル（企画・広報・運営）※R3・５年度
開催地の市町（共催として参画）

その他
参画主体

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.10～R3.3 庁内調整（６か月）
R3.4～5 調達
R3.5～ 事業開始

担当部署 0776-20-0258 メール dx-suishin@pref.fukui.lg.jp電話福井県未来創造部DX推進課

○ 共催自治体においてワークショップを開催することで、地域課題を解決する新たなアイデアの検討を地域住
民を巻き込みながら進めることができている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,497千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）
円2,497千

•委託料（企画・運営業
務委託）

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ）による補助額:1,249千円
上記は、令和５年度にかかった費用

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

29 地域課題をデジタル技術により解決するシビックテックの実施【福井県】

都道府県

72



○ 佐賀県では、メタバースやNFT（※）等の新しいデジ
タルの仕組（概念）“Web3”の活用により、地域の魅
力を発信して関係人口を拡大し、地域を活性化する
取組を進めている。

○ 県内における“Web3“を活用した地域づくりのモデル
創出を目指し、地域課題の解決のために“Web3“を
活用した取組を実践する団体に対して、Web3活用
講座と伴走支援を業務委託により行う施策を展開。

○ 実践団体となった鹿島DX研究会では、デジタル住
民NFTを発行し、関係人口の皆さんとの鹿島酒蔵ツー
リズムなどの地域で開催されるイベントへの参加やオー
プンチャット・メタバースによる交流等を進めている。

事業の概要

【参考情報】 人口：79.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.saga.lg.jp/kiji003105678/index.html

（県HP）

令和５年度事業費 4,800千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の効果を教えてください。

（佐賀県）

佐賀県では、県全体を実証フィールドとして先進
技術にチャレンジしており、また、「自発の地域づく
り」として、地域住民自らが創意工夫して地域づくり
に取り組んでいます。そうした中で、Web3という新し
いデジタル概念が生まれ、県内においても、いち早く
Web３による地方創生にチャレンジしようという機
運が醸成され、プロジェクトの実施につながりました。

関係人口の皆様との意見交換や交流を通じて、
地域の魅力の再発見や、新たな魅力発信のアイデ
アの創出につながっています。

今後の展望を教えてください。

リアルイベントやメタバース空間での交流を継続的
に行い、更なる関係人口の創出と地域の活性化を
生み出し、息の⾧いプロジェクトとしていきます。また、
当該プロジェクトをモデルとして、Web3を活用した地
域活性化の取組を県内全体へ波及させていきます。

イメージ

提供：佐賀県

※偽造不可な鑑定書・所有証明書
付きのデジタルデータのこと。

30 “Web3”を活用した新たな地域の魅力づくりにチャレンジする団体を支援【佐賀県】

都道府県メタバース・
Web３の活用

73
【参考情報】 鹿島デジタル住民NFTに関する概要紹介ページ
関連ＵＲＬ： https://kashimanft.base.shop/about



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

株式会社Dessun(NFT活用にかかる講座、指南、
伴走支援）、九州NFTラボ（NFT提供）、鹿島DX
研究会（実践団体としてNFTを活用した関係人口創
出・地域活性化に取り組む）

その他
参画主体

R5.7     プロジェクト開始、事業計画検討
Web３（NFT等）等の講習

R5.8   住民・観光等関係者向けのキックオフ説明会
NFT発行準備・調整

R5.12 NFT発行、発行PRイベント
R6.1～ 交流イベントの企画・実践

担当部署 0952-25-7541 メール digital-innovation@pref.saga.lg.jp電話佐賀県政策部さが政策推進チーム

○ デジタル住民NFTの発行・購入により、関係人口を拡大させることができ、地域の活力の創出につながる。
○ 地域の魅力が認知されることで、来訪者（観光客）が増加し、地域の賑わいや商店街等の活性化につ

ながる。
○ 令和８年２月時点で、118名のNFT購入者がおり、その方々との意見交換や交流を通じて、地域の魅

力の再発見や、新たな魅力の発信につながるアイデアの創出につながっている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円約4,170千イニシャルコスト ※税込

円－（内訳）

円約4,170千

•伴走支援者への県から
の委託料（講座実施
及び伴走支援料）

（内訳）

NFT発行枚数により、ランニングコストは変動
（NFT発行に伴う諸経費:1人あたり3千円）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生タイ
プ）による補助額:2,085千円

（備考）

（関係人口向けNFTサービス）

一般社団法人鹿島デジタル社会推進協議会サービス
提供事業者

鹿島デジタル住民NFTサービスサービス名

NFT発行及び関連サービスを実施運用形態

30 “Web3”を活用した新たな地域の魅力づくりにチャレンジする団体を支援【佐賀県】

都道府県メタバース・
Web３の活用

74



事業の概要

【参考情報①】 人口：129.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://digitech-ymg.org/y-base/

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

令和３年度事業費 544,600千円（やまぐちＤＸ推進事業）の一部
（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内閣府）を活用）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（山口県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

31 やまぐちDX推進拠点「Ｙ－ＢＡＳＥ」の設置【山口県】

〇 山口県では、デジタル技術の効果的な活用により、今ま
でにない手法で地域の課題を解決し、新たな価値を創造
することを目指した「やまぐちＤＸ」の創出を強力に推進。

〇 その中核としてやまぐちＤＸ推進拠点「Ｙ－ＢＡＳＥ」
を令和3年11月に開所。

〇DXコンサル※からのDX実装事例の創出やデジテック for
YAMAGUCHI会員※による官民連携の取組を推進。

※デジタル技術を活用して、地域
課題の解決や新たな価値の創
造を持続的に行うため、シビック
テック的活動からビジネス的活
動まで幅広く取り組む官民連携
の会員制組織

新型コロナウイルス感染症の拡大とそれに伴う人々の意
識や行動の変容を、社会全体のＤＸを加速させるチャン
スと捉え、デジタル改革を強力かつスピーディに推進するこ
ととしました。
そこで、まず、本県の状況や課題を調査し、ＤＸ推進

にあたってニーズが高い機能を提供し、行政や民間の
取組をサポートする拠点を構築することにしました。

Ｙ－ＢＡＳＥの構築にあたって、令和３年度に内
閣府の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金を活用しました。

住民の反応はどうですか?

開所直後はデジタル技術を体感いただくお客様が多かったで
すが、その中から課題解決に取り組む方が増えてきて、現在は
相談や実証実験での利用が多くなってきています。毎月、10
以上の新規プロジェクトが立ち上がっています。
引き続き、県民に寄り添ったサポートでＤＸを進め、

豊かさと幸せを実感できるデジタル社会を実現します。

【DX実装事例 】 【デジテック】 

※「デジタルを活用したいがどうすれ
ばいいか分からない」といった段階
からでも、専門スタッフが相談に応
じ、本質的な課題の発掘や取り組
むべき課題の明確化をサポートし、
DXによる課題解決を進める

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年７か月

一般財団法人 山口県デジタル技術振興財団その他
参画主体

西日本電信電話株式会社、NTTビジネ
スソリューションズ株式会社

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.4～R2.11 庁内調整
R2.12～R3.3 調査業務
R3.4～R3.10 拠点整備（庁内調整含む）
R3.11～ 運営開始

担当部署 083-933-1326 メール a13000@pref.yamaguchi.lg.jp電話山口県庁デジタル推進局デジタル政策課

円201,365千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円305,394千イニシャルコスト ※税抜

円201,365千•Y-BASE等運営費（内訳）
円

円

210,654千

94,740千

•やまぐちDX推進拠点整
備
•山口県版クラウド「Y-
Cloud」構築

（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ）による補助額:100,682千円

（備考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）による補助額:305,394千円

（備考）

○ Y-BASEのDXコンサルにおいて、2023年12月末までに285件の案件に取り組み、225件の課題を解決
している。

○ DXコンサルの課題解決事例の横展開や、イベントの開催により、県内全域のDX推進に寄与することがで
きている。

31 やまぐちDX推進拠点「Ｙ－ＢＡＳＥ」の設置【山口県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県

7676



○ 福島県では、県内でデジタル化の取組が進んでいる
地域（会津地域）をモデル事業の対象地域として、
「福島県デジタル技術活用型地域おこし協力隊」を募
集した。

○ 協力隊の業務は主に「會津価値創造フォーラム」に
所属し、官民共同の地域課題の解決、地域価値の
創出を目的とした活動を行うことであり、デジタルを活用
した地域おこしが主要なミッションである。

○ 具体的には、管内のICT事業
者と自治体をつなぐ役割を担い、
ICTの専門知識を活かし、行政、
教育現場において、システムやデ
ジタル機器の使い方を一般ユー
ザーに分かりやすく説明することが
期待されている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：177.1万人（令和７年１月１日現在）
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11025a/tiikiokosi.html
（県HP）
https://www.aizu-one.com/ （會津価値創造フォーラム）

【参考情報②】地域おこし協力隊制度（総務省）とは
ＵＲＬ：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/02gyosei08_03000066.html

令和５年度事業費 8,763千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

32 地域のデジタル化推進を主要なミッションとする地域おこし協力隊【福島県】

會津価値創造フォーラム
メンバー

会津地方は、人口減少や高齢化が進んでおり、ほ
とんどの自治体が、過疎地域など、条件不利地域と
して指定されている状況にあります。一方、会津地方
はICTを活用した課題解決などを目指す動きが盛ん
な、先進的な地域でもあります。こういった状況を踏ま
え、福島県では、会津地方の自治体におけるDX推
進化支援を通して、地域の活性化を目指すこととしま
した。

総務省の地域おこし協力隊制度を活用しました。

事業の近況を教えてください。

令和５年度は、身近なIT技術を用いて少しでも業
務を簡略化、効率化する事業に取り組みました。
各自治体において、エクセルの取りまとめやWordの
様式への変換、別のエクセルに書き写しなど普段の業
務を効率化する仕組みを作成、提案しました。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

會津価値創造フォーラムその他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.9～R3.2 庁内調整
R3.2～ 募集開始
R3.4～ 採用

担当部署 024-521-7118 メール tiikishinkou@pref.fukushima.lg.jp電話福島県企画調整部地域振興課

円4,800千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円
円

2,800千
2,000千

•人件費
•活動経費

（内訳）円－（内訳）

地域おこし協力隊制度を活用（備考）（備考）

○ 地域おこし協力隊が作成したプログラム等の活用により、会津地方の自治体におけるデータ集約作業に要
する業務時間が８時間程度削減された。

○ 自治体DXの推進は、事業者への業務委託のみならず、自治体担当者がプログラムを作成して業務を効
率化することでも実現できるという意識を、会津地方の自治体担当者と共有することができた。

○ 会津地方の自治体担当者と、ChatGPTなどのツールや、高度な技術の活用により、さらなる業務効率化
ができることを共有することができた。

32 地域のデジタル化推進を主要なミッションとする地域おこし協力隊【福島県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 栃木県は、ウェブサイト上で地域における諸課題の
投稿や、デジタル技術を活用した諸課題の解決方法
の提案ができる「とちぎデジタルハブ」を令和３年10月
にOPENした。

○ 課題を抱える者と解決方法を提案する者同士をサ
イト上でマッチングし、課題解決に向けた取組(実証実
験)等を進める。

○ 登録をすれば、県外の事業者等も利用できるため、
地域の課題に対して、デジタルに係る知見を持つ外部
者等の意見を得ることが可能。

○ なお、デジタルハブに
寄せられた課題につい
ては、民間×民間のみ
ではなく、自治体が課
題解決に取り組むこと
もある。

事業の概要

【参考情報①】 人口：190.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.tochigi-digitalhub.jp/ （デジタルハブHP）

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和７年度事業費見込み 35,792千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 8,212千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（栃木県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

33 多様なプレイヤーがWEBを通じて課題の解決に向けて連携・協働【栃木県】

デジタルを活用した地域課題解決を促進するため、
困り事を抱える人とデジタルで解決しようとする意欲・
手法を持つ人をマッチングし、解決に向けた議論や
取組ができる場をつくりました。

デジタルハブサイトの構築に当たり、内閣府の地方
創生推進交付金を活用しています。

事業の近況を教えてください。

50件を超える地域課題が投稿されており、プロジェ
クトメンバーが解決に向けた議論を進めています。

混雑状況計測ツールを利用した観光振興、AIカ
メラによる渋滞状況の自動計測と、連動した情報発
信で観光客に渋滞回避行動を誘導する対策、災
害接近時の避難情報配信など、デジタル技術を活
用した実証に取り組み、結果を検証して、さらに効
果的な取組となるよう検討しています。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

－その他
参画主体

ヤマゼンコミュニケイションズ株式会社サービス
提供事業者

とちぎデジタルハブサイトサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4 仕様検討
R3.5～9 ウェブサイト構築
R3.10～ 事業開始

担当部署 028-623-2824 メール dx@pref.tochigi.lg.jp電話栃木県総合政策部デジタル戦略課

円321千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円6,704千イニシャルコスト ※税抜

円
円

240千
81千

•保守費用
•サーバー等運用費

（内訳）円6,704千•サイト構築費（内訳）

地方創生推進交付金による補助額:160千円（備考）地方創生推進交付金による補助額:3,352千円（備考）

○ ウェブ上の「とちぎデジタルハブ」により、地域の様々な課題と解決手法を持つ者をマッチングできるようになっ
たことで、地域課題の解決や、解決に向けた議論が進んでいる。（例:地域全体の観光周遊促進、害
獣の生態調査・追い払い、災害接近時の避難行動促進啓発、交通渋滞緩和）

○ 「とちぎデジタルハブ」の取組を通じて、自治体職員のデジタル技術に関する理解が促進され、事業実施
にあたりデジタル技術の活用が検討される機会が増えている。

33 多様なプレイヤーがWEBを通じて課題の解決に向けて連携・協働【栃木県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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令和７年度事業費 5,752千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

工夫した点を教えてください。

34 DAOを活用した地域課題解決実証事業を実施【群馬県】

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（群馬県）

Web3という先進的な領域に取り組むことで、効
果的に県民利益（産業創出、地方創生、行政
課題解決など）につなげたいと考えています。本県
では、令和５年度にWeb3勉強会やDAOのルー
ルメイキングを実施しました。令和６年度には実践
として、実際にDAOを構築・運営し、地域の課題
解決を目指すことにし、令和７年度も引き続き運
営を行っています。

今回のDAOでは、第一弾として自然派ワインの
産地化を目指すという具体的な目標があります。苗
植え・収穫体験やワインバルイベントなどリアルイベン
トを企画し、DAOメンバーが活動に参加して関わる
機会を創出しています。

今後の展望を教えてください。

令和８年度は、ぐんま山育DAOの運営により、
地域におけるWeb3の普及や地域活性化、関係
人口の増加等を図りつつ、自立分散型社会の実
現を目指したいと考えています。

○ 群馬県は、「新・群馬県総合計画」で掲げる自立分
散型社会の実現に向け、Web3の研究に取り組んでき
ている。令和７年度は、令和６年度に地域課題の解
決を目的として設立した、株式会社型DAO（※1）
「ぐんま山育DAO」の運営を行った。

○ このDAOにより、人口減少が進む県内エリアに域外
から人（労働力）やお金（投資）を呼びこみ、新た
な産業をつくることで経済循環を生み出し、地域を持
続可能にすることを目標としている。

○ 年度末に 「ぐんま山育DAO」
の報告会でDAOに関する講演を
行い、Web3に関する機運醸成
を図る予定である。

事業の概要

【参考情報】 人口：190.8万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://gunma-yamaiku-dao.jp/

※１ 中央集権的な管理機構を持た
ず、参加者による自律的な運営
が行われる組織のこと。

都道府県メタバース・
Web３の活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

株式会社ガイアックス（DAOの構築・運営）
合同会社チモリ（DAOのコアメンバー）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

DAOXサービス名

－運用形態

R6.4～R6.9 実施事業検討（６か月）
R6.10～R7.1 DAO内容検討（４か月）
R7.2～ DAO運用開始

担当部署 027-226-2331 メール dejitora@pref.gunma.lg.jp電話
群馬県知事戦略部デジタルトランスフォー
メーション課NETSUGEN室

○ DAOへの参加により、誰もがステークホルダーとなれるため、Web3に関する取組の周知や機運醸成につ
ながっている。

○ Web3に関連する技術（NFT、ブロックチェーン、DAO）に対する関心の向上に寄与している。
○ 域外からも参加者が集まり、関係人口につながっている。

円5,190千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円5,190千•DAO構築運営（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

34 DAOを活用した地域課題解決実証事業を実施【群馬県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県メタバース・
Web３の活用
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○ 愛媛県では、令和２年度に「コワーキングハブ南予
サイン」を内子町内に整備した。この施設は、移住相
談窓口を有するコワーキングスペースであり、南予地域
に移住者を呼び込む役割を担う施設である。
また、内子町は、町民から寄贈された「二宮邸」を活用
し、令和３年８月にテレワーク環境が整った宿泊施設
を整備した。

○ そこで、内子町は、町への
移住定住を促進するため、
南予サインを運営する (一社)
えひめ暮らしネットワークへお試
しテレワーク事業やテレワーク移
住相談事業を委託したり、二宮
邸利用者の希望に応じ、先輩移
住者との交流の場を設けたりして
いる。

事業の概要

【参考情報①】 愛媛県人口：130万人、内子町人口：1.5万人（令和７
年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://e-iju.net/telework/coworking-space/no012/

（えひめ移住ネット）

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（愛媛県・
愛媛県内子町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

35 宿泊施設におけるテレワーク環境の整備やオンライン移住セミナーの開催【愛媛県・愛媛県内子町】

二宮邸

南予サイン

人口減少が進む南予地域に、テレワーカーやワー
ケーションを誘致するため、「南予サイン」を設置しまし
た。また、コロナ禍の影響で地方移住の関心が高ま
る中、内子町でもテレワークが可能な移住体験施設
が必要であったことから、「二宮邸」を整備しました。

内装などの施設改修や、Wi-Fi環境など通信環境
の整備に当たっては、内閣府の新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金等を活用しました。

事業の近況を教えてください。

二宮邸は令和５年度より指定管理者による運営
が開始され、令和７年３月までに宿泊283人、会
場利用等332人の利用がありました。利用者からは、
昭和初期に建てられ、懐かしく落ち着いた趣の中での
テレワークはとても新鮮で、ワーケーションの新たな魅
力を発見することが出来たという声が寄せられています。

令和３年度事業費 －千円

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

（一社）えひめ暮らしネットワーク（南予サイン）、
おだびより（二宮邸）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
－

担当部署
089-911-2301
0892-52-3111 メール

chiikiseisak@pref.ehime.lg.jp
oda-bo@town.uchiko.ehime.jp電話

愛媛県地域政策課（南予サイン）
内子町役場小田支所（二宮邸）

○ 二宮邸の指定管理者である「おだびより」は、移住者が中心となって組織した団体であるため、宿泊先で
先輩移住者と交流したり、田舎暮らしの魅力などを聞くことができる。

○ 南予サインにおいて、移住相談や、テレワークやワーケーションの相談へのタイムリーな対応が可能となってい
る。

○ 南予サインは、移住者と地域住民が交流する拠点にもなっており、地域住民の移住者に対する理解を深
めることができている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

35 宿泊施設におけるテレワーク環境の整備やオンライン移住セミナーの開催【愛媛県・愛媛県内子町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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２ 住民生活
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○ 弥彦村は、マイナンバーカードの独自利用領域の活
用を進めており、「巡回バスでの移動」、「図書館での
本の借用」、「選挙の投票」、「村役場での証明書発
行」といった行政サービスについて、マイナンバーカードで
利用できるようにしている。

○ 広域巡回バス「やひこ号」には、ICカードリーダが搭
載されており、住民が乗降時に、マイナンバーカードを
タッチすると、本人確認が行われ、弥彦村民であれば
乗車賃100円が無料となる。乗車記録については、村
役場がデータとして蓄積できるようになるため、効果的
な交通施策の検討にも資する取組となっている。

○ また、村の図書館や
投票所においても、マイ
ナンバーカードによる本
人確認を行えるようにし
ており、図書館カードや
投票所入場券の代わり
として、マイナンバーカード
が利用できる。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.vill.yahiko.niigata.jp/（村HP）

令和６年度事業費 7,764千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。

（弥彦村）

弥彦村では、以前から、行政手続のオンライン化
や書かない窓口の導入等、デジタル技術による行
政サービスの改善に取り組んできました。一方で、
住民が直接恩恵を受けられる取組が少なかったた
め、住民にとって身近なサービスを提供できないかと
思い、事業の検討を開始しました。

マイナンバーカードのICチップの空き領域を活用し
た取組の前例が少なく、職員向けのマニュアル作成
等に苦労しました。
また、マイナンバーカードをICカードリーダーにタッチ

したときに、読み取りに２秒以上の時間がかかりま
す。そのため、村民の方が、交通系ICカードを利用
するイメージでタッチすると、うまく読み込めないことが
あります。対応について現在も試行錯誤しています。

今後の展望を教えてください。

令和８年度までは事業を継続します。それ以降
継続するかは、令和８年度以降検討する予定です。

36 マイナンバーカードの独自利用領域を活用したサービスの提供【新潟県弥彦村】
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人口:１万人未満

提供:弥彦村



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

R4.2～3 庁内調整
R4.4～9 仕様検討
R4.10 システム構築
R4.10～11 運用テスト
R4.12～ 運用開始

担当部署 0256-94-3151 メール joho@vill.yahiko.niigata.jp電話弥彦村総務部総合政策課

○ マイナンバーカード保有率の向上につながっている。（令和７年１月末時点で84.2%）
○ マイナンバーカードに対する意識の変化が見られ、常に携帯する人が増えている。
○ 巡回バスの利用促進につながり、外出する高齢者が増えている。（巡回バスの延べ利用回数は、月300

件程度）

円2,452千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円24,893千イニシャルコスト ※税抜

円

円

円

1,018千

1,239千

195千

•ﾊﾞｽ乗車ｼｽﾃﾑ保守費
•マイナンバーカードAP利
用システム利用料
•巡回バス運賃立替精
算費

（内訳）円
円

円
円

16,352千
4,056千

4,411千
74千

• ﾊﾞｽ乗車ｼｽﾃﾑ導入費
•選挙受付ｼｽﾃﾑ導入費
•印鑑登録証明書発行
ｼｽﾃﾑ導入費
•図書館ｼｽﾃﾑ導入費

（内訳）

選挙受付・印鑑登録証明書発行・図書館ｼｽﾃﾑの保
守費は算出不可（既存ｼｽﾃﾑの保守費に内包）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPEXによる補助
額:24,894千円

（備考）

36 マイナンバーカードの独自利用領域を活用したサービスの提供【新潟県弥彦村】
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サービス提供事業者等

越佐観光バス株式会社その他
参画主体

①株式会社BSNアイネット、②株式会社
ブレス

サービス
提供事業者

①総合行政システム、②ArcGISサービス名

①個別開発製品をクラウド環境で運用
②パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人未満



○ 吉備中央町は、町民向けポータルアプリ「きびアプリ」
を提供している。暮らしの中でのちょっとした困りごとの相
談や、移動支援、買い物支援、健康管理等のサービ
スを利用できるアプリとなっている。

○ 例えば、アプリを立ち上げて「買い物」のアイコンを選
択すると、スーパーの商品を自宅まで届けてくれるサービ
スが利用できる。また、「健康づくり」のアイコンからは、ス
マホのカメラに顔を写すと交感神経や脈拍の状態が記
録できるサービスを利用できる。

○ アプリの利用データは、町の「データ連携基盤」に蓄
積される仕組みとなっているため、データを分析すること
で、町民の健康状態や生活上の課題、孤立リスクなど
をより高精度で把握することができる。

事業の概要

【参考情報】 人口：1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.kibichuo.lg.jp/site/degital-
denen/15548.html（町HP）

令和６年度事業費 6,000千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（吉備中央町）

当町は、町民の生活圏域に、医療機関や買い
物のできる施設が少ないため、日常生活に直結す
る分野のサービスの充実が求められていました。そ
のような中、内閣府の「デジタル田園健康特区」の
指定を受け、また、デジタル田園都市国家構想推
進交付金が申請できることになり、以前より抱えて
いた当町の課題をデジタル技術によって解決してい
く気運が醸成されました。

高齢化率が45％を超える自治体であるため、高
齢者の方々に対して、スマホの操作方法等を一か
ら伝える必要がありました。人を中心にサービスを展
開していくという考えのもと、自宅に出向いてでも説
明し、普及率向上に努めました。

今後の展望を教えてください。

アプリに歩数計機能や血圧測定機能を付加し、
町民の健康増進にもつなげていきたいと考えています。

37 暮らしを支える様々なサービスを利用できる町民向けアプリ「きびアプリ」の提供【岡山県吉備中央町】

88

人口:１万人以上
５万人未満

提供：吉備中央町



事業効果

コスト

担当部署 0866-54-1314 メール kikaku@town.kibichuo.lg.jp電話吉備中央町企画課

○ 運転免許を返納した方など、日常的な買い物に困っている高齢者等に対し、気軽に買い物をすることがで
きる環境を提供することができた。

○ 行政が吸い上げきれない住民の困りごとにも対応できる仕組みを整えることができた。
○ アプリの実装から約２年間で、「きびアプリ」の登録者数が2,000人を超えており、高齢者等を含む幅広い

住民に対し、デジタル技術の恩恵を提供できている。（町の全人口は約10,000人）。

円6,000千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円26,400千イニシャルコスト ※税抜

円6,000千•運用保守費（内訳）円26,400千•システム開発費（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（TYPE3）による
補助額:17,600千円

（備考）

37 暮らしを支える様々なサービスを利用できる町民向けアプリ「きびアプリ」の提供【岡山県吉備中央町】
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人口:１万人以上
５万人未満

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

富士通Japan株式会社、有限責任事業組合吉備
中央インクルーシブスクエア、吉備中央町デジタル田園
都市推進協議会

その他
参画主体

株式会社十字屋サービス
提供事業者

きびアプリサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R4.4～5 調整
R4.6～8 調達
R4.9～R5.2 開発
R5.3 運用開始

※主にシステム導入等
に係るコストを記載



○ 丸森町では、町の広報紙「広報まるもり」等を電子
書籍化した上で、ちいき本棚(電子回覧板)を用いて
広く公に提供している。

○ 広報紙等を電子書籍化することで、印刷部数の制
約がなくなり、多くの人に町に関する情報を届けることが
できるとともに、域外にいる町に関心のある方々(関係
人口等)にも、情報をタイムラグなく届けることができる。

○ また、自治体が電子書籍化した広報物等をちいき
本棚に搭載することで、利用者はアプリにより広報物等
を端末から自由に閲覧することができ、整理された情報
から選択したり、過去の情報にもアクセスできる。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.1万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.town.marumori.miyagi.jp/town/detail.php?content=462
（町HP）

令和３年度事業費 0千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入において特別なコストはかかりましたか?

（丸森町）

これまで、広報紙やチラシを紙媒体での配付や回
覧により、住民に周知を行っていました。しかし、紛失
や、家族全員が読む前に近隣に回覧してしまうなど、
後になって見返すことが難しいという課題がありました。
そこで、広報紙等を紙媒体だけではなく、電子書籍

化してWEB上に公開することで、この課題を解決で
きるのではと考えました。

読むのも、載せるのも無料のサービスを活用している
ので、特別なコストはかかっていません。

事業の近況を教えてください。

住民が後から見直すことを考慮して、配付物は日
付ごとに整理しています。また、WEB上に掲載したこ
とで、域外にいる町に関心のある方々にも、実際に町
内で配付している情報を届けることができるため、観
光情報等の周知にも活用しています。

38 町の広報紙等をWEB上で誰でも、いつでも見ることのできる環境【宮城県丸森町】

人口:１万人以上
５万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３か月

－その他
参画主体

東京インタープレイ株式会社サービス
提供事業者

Sidebooks クラウド本棚サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H28.10 本内容について職員から事業提案
H29.2 提案された内容の採択決定
H29.2～ 事業者との調整
H29.5～ 掲載開始

担当部署 0224-72-3025 メール johokoho@town.marumori.miyagi.jp電話丸森町総務課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）
無料サービスを活用（備考）無料サービスを活用（備考）

○ 住民に配付した広報物を日付ごとにまとめて掲載したことで、自治体職員間での情報共有が容易となり、
住民からの問合せ対応等、住民サービスの向上につながっている。

○ 住民が、いつでもどこでも広報物を確認できることができるようになったほか、過去に配付された広報物も確
認できるため、紛失による再発行等の問合せがなくなった。

○ 誰でも広報物を確認できるため、町外在住で本町に関心のある方へアピールする効果も期待できる。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

38 町の広報紙等をWEB上で誰でも、いつでも見ることのできる環境【宮城県丸森町】

人口:１万人以上
５万人未満低コスト
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○ 玖珠町では、デジタル化に向けたデバイス取得率
の向上と防災をはじめとする各種行政情報の効果的な
発信を目的として、スマートフォンアプリ「玖珠町アプリ
（りんくす）」を運用している。行政からの情報配信に
加え住民による投稿等を通じて、町内の情報を分かり
やすく取得できる仕組みを構築している。

○ 住民の利便性を重視した分
かりやすい構成とし、動画配信
や掲示板などのコンテンツを通
じて地域情報の共有や住民同
士の情報交流を促進することで
日常的に活用される地域情報
基盤として機能している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：1.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.kusu.oita.jp/index.html（町HP）

令和６年度事業費 12,781千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

（玖珠町）

住民の反応（声）はいかがですか?

アプリの利点であるプッシュ通知により行政情報をタイム
リーに受け取れる点や、音声・文字検索によって必要な
情報を確認できる点が、「分かりやすく便利」と好評です。
また、掲示板機能を通じて住民が写真や動画を投稿で
きるなど、コミュニケーション機能も多く利用されています。

防災情報、オンライン行政手続き、各種動画コンテンツ
等のサービス提供ができるアプリケーションの開発費用とし
て、令和２年度に内閣府の地方創生臨時交付金
（11,011千円）を活用しました。

ホームページや広報誌、各種通知など、情報がバラバラ
で発信され、パソコン等で検索するなど使いにくいという声
が多かったことから、情報の窓口を１つにまとめスマホで気
軽に検索できるアプリの制作に至りました。

ダウンロード数
３万人突破！

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

39 住民ニーズを踏まえたアプリを活用した行政情報の配信【大分県玖珠町】

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

ーその他
参画主体

株式会社ティーアンドエスサービス
提供事業者

玖珠町アプリ「りんくす」サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.8～12 庁内調整（４か月）
R3.1～3 システム制作（３か月）

住民等説明会
R3.4～ 公式アプリリリース

担当部署 0973-72-1112 メール jyoho@town.oita-kusu.lg.jp電話玖珠町総務課

円12,781千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円23,056千イニシャルコスト ※税抜

円12,781千•システム管理・保守料（内訳）円
円

10,010千
13,046千

•アプリ制作
•アプリ内ソフト制作

（内訳）

７つのシステム保守料（R6年度実績額）
※アプリ内のシステムの追加等による増減あり

（備考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
による補助額:23,056千円

（備考）

○ 町からの様々な情報発信をアプリに集約し、いつでもどこでも情報の確認が可能。
○ 災害等の緊急情報等をプッシュ通知により即時に配信することができるため、町民の迅速な行動や安全

確保につながっている。
○ ダウンロード数は30,000人（町の人口の２倍以上）を超え、幅広い層に定着した情報発信基盤となっ

ている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

39 住民ニーズを踏まえたアプリを活用した行政情報の配信【大分県玖珠町】

人口:１万人以上
５万人未満
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○ あさぎり町では、住民の日常生活に密接な情報（ゴ
ミ収集日・当番医のお知らせ等）からイベント開催情
報や選挙のお知らせなど多様な情報を「あさぎりナビ」と
いうアプリを通じて提供している。

○ このアプリには、町のHPにアクセスできることに加えて、
利用者の現在位置から町の施設までの距離が分かる
「施設ナビ」やクリックするだけで町の情報が自動で検索
される「地域ニュース」機能、ハザードマップなどにすぐアク
セスできる「関連リンク」機能がある。

○ 職員、消防団、自主
防災組織、学校施設、
保育施設、ボランティア、
応援者など主体ごとに
登録できる連絡網機能
があり、町に関わる人々
をつなぐ、重要なコミュニ
ケ－ションツールとなっている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：1.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.asagiri.lg.jp/q/aview/636/14469.html

（町HP）

【参考情報②】球磨川水系防災・減災ソフト対策等交付金（熊本県）とは

ＵＲＬ：https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/206/124156.html 令和５年度事業費 287千円
（うち、球磨川水系防災・減災ソフト対策等交付金（熊本県） 191
千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（あさぎり町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入に伴い、令和２年度から熊本県の球磨川水
系防災・減災ソフト対策等交付金を活用しています。

町内の様々な情報を防災ラジオで発信する際、自
宅にいる町民は聞くことができるが、仕事等で自宅にい
ない場合は、情報を受け取る術がないという課題があ
りました。自宅等にいない場合でも、放送で流した情
報をリアルタイムに提供したい。また、大規模災害時の
情報発信の一つの手段にしたい、との思いが新たに行
政情報アプリを導入するに至った取組のきっかけです。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援
制度（人的支援や技術提供、補助金等）を活用し
ましたか?

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

アプリを活用してもらうために、あさぎり町では広報
紙・区⾧会等で周知を行いました。より多くの住民に
活用してもらうためには、アプリの導入後に様々な機会
を捉えて周知・PRしていくことも重要だと思います。

40 アプリ一つで町の情報へのアクセスを実現、地域活動主体毎の連絡網にも活用【熊本県あさぎり町】

人口:１万人以上
５万人未満
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事業の概要

【参考情報】 人口：2.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.hida.gifu.jp/site/fanclub/ 令和３年度事業費 1,100千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（飛騨市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の効果はどのようなことがありましたか?

今後の展望を教えてください。

令和２年５月21日に飛騨信用組合と「関係人口
の創出・拡大」を目的とした連携協定を締結しました。
その連携項目の一つとして、関係人口であるファンク

ラブ会員の方にも「さるぼぼコイン」を利用してもらうこと
で、より飛騨市に親しみをもってもらい、ファン層の拡大
を図るため電子会員証を始めました。

会員証を電子化することで、会員証を忘れて会員特
典が受けられないというトラブルを削減できました。
また、プッシュ通知機能を活用し、ファンクラブ会員限

定の情報を随時お届けできるようになりました。
さらに、「さるぼぼコイン」を活用した会員特典を付与す

ることで、飛騨地域内での経済循環が生まれています。

○ 飛騨市は、平成29年に「飛騨市ファンクラブ」を
設立した。会員にはオリジナル会員証を発行しており、
対象宿泊施設やファンクラブサポートセンターに会員
証を提示することで特典を受けられる。

○ 飛騨市を含む飛騨地域２市１村（高山市、飛
騨市、白川村）では、地元金融機関「飛騨信用
組合」が運営する電子地域通貨「さるぼぼコイン」が
利用されており、飛騨市民の約4人に1人がユー
ザーとなっている（飛騨信用組合推定）。

○ 令和３年７月までの会員証は、電子マネー機能
を備えたカードを導入していた。しかし、スマートフォン
決済の普及により財布を持ち歩かない方が増えてい
ることから、これまでカードとして発行してきた会員証
を、電子地域通貨さるぼぼコインアプリ（スマホアプ
リ）内の機能として電子化することで、
いつでも身近に持ち歩ける会員証となる
とともに、プッシュ通知による情報提供や
「さるぼぼコイン」を活用したキャンペーンの
実施、会員特典の付与が可能となった。

「さるぼぼコイン」を活用したファンクラブ独自のキャ
ンペーンを実施することで、ファンクラブ会員に飛騨市
に来て「さるぼぼコイン」を利用してもらうきっかけを作
り、市内での買い物等を通じた市民や会員同士の
交流を創出していきたいと思っています。

41 地元金融機関と連携し、地域電子通貨に会員証機能を追加【岐阜県飛騨市】

人口:１万人以上
５万人未満

95



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３か月

－その他
参画主体

飛騨信用組合サービス
提供事業者

さるぼぼコインサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～6 関係者協議、開発、協議
R3.7 リリース

担当部署 0577-62-8904 メール furusato@city.hida.lg.jp電話飛騨市企画部ふるさと応援課

○ 「飛騨市ファンクラブ」の会員証をアプリ内の機能として電子化することで、会員特典を受けられないというト
ラブルが削減された。

○ アプリのプッシュ通知を利用することで、登録済みの会員のみに向けた情報発信が可能となり、関係人口と
のコミュニケーションに役立っている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,000千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円1,000千•開発費（内訳）

（備考）（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

41 地元金融機関と連携し、地域電子通貨に会員証機能を追加【岐阜県飛騨市】

人口:１万人以上
５万人未満

96



○ ⾧井市では、市内公共施設等でマイナンバーカード
を鍵として使うスマートロックシステムを導入している。
施設の定期利用者は、事前に市役所窓口で登録手
続きを行うと、施設利用日時に施設のカードリーダーに
マイナンバーカードをかざすだけで施解錠できる。

○ 従来は、職員が施設に駐在していない曜日・時間
帯に施設を利用する場合、利用者が「鍵管理人
（※）」の自宅等を訪ねて鍵を借りる必要があったが、
スマートロックシステムの導入により、鍵の受け渡しが不
要になった。

○ スマートロックシ
ステムを導入する
施設の多くは、避
難所にも指定され
ているため、災害
等発生時の速や
かな避難所開設
につなげることも
可能となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.4万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.nagai.yamagata.jp/（市HP）

令和７年度事業費 1,358千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（長井市）

施設の利用者が鍵管理人の自宅等を訪ねて鍵
を借りるという運用は、利用者と自宅等で待機しな
ければならない鍵管理人の双方に大きな負担がか
かるものでした。また、高齢化や人口減少により、鍵
管理人の担い手確保が課題となっていました。
これらの課題を解消するため、鍵の受け渡しを不

要にできないか検討を開始しました。

施設の定期利用者はマイナンバーカードの利用を
原則としつつも、一時利用の方には、貸出用カード
キーを貸し出すことで対応しています。

今後の展望を教えてください。

引き続き、施設定期利用者のマイナンバーカード
利用を促進していきます。

42 公共施設をマイナンバーカードで施解錠できるようにし、鍵の受け渡しを不要に【山形県長井市】
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人口:１万人以上
５万人未満

運用イメージ

※鍵管理人:鍵の管理を依頼している市民等



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

R5.4～6 庁内調整、仕様検討、現地調査等
R5.7～11 業者選定、契約、打合せ
R5.11～R6.1 システム導入、扉改修
R6.1～2 関係者説明会
R6.3～ 運用開始

担当部署 0238-82-8001 メール master@city.nagai.yamagata.jp電話⾧井市総合政策課デジタル推進室

○ スマートロックシステムを導入した15施設23扉のうち、４施設４扉は鍵管理人を廃止することができた。
○ 施設利用者が施設の鍵の借用のために、鍵管理人の自宅を訪問する必要がなくなり、施設利用者と鍵

管理人双方の負担が軽減された。
○ 施設の扉の施解錠をいつ誰が行ったのか、データで確認できるようになり、セキュリティレベルが向上した。

円1,358千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円67,463千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

995千
244千
119千

• J-LIS ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ搭載ｻｰﾋﾞｽ
ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ利用料
•同 ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ利用料
•回線利用料

（内訳）円
円
円
円
円

2,310千
10,786千

440千
53,377千

550千

•ネットワーク環境構築費
•管理サーバ等設置費
•AP登録用端末導入費
•扉改修費
•システム構築費

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPEXによる補助
額:67,463千円

（備考）

42 公共施設をマイナンバーカードで施解錠できるようにし、鍵の受け渡しを不要に【山形県長井市】
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サービス提供事業者等

ーその他
参画主体

株式会社クマヒラサービス
提供事業者

入退室管理システム「GG-2」サービス名

パッケージ製品をオンプレミス環境で運用運用形態

人口:１万人以上
５万人未満

※主にシステム導入等
に係るコストを記載



【参考情報】 人口：4.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.suwa.lg.jp/soshiki/5/64951.html（市HP）

令和６年度事業費 1,267千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点・苦労した点を教えてください。

（諏訪市）

市民がメリットを実感できる形で「DX推進を見え
る化」しつつ、利便性の向上を図るため、汎用性と
費用対効果に優れたサービスを探していました。そ
のような中、テキストデータを簡単に音声にできる
サービスを見つけ、導入するに至りました。

全国的に、音声合成サービスを活用した事例が
少ない中で、どのような場面でどのように活用すると
効果的かを検討しながら活用しています。
また、文章だけでなく表や図、イメージなどをわかり

やすく音声にする方法について、試行錯誤を重ねて
います。

今後の展望を教えてください。

市民や関係者の皆様（特に大量の文字による情
報を受け取りにくい方）に向けたサービス向上のツー
ルのひとつとして定着させたいと考えています。また、
何かを「説明をする」「周知をする」業務に幅広く活
用し、「きけるよ!」マークが親しまれて利用されること
を目指します。

43 市から発信する情報を音声で聞くことができるサービス「きけるよ！」を導入【長野県諏訪市】
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人口:１万人以上
５万人未満

○ 諏訪市は、令和６年度から、テキスト情報だけでは
伝えることが難しい情報を、音声にしてお届けするサー
ビス「きけるよ!」を運用している。

○ 市民が各種案内等に掲
載されている二次元コードを
スマートフォンで読み取ると、
説明等の音声を聞くことがで
きる仕組みである。

○ 市は、窓口での配布資料に
二次元コードを貼付し、より平
易な文章での音声説明を聞け
るようにすることで、視覚障がい
のある方、高齢者、外国人
（10ヶ国語）等へのわかりやす
い情報発信につなげている。
既存の屋外案内看板に二次元
コードを追記し、スペースの都合
で掲載しきれなかった情報を音声
で提供したり、ハザードマップの音
声化も進めている。

イメージ

事業の概要



事業効果

コスト

担当部署
0266-52-4141
（内線360） メール info@city.suwa.lg.jp電話諏訪市企画部企画政策課

○ 窓口での配布資料に、平易な表現で説明する音声を貼付することができるため、視覚障害者や、細かい
文字を読むことが難しい高齢者、外国人など、すべての人により伝わりやすい情報発信が可能となった。

○ 資料を受領した人は、自宅等から何度でも音声による説明を聞くことができるため、市に対する問合せの
手間を削減することができている。

○ 既存の屋外案内看板に音声データを貼り付けることで、看板に掲載しきれない情報を音声で伝えることが
できるため、観光客等の満足度向上につながっている。

円1,152千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円50千イニシャルコスト ※税抜

円1,152千•サービス利用料（内訳）円50千•導入時研修費（内訳）

（備考）（備考）

43 市から発信する情報を音声で聞くことができるサービス「きけるよ！」を導入【長野県諏訪市】
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人口:１万人以上
５万人未満

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

－その他
参画主体

株式会社レスターサービス
提供事業者

VOXX LITEサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.10～R6.2 庁内調整（５か月）
R6.3 試験運用（１か月）
R6.4～ 運用開始

※主にシステム導入等
に係るコストを記載



【参考情報①】 人口：6.4万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.inacity.jp/

【参考情報②】伊那市新産業の取組：
https://www.inacity.jp/shisei/inashiseisakusesaku/shinsangyougijutu/

令和６年度事業費予算 30,044千円
令和７年度事業費予算 9,946千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（伊那市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

少子高齢化や人口減少に伴う「買い物弱者の増加」
や「物流機能の低下」といった地域課題に対し、デジタル
技術の導入による解決策を検討した結果、自律飛行ド
ローンを活用した官民連携の買い物支援という構想に行
きつきました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

安全なドローン物流のための航路としての河川上空の開
発や買い物支援サービスの事業化に当たっては、内閣府の
地方創生推進交付金（平成30年度から３年間）を活
用しました。また、ケーブルテレビ・プラットフォームは、総務省
のデータ利活用型スマートシティ推進事業（令和元年
度）を活用することにより、オンデマンドタクシーの呼出しや
遠隔地見守りとしても利用いただいています。

デジタル技術の導入やスマートシティの構築自体を目的
とするのではなく、地域が抱える課題解決の手段として、
民間事業者等と協力して進めることが必要です。課題の
抽出や事業者との調整は、技術の導入よりも時間をかけ
て丁寧に行うことが重要ではないでしょうか。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

44 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築【長野県伊那市】

人口:５万人以上
10万人未満ドローンの活用

101

○ 伊那市は、免許返納等で買い物が困難な住民をサ
ポートするため、地元スーパーの商品をドローンで配達
する「ゆうあいマーケット」を令和２年８月から展開して
いる。サービスの利用料は月額1,000円のサブスクリプ
ション制となっている。

○ 利用者は、自宅のケーブルテレビのリモコンで商品を
注文し、購入代金はケーブルテレビの利用料金に加算
されて引き落とされるキャッシュレス対応となっている。

○ 商品は、ドローンにより近くの公民館に届けられ、集
落支援員等が利
用者宅まで手渡す
こととしており、利用
者の安否確認や見
守りも行うことができ
るように工夫している。

※ドローンによる配送は、令和６年度末で終了

事業の概要



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年１か月

合同会社信州伊那宙（ドローン運行）、株式会社ゼ
ンリン（ドローン保守点検）、株式会社ニシザワ（出品
者）、サンスイ（出品者）、いろは堂薬局（出品者）、
菊香堂（出品者）、増田屋製菓（出品者）、感動
いちば（出品者）､有限会社カミリ（出品者）、伊那
市集落支援員

その他
参画主体

KDDIｽﾏｰﾄﾄﾞﾛｰﾝ(株)、ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙｷｬｽﾄ(株)、
伊那ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ(株)

サービス
提供事業者

①KDDIｽﾏｰﾄﾄﾞﾛｰﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ②ゆうあいﾏｰｹｯﾄｹｰ
ﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ注文受発注ｼｽﾃﾑ③ICTﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾄﾁｬﾝﾈﾙサービス名

①パッケージ製品をクラウド環境で運用、
②③個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H30.8～ 関係省庁、地域ステークホルダとの調整
H31.1～ ドローン航路調査（希少動物調査等）
R1.8～ 試験飛行、地域説明会
R2.1～ 緊急時着陸ポート、飛行注意看板等設置
R2.8～ ゆうあいマーケット ドローン配送（一部地

域）の事業開始
R3.11～ ドローン配送エリアの拡大
R7.3 ドローン配送終了

○ 買物に困窮している116世帯が登録しており、累計321回、1,355品をドローンで配送した（令和７年
３月末時点）。

○ 免許返納等で交通手段がなくなっても安心して暮らし続けられると住民から評価されている。
○ 集落支援員が見守りを兼ねて荷物の手渡しを行うことで、コミュニティの活性化につながる。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

44 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築【長野県伊那市】

人口:５万人以上
10万人未満ドローンの活用

102

円30,044千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円211,517千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

9,946千
9,800千

10,298千

•買物支援運営委託
•ドローン運航経費(２機)
•ドローン管理経費(２機)

（内訳）
円

円

66,060千

145,457千

•空飛ぶデリバリーサービス
構築委託料
• INAドローン・アクアスカイ
ウェイ構築委託料

（内訳）

定住自立圏構想による特別交付税措置あり（備考）地方創生推進交付金による補助額:115,487千円（備考）

担当部署 0265-78-4111 メール kij@inacity.jp電話伊那市企画政策課



○ 富山市は、令和３年４月に市が推進するスマート
シティ関連事業に関する情報を公開するWebサイトと
して、「Toyama Smart City Square(富山市情報
公開サイト)」を開設した。

○ 市は、スマートシティ事業として、「富山市センサー
ネットワーク事業」などに取り組んでおり、これらの事業
等によって得られたIoTセンサーからのリアルタイム情報
など（窓口混雑状況、河川水位情報、消防車両出
動情報、道路工事・通行制限情報等）をサイト上で
一般に公開することにより、市民生活等に役立てること
を目的としている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：40.1万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://tscs.city.toyama.lg.jp

【参考情報②】
地方創生推進交付金Society5.0タイプ（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和６年度事業費 3,212千円
（うちデジタル田園都市国家構想交付金地方創生推進タイプ
Scciety5.0型（内閣府） 1,606千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（富山市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

QRコード これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いし
ます。

人口減少によるマンパワーの減少を補完するため、
IoT等の利活用が当たり前な持続可能な社会の実現
を目指し、「富山市センサーネットワーク」を構築するとと
もに、市民にスマートシティの利便性を実感頂くために、
情報公開サイトを開設しました。

情報公開用Webサイトの事業化にあたっては、内
閣府のデジタル田園都市国家構想交付金地方創生
推進タイプSociety5.0型（令和２年度から５年
間）を活用しました。また「富山市センサーネットワー
ク」を構築する際には総務省のデータ利活用型スマー
トシティ推進事業（平成30年度）を活用してIoT用
のネットワーク網と都市OSを整備しました。

市民が日常使いできるサービスから取り組むことで、
利便性の向上を実感頂けることが重要かと思います。
事業に関しては拡張性は担保しつつも、スモールス

タートから始め、アジャイル的に更新していった方が良い
と思います。

45 情報公開Webサイトによる市民生活等に役立つタイムリーな情報の提供【富山県富山市】

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

民間事業者向け実証実験公募採択事業者（約30
社）

その他
参画主体

株式会社インテック、日本電気株式会社サービス
提供事業者

①富山市センサーネットワーク、②富山市
市民情報公開サイト「ToyamaSmart
CitySquare」

サービス名

①個別開発製品をクラウド環境で運用、
②個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

・富山市センサーネットワーク
H30.6～8 庁内調整
H30.9～H31.2 ｼｽﾃﾑ構築（H31.3～ 事業開始）

・市民情報公開サイト
R2.9～11 庁内調整
R2.12～R3.3 ｼｽﾃﾑ改修（R3.4～ ｻｰﾋﾞｽ開始）

担当部署 076-443-2006 メール smartcity-01@city.toyama.lg.jp電話富山市企画管理部スマートシティ推進課

○ 窓口混雑状況の公開により、混雑が平準化され、業務負荷の軽減や待ち時間の減少につながっている。
○ 河川水位、雨量のリアルタイム配信を行うことで、付近の河川の情報を危険を伴なうことなく確認すること

ができている。

円25,332千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円222,271千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

2,218千
20,194千
2,920千

•運営支援
• ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ保守等
•情報公開ｻｲﾄ保守等

（内訳）円
円

213,544千
8,727千

• ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ構築
•情報公開ｻｲﾄ構築

（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金地方創生推進タイ
プSoceity5.0型による補助額:12,666千円

（備考）総務省情報通信技術利活用事業費補助金（H30
年度）による補助額:106,772千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

45 情報公開Webサイトによる市民生活等に役立つタイムリーな情報の提供【富山県富山市】

人口:30万人以上
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事業の概要

【参考情報①】 人口：41.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：スマートシティたかまつ（高松市公式ホームページ）
https://www.city.takamatsu.kagawa.jp/kurashi/shinotorikumi/machiduk
uri/smartcity/index.html

【参考情報②】データ利活用型スマートシティ推進事業（総務省）とは
ＵＲＬ：https://www.soumu.go.jp/main_content/000537347.pdf 令和３年度事業費 30,385千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

46 データ連携基盤の活用と、多様な主体が参画する「スマートシティたかまつ」の推進【香川県高松市】

事業の近況を教えてください。

（高松市）

平成28年度に本市でG7香川・高松情報通信大臣会
合が開催されたことをきっかけとして、スマートシティや、データ
利活用に向けた機運が高まりました。平成29年度には総
務省の「データ利活用型スマートシティ推進事業」の採択を
受け「IoT共通プラットフォーム」の構築、スマートシティたか
まつ推進協議会の設立を行い、スマートシティの実現に向
けた取組を本格的に開始しました。

産学民官の多様な主体が、分野横断的にデータの収
集・分析ができる場として「IoT共通プラットフォーム」の構築、
また防災分野及び観光分野の取組として、各種データを収
集するためのセンサーやGPSロガーの設置において、上記の
通り、 総務省の「データ利活用型スマートシティ推進事業
(平成29年度)」を活用しました。

「スマートシティたかまつ」の実現に向けて、その取組を更
に加速させるため、令和3年度には内閣府へ「高松市スー
パーシティ構想」の提案を行い、令和4年度にはデジタル庁
が実施している「デジタル田園都市国家構想推進交付
金」へも手を挙げるなど、国の動きと連動しながら、継続的
に事業を推進しています。

○ 防災分野の取組として、本市水防計画上の観測地点に
水位・潮位センサーを設置する等、リアルタイムデータをIoT共
通プラットフォームに収集するとともに、それら防災情報(水位・
潮位、アンダーパスの冠
水状況、避難所情報、
土砂災害危険区域図
等)を一元的に可視化
し、表示できる「高松市
ダッシュボード」を構築し、
早期の災害対策に活
用している。

○ 近隣市町と本市IoT共通プラットフォームを共同利用する
協定を締結し、令和2年度より共同利用を開始している。同
市町についても防災・減災に必要なデータを新たに収集し、本
市のダッシュボード上に一元的に表示するなど、広域連携・広
域防災の取組も推進している。

○ 高松市ではデータ連携基盤「IoT共通プラットフォーム」の
活用と、産学民官の多様な主体が参画する「スマートシティ
たかまつ推進協議会」との連携を通じて、スマートシティたかま
つの実現に向けた取組を推進している。

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

スマートシティたかまつ推進協議会会員団体その他
参画主体

日本電気株式会社サービス
提供事業者

ダッシュボードサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H28 G7香川・高松情報通信大臣会合開催
H29 総務省「データ利活用型スマートシティ推

進事業」の採択
H29.10～ 事業開始

担当部署 087-839-2172 メール digital_sct@city.takamatsu.lg.jp電話高松市総務局デジタル戦略課

○ 防災情報(水位・潮位、アンダーパスの冠水状況、避難所情報、土砂災害危険区域図等)が「高松市
ダッシュボード」において可視化されるようになり、災害対策の効率化につながった。

円11,151千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円81,000千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円
円

6,922千
3,925千

230千
74千

•サービス利用料
•運用保守サポート料
•情報サービス利用料
•諸経費

（内訳）円
円
円

60,050千
20,039千

911千

•システム構築作業費:
•物品費
•その他（通信費等）

（内訳）

（備考）総務省の「データ利活用型スマートシティ推進事業(平
成29年度)」による補助額:43,740千円

（備考）

46 データ連携基盤の活用と、多様な主体が参画する「スマートシティたかまつ」の推進【香川県高松市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上
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令和３年度運用に伴う事業費 4,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北九州市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

市民生活と密接に関係した粗大ごみ処理の受付
（年間約12万件）における新型コロナウイルス感染
防止対策と、デジタル社会に対応した利便性の向上の
ため、「非接触・非対面」対応ができる有効な手段とし
て導入することとしました。

住民の反応（声）はいかがですか?

「24時間受付できるインターネット受付・決済はありが
たい」「決済方法について選択肢を増やすことは大切だ」
「自宅で納付券の印刷ができるようにしてほしい」などの声
を聞いています。

事業の概要

【参考情報】 人口：91.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.kitakyushu.lg.jp/kankyou/file_0049.html

〇 北九州市では、市民の利便性向上及びウィズコロナ
の観点から、有効な手段として、非対面での「粗大ごみ
処理手数料」の納付方法として、キャッシュレス決済を
令和4年２月から導入している。

〇 市民は、自宅のパソコンやスマホからインターネットで
粗大ごみの収集を申し込み、キャッシュレス決済ができる。

〇 これまではコンビニなどで納付券を購入する必要があっ
たが、手続きをインターネット上で完結できるようになった。

今後の抱負をお聞かせください。

「ごみの減量化・資源化」には、市民の理解と協力が
大切です。これからも、市民が日々の生活や活動を行う
さまざまな場面で、環境に配慮した行動を主体的に行う
ことができるよう、デジタルの力も、有効な手段として活用
していきたいです。

47 粗大ごみ処理手数料のキャッシュレス化【福岡県北九州市】

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年３か月

－その他
参画主体

GMOペイメントゲートウェイ株式会社、西
日本電信電話株式会社北九州支店

サービス
提供事業者

RIOS-Eco伝サービス名

パッケージ製品をオンプレミス環境で運用運用形態
R2.11～R3.3 庁内調整
R3.４～R4.1 システム改修等
R4.2～ 事業開始

担当部署 093-582-2180 メール kan-gyoumu@city.kitakyushu.lg.jp電話北九州市環境局循環社会推進部業務課

○ これまではコンビニなどで納付券を購入する必要があったが、手続きをインターネット上で完結できるようにな
り、市民の利便性か向上している。

○ キャッシュレス決済による粗大ごみ処理手数料の納付件数は、上昇傾向にあり、粗大ごみ納付券（紙
シール）の発行に係る事務負担が軽減している。
（受付件数 R5.4～R6.2月:12,250件、R4.4~R5.3月:10,325件）

円168千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,556千イニシャルコスト ※税抜

円
円

円
円

48千
48千

36千
36千

•カスタマーサポート費用
•会員ＩＤ管理費用
•クレジットカード決済店舗
管理費用
• PayPay店舗管理費用

（内訳）
円

円

円

3,000千

450千

106千

•粗大ごみ受付システム決
済機能導入等
• PGﾏﾙﾁﾍﾟｲﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽ初
期導入費用
•粗大ごみ受付システム決
済機能運用保守

（内訳）

上記のほか、クレジットカード・PayPayの決裁手数料
等が必要

（備考）（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

47 粗大ごみ処理手数料のキャッシュレス化【福岡県北九州市】

人口:30万人以上
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○ サービスの導入の背景として、支援が必要な人ほど
制度を調べる余裕がないため、 『市民に時間を返す』
サービスとして、プッシュ型による支援を望む声があった。

○ それを受け、各種手当の受給や健康診査などの利
用について、市が保有する住民情報を活用・分析し、
制度を利用できる可能性のある場合に、SNSやメール
により個別に通知するサービスを実施している。

○ 通知は、各制度の申請期限や
受付期間などに合わせた適切な
タイミングで行っている。

○ 通知の対象制度は、健康診
査や子育て支援関連手続中心
とした34制度で、拡充予定。

事業の概要

【参考情報①】 人口：98.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.chiba.jp/somu/joho/kaikaku/oshiraseservice_foryou.
html （市HP）

【参考情報②】参画した総務省実証事業
平成28年度 多様なクラウド環境下における情報連携推進事業
平成29年度 地域におけるビックデータ利活用の推進に関する実証 令和６年度事業費 5,364千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（千葉市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

千葉市では、各種手当や健康診査などの制度につ
いて、市民が自ら検索や問合せなどを行わずに済むよ
う、また受給漏れなどの防止を図るため、市が保有す
る住民情報を活用する取組を開始しました。

平成28年度・平成29年度に総務省の実証事業
に参画し、住民情報の解析手法や最適な通知手
法の検討などを実施しました。

住民の方からは、「仕事と育児で時間に余裕がない
ため、通知してもらえると、自ら調べる手間が省ける」
などのご意見をいただいています。また、通知する制度
を増やしてほしいというご要望もいただいており、より一
層のサービス向上を目指します。

住民の反応（声）はいかがですか?

人口:30万人以上

48 市民に向けたプッシュ型通知による積極的な情報発信【千葉県千葉市】
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事業効果

コスト

担当部署 043-245-5797 メール gyomukaikaku.GEI@city.chiba.lg.jp電話
千葉市総務局情報経営部
業務改革推進課

48 市民に向けたプッシュ型通知による積極的な情報発信【千葉県千葉市】

○ 令和７年12月までの利用申請者数は14,583人。
○ 本サービスを利用した市民から、「子どもの予防接種は種類が多く、まとめて予診票が届いた以降、接種

時期を自分で確認する必要があるが、『あなたが使える制度お知らせサービス』から通知が届き、忘れずに
予約ができた」との声が寄せられており、サービスの受給漏れに役立っている。

○ 所管課より「胃がんリスク検査の制度の通知直後から問合せ件数・受診券申込数が増加した」との声も
寄せられており、サービスの効果的な周知につながっている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

円2,994千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円15,966千イニシャルコスト ※税抜

円2,994千•運用保守費（内訳）円

円

13,440千

2,526千

•システム構築費
•システム構築に伴う周
辺システムの改修費

（内訳）

令和８年１月より契約更新（備考）（備考）

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年９か月

－その他
参画主体

株式会社オプティマ（保守事業者）サービス
提供事業者

あなたが使える制度お知らせサービスサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

H30年度 本格的に検討開始
R1年度 市民を対象とした実証実験を行い、各種

制度のニーズや対象業務の有効性を検証
R2年度 本格稼働（R3.1サービス開始）

人口:30万人以上
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○ 札幌市では、自治会・町内会活動の負担や担い手
不足、多様化する生活様式への対応などの課題解決
に有効であるデジタル化の取組として、「町内会デジタ
ル活用促進補助金」や「町内会デジタル化出前講座」
を実施した。

○ 町内会デジタル活用促進補助金については、町内
会を対象に、デジタル活用にかかる環境整備のために
必要となる経費を補助
上限額:100千円/町内会
補助率:10/10（報償費、役務費、委託費等）

2/3 （物品・備品購入費、工事費）

○ 町内会デジタル化出前講座については、町内会活
動のデジタル化を希望する町内会
に専門家を派遣し、町内会活動に活
用できるSNSの使い方等を学ぶ講座
を実施した。

事業の概要

【参考情報】 人口：195.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和７年度事業費 13,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（札幌市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

住民の反応（声）はいかがですか?

49 自治会・町内会のデジタル化を支援する取組【北海道札幌市】

近年、町内会の抱える課題は様々であり、その中でも
活動の効率化や負担軽減、活性化にデジタル化は有
効ですが、町内会の財政的な負担等からデジタル化が
進まない状況にありました。
そこで、デジタル化の普及に向けた支援として、環境整

備の補助とデジタルの基本的な内容が学べる出前講座
を実施しました。

「町内会デジタル活用促進補助金」については、令和
4年度から累計約290団体に対しデジタル化導入にあ
たり必要となる経費の補助を行っており、交付団体から
は「デジタル化導入の足掛かりになった」といった声が多く
寄せられています。
デジタル化に苦手意識のある町内会にも関心を持って

もらい、市全体でデジタル化が広がっていくように事業の
周知を強めていきたいです。
「町内会デジタル化出前講座」については、ニーズが高いLINE

の基本操作や電子回覧板についての講座を多く実施したことで、
講座を受けた方から「実際に操作を体験したことで、利便性を
実感できた」「今後、役員同士の連絡等に活用していきたい」な
どと好評を得ており、引き続き技術的側面からの支援も必要だと
感じています。

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３か月

ヒューマンアカデミー株式会社（デジタル技術に関する
講師）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R4.1～3 事業検討
R4.4～ 事業開始

担当部署 011-211-2253 メール shiminjichi@city.sapporo.jp電話
札幌市市民文化局市民自治推進室市民
自治推進課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ 令和６年度までに約11％の自治会・町内会でデジタル化の支援を実施したことにより、自治会・町内会
におけるデジタル化の進展につながった。

○ 自治会・町内会のデジタル化の支援は、自治会・町内会活動の負担や担い手不足、多様化する生活
様式への対応などの課題解決につながるものであり、町内会活動の活性化に寄与している。

49 自治会・町内会のデジタル化を支援する取組【北海道札幌市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上
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○ 札幌市は、マッチングシステムを搭載したオンライン型
の結婚支援センター「さっぽろ結婚支援センター」を令
和６年度に開設した。同センターには、独身かつ18歳
以上で、「さっぽろ連携中枢都市圏（※）」に在住、在
勤または移住を希望する方が入会できる。

○ 会員は、マッチングシステムを利用して自分が望む条
件に合致する異性を検索できるほか、自分にマッチする
可能性のある異性をAIがおすすめしてくれる「AIによる
紹介」機能を利用して、相手を探すことができる。

○ センターには、結婚支援コーディネーターが常駐して
おり、マッチングに向け、オンラインによる伴走型の相談・
支援を受けられる。

○ 札幌市内にお
いて、センター主催
による対面の登録
会・相談会が開催
されている。

事業の概要

【参考情報】 人口：195.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ①：https://www.city.sapporo.jp/（市HP）
関連ＵＲＬ②：https://www.kekkon-center.city.sapporo.jp/（さっぽろ結
婚支援センターHP）

令和７年度事業費 27,000千円
（うち、地域少子化対策重点交付金（こども家庭庁） 1,500千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。

（札幌市）

婚姻件数が減少していることに課題意識を抱いて
おり、令和4年度に、さっぽろ連携中枢都市圏在住
の18歳～39歳の未婚者を対象に意識調査を実施
しました。その結果、3割以上の方が、「適当な相手
にめぐり合えれば結婚したい」と回答し、行政が婚活
支援を行うことに対する肯定的な回答も6割以上と
なりました。このような背景を踏まえ、サービスを提供
することとしました。

システム構築事業者と、オンライン結婚支援セン
ターの運営委託先事業者が異なるため、調整に苦
労しました。

今後の展望を教えてください。

会員数の拡大に向け、広報活動に一層注力する
予定です。また、会員同士の対面型の交流を活性
化するため、企業と連携したイベントを模索し、会員
数やカップル成立数の増加につなげたいと考えていま
す。

50 マッチングシステムを備えたオンライン結婚支援センターにより若者の結婚を支援【北海道札幌市】

1

人口:30万人以上AIの活用

※さっぽろ連携中枢都市圏:札幌市と近隣11市町村



事業効果

コスト

担当部署 011-211-2947 メール kodomo.kurashi@city.sapporo.jp電話
札幌市子ども未来局子ども育成部
子どものくらし・若者支援担当課

円24,005千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円22,851千イニシャルコスト ※税抜

円
円

円

2,665千
20,939千

401千

•システム運用保守
•センター運営費用
•決済代行サービス手数
料

（内訳）円
円

17,929千
4,922千

•システム構築費
•センター運営準備費用

（内訳）

地域少子化対策重点推進交付金（こども家庭庁）
による補助額:1,500千円

（備考）地域少子化対策重点推進交付金（こども家庭庁）
による補助額:17,138千円

（備考）

50 マッチングシステムを備えたオンライン結婚支援センターにより若者の結婚を支援【北海道札幌市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上AIの活用

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年３か月

ーその他
参画主体

株式会社愛媛電算サービス
提供事業者

札幌市結婚支援マッチングシステムサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.4～10 調査・研究及び庁内調整
R5.10～11 予算（R6補正）要求
R5.12～R6.6 センター運営準備・システム構築
R6.7～ センター開設

○ 令和７年12月31日時点で、入会申込者数は1,600人、お見合い成立数は2,626組、成婚退会26
組となっている。

○ 市として広報誌やSNSを活用して多面的に広報活動を行っているほか、新聞・TV等のメディアにも取り上
げられており、対象圏域内における婚活機運の醸成に寄与できている。



○ 鳥取県は、単身高齢者世帯等の孤独・孤立対策と
して、令和３年度から、県営住宅に、IoT技術を活用
した高齢者の見守りサービスを導入している。

○ このサービスは、住戸内に設置した人感センサー付き
専用端末（タッチパネル式モニター）と、入居者が装
着するウェアラブル端末で、見守りを行うものである。異
変を感知した場合は、見守り事業者等に緊急通報
メールが配信され、メールを受信した見守り事業者は、
電話、かけつけ等により安否確認を行う。

○ サービスの月額使用料は、入居者の負担となるが、
県営住宅入居者が負担できるよう安価な料金設定
（月額500円（税抜））としている。

事業の概要

【参考情報】 人口：53.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/835757/keikaku3.pdf
（鳥取県高齢者居住安定確保計画） 令和６年度事業費 5,016千円

（うち、社会資本整備総合交付金（国土交通省） 2,138千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

高齢化の進行とともに、県営住宅での孤独死が
増加していましたが、民生委員による見守りでは、
県営住宅全体をカバーしきれず、急な体調の異変
にも対応することが困難でした。
令和２年に、県が別途募集している「鳥取県版

Society5.0検討サポート企業」からIoTを活用し
た見守りシステムの提案をいただく機会があり、令和
3年から試験運用・効果検証を開始しました。

51 県営住宅にIoT技術を活用した高齢者の見守りサービスを導入【鳥取県】
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提供：鳥取県

イメージ

今後の展望を教えてください。

令和７年度でチラシ配布等による全県への普及活
動を終了し、令和８年度以降は、新規入居者に周
知する等の緩やかな普及を行うことを検討しています。

（鳥取県）

苦労した点を教えてください。

身寄りの無い方など、緊急連絡先を確保できない
ために利用を断念される方もおり、連絡相手の確
保が課題となっています。また、利用者から、利用
方法や、機器トラブルの対応等の問合せが多くあっ
たため、令和５年度から、問合せ窓口を設置して
います。

都道府県



担当部署 0857-26-7408 メール jyutaku-seisaku@pref.tottori.lg.jp電話
鳥取県生活環境部くらしの安心局
住宅政策課

○ 試行運用中に行った利用者へのアンケートでは、「日常の健康状態が把握でき自己管理できて良い」、
「子供たちが母を一人にしていることを心配しているが、このサービスのお陰で安心してもらえた」等の肯定的
な意見が寄せられた。

○ 単身高齢者世帯に対して、安価な利用料で見守りサービスを提供することが可能となり、安心して暮らし
続けられる地域の実現に寄与することができた。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円6,100千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円
円

4,300千
1,800千

•ソフト開発費用
•ソフト改修費用

（内訳）

サービス利用料（500円/月）は、入居者が負担（備考）社会資本整備総合交付金（国土交通省）による補
助額:2,745千円
別途、端末の購入費・設置費が発生

（備考）

51 県営住宅にIoT技術を活用した高齢者の見守りサービスを導入【鳥取県】
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鳥取県厚生事業団、社会福祉法人こうほうえん（入
居者異常時の緊急連絡先の役割）

その他
参画主体

株式会社光星サービス
提供事業者

高齢者見守りサービスサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.4～R3.3 庁内調整、システム選定（１年）
R3.4～8 システム開発（５か月）
R3.9～R5.5 試行運用（１年９か月）
（R4.12～R5.3 システム改修）
R5.6～ 本格運用（一部団地）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県

事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年２か月

サービス提供事業者等



○ 徳島県では、 「消費者教育人材バンク」の運営やラ
イフステージに応じた教材の開発など、消費者教育を
推進しており、デジタル化の進展やGIGAスクール構想
に合わせ、デジタルサイトとして「とくしまSDGs消費者教
育教材」を作成し、広く一般に提供している。

○ 教材は、デジタルサイトの特性を生かして動画や意
識度チェック、体験コンテンツなどのツールを搭載しており、
利用者の年齢、認知度、興味、シーン等に応じた利
用が可能。また、コロナ禍で社会見学等の実施が難し
い状況において、教材の
利用により、誰でも地域
の会社や団体、教育機
関はじめ、県外企業等の
活動に触れることができる。

※ 当該コンテンツは、（公財）消費者教育支援センターに
よる消費者教育教材資料表彰2021で優秀賞を受賞した。

事業の概要

【参考情報①】 人口：70万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.pref.tokushima.lg.jp/sdgs.ethical.town

（とくしまSDGｓ消費者教育教材）

【参考情報②】地方消費者行政強化交付金（消費者庁）とは
ＵＲＬ：
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consu
mer_administration/grant/

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（徳島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

52 デジタルコンテンツの活用による多角的な消費者教育の提供【徳島県】

QRコード

「ＧＩＧＡスクール構想」や「テレワークの浸透」 など、
コロナ禍でデジタル化が進展する中、若者や職域・地域
の消費者教育を深化させるため、エシカル消費（※）を
学べるデジタル教材を作成しました。

※ 消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解
決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援
しながら消費活動を行うこと。

令和２年度に消費者庁の地方消費者行政強化交付金
（500千円）を活用し、事業費3,500千円で作成しました。

学校のタブレットを使った授業等で教材を活用いただいていま
す。他県からも、テレビ番組での活用や市町村の「子ども環境
白書」への掲載など、多くの問合せがあります。今後も社会見
学ができるSDGsの取組動画を追加したり、消費生活をシミュ
レーションできるコンテンツを作成したりする等により、さらに充実
した教材となるよう尽力していきます。

事業の近況を教えてください。

都道府県
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令和５年度事業費 1,790千円
（うち、地方消費者行政強化交付金（消費者庁） 895千円）
令和６年度事業費 1,793千円
（うち、地方消費者行政強化交付金（消費者庁） 896千円）



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

－その他
参画主体

有限会社ケイ・トップス（WEBサイトの構
築）、株式会社えんがわ、株式会社エフエ
ムびざん、株式会社オリジナル（取組動画
の追加）

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R1.10～R2.12 庁内調整（14か月）
R2.12～R3.3 デジタルサイト構築（4か月）
R3.3～ デジタルサイト公開、コンテンツ（取

組動画等）の追加

担当部署 088-621-2175 メール shohishaseisakuka@pref.tokushima.lg.jp電話徳島県生活環境部消費者政策課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ デジタルサイトには、令和３年３月末の公開から令和７年12月31日時点までで、約109万回のアクセ
スがあり、消費者教育を提供する媒体として有効に機能している。

○ デジタルサイト公開から４年以上が経過した時点においても、毎月のアクセス数が平均１万回以上を記
録しており、学校や地域等においてSDGsを学ぶためのデジタル教材として定着している。

○ 取組動画で取り上げられた地域や企業のPRにも役立っている。
○ 当該事業の実施を通じてデジタルコンテンツの有効性を職員が認識し、その後の情報発信・普及啓発に

おけるデジタルコンテンツの積極活用につながっている。

52 デジタルコンテンツの活用による多角的な消費者教育の提供【徳島県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 兵庫県は、ドローンビジネスの事業化を支援する目的
で（公財）新産業創造研究機構［NIRO］と連携し令
和６年に「ドローン利活用プラットフォーム（以下、PF）」を
立ち上げた。

○ PFではドローン事業者、ユーザー、県、市町、商工会、
大学など異なる立場から、ドローン産業の振興という一
つの志を掲げて、事業化を進めている。

事業の概要

【参考情報】 人口：539.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://drone-hyogo.jp/

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（兵庫県）

（総務省）

なぜPFを設立しようと思ったのでしょうか?
きっかけを教えてください。

実証時において、国の支援制度（人的支援や技術提
供、補助金等）を活用しましたか?

兵庫県では過去５年間、ドローンを用いた社会課題の
解決に資する実証実験を支援してきました。
今後更に、実証から実装に繋げる観点から、主体性と

実効性を高める新たな取組としてPFを立ち上げました。

実証や成果の普及啓発は、内閣府の地方創生推進
交付金（令和元年度から５年間）を活用しました。得られ
た人的ネットワークとノウハウは今のPFに活きています。

PFの活動状況を教えてください。

発足以降、参加メンバー・団体は200を超え、みなさ
んの関心の高さが伺えます。
展示会出展（北海道・東京・大阪・神戸）やメンバー間

のニーズ・シーズ共有に加えて、今最も注力しているのは
マッチングです。
みなさんから寄せられた様々な課題に協力できる体制

が出来つつあるので、興味・関心があればぜひお問い合
わせください!

53 あらゆる側面からドローンの事業化を支援【兵庫県】

都道府県ドローンの活用
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主な内容活動

フィールド調整・技術支援 等総合サポート

先端技術・制度改正 等最新情報の紹介とシェア

ニーズ・シーズ発表会 等業界関係者間の交流

課題の共有・マッチング 等課題解決と事業化

展示会出展・ホームページ 等情報発信

★問合せ先：（公財）新産業創造研究機構［NIRO］
https://www.niro.or.jp/focus-area/aerospace/drone-pf/

JapanDrone2025 @幕張 ﾄﾞﾛｰﾝ利活用PF全体会議 @神戸

令和５年度事業費 55,023千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 27,511千円）



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

（公財）新産業創造研究機構［NIRO］
サービス

提供事業者

ドローン利活用プラットフォームサービス名

－運用形態

H31.4 「先行的利活用事業」を開始
（ドローンの活用可能性を探る）
R4.4 「社会実装促進実証事業」を開始
（社会実装の可能性を探る）
R6.5 「ドローン利活用PF」をNIRO内に立上げ
（ドローンの事業化を推進）

担当部署 078-362-3054 メール shinsangyo@pref.hyogo.lg.jp電話兵庫県産業労働部新産業課

○ 県内外の事業者におけるドローンを使った新しいビジネスモデルの事業化を後押しすることができ、一部は
事業化に至っている。

○ 地域住民のドローンに関する認知度の拡大や理解度の向上を進めることができたほか、全国のドローン事
業者とのネットワークを構築することができた。

○ 社会課題の解決手段や業務改善策の一つとして、ドローンを有効な手段と位置付け、「実証」から「実
装」への枠組みを構築することができた。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）※主にシステム導入等
に係るコストを記載

53 あらゆる側面からドローンの事業化を支援【兵庫県】

都道府県ドローンの活用
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○ 大阪府は、府・市町村の持つデータを有効活用し、
個人に合わせた最適な情報発信やオンライン行政手
続等を提供する行政ポータルサイト「my door 
OSAKA」を運営している。

○ my door OSAKAに、年齢や居住地、興味・関心
等を登録すると、府・市町村の垣根なく、利用可能な
サービスや興味関心に応じたイベントの案内等、その個
人に合った情報が届くようになる。また、届いた案内から
電子申請を行うことや、従来郵便で届いていた通知文
書をスマートフォンで受け取ることもできる。

事業の概要

【参考情報】 人口：877.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.osaka.lg.jp/index.html（大阪府HP）

令和７年度事業費 162,129千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（大阪府）

大阪府では、市町村間のデジタル格差が大きく、
各市町村が住民に提供するデジタルサービスの種
類にばらつきがある状態でした。その背景には、個
人情報を安心安全に取り扱うための統一的なルー
ルがないことや、予算や人材面で制約を抱える小
規模市町村の存在がありました。
そこで、府において、データ連携基盤やポータルサ

イトを整備し、小規模市町村でも、住民に良質な
デジタルサービスを届けられる状況を整えることとし
ました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

堺市をはじめとし、府内市町村に順次導入いただ
いています（令和７年10月１日時点で３団体）。
最終的には、府内全市町村で導入いただくことを目
指しています。
また、今後、生成AIを活用し利用者の属性に適し

た制度情報をタイミングよく届ける機能を実装するな
ど、サービス拡充を進めていく予定です。

54 行政ポータル「my door OSAKA」により、府全体で利便性の高いデジタルサービスを創出【大阪府】
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都道府県

※市町村の参画状況により、利用できるサービスが異なる。

出所：大阪府HP



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年４か月

府内市町村その他
参画主体

ＯＲＤＥＮ事業推進に関する
ＮＴＴ西日本グループ共同企業体

サービス
提供事業者

my door OSAKAサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～R6.3 基盤の調査・開発
R5.11～R6.7 my door OSAKA構築・リリース準備
R6.8 my door OSAKA運用開始

担当部署 06-6210-9092 メール senryaku-kikaku@gbox.pref.osaka.lg.jp電話
大阪府スマートシティ戦略部
戦略推進室 戦略企画課

○「パーソナライズされた情報がプッシュ型で届く」、「自治体の各サービスにシングルサインオンで接続できる」、
「閉庁時間でもオンライン申請ができる」等のメリットにより、住民の利便性が向上している。

○堺市で実施した保育入所決定におけるデジタル通知については、通知後わずか３時間で80％以上が開
封いただき、住民の方からも「早く閲覧でき便利になった」といったお声をいただくなど、住民のQOL向上に繋
がっている。

円117,798千ランニングコスト（R6） ※税込円268,660千イニシャルコスト ※税込

円ー（内訳）円ー（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金による補助額:
179,106千円

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

54 行政ポータル「my door OSAKA」により、府全体で利便性の高いデジタルサービスを創出【大阪府】

都道府県
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３ 消防・防災
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○ 北川村は、災害が発生した場合に、ドローンを活用
した被災状況の調査を行う。特に、民間林において林
野災害等が発生した場合には、 「無人航空機等を利
用した災害対応措置に関する連携協定」により国の支
援を受けて、調査等を行うことができる。

○ 当該協定は、北川村を含む高知中芸５町村(奈
半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村)及び中
芸広域連合消防本部と、安芸森林管理署(国)との
間で締結されたものである。地震、大雨、台風等による
林野災害発生時にドローンを活用して相互に連携した
災害対応を行うことを目的としている。また、災害時に
備えて、技術力を高め、地域の防災力向上に資するこ
ととしている。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 ０千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北川村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

55 国、地方、広域連合組織が連携しドローンを活用できる環境【高知県北川村】

協定締結空撮画像

安芸森林管理署が主導で中芸消防署や中芸
５か町村に働きかけを行い、有事の際の横連携
を図る目的で協定を締結した。

事業として連携して行うという趣旨ではなく、
有事の際に協力要請を行うという内容のため、
事業費や特定財源の活用等の実績や今後の
見込みはない。協力要請の実績としては、令
和２年の北川村安倉の森林火災の際にド
ローンでの空撮を森林管理署に行ってもらう等
の取組があった。

★担当:北川村総務課★

人口:１万人未満ドローンの活用
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○ 中島村は、白河広域市町村整備組合が構築した
共同運用のCMSに連携した、村の防災アプリを作成し
た。

○ 共同運用のCMSに連携することで、自治体単独で
システム構築するよりもコストを抑制することができ、構
築したシステムベースを利用して自治体ごとにアプリを作
成することにより、各団体のニーズや特性に応じたアプリ
にすることができる。

○ 中島村のアプリは、シンプルで
見やすい構成であり、主要な機能
がトップページに集約されている。
あまた、災害時に使用できる照明
機能(右図「照らす」)や音により
周囲に居場所を知らせる機能
(右図「ホイッスル」)がアプリ上から
使用できる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.5万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： http://www.vill-nakajima.jp/page/page000763.html

（村ＨＰ）

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

令和７年度事業費 106千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（中島村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

令和元年台風19号の際、防災情報や避難情報
を防災無線で周知していましたが、防災無線だけで
は聞き取りづらいとの意見を受け、新たな情報発信
手段としてアプリを導入しました。

新しい生活様式に対応しながら、防災情報発信機
能を強化するために、令和２年度に内閣府の新型
コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を
活用しました。

導入から327件のダウンロードがありましたが、 住
民の方への周知がまだ不十分だと感じているため、今
後広報誌等を活用して、アプリのダウンロード促進を
行っていきたいと考えています。

事業の近況を教えてください。

56 共同で作成したアプリの土台を利用し、村の防災アプリを作成【福島県中島村】

人口:１万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

株式会社情報技術サービス
提供事業者

中島村防災・災害情報サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.10 構築開始
R3.2 構築完了
R3.3 配信開始

担当部署 0248-52-2112 メール jyuuminseikatu@vill-nakajima.jp電話中島村住民生活課

○ 防災行政無線や登録制メールに加え、アプリを利用することで、より多くの住民に災害時の情報発信がで
きるようになった。

円96千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円950千イニシャルコスト ※税抜

円96千•システム使用料（内訳）円
円

699千
251千

•スマートフォンアプリ関連
•プログラム関連

（内訳）

（備考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
による補助額:950千円

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

56 共同で作成したアプリの土台を利用し、村の防災アプリを作成【福島県中島村】

人口:１万人未満低コスト
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○ 陸前高田市は、令和５年11月に、クラウド・AI技
術と電話を組み合わせた自動音声一斉配信システム
の運用を開始した。

○ 同システムにより、災害発生の恐れがあるときに、事
前に登録した連絡先へ一斉に電話をかけたり、SMSを
送付したりすることができ、黒電話にも対応しているため、
高齢者世帯やスマートフォンなどを持たない住民も含め、
必要な情報を即時に届けることができる。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.rikuzentakata.iwate.jp/（市ＨＰ）

令和７年度事業費 450千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

57 自動音声電話とAIを活用して災害時の安否確認と情報伝達を効率化【岩手県陸前高田市】

（陸前高田市）

本市では、避難行動要支援者や災害時孤立化
想定地域居住者への災害時における避難情報の
確実な情報伝達について、防災行政無線を補完
する新たなシステムを検討していました。また、災害
時における安否確認についても、災害対応で職員
の人員が割かれる中で実施する必要があることから、
業務の省力化が求められていました。こうした状況
を踏まえ、本システムを導入しました。

携帯電話を所持しない、またはスマートフォンを自
由に使いこなせない高齢者等にも使いやすいよう、
音声のみの応答で完結できる設計にしました。

近況や今後の展望を教えてください。

令和５年11月に開催した当市の津波避難訓練
において、安否確認通信訓練を実施しました。引き
続き、本システムの周知を図るとともに、通信訓練
やアンケートにより、効果の検証を行い、より使いや
すいシステムとなるよう、改善を図っていきます。

システムイメージ図

出典：市HP

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究セン
ター

その他
参画主体

株式会社NTTDXパートナーサービス
提供事業者

シン・オートコールシステムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.11~R3.9 事業構想
R3.10~R4.2 システム設計
R4.3~R5.5 システム実証実験及び改善
R5.6~R5.10 システム運用に係る周知、

住民説明、受付等
R5.11~ 運用開始

担当部署
0192-54-2111
（内線701） メール bousai@city.rikuzentakata.iwate.jp電話陸前高田市防災局防災課

○ 令和６年８月の台風５号において実運用を行ったところ、避難指示など避難情報の伝達の確実性が増
すとともに、安否確認に従事する職員の業務の省力化が図られた。

○ 本事業の導入により、庁内においてデジタル技術を積極活用することへの機運が高まっている。
○ 本システムの運用開始により、安全・安心な防災のまちづくりが進み、住民から高評価を得ている。
○ マスコミ等にも広く取り上げられたこともあり全国の自治体等から本システムへの問合せや視察が増えている。

円1,283千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,810千イニシャルコスト ※税抜

円
円

450千
833千

•システム保守管理
•システム通信料

（内訳）円1,810千•システム構築委託料（内訳）

通信料は、対象者300人に対して、大雨による避難指
示2回、津波警報発表による安否確認1回、通信訓
練１回を実施することを想定して措置

（備考）（備考）

57 自動音声電話とAIを活用して災害時の安否確認と情報伝達を効率化【岩手県陸前高田市】

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用
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○ 輪島市では、水道スマートメーターの導入を推進して
おり、令和２年度から、電力スマートメーターの通信網
を活用した遠隔検針を実現している。

○ 水道スマートメーターで取得するデータについては、災
害時等における漏水箇所の早期発見や断水の未然
防止に役立てている。また、データを活用し、使用水量
や水道料金等を可視化するサービスを提供している。

○ 令和５年度末時点で、1,419件の水道スマート
メーターを導入しており、今後、さらに対象を拡大してい
く計画である。令和10年度には、給水契約10,300
件中2,619件（全体の約25％）で、水道スマート
メーターによる遠隔検針が可能となる予定である。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.wajima.ishikawa.jp/article/2020042100016/（市HP）

令和６年度事業費 4,200千円
（うち、上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（国土交通省）
1,400千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。

（輪島市）

本市の過疎地域において、高齢化に伴う水道検
針員の担い手不足が深刻な課題となっています。ま
た、災害時等における漏水の早期発見が難しく、
市民の皆様に多大な負担をかける状況がありまし
た。こうした課題の解決のため、水道スマートメー
ターの導入に向けた具体的な検討を開始しました。

本市に水道スマートメーターに関する知見がほとん
どなく、他団体の導入事例も少なかったため、事前
の情報収集に苦労しました。また、本市は、北陸電
力送配電（株）が運用する電力スマートメーター
の通信網を活用する方式を採用することとしため、
メーターや無線通信端末の仕様等の調整に時間と
労力を要しました。

今後の展望を教えてください。

検針票の配布を、紙媒体ではなく、WEB上で行
えるようにするなど、将来の「検針員のなり手不足」に
備えた制度設計を進めていきたいと考えています。

提供：
輪島市
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イメージ

人口:１万人以上
５万人未満



事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年２か月

H30.9～H31.3 実証実験（７か月）
※北陸電力送配電（株）で実施

H31.4～R2.3 庁内調整（１年）
R2.4～10 システム選定・導入（７か月）
R2.11～ 運用開始

担当部署 0768-22-2220 メール jyougesuidou@city.wajima.lg.jp電話輪島市上下水道局料金係

○ 広域的な遠隔検針の実現により、検針にかかる時間を大幅に短縮することができた。
○ 令和５年に大規模断水が発生した際、漏水の検知・止水等の処置を迅速に実施することができた。
○ 時間別の使用水量を可視化できるようになり、利用者から使用水量に関する問合せがあった際の原因の

特定が容易になった。
○ メーターの読み違い等のヒューマンエラーが発生しないため、適正な料金賦課が担保できるようになった。

円3,392千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円67,066千イニシャルコスト ※税抜

・（非公表）・（非公表）
1,579件の利用の場合の費用（備考）令和2～5年度生活基盤施設耐震化等交付金

（IoT活用推進モデル事業）（厚生労働省）による
補助額:17,239千円
令和6～10年度上下水道一体効率化・基盤強化推
進事業（国土交通省）による補助額:7,000千円

（備考）
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サービス提供事業者等

北陸電力送配電株式会社（スマートメーター通信網
に関すること）

その他
参画主体

北陸電力送配電株式会社サービス
提供事業者

水道遠隔検針システムサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

人口:１万人以上
５万人未満

※主にシステム導入等
に係るコストを記載



○ 斑鳩町では、複数のシステム（ビデオ通話、SNS、
GIS）を組み合わせて、効率的な災害情報の把握・
管理、関係機関（消防・警察）との迅速な情報共有、
住民への円滑な情報提供を実現している。

○ 災害現場にいる職員は、 「映像通報システム」を利
用することで、道路の浸水・破損や通行止め等の状況
を、災害対策本部と映像で共有することができる。また、
共有された情報は、GISを利用した「防災SNS」の地
図上に集約・可視化され、消防・警察等を含めた関係
者間で共有することができる。

○ さらに、「防災SNS」に集約した情報は、住民がス
マートフォンにインストールする「防災アプリ」に、プッシュ
型で通知できる仕組みとなっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.ikaruga.nara.jp/（町HP）

令和６年度事業費 1,540千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。

（斑鳩町）

従来は、災害現場と災害対策本部との情報共
有を行うにあたり、無線・写真での情報のやり取りを
行っていました。また、現場から共有された情報を紙
やホワイトボードで管理していたため、消防や警察へ
の情報共有が困難でした。これらの課題を解決する
ため、システムの導入を検討しました。

システム導入の必要性について、庁内での合意
形成に苦労しました。
また、システムを利用することが想定される職員に

対し、システム業者の指導のもと操作研修を実施し
ましたが、システム操作の習熟度合いに個人差があ
り、定期的に研修を開催する必要があると考えてい
ます。

今後の展望を教えてください。

職員に対し定期的に研修を行い、いざというときの
備えを盤石にします。
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人口:１万人以上
５万人未満

運用イメージ

災害対策本部災害現場 住民

映像で状況報告
（映像通報システム）

通知

情報共有

防災SNSに情報を集約

防災アプリで
情報を確認

通行止め道路・
避難所情報等



事業効果

コスト

担当部署 0745-74-1001 メール anzen@town.ikaruga.lg.jp電話斑鳩町総務部安全安心課

○ 災害発生時、現場と災害対策本部との情報共有を行うにあたり、映像通報システムのテレビ電話機能を
活用することで、無線・写真でのやり取り以上に迅速かつ的確な情報共有が可能となった。

○ 防災SNSを活用することで、現場から報告された情報の集約と、関係機関との情報共有が容易になった。
○ 防災アプリを活用することで、通行止め道路や避難所情報等、住民に提供すべき情報を速やかに提供で

きるようになった。

円660千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,045千イニシャルコスト ※税込

円

円

264千

396千

•映像通報ｼｽﾃﾑ利用料
（22千円/月）
•防災SNS利用料
（33千円/月）

（内訳）円
円

385千
660千

•映像通報ｼｽﾃﾑ導入費
•防災SNS導入費

（内訳）

（備考）（備考）
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人口:１万人以上
５万人未満

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

ーその他
参画主体

株式会社アルカディアサービス
提供事業者

映像通報システム、防災SNS スピーキャン
タイムライン、防災アプリ ハザードンサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.10～R6.3 庁内調整（６か月）
R6.4～6       システム導入、研修（３か月）
R6.7～ 運用開始



○ 日田市は、令和５年６月から、災害時の罹災証明
書の交付業務において、被害調査の計画策定や調査
記録データの一元的な管理等を行う「被害調査統合
システム」と、職員が現地調査をする際に使用する「家
屋被害判定アプリ」の運用を開始した。

○ 調査員が現地調査の結果をタブレット端末の「家屋
被害判定アプリ」に入力すると、「被害調査統合システ
ム」にデータが取り込まれ、被害判定結果が自動算出
される仕組みとなっている。

○ これにより、家屋の被害の調査判定業務を迅速化
し、罹災証明書の交付
にかかる期間を短縮して
いる。さらに、システム化
による業務フロー等の標
準化により、属人化の解
消や調査精度の均質化、
業務負荷の軽減も実現
している。

事業の概要

【参考情報】 人口：6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.hita.oita.jp/index.html（市HP）

令和５年度事業費 10,583千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（日田市）

災害発生時に、限られた人数でスムーズに罹災
証明書を交付するためには、業務の効率化・省力
化や、これまでに蓄積した業務知識・ノウハウの継
承が課題となっていたことから、デジタル技術を活用
した住家被害認定のシステム構築を目指しました。

今後の展望を教えてください。

本システムによる判定結果等を、被災者支援シ
ステムと連携させる等、更なる効果的な活用につい
て、検討しています。
また、事業者の持つ画像解析技術等を活用して、

ドローンや衛星写真による被害認定ができるように
なれば、より早く罹災証明書を発行できると考えて
おり、事業者における技術開発にも期待しています。

運用イメージ

出典：Digi田（デジでん）甲子園2023
事例紹介動画から抜粋

工夫した点を教えてください。

税務部門、防災部門、DX部門が部署の垣根を
超えて連携し、取組を進めました。

60 災害時の家屋被害判定をデジタル化し「罹災証明書」の発行を迅速化【大分県日田市】

人口:５万人以上
10万人未満AIの活用
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事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年７か月

－その他
参画主体

富士フイルムシステムサービス株式会社サービス
提供事業者

罹災証明迅速化ソリューションサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.11～R5.5 共同研究、システム構築
R5.6～ 運用開始

担当部署 0973-22-8363 メール bosaihita@city.hita.lg.jp電話日田市総務企画部防災・危機管理課

○ 家屋被害判定の迅速化により、発災から罹災証明書の初回交付に要する期間が短縮された。（導入
前:14日、導入後:８日）

○ 被害調査の計画策定の自動化や被害判定結果の自動算出により、被害調査判定にかかる作業が効
率化し、職員の業務時間が削減された。

○ 業務フロー等が標準化され、業務の属人化の解消や調査制度の均質化が進んでいる。
○ タブレットの活用により、調査対象家屋の近隣の住民からの調査依頼に現地で即座に対応することが可

能となり、調査実施までの住民の待ち時間の解消や罹災証明書の交付の早期化、調査業務の効率化
を実現している。

コスト 円600千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円9,040千イニシャルコスト ※税抜

円600千
•システム利用料（50千
円/月）

（内訳）円
円
円

8,680千
319千
41千

•構築業務費
•タブレット端末
•タブレット端末消耗品

（内訳）

別途、インターネット使用料が必要（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補助
額:5,294千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

60 災害時の家屋被害判定をデジタル化し「罹災証明書」の発行を迅速化【大分県日田市】
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事業の概要

【参考情報①】 人口：6.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.tamana.lg.jp/q/aview/118/25241.html

【参考情報②】都市空間情報デジタル基盤構築支援事業（国土交通
省）とは
ＵＲＬ：https://www.mlit.go.jp/toshi/daisei/plateau_hojo.html

令和４年度事業費 15,598千円
令和５年度事業費 4,920千円（R５年度繰越→R６年度事業実施）

令和６年度事業費 10,000千円（R６年度補正→R７年度事業実施）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（玉名市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

61 ３Ｄ都市モデルを活用して災害リスクを可視化【熊本県玉名市】

玉名市では、令和元年度から令和３年度にかけて、立
地適正化計画の検討を行いました。その中で、都市の災
害リスクについて、ハザードマップ等で庁内及び庁外に説明
しながら、検討を進めていましたが、２Dでの災害リスクイ
メージが難しく、３Dでの表示ができないかを模索しました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

令和２年度に国土交通省のProject”PLATEAU”に参
画し、３D都市モデルの構築と浸水シミュレーションユース
ケースを実施しました。
3Ｄでの表示を行うことで、直感的・空間的・具体的なイ

メージが可能となり、合意形成がスムーズに進みました。
また、令和４年度には、国土交通省の都市空間情報デ

ジタル基盤構築支援事業を活用しました。

事業の近況を教えてください。

令和７年度には、スマート防災ポータルを開発しました。
近隣自治体を含む広域情報も網羅し、より広範囲で避
難計画を立てられます。スマホ対応で外出先でも手軽に
情報確認可能にしております。最適な避難経路の表示
や、公共交通機関の運行情報、ライブカメラ映像も提供
しています。

出典：玉名市ホームページ

○ 近年、ますます自然災害が激甚化・頻発化・広域化する中で、
災害リスクを把握し、事前に社会全体で災害に備える必要性が
ますます高まっている。

○ また、防災意識の向上や事前の避難計画の取り決めが重要で
あることから、 すべての人に災害や避難に関する情報をわかりやす

く的確に伝える必要がある。

○ そこで、災害に関するさまざまな情報を３D都市モデルに重ね合
わせ、災害リスクを三次元かつ時系列で可視化すること等により、
災害リスクをわかりやすく直感的に理解でき、住民等の防災意識
の向上や避難計画の立案に繋げることができる。

○ さらに、地域の災害リスク
に加え、土地利用や建物
用途等の都市の多様な情
報を重ね合わせることで、よ
り効果的な防災まちづくりを
推進することができる。

人口:５万人以上
10万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年５か月

－その他
参画主体

株式会社フォーラムエイト、株式会社キャド
センター、株式会社WorldLink&Compa
ny

サービス
提供事業者

Ucwin/Road,4DLinkサービス名

パッケージ製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R3.12～R4.4 庁内調整
R4.5～R5.2 システム開発
R5.3～ 事業開始

担当部署 0968-75-1122 メール toshi@city.tamana.lg.jp電話玉名市建設部都市整備課

○ 実在する道路や建物を模したバーチャル空間で避難行動をシミュレーションすることにより、避難経路検討
に役立っている。

○ 3Dモデルを用いることで災害リスクを可視化でき、地元住民が防災施設の配置を検討する際に役立って
いる。

円240千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円23,180千イニシャルコスト ※税抜

円240千•サービス利用料（内訳）円23,180千•システム開発費（内訳）
現在、広域自治体連携における継続利用モデルを検
討中

（備考）都市空間情報デジタル基盤構築支援事業による補助
額:12,799千円

（備考）

61 ３Ｄ都市モデルを活用して災害リスクを可視化【熊本県玉名市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満
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○ 磐田市は、 災害時の情報収集を強化するため、令
和５年４月から、(株)JX通信社が提供するリスク情
報の配信サービスを利用している。このサービスは、同
社ニュースアプリへの投稿情報や、SNS等の情報を、
AIと専任チームで解析し、デマやフェイクニュースを排除
した上で、位置情報付きで配信するサービスである。

○ また、磐田市は、(株)JX通信社と「情報収集・発信
のデジタル化推進に関する連携協定」を締結し、同社
の提供する速報型ニュースアプリの活用による防災対
応の強化を進めている。同アプリには、身の回りのリスク
情報を匿名投稿できる情報提供機能と、災害・事件・
事故に関する状況を時系列かつ地図上で確認できる
リアルタイム防災マップ機能がある。

○ これにより、市の災害対策部
門等は、市民からの投稿情報も
踏まえた被害情報をリアルタイム
で把握でき、市民は、アプリの地
図上で災害等の情報を確認で
きる仕組みとなっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：16.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.iwata.shizuoka.jp/bousai_anzen/bousai/1012903.htm
l （市ＨＰ）

令和６年度事業費 317千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の効果をを教えてください。

62 市民がSNS及び無料アプリに投稿した災害情報をAIが解析、デマが排除された情報を全員で共有【静岡県磐田市】

（磐田市）

令和４年９月に発生した台風15号において、夜
間の豪雨や冠水により、職員による情報収集が難
しく、被害の状況が翌日まで分からない状況があり
ました。デジタルツールを活用して様々な被害状況
等を迅速に集約することができないかと情報収集を
開始し、同サービスの存在を知り、試験導入を経て
本格導入に至りました。

令和５年６月に発生した台風２号では、同サー
ビスの活用により、市内の被害状況を把握でき、災
害救助法の適用を速やかに受けることができました。

近況と今後の展望を教えてください。

地域防災訓練においても、同サービスを活用し、
自助の意識の向上を進めています。
また、令和６年度から有償アカウント数を増やし

サービスを利用できる職員を拡大したので、より効
果的に運用していきたいと考えています。

ニュースアプリ画面

出典：JX通信社HP
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人口:10万人以上
30万人未満AIの活用低コスト



ーその他
参画主体

株式会社JX通信社サービス
提供事業者

FASTALERTサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.9 台風15号発生
（情報更新が課題だと痛感）

R4.10～R5.2 アプリの比較検討
R5.3 見積取得・検討、契約
R5.4 運用開始

担当部署 0538-37-2114 メール kiki@city.iwata.lg.jp電話磐田市危機管理課

○ 災害時における市内の被害状況を迅速に把握できる。
○ 実際に、令和５年６月に発生した台風２号では、 リスク情報の配信サービスを活用し、迅速に被害状

況を把握したことで、災害救助法の適用を速やかに受けることができた。

円288千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円

円

252千

36千

•WEB版１アカウント
（21千円/月）
•アプリ版10アカウント
（３千円/月）

（内訳）円－（内訳）

上記費用は磐田市特別調整価格（備考）（備考）
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コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

サービス提供事業者等

事業効果

人口:10万人以上
30万人未満AIの活用低コスト

62 市民がSNS及び無料アプリに投稿した災害情報をAIが解析、デマが排除された情報を全員で共有【静岡県磐田市】



○ 広島市では、大規模災害等の発生時に被災者が
被災状況に応じて、受けることができる支援策（見舞
金、税等の減免等）が分かる「被災者支援ナビ」を導
入している。

○ 「被災者支援ナビ」は、SaaSを活用することにより、
設定された質問に利用者が回答することで多数の支
援策の中から対象となる支援策を抽出することができる
仕組みである。

○ 利用者がいくつかの質問に回答、また該当項目に
チェックをすることで、各人の対象となる支援策が一覧と
して表示される。
あまた、支援の概要
や必要な手続等に
ついても、あわせて
確認することができ
る。

事業の概要

【参考情報】 人口：117.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.hiroshima.lg.jp/saigaiinfo/kakosaigai/1006065/1013
327.html（市HP）
https://ttzk.graffer.jp/city-hiroshima（被災者支援ナビ）

令和６年度事業費 220千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（広島市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

本市では、「平成26年８月20日の豪雨災害」「平
成30年７月豪雨災害」と、４年間の間に２度の大
災害に見舞われました。発災時には、ワンストップ窓口
である「被災者支援総合窓口」を設置し、相談に応じ
ましたが、当該窓口を経験した職員から、「被災状況
に応じて、支援策を導き出せるような仕組みが欲しい」
との声があったことから、導入を検討することとなりました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

「被災者支援ナビ」は、災害ごとに作成することとして
おり、あらかじめ支援制度のテンプレートを作成していま
す。「令和３年８月の大雨による災害」においても当
該テンプレートを活用し、速やかに「被災者支援ナビ」
を導入しました。

「被災者支援ナビ」のバックデータはExcelで作成され
ており、システムに関する専門的な知識が無くても導入
することができます。災害対応は備えておくことが大切だ
と思いますので、迅速な被災者支援のために導入を検
討されてはいかがでしょうか。

63 被災時に住民がそれぞれの状況に応じた市の支援を確認できる仕組み【広島県広島市】

人口:30万人以上低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

－その他
参画主体

株式会社グラファーサービス
提供事業者

Graffer手続きガイド（被災者支援ナビ）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.2～ 庁内調整
R2.6～ デモデータ作成・修正
R2.10～ 事業開始

担当部署 082-504-2144 メール kenkoufukushi@city.hiroshima.lg.jp電話広島市健康福祉局健康福祉企画課

○ 災害時に被災者からの相談にワンストップで対応する「被災者支援総合相談窓口」に従事する職員が、
被災者支援ナビを利用して支援策を案内することができるため、窓口職員の業務負担軽減につながった。

○ 被災者支援ナビを導入したことにより、住民は被災者支援総合窓口へ出向かなくても、スマートフォン等で
自身が利用できる支援策を確認することが可能となり、利便性が向上した。

円220千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円－イニシャルコスト ※税込

円220千•サービス利用料（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）※主にシステム導入等
に係るコストを記載

63 被災時に住民がそれぞれの状況に応じた市の支援を確認できる仕組み【広島県広島市】

人口:30万人以上低コスト
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香川県では、山地災害危険地区について、危険度の
高い地区から優先的に治山施設を整備することとしてい
ますが、本県における着手率が全国の実施率に比べて
低い状況にあり、早急な対応が必要でした。

未着手の崩壊土砂流出危険地区のうち、離島部分
及び砂防指定地が指定されている箇所を除いた、危険
度ランクAの箇所を優先して順次事業を進めています。
（令和３年度20箇所、令和４年度21箇所、

令和５年度16箇所、令和６年度24箇所）

本県としてもまだまだ動き出したばかりの事業であり、出
先機関や地元市町などの関係者と情報共有しながら、
各種計画の策定等に向けて検討しているところです。
これまでの手法からの転換となるため、スタート時点で

課題は多いかもしれません。しかし、計画的な事業の推
進のため、必要な過渡期と考え積極的に取り組んでいます。

（香川県）

○ 香川県では、近年増加する山地災害等の発生リス
クを検証するため、国の航空レーザ計測データを活用し
て、微地形表現図の作成、解析を実施している。

○ 斜面の状況や堆積状況等を示す微地形表現図を
作成することにより、山地災害危険地区における危険
度(災害発生リスク)を知ることができる。デジタル技術
を活用することで、多くの情報から複合的な分析をする
ことができ、分析に要する時間も従来より短縮される。

○ そうして得られた
情報を基に、各種
計画の策定や関係
者等への周知を行う
ことにより、住民等の
防災意識や地域の
防災力の向上を図る
ことができる。

事業の概要

【参考情報】 人口：94万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 6,000千円、令和４年度事業費 6,300千円、
令和５年度事業費 6,300千円、令和６年度事業費 8,400千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願
いします。

64 各種データに基づく情報を県政や住民等への意識啓発に活用【香川県】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

－その他
参画主体

アジア航測株式会社（業務委託先）サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.6～ 仕様検討、庁内調整
R2.11 11月補正 予算要求
R3.3～ 事業開始

担当部署 087-832-3445 メール rinsei@pref.kagawa.lg.jp電話香川県環境森林部森林林業政策課

○ 渓流全体の概況を俯瞰して把握できること、地形図では表現されないような細かな地形が判別できること
などから、現地調査の時間と回数が大幅に軽減された。

○ 崩壊地形を客観的な指標に基づき分析することで、治山事業の必要性を明確にできるため、地権者の
合意形成に役立っている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

64 各種データに基づく情報を県政や住民等への意識啓発に活用【香川県】

都道府県

142



４ 医療・福祉・健康
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○ 中富良野町では、高齢者が移動を伴わずに福祉
サービスを受けられるよう、大画面モニターを備えたテレ
ビ通話システム「窓」を用いて、地理的に離れた複数の
公共施設を、必要に応じてオンラインでつなげている。

○ 「窓」システムは、高齢者の
利用が多い、町役場、特別
養護老人ホーム、町立診療
所に設置している。町民は、
「窓」システムを利用すること
で、どの施設からでも、各施設
のサービスの一部を利用できる。
たとえば、町立診療所に居なが
ら保健師から健診結果の共有
を受けたり、健康相談を受けたりすることができる。

○ 町では、「窓」システムを職員が必要なときに起動さ
せ、特別な操作をしなくても利用できるようにしている。
そのため、高齢者等、デジタル技術が苦手な方でも、
簡単に利用できる。また、モニターには通話相手が等身
大で映っているため、表情や仕草が読み取りやすく、画
面越しでも自然なコミュニケーションが実現されている。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.nakafurano.lg.jp/（町HP）

令和６年度事業費 2,640千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫点を教えてください。

（中富良野町）

中富良野町の高齢化率は約37%と高水準であ
るため、手厚い高齢者福祉サービスが必要となりま
す。一方で、福祉サービスを提供している町役場
（福祉課）、特別養護老人ホーム、町立診療所
が離れた位置にあるため、それぞれの施設を高齢者
が歩いて回るのは困難な状況です。そこで、行政手
続や受診を同一の場所から行うことができるよう、本
システムの導入を検討し始めました。

導入後の運用イメージを掴みきれなかったため、
「窓」を利用している会社を視察し、利用している様
子を確認しました。

今後の展望を教えてください。

様々な場面で「窓」を利用し、町民同士をつなぐこ
とができないか、試行錯誤しています。
以前、子どもたちが参加するイベントの会場と、高

齢者が集まる場所を「窓」でつなぐ試みを行ったところ、
好評だったので、同様の取組を広げていきたいと考え
ています。
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人口:１万人未満

65 役場・診療所・老人ホームをオンラインで接続し、高齢者の移動の負担を軽減【北海道中富良野町】



事業効果

コスト

担当部署 0167-44-2122 メール soumu@nakafurano.jp電話中富良野町総務課

○ 福祉サービスを受けるために各施設を回る必要がなくなり、高齢者の移動の負担が軽減されている。
○ 相手の姿を見ながら会話できるため、電話やメールよりも自然なコミュニケーションがとれ、利用しやすいと好

評である。
○ 職員間のやりとりの効率が上がり、業務時間をより有意義に使うことができるようになった。

円2,400千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,600千イニシャルコスト ※税抜

円
円

2,160千
240千

•システム保守料
•接続サーバ利用料

（内訳）円3,600千•システム・機材導入費（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補助
額:900千円（R5.7～R6.3分）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補助
額:1,800千円

（備考）

65 役場・診療所・老人ホームをオンラインで接続し、高齢者の移動の負担を軽減【北海道中富良野町】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

ーその他
参画主体

MUSVI株式会社、北海道地図株式会
社

サービス
提供事業者

テレプレゼンスシステム「窓」サービス名

パッケージ製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R5.4～5 庁内調整・導入検討(２か月)
R5.6～10 システム導入・試験運用(５か月)
R5.11～ システム本運用開始

人口:１万人未満



事業の概要

【参考情報】 人口：１万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和６年度事業費 489千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（佐久穂町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

〇 佐久穂町は、高齢者が安心して在宅生活を送れ
るよう、おおむね70歳以上の一人暮らし高齢者や見
守りを必要とする高齢者世帯などを対象に、自宅へ
緊急通報システムの人感センサーを設置し、24時間
365日の見守りを行っている。

〇 赤外線による人感センサーを「居間」「寝室」「玄関」
へ設置し、センサーの検知がないなどの場合には緊急
通報がシステム会社のコールセンターへ届き、専門知
識を有するオペレーターが本人へ確認の電話をし、さら
に緊急時には登録されたご近所、親族、消防署などへ
連絡が入る仕組みとなっている。

以前の一人暮らし高齢者の緊急時の対応
については、本人押しボタン式で屋外にブザー
を設置して緊急を知らせる方法などが試みられ
ていましたが、20年ほど前から人感センサーを
使った緊急通報システム会社と委託契約を結
び、装置をレンタルしています。一部個人負担
があります。

現在は17名の方が利用しています。緊急事
態はここ数年発生していませんが、システム会
社の専門知識を有するオペレーターによる月１
回の「声掛け」は、高齢者の健康状態などの把
握につながっています。「元気ですよ、ありがとう
ございます」と利用者から返事をいただいている
とシステム会社からの報告も受けています。

66 人感センサーを利用した独居高齢者緊急通報システムによる見守り【長野県佐久穂町】

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２か月

－その他
参画主体

立山科学株式会社（業務委託先）サービス
提供事業者

みまもリンクサービス名

－運用形態

H29.2 提案募集
H29.3 業者選定
H29.4 委託契約

担当部署 0267-86-2528 メール koureisha@town.sakuho.nagano.jp電話佐久穂町役場健康福祉課高齢者係

円489千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,175千イニシャルコスト ※税抜

円489千•業務委託料（内訳）円1,175千•業務委託料（内訳）
委託料は、利用者数により変動（備考）（備考）

○ システム会社のオペレーターが、毎月「お元気コール」として定期的に体調の変化や生活の様子などを尋ね
るため、独居高齢者の孤独感の解消につながっている。

○ 備え付けのボタンによる通報があった場合は折り返し状況確認し、必要があれば協力者又は家族へ連絡
する体制がとられているため、遠方で暮らす家族に安心感をもたらしている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

66 人感センサーを利用した独居高齢者緊急通報システムによる見守り【長野県佐久穂町】

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 矢掛町では、認知症の人が安心して出歩くことがで
きる地域づくりを目指し、認知症の人の生命と安全の
確保及び介護者の介護負担を軽減することを目的に、
小型GPSが内蔵された靴等の購入における費用の補
助（償還払い）を実施している。令和７年７月から、
対象者・補助対象・補助金額等を拡充。

○ 対象者がGPSを内蔵した靴を履く等GPSを活用す
ることで、家族等がスマートフォンから位置情報をもとに
対象者を捜索できる仕組み。

○ 万が一、対象者が行方不
明となった際は、家族が早期
に発見することができる。さらに
必要に応じて警察に情報を提
供をする事で、捜索への活用
が可能となる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：1.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】地域支援事業交付金（厚生労働省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184585.html 令和７年度事業費 60千円

（うち、地域支援事業交付金（厚生労働省） 23千円、
地域支援事業交付金（岡山県） 12千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（矢掛町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

67 小型GPSを内蔵した靴等による認知症見守り【岡山県矢掛町】

広報やかげ ７月号

住民の反応（声）はいかがですか?

従来、ペンダント型のGPSを使用した認知症高
齢者等の見守りを実施していましたが、利用者が
持ち歩くことが難しい等の課題がありました。そこで、
令和元年度から、小型GPS内蔵靴による見守り
支援を促進していく事になりました。

小型GPS内蔵靴購入費補助金については、
地域支援事業 任意事業 家族介護支援事業と
して位置付けており、地域支援事業交付金を活
用しています。

「今まで散歩に行ったまま帰って来ない事が度々
ありましたが、GPS内蔵靴の利用を開始してから
は、無事発見できるようになりました。これからもこ
の靴を履いてもらうようにします。」とのお声をいただ
いています。

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H30.4~H31.3 庁内調整（12か月）
H31.4~ 事業開始

担当部署 0866-82-1026 メール fukushikaigo@town.yakage.lg.jp電話矢掛町福祉介護課

○ 家族等が行方不明者を早期に発見できるようになったことで、大規模な捜索の抑制につながっている。
○ 本事業により、認知症の人が安心して出歩くことができる地域となり、介護負担の軽減にもつながっている

と介護者から高い評価を受けている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

67 小型GPSを内蔵した靴等による認知症見守り【岡山県矢掛町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 荒尾市では、国土交通省のスマートシティ先行モデルプ
ロジェクトに選定されたことに端を発したスマートシティ事業
でヘルスケア分野の事業を実施している。デジタル田園都
市国家構想交付金（TYPE1）、同交付金（地方創生
推進タイプ・横展開型）を活用し、市民に健康的な行動
変容を促すスマートヘルスケアサービスの運用に取り組んで
いる。

○ 令和７年度の事業として、「NEC健診結果予測シミュ
レーション」、少量の採血で将来の疾病発症リスクを可視
化する「フォーネスビジュアス検査」を実施している。また、マ
イナポータル連携機能を持つPHR「デジタル健康手帳」アプ
リ内に「NEC健診結果予測シミュレーション」の機能を追加
した。さらに、EBPM事業として、既存の特定保健指導・重
症化予防事業の成果検証を実施したほか、令和９年度
からの成果連動型民間委託契約方式（PFS）の導入に
向けて、成果指標の選定・ロジックモデルの作成等を行って
いる。

【参考情報】 人口：4.8万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.city.arao.lg.jp/shisei/machi-zukuri/smart-
city/ （市HP）

令和７年度事業費 139,958千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ・
横展開型） 69,979千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（荒尾市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

68 スマートシティ構想におけるデジタルを活用したヘルスケアの提供【熊本県荒尾市】

荒尾市では、国民健康保険及び後期高齢医療制度の一人
当たり医療費が全国平均や熊本県、類似団体を大きく上回って
おり、特に生活習慣に起因する疾患での医療給付費が高いとの
課題があったため、生活習慣の改善で市民の健康寿命の延伸
と健康格差の解消を目指しています。

令和２～４年度は国土交通省のスマートシティ実証調査を
活用してスマートヘルスケアサービスの社会受容性の検証を行い、
「健康的な生活習慣への行動変容」に寄与しうるかの概念検証
（ＰｏＣ）、技術検証（ＰｏT）、事業検証（ＰｏＢ）の
実証実験を実施しました。また、サービスの導入にはデジタル田
園都市国家構想交付金（TYPE1）を活用しています。

事業の近況を教えてください。

令和７年度はデジタル田園都市国家構想交付金（地方創
生推進タイプ・横展開型）を活用し、成果連動型民間委託契
約方式（PFS）の導入に向けて、成果指標の選定・ロジックモ
デルの作成等やEBPMを実現する事業に取り組んでいます。
将来的にはサービス間のデータ連携を目指しており、より質の高

いサービスの提供と医療費適正化に繋げていきます。

事業の概要
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○ 「フォーネスビジュアス検査」サービス利用者の約50%の健康状態に維持・改善が見られた。（通常であ
れば加齢に伴って検査結果は悪化する。）

○ 「NEC健診結果予測シミュレーション」サービスでアンケート調査を実施したところ、生活習慣改善意欲度
において、「生活習慣の改善をしようと思う・やや思う」が88％と、健康に対する意識改善が見られた。

68 スマートシティ構想におけるデジタルを活用したヘルスケアの提供【熊本県荒尾市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

(株)JTB総合研究所、(株)ITID、(大)東北大学、(大)熊本大
学、(一社)荒尾市医師会

その他
参画主体

①NECソリューションイノベータ株式会社
②フォーネスライフ株式会社

サービス
提供事業者

①デジタル健康手帳②フォーネスビジュアス③NEC
健診結果予測シミュレーション④健康増進ｻｰﾋﾞｽ⑤
エビデンスベースドヘルスケア

サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.4～R4.3 概念検証（PoC）、
技術検証（PoT）

R4.4～R5.3 事業検証（PoB）

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

• （非公表）（内訳）• （非公表）（内訳）

（備考）（備考）

担当部署 0968-57-7622 メール smart@city.arao.lg.jp電話荒尾市地域振興部スマートシティ推進室

AIの活用 人口:５万人以上
10万人未満

事業効果

コスト

サービス提供事業者等



○ 土岐市では、令和３年10月から「認知症見守り
シール交付事業」を開始し、行方不明になる可能性の
ある認知症高齢者等に対して、QRコード入りのシール
を交付している。

○ 認知症高齢者等の衣類や杖等に個別認証可能な
QRコード入りのシールを貼り、そのQRコードを発見者
等が読み取ることで、利用者家族等にQRコードが読み
取られたことが通知される。そして、発見者等が発見場
所を入力することで、発見通知メールが利用者家族等
に送信され、伝言板機能によるやりとりを経て、保護さ
れるという仕組みとなっている。

○ 伝言板機能により、利用者の状態等を利用者家族
が知ることができるほか、軽くて身に
つけやすいこと、専用の掲示板のみ
でのやり取りのため個人情報が漏れ
ないこと等の利点がある。

事業の概要

【参考情報】 人口：5.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.toki.lg.jp/kenko/korei/1004823/1003372.html
（市HP）

令和３年度事業費 200千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（土岐市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

他自治体への問合せや視察などを行いましたか?

見守りシール

令和元年度の地域ケア会議において、地域の見守り
ネットワーク活動の課題として、「声掛けをしようにも、認
知症の方かどうかわからない」「どこに連絡したらいいの
か?」「面倒だから関わらない」という意見があがりました。
見守りシールが声掛けのきっかけとなり、伝言板機能で
発見者が利用者家族と連絡が取れることで、地域の方
が見守り活動がしやすくなるのではと考え、導入に至りま
した。

同様のサービスは他にもありましたが、市外での保護も考
えられることから、県内の導入状況を確認して、近隣市とも
協力していけるよう「どこシル伝言板®」に決定しました。利
用者負担金額の検討にあたっても、他自治体の状況を確
認しましたが普及促進のため当市では無料としました。

QRコード読み取り動作等にはまだまだ不慣れな方も多く、
認知症への対応の仕方と合わせて、読み取り体験を行う
講座に力を入れていく必要があります。また、若い世代向け
に認知症への理解を広めていくことも重要と考えます。
認知症の人とともに暮らす共生社会の実現、誰もが安心

して暮らせるまちづくりとして、普段からのご近所同士の声掛
けやあいさつ、さりげない見守りのきっかけに役立っています。

これから事業を考えている自治体に向けて一言お願いします。

69 QRコードシールや伝言板機能による認知症見守り【岐阜県土岐市】

人口:５万人以上
10万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

－その他
参画主体

東邦薬品株式会社サービス
提供事業者

どこシル伝言板サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.9～R3.9 庁内協議調整
R3.4～9 システム打ち合わせ等
R3.10 事業開始

担当部署 0572-54-1356 メール koreikaigo@city.toki.lg.jp電話土岐市役所健康福祉部高齢介護課

○ 認知症の方が行方不明となってしまった場合において、発見者が二次元コードを読み取ることで、ご家族
等と早期に連絡を取ることができる。

○ 在宅で認知症の方を介護するご家族等の精神的負担の軽減につながっている。
○ 見守りシールの読み取り体験等の勉強会を通じ、認知症の方への声掛けの仕方の普及や、地域での見

守りへの意識づけを進めることができている。

円46千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円35千イニシャルコスト ※税抜

円46千•耐洗、蓄光ﾗﾍﾞﾙｼｰﾙ混合ｾｯﾄ
40枚（4,600円×10人分）

【シールが不足した場合に追加購入】

（内訳）円35千•システム導入費（内訳）

ランニングコストは、新規利用者数に応じて変動
（4,600円×新規利用者数）

（備考）（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満低コスト
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○ 取手市は、聴覚障がい者や難聴者が、いつでも気
軽にコミュニケーションがとれる体制を構築するため、令
和５年６月から、障害福祉課の窓口に、音声認識文
字表示ディスプレイを設置している。

○ 職員と来庁者の会話の音声を、マイクで集音し、AI
を活用したアプリケーションによりテキストへ変換したうえ
で、窓口の透明ディスプレイにリアルタイムで字幕表示
する仕組みとなっている。

○ 耳の聞こえにくい方も、視覚によって情報を入手でき
るようにすることで、コミュニケーションのバリアフリー化を
進めている。

事業の概要

【参考情報】 人口：10.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.toride.ibaraki.jp/（市HP）

令和７年度事業費 120千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

70 音声をリアルタイムにテキスト化し、窓口での意思疎通をバリアフリー化【茨城県取手市】

（取手市）

コロナ禍に、窓口にアクリル板を設置したことで、耳
の聞こえにくい方々との窓口での意思疎通がさらに
困難になりました。当市では、議会で音声認識のシ
ステムを既に使っていたため、その文字をアクリル板
に表示させたらよいのではないかと考え、事業者と協
議を進め、音声認識文字表示ディスプレイの導入
に至りました。

集音するマイクの指向性について、試行錯誤しま
した。来庁者側には隣に座る方の声を拾わないよう
単一指向性のマイクを設置し、市職員側は複数人
での相談対応を想定し、全指向（無指向）のマイ
クを設置しています。
また、音声認識結果の文字を見やすくするよう白

黒反転での表示などの工夫をしています。

今後の展望を教えてください。

音声認識文字表示ディスプレイを外国人対応時
の翻訳ツールとして使用することも検討しています。

会話をリアルタイムに字幕表示
イメージ

人口:10万人以上
30万人未満AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

－その他
参画主体

株式会社アドバンスト・メディアサービス
提供事業者

AmiVoice ScribeAssistサービス名

パッケージ製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R4.9～R5.3 事業者との調整、庁内調整
R5.4～5 運用テスト及びマイクテスト
R5.6～ 使用開始

担当部署
0297-74-2141（内1330）
0297-74-2141（内1150） メール

shogaifukushi@city.toride.ibaraki.jp
jimukanri@city.toride.ibaraki.jp電話

取手市健康福祉部障害福祉課
取手市総務部情報管理課

○ 筆談での相談と比較し、１相談あたり20分程度の対応時間の削減ができている。
○ 会話の内容が自動でテキスト化されるため、筆談での対応と比較し、職員の負荷が軽減されている。
○ 来庁者から「スムーズに伝わるようになった」、「書かずに相手に内容が伝わるため楽になった」、「相談相手

の市職員が他部署へ電話等で話している内容も表示されるため安心した」、「相談記録を即日いただける
ので記録が残せてよい」等の声を得ている。

円120千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円120千（内訳）円－（内訳）
上記はR7年度のコスト
事業者との協定によりR6年度まで無償

（備考）事業者との協定により無償（備考）

70 音声をリアルタイムにテキスト化し、窓口での意思疎通をバリアフリー化【茨城県取手市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満AIの活用
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○ 米子市では、増加する単身高齢者に対する持続可
能な見守り体制を構築し、誰もが住み慣れた地域の
中で安心して暮らせる共生のまち「米子」となるために、
スマートスピーカーを活用した高齢者見守り事業を行っ
ている。

○ 市は、高齢者の単身世帯に、スマートスピーカーを配
備し、見守りアプリを活用した高齢者への定期的な呼
びかけを行うことにより、睡眠、服薬、食事等の生活状
況を確認・記録。加えて、フレイル予防のための体操動
画も定期的に配信している。

○ 親族等は、見守りアプリの呼びかけの結果をスマート
フォン等で確認できるほか、利用者に直接、写真・動
画・メッセージを送信することや、利用者とビデオ通話す
ることも可能となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：14.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.yonago.lg.jp/（市HP） 令和６年度事業費 2,754千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（米子市）

米子市では、少子高齢化の進行により、持続可
能な見守り体制の構築が課題となっていました。そ
のため、デジタル技術を活用して課題を解決できな
いか、検討を開始しました。

対象者の多くが、デジタル機器に馴染みのない高
齢者であったため、利用者の募集にあたり、スマート
スピーカーの活用イメージ等を伝える際に、地域包
括支援センターの職員が直接出向いて説明する等
の工夫を行いました。
また、利用者から、スマートスピーカーの操作面の

不安の声が寄せられたため、委託事業者が見守り
訪問サービスを行う際に、自宅で直接、機器の操
作を説明をする等の工夫をしました。

今後の展望を教えてください。

引き続きデジタル機器を活用した見守り体制の整
備を推進できるよう、事業展開していきたいと考えて
います。

71 スマートスピーカーを活用した高齢者の見守り【鳥取県米子市】
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人口:10万人以上
30万人未満

出典:日本郵便株式会社HP

運用イメージ



事業効果

コスト

担当部署 0859-23-5155 メール choju@city.yonago.lg.jp電話米子市福祉保健部⾧寿社会課

○ 利用者のほとんどから、「生活に安心感が得られた」との感想を得ており、スマートスピーカーの活用による見
守りが、高齢者の安心・安全な生活につながることを確認できた。

円2,754千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,062千イニシャルコスト ※税抜

•（非公表）（内訳）•（非公表）（内訳）

利用者31名を想定。（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1による補助
額:1,684千円

（備考）

71 スマートスピーカーを活用した高齢者の見守り【鳥取県米子市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

米子市地域包括支援センター（事業の周知広報及
び利用者募集に係る協力）

その他
参画主体

日本郵便株式会社サービス
提供事業者

スマートスピーカーを活用した見守りアプリ
ケーションサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.2 ～ 庁内及び関係機関との調整
R4.10～ 利用者募集開始
R5.1 ～ 運用開始



事業の概要

令和６年度事業費 1,716千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（取手市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

地域包括ケアシステムの構築、特に、在宅での医療や
介護を必要とされている方への支援を円滑に進めるため
には、医師会をはじめとした多職種の情報共有は欠かせ
ません。2市1町においては、医師会が在宅医療の取組
に熱心であったため、行政もその熱意に応える形で取組
を進めてきました。

平成29年度から2カ年、茨城県医師会が用意したデ
モ環境を活用することで、環境整備を行い、関係機関と
の調整を円滑に進めることが出来ました。

在宅医療と介護の連携を進めるためには、地元医師
会の協力が必要です。費用負担が絡む場合は、首⾧
に積極的に取組状況や予算の必要性を説明する場合
も出てくると思います。
最初の導入時には、首⾧や医師会会⾧をはじめ、

関係者への丁寧な説明が必要であると感じました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いし
ます。

○ 在宅医療患者や家族が安心して在宅医療や介護サービスを
継続することができるように、医療と介護の連携推進を図るため、
電子@連絡帳システム（別名「いきいきiネット」）を活用して、行
政、医療機関、介護サービス事業所、薬局、訪問看護ステーショ
ン等の間を結ぶネットワークを構築することで、多職種が連携した
多くの情報に基づく質の高い医療・介護サービスを提供している。

○ 2市1町が連携して、（公社）取手市医師会に委託することで、
市町を跨いだ連携が可能となり、より充実した多職種連携を進め
ることができている。

72 医療介護情報共有による連携【茨城県取手市・守谷市・利根町】

人口:10万人以上
30万人未満
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【参考情報】 取手市人口：10.6万人、守谷市人口： 7.1万人、
利根町人口： 1.5万人（令和７年１月１日現在）

関連ＵＲＬ：https://ptl.iij-renrakucho.jp/toride/



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年

取手市医師会その他
参画主体

株式会社IIJサービス
提供事業者

電子＠連絡帳システム（いきいきiネット）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H29.4～ 茨城県医師会のデモ環境を使用（２年）
H31.4～ 事業開始

担当部署 0297-74-2141 メール kourei@city.toride.ibaraki.jp電話取手市健康福祉部高齢福祉課

円1,716千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円1,716千
•サービス利用料（143千
/月）

（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ 運用しているシステムが、在宅医療患者に関わる多職種（医療機関、介護サービス事業所、薬局、訪
問看護ステーション等）の情報共有ツールとして機能し、円滑な多職種間の連携につながっている。

○ 円滑な多職種間の連携の結果として、在宅医療患者や家族が安心して在宅医療や介護サービスを継
続することができている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

72 医療介護情報共有による連携【茨城県取手市・守谷市・利根町】

人口:10万人以上
30万人未満
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○ 青森市は、平成31年２月に(株)フィリップス・ジャパンと
「ヘルステックを核とした健康まちづくり連携協定」を締結す
るとともに、「あおもりヘルステックコンソーシアム」を設立し、
「モビリティを活用した予防サービス」の提供(ヘルステック機
器を搭載したモビリティで集会場等に出向き、簡易ヘルス
チェックを実施)や「IoTを活用したみまもりサービス」の提供
(生体・生活データを収集し行う、オンラインによる高齢者
の見守り)に取り組んできた。

○ また、令和３年５月末に青森市立浪岡病院内に
市民の健康寿命延伸に向けた健康づくりの拠点として「あ
おもりヘルステックセンター」を設置した。

○ あおもりヘルステックセンターでは、地域
の健康課題の解決に資するよう、これらの
取組から得られたデータの集計・分析等を
実施してきた。

令和7年度以降は、これまでの成果を
生かしながら、全市的に取組を広げていく
こととしている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：26.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.city.aomori.aomori.jp/hukushi_kenkou/kenko
u_iryou/1003093/1003248/1003263.html

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和６年度事業費 16,385千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 8,192千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（青森市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

モビリティ

みまもり

青森市浪岡地区には、青森市平均と比べ、特
定健診受診率が低い、医療従事者が少ないといっ
た健康課題があります。
また、高齢化率や人口密度が全国の市区町村

の中央値に近く、浪岡地区の健康課題を解決する
ためのサービスを構築することで、全国への波及効
果を期待できると考えたためです。

内閣府の地方創生推進交付金（令和２年度
から５年間）を活用しました。

事業の近況を教えてください。

令和５年度からは、庁内の関係部署との連携を
強化して、予防サービスを実施しています。これによ
り、幅広い年齢層の方に提供することができました。
また、みまもりサービスについては、市内の医療機

関や訪問看護事業所と連携し、在宅患者等の方
に対し、医療機器等を活用した遠隔見守りを提供
する実証を行いました。

73 ヘルステック・モビリティやIoTを活用したみまもりサービスで健康寿命延伸【青森県青森市】

人口:10万人以上
30万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

公立大学法人青森県立保健大学、青森トヨペット株式会社、
株式会社エナジーゲートウェイ、カゴメ株式会社、コセキ株式
会社、三栄メディシス株式会社、三昌商事株式会社、損害
保険ジャパン株式会社、トヨタ車体株式会社、凸版印刷株
式会社、ネスレ日本株式会社、株式会社フィリップス・ジャパン、
株式会社プライムアシスタンス、株式会社Moff

その他
参画主体

株式会社インテグリティ・ヘルスケア、京セラみらい
エンビジョン株式会社

サービス
提供事業者

①YaDoc、②ﾍﾙｽｹｱﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ（仮称）サービス名

①パッケージ製品をクラウド環境で運用、
②個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H30.11～ 庁内外調整（１年）
R1.12～R2.3 実証実験（４か月）
R2.12～ IoTを活用したみまもり

サービス事業開始
R3.1～ モビリティを活用した

予防サービス事業開始

担当部署 0172-62-3111 メール namioka_hp@city.aomori.aomori.jp電話青森市立浪岡病院事務局

○ 健康意識が低い、または、健診を受診する習慣のない住民に対し、自身の健康状態に気が付く機会を提
供できている。

○ IoT機器から送信されるデータにより、体調の変化を確認できるため、看護師が早期に対応できている。
○ テレビ電話を利用したカウンセリングにより、健康に関する悩みへの助言が容易になった。

円14,416千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,226千イニシャルコスト ※税抜

円

円

631千

13,785千

•モビリティを活用した予防
サービス（R6年試算）
• IoTを活用したみまもり
サービス（R6年試算）

（内訳）

円2,226千

•モビリティ（車体）の架
装費及び医療機器の購
入費

（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
交付金）による補助額:7,180千円

（備考）地方創生推進交付金による補助額:1,113千円
令和２年度事業費に基づいて記載

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

73 ヘルステック・モビリティやIoTを活用したみまもりサービスで健康寿命延伸【青森県青森市】

人口:10万人以上
30万人未満
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〇津市では外国人住民数の増加や多国籍化に伴い、相
談者の母国語による対応が困難なケースが多くなっていた。
そこで令和元年11月より、タブレット端末によるテレビ電話
機能を利用した遠隔通訳システム（15言語対応）を導
入した。

〇システムの導入により、津市で暮らす外国人住民のうち約
9割の方への母国語による通訳対応が可能となった。それ
に伴い既存の通訳員による時間のかかる相談や手続きへ
のきめ細かな対応も可能となった。

〇相談者は画面上で言語
を選択し、担当者とやりとり
を行う。通訳員の顔や
身振り手振りを見ることが
できるため、安心して相談が
できるようになっている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：26.6万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ（令和元年11月7日 津市定例記者会見）
：https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/koho/houdou/s20191107.pdf

【参考情報②】外国人受入環境整備交付金（入管庁）とは
ＵＲＬ：
https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri02_0
0039.html

令和７年度事業費 1,010千円
（うち、外国人受入環境整備交付金（法務省） 505千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（津市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

74 外国人住民に対する映像遠隔通訳システムの活用【三重県津市】

既存の通訳員（ポルトガル語、スペイン語、英語）で
対応ができない言語は、職員によるやさしい日本語やポ
ケトークを用いた対応のため、手続きに時間がかかり相
談者に負担がかかる場面もありました。
当市が「外国人受入環境整備交付金」の申請対象

であったことから、当交付金を活用して遠隔通訳システ
ムを導入することになりました。

導入時から現在（令和元度年分～令和７年度
分）まで、法務省が創設した「外国人受入環境整備
交付金」を活用しています。

事業の近況を教えてください。

現在は当市庁舎内の相談業務で活用しています。
また、Facebookで多言語による情報発信を行うととも

に、当市HPのトップページに外国人住民向け情報ページ
のアイコンを設けるなど、インターネットを用いた外国人住
民への情報提供にも注力しています。

人口:10万人以上
30万人未満

★担当:津市市民交流課★
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○ 春日井市では、介護サービス事業者が利用者の居
宅を訪問する際に、車両を路上に駐車することで道路
交通法に違反する場合があるという声に対して、駐車
場予約システムを用いて、駐車場所の確保をする取組
を行っている。市内の2地区におけるモデル実証を経て、
市内全域に本格導入した。

○ 駐車場の提供者となる事業所
及び店舗や日中は通勤や外出等で
自宅の駐車場を使用しない住民が、
予約システム上に利用可能な時間を
登録し、利用者となる介護事業者等が
利用したい場所と利用時間を選択する
ことで、マッチングが成立する仕組み。

○ この仕組みにより、駐車場を探す時間が減る、路上
に停車する必要がなくなるなど、安心して介護サービス
を提供ができる環境が整った。

事業の概要

【参考情報①】 人口：30.5万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】地域包括ケア団地モデル事業（愛知県）とは
ＵＲＬ：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chiikihoukatu/danchi-model-
kousou.html 令和６年度事業費 660千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（春日井市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

75 駐車場予約システムによる安全な訪問介護サービス提供環境を整備【愛知県春日井市】

市内の高齢化に伴う高齢者の在宅医療・介護
サービスの需要が増加する中で、介護事業所から
サービス提供時の駐車場所の確保に困っているという
声が多数挙がり、市内にある一般世帯及び各種店
舗の駐車場が利用されていない時間帯に着目して、
本事業を提案したのがきっかけとなっています。

事業化に当たっては、愛知県の地域包括ケア団地
モデル事業を活用しました。モデル地区として、市内
で比較的高齢化率の高い、高森台・石尾台地区を
選定し、平成30年５月をもって全域へ展開しました。

事業の近況を教えてください。

駐車場提供台数及び利用者数は年々増加して
いる状況です。利用者様からも、サービスが充実しま
した。等のお声をいただき、今後も事業の需要は高
まると想定されています。しかし、市内全域で見ると、
認知度及び普及度が低いため、さらに事業の周知
を進めていく予定です。

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

－その他
参画主体

株式会社シンプライズサービス
提供事業者

駐車場予約システムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

仕様の検討（３か月）
システム開発（３か月）

担当部署 0568-85-6184 メール fukusei@city.kasugai.lg.jp電話春日井市健康福祉部福祉政策課

円600千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,444千イニシャルコスト ※税抜

円600千•システム運用費（内訳）円
円

2,110千
330千

•システム開発費
•追加機能

（内訳）

（備考）愛知県地域包括ケア団地事業として実施（県からの
委託事業100％補助）

（備考）

○ 医療・介護事業者が利用者宅へ訪問する際、駐車スペースを探す時間が減り、また、路上駐車する必
要がなくなったため、安心して介護サービスを提供することができている。（令和６年度の利用件数:
3,991件）

○ 近隣の自治体から当該事業に対して問合せを受ける機会が増えており、他市への波及効果もある。

75 駐車場予約システムによる安全な訪問介護サービス提供環境を整備【愛知県春日井市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上
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○ ⾧崎県は、ローカル５Gを活用し、離島からでも本土の
経験豊富な専門医による医療が受けられるようにすること
で、離島における専門医の不足への対応や、離島と本土
の医療サービス格差の是正を進めている。

○ 離島の病院内で4Kカメラによって撮影された高画質映
像が本土の大学病院に送信され、その映像を観察した専
門医から助言が得られる体制となっている。例えば、離島
の医師が胃や腸を内視鏡を使って調べている映像が、リア
ルタイムで本土にいる専門医
に共有され、専門医が詳し
く病変を観察し、がんか、
炎症か、もしくはより詳しく
調べる必要があるか等、
診断について助言を行う。

○ ローカル５Gを利用するこ
とで、通信容量が大きい4K
動画でも低遅延で伝送でき
るため、スムーズな診療が可
能となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：127.4万人（令和７年１月１日現在）
参考ＵＲＬ：https://www.pref.nagasaki.jp/（県HP）

【参考情報②】
令和２年度 「地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証」
事業（総務省）とは ＵＲＬ：https://go5g.go.jp/carrier/l5g/

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

⾧崎県には８つの医療圏があり、うち４つが離島の
医療圏です。離島の住民は、専門医療を受診するため
に船や飛行機等で移動する必要があります。このような
状況を打破するため、本土の専門医による効率的な離
島医療支援体制を構築したいと考え、検討を開始しま
した。

（長崎県）

今後の展望を教えてください。

本事業は、総務省の令和２年度「地域課題解決型
ローカル5G等の実現に向けた開発実証」事業を活用し
て実施しました。

本事業独立で採算がとれるようにしたいと考えていま
す。患者からの診療報酬は離島の病院の収入となるた
め、令和７年度現在、本土からの診療支援にかかる
費用は、県の補助金でまかなっている状態です。本事
業の持続可能性を高めるためにも、本土の病院にも収
入が発生するようなスキームを検討する必要があります。

令和７年度事業費 9,600千円
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ローカル５G

現場医師が
4K映像等を

リアルタイムに送信

遠隔サポート

診療科別
専門医

映像

五島中央病院（基幹病院）

⾧崎大学病院（⾧崎市）

患者

医師

76 ローカル５Gを活用した専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医師の専門外来等の実現【長崎県】

都道府県



⾧崎大学病院、NTT西日本その他
参画主体

株式会社NTTフィール
ドテクノ、Zoom Video 
Communications

サービス
提供事業者

Zoomサービス名

パッケージ製品をクラウ
ド環境で運用運用形態

R1.10～R2.2 検討開始、⾧崎大学病院院⾧、NTT西日本へ働
きかけを行い、コンソーシアムを結成し、関係者との
協議を重ねる。総務省実証事業の提案書を作成

R2.3～10 提案書提出、採択
R2.11～R3.3 五島市で実証実験
R3.4～R6.3 上五島、対馬、壱岐の基幹病院への導入
R6.4～ 各病院で入院患者等の診療支援を順次開始

担当部署 095-895-2421 メール s04045@pref.nagasaki.lg.jp電話⾧崎県福祉保健部医療人材対策室

○ 離島部の住民が本土まで移動せずとも、本土にいる専門医の診療を受けられるようになっているため、身
体的・経済的負担が低減されている。

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円198,000千イニシャルコスト ※税抜

（内訳）円
円

177,042千
20,958千

•機器購入/構築費
•医療従事者人件費

（内訳）

（備考）五島中央病院への導入にかかる費用を記載
令和２年度 「地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実
現に向けた開発実証」事業（総務省）による補助
額:198,000千円

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

76 ローカル５Gを活用した専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医師の専門外来等の実現【長崎県】

166

都道府県

事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ５年３か月

サービス提供事業者等



○ 奈良県では、人との接触機会を減らし、感染症対
策をしなければならない状況下において、医療機関等
で聴覚障害者が手話通訳を受けづらいという課題に対
して、タブレット端末を利用した遠隔手話通訳を導入し
た。

○ 県、県聴覚障害者支援センター、医療機関、希望
市町(県内11市町)にタブレットを設置することにより、
地域において聴覚障害者が安心して手話通訳サービ
スを受けることができる環境を整備した。(市町村分の
端末費用等は、各市町村が負担している。）

○ 令和3年度には、さらに4市町が希望し、端末を導
入した。 (令和3年11月末時点) 

○ 今後は、災害時など感染症
対策以外のシーンでも利用機会
を広げることにより、地域において、
人に優しいデジタル化を進めていく。

事業の概要

【参考情報①】 人口：130.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.nara.jp/ （県HP）

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症に関する緊急経済対策に
ついて（厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部）
ＵＲＬ：
https://www.tcsw.tvac.or.jp/bukai/documents/keizaitaisaku.pdf

令和７年度事業費 66千円

新型コロナウイルスの感染の疑いがある聴覚障害者が、
病院の受診等をする際、手話通訳者等の同行が困難な
状況にあり、解決策を検討した結果、タブレットを活用した
遠隔手話の導入という構想に行き着きました。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（奈良県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

国の補助金（遠隔手話サービス等を利用した聴覚障害
者の意思疎通支援体制の強化事業(厚生労働省)）を
活用し、県施設、医療機関、市町村向けにタブレットを購
入し、令和２年度に設置しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願
いします。

タブレットを活用した遠隔手話通訳の導入は病院の
受診時の感染防止等に効果的ですが、それだけにとどま
らず、災害時の連絡手段として活用することもできるの
ではと期待しています。

77 タブレットを活用した遠隔手話通訳の導入【奈良県】

都道府県低コスト

167



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２か月

－その他
参画主体

株式会社アステムサービス
提供事業者

Skypeサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R2.4～R2.5 庁内調整（１か月）
R2.5～R2.6 タブレット等購入（１か月）
R2.6～ 事業開始

担当部署 0742-27-8922 メール syogai@office.pref.nara.lg.jp電話奈良県福祉保険部障害福祉課

○ 医療機関に設置しているタブレットを用いて、寝たきりの入院患者の意思疎通に利用した事例がある。
○ 最新のデジタル技術に対する職員の関心が向上し、勉強会が定期開催された。

円637千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,825千イニシャルコスト ※税抜

円
円

571千
66千

•タブレット通信費
•ルーター賃借料

（内訳）円
円

889千
1,936千

• タブレット購入費
•システムリース費

（内訳）

地域生活支援事業費等補助金を活用（備考）遠隔手話サービス等を利用した聴覚障害者の意思疎
通支援体制の強化事業（厚生労働省）を活用

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

77 タブレットを活用した遠隔手話通訳の導入【奈良県】

都道府県低コスト
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○ 北海道では、地方部において、専門的な医療
サービスを届けることが難しいという課題がある。そこ
で、通信技術を活用し、都市部の専門医が、遠
隔地の医師にオンラインによる対面で指導・助言を
行うための遠隔テレビカンファレンスシステム等の導
入等に対する補助を行っている。

○ 補助対象は、①遠隔医療に必要なシステムの
整備に要する費用、②遠隔医療の導入にあたりシ
ステムの専門家からの助言に要する費用、③遠隔
医療の実施にあたり他の医療機関からの助言に
要する費用である。

○ これにより、地方部の医師が、都市部の専門性
の高い助言を受ける環境の構築や、医療機関相
互の連携、医師のスキルアップや専門性の強化に
も繋がっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：504.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： － 令和７年度事業費 18,299千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北海道）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

どのような効果がありましたか?

78 専門医が、遠隔地の医師に指導・助言を行うシステム導入への支援【北海道】

地域医療構想を進めるにあたり、医療機能の分
化・連携を一層促進し、圏域で必要な医療提供体
制を確保する必要がありますが、広域分散型で医療
資源の偏在も著しい北海道では、地方で専門的な
医療を提供することが難しいという課題があります。こ
うした距離や医師偏在の問題を解決するための一つ
の手法として、ＩＣＴを活用した遠隔地の医師に指
導・助言を行うシステム導入に着目し、医療機関へ
の支援に至りました。

令和６年度は、３箇所の医療機関が補助金を活
用し、システムを導入したほか、医師の助言に要する
費用について、147件の支援を実施しました。

脳機能疾患の専門医がいない医療機関でも適切
な診断が受けられるようになったほか、救急患者の状
態確認を遠隔でリアルタイムに行い、迅速適切な救
命処置の指示を行うなど、地域の医療提供体制の
強化につながりました。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H26年より補助事業実施

担当部署
011-231-4111
（内線:25-323） メール chiikiiryo.seisaku@pref.hokkaido.lg.jp電話

北海道保健福祉部地域医療推進局地域
医療課

○ 当事業を活用し、12の二次医療圏に医療機関の連携体制を整備している。
○ 脳機能疾患の専門医がいない医療機関でも適切な診断が受けられるようになったほか、救急患者の状

態確認を遠隔でリアルタイムに行い、迅速適切な救命処置の指示を行うなど、地域の医療提供体制の
強化につながっている。

○ 令和６年度の補助実績として、147件の遠隔相談を実施している。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

78 専門医が、遠隔地の医師に指導・助言を行うシステム導入への支援【北海道】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 兵庫県では現在、圏域において広域医療ネットワークが構築され
ており、更なる拡充に向けた事業の展開を進めている。

①圏域医療情報ネットワーク整備検討事業
圏域レベルの医療情報を共有するネットワークシステムの
無い圏域を対象に、ネットワーク構築に向けた検討会開催
を補助する事業。

②地域における患者情報共有システム充実事業
医療機関間の病床機能分化を進め、患者情報共有システム
の参加医療機関の拡充のため、情報公開に必要なデータ
サーバーを整備するための補助事業。

③医療ネットワークセキュリティ基盤整備事業
日本医師会認証局を利用し、地域医療ネットワークシステ
ムの信頼性やセキュリティ向上を図ることを補助する事業。

○ 地域医療構想がめざす｢地域完結型医療｣の構築にも不可欠
なツールであり、総合的な支援を実施する。

事業の概要

【参考情報①】 人口：533万人 （令和６年12月１日時点）

【参考情報②】地域医療介護総合確保基金（厚生労働省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713_00001.
html

地域医療構想の策定により、各医療機関の機能分化が
進んでいく中、機能分化された医療機関間の病床を有効
に活用し、急性期から回復期、慢性期、在宅への円滑な
患者の移行を行うためには、ICTを活用した医療機関間の
更なる情報連携を進めていく必要があると考え、事業実施
に至りました。

本事業の取組にあたっては、厚生労働省の地域医療介
護総合確保基金を活用しました。圏域の医療情報ネット
ワーク（患者情報共有システムなど）の構築を促進し、よ
り多くの県民が情報連携の恩恵を受けられることを目指し、
圏域の医療情報ネットワーク構築の拡大を支援します。

ICTの活用によるネットワーク構築により、圏域ごとの課題
に対応した取組が進められるのではないかと考えます。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（兵庫県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

79 圏域医療情報ネットワークの構築支援により地域医療構想を推進【兵庫県】

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

令和７年度事業費 16,000千円
（うち、地域医療介護総合確保基金（厚生労働省） 16,000千円）

ON LINE

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

日本電気株式会社、富士通株式会社サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 078-341-7711 メール imu@pref.hyogo.lg.jp電話兵庫県保健医療部医務課

○ 二次医療圏内でネットワークを組み、医療情報を共有することで、圏域内で医療を完結させることが可能
となっている。

○ 電子カルテシステムを用いることで、患者情報の共有が効率化している。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）
ランニングコストは各医療機関が負担しており、自治体
の費用負担無し

（備考）（備考）

79 圏域医療情報ネットワークの構築支援により地域医療構想を推進【兵庫県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 埼玉県では、介護負担の軽減や介護サービスの向
上等を目的として、介護現場における介護テクノロジー
の導入を促進しており、介護保険が適用される介護事
業者に対して、平成28年度から、機器等の導入経費
の一部を補助する「介護ロボット普及促進事業」を行っ
ている。また、令和２年度から令和５年度まで「ICT
導入支援モデル事業」を、令和３年度から令和５年
度まで｢スマート介護施設モデル事業」を実施した。

○ これらのモデル事業は、ICTの運用方法等に関する
⾧期の支援を行うことによりモデルケースを作り、県内に
その成果を展開していくことを目指したものである。

○ 令和６年度からは、モデル事業の成果を活用して
ICT導入を更に促進していくため、機器等の導入経費
の一部を補助する「ICT導入支援事業」を行っている。
さらに、令和７年度からは、補助対象者に軽費老人
ホーム及び養護老人ホームを運営する事業者を追加
し、ICT機器や介護ロボット等の導入経費の一部を補
助する「介護テクノロジー定着支援事業」を行っている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：737.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/kaigo-
net/seisansei/r7kaigotec.html (県HP)

令和７年度事業費 435,900千円
（うち、介護保険事業費補助金（厚生労働省） 348,720千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（埼玉県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

介護需要が高まる一方、介護人材の大幅な不足
が見込まれており、介護施設における生産性の向上
は喫緊の課題です。そこで、ICTなどのテクノロジーを
効果的に活用して介護の質の向上を図るとともに、
職員の負担軽減や働きやすい介護現場の普及を促
進していくことが必要だと考え、介護テクノロジー導
入・活用の支援を実施することを決めました。

本事業では、厚生労働省の「介護保険事業費補
助金」を活用しました。

令和６年度の「ICT導入支援事業」では94事業
所に対し、「介護ロボット普及促進事業」では60事
業所に対し、機器等の導入経費の補助を行っていま
す。

事業の近況を教えてください。

80 介護現場における介護テクノロジーの導入・活用を段階に応じて支援【埼玉県】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

株式会社NTTデータ経営研究所
（スマート介護施設モデル事業）

その他
参画主体

パラマウントベッド株式会社、株式会社ワイ
ズマン等

サービス
提供事業者

眠りコネクト、すぐろくTablet、ケアデータコ
ネクトforwaiseman等サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用等運用形態

H28～ 介護ロボット普及促進事業実施
R2～R5年度 ICT導入支援モデル事業実施
R3～R5年度 スマート介護施設モデル事業実施
R6年度～ ICT導入支援事業事業実施
R7年度～ 介護テクノロジー定着支援事業実施

担当部署 048-830-3247 メール a3240-07@pref.saitama.lg.jp電話埼玉県福祉部高齢者福祉課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税込円435,900千イニシャルコスト ※税込

円－（内訳）円435,900千•介護テクノロジー定着支援
事業補助金

（内訳）

（備考）介護保険事業費補助金による補助額:348,720千
円

（備考）

○ 情報共有が円滑化し、作成書類を削減できたため、介護ケアに当たる時間が増加している。
○ 夜間帯の記録作業が大幅に削減されたため、利用者への安全配慮に対する時間が増加し、職員の精

神的・肉体的負担が減少している。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

80 介護現場における介護テクノロジーの導入・活用を段階に応じて支援【埼玉県】

都道府県
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５ 子育て
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〇 粕屋町では、子どもの安全を確保し、安全で安心なまちづくりを推
進するため、九州電力送配電（株）が提供するQottaby（キュー
オッタバイ）のシステムを利用し、地域の方々の協力を得ながら粕屋
町全域に見守りネットワークを構築した。

〇 見守り端末機を持った児童が、地域に設置した見守りポイント
（基地局）や見守りアプリの登録者付近を通過することで、位置情
報が記録される。

〇 記録された位置情報は一般に公開していないが、行方不明など
の有事に限り、町から警察に位置情報を提供することで、事件の早
期解決を図る。

〇 サービスには無料と有料のものがあり、有料サービス利用の保護者
は、事前に設定した基地局の通過時に通知を受け取ることができる
他、位置情報・行動履歴マップ閲覧も可能となる。

〇 高齢者に対しても活用できるか検討中。

事業の概要

【参考情報】 人口：4.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.town.kasuya.fukuoka.jp/s048/020/050/020/2020111611
5518.html（町ＨＰ）

令和６年度事業費 1,452千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（粕屋町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

81 IoTを活用したこどもの見守り・安全確保【福岡県粕屋町】

九州電力株式会社福岡支店と締結した「安全安心まち
づくりに関する包括連携協定」に基づき、IoTを活用した地
域全体での子どもたちの見守り強化に関する手法を検討し
ました。

町内の小学校、企業、店舗、電柱等に基地局を設置し、
町内の全小学生に見守り端末機を配布しています。
令和５年度まで基地局を増設（約200箇所）し、包括連

携協定を締結している企業、町民に見守りアプリの登録を積
極的に呼びかけて、位置情報取得の精度を上げ、さらなる利
便性の向上につなげていきます。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

昨今、「ながら防犯」という言葉がありますが、地域を巻き込
んで「安全安心なまちづくり」を継続的に実現するためには、ど
れだけ負担を少なくするかが重要です。今回は、IoTを活用し、
スマートフォンのアプリを起動するだけで、地域全体での「安心
安全なまちづくり」が実現できました。

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 約１年

－その他
参画主体

九州電力送配電株式会社サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 092-938-0173 メール machizukuri@town.kasuya.fukuoka.jp電話粕屋町総務部協働のまちづくり課

○ 事案発生時、町から警察へ位置情報を提供することで、早期解決を図ることができた。
○ 本事業の実施により、子どもがいる世帯に安心感をもたらすとともに、事案の抑制にもつながっている。

円1,320千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円17,911千イニシャルコスト ※税抜

円1,320千

•端末代、基地局保守、
利用者への問合せ対応、
月間報告

（内訳）
円17,911千

•Qottaby端末、基地局
設置（工事費含む）

（内訳）

（備考）（備考）

81 IoTを活用したこどもの見守り・安全確保【福岡県粕屋町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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○ ⾧野県茅野市では、夜間・休日でもオンラインチャッ
トで子どもの医療相談ができるサービスや、電子母子
手帳アプリを導入し、子育て世代を支援するとともに、
医療従事者の負担軽減に取り組んでいる。

○ 電子母子手帳アプリに、妊娠届のオンライン提出機
能や来庁予約機能を追加することで、妊産婦の来庁
の負担や職員の業務負荷を軽減している。

○ さらに、これらのアプリのアカウントと都市OS（データ
連携基盤）のIDを紐づけている。将来的に、電子母
子手帳アプリに登録された予防接種記録等をオンライ
ン医療相談サービスに連携することで、医師による相談
の質向上に寄与することを目指す。

事業の概要

【参考情報】 人口：5.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.chino.lg.jp/（茅野市HP）

令和７年度事業費 4,755千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（茅野市）

広域連合が運営していた小児夜間急病センター
が令和５年度に廃止となり、夜間・休日の小児医
療体制の整備が急務でした。そこで、地域外の医
師に医療相談ができるオンライン医療相談サービス
を導入することにしました。
また、出産・子育に関する行政手続に紙媒体の

手続が多いことで、妊産婦・職員ともに負担が大き
いと感じていました。そこで、電子母子手帳アプリの
機能を拡充することで、妊産婦・職員双方の負担
の軽減を図ることにしました。
将来的に、都市OSを介したオンライン医療相談

サービスと電子母子手帳アプリとの円滑なデータ連
携を実現したいと考え、両サービスを都市OSに接
続することにしました。

これから事業を考えている自治体に向け、
一言お願いします。

オンライン医療相談サービスの導入にあたっては、
地元医師会の理解と協力が不可欠であるため、医
師会との調整を丁寧に行うことが望ましいです。
また、現在の子育て世代はスマートフォンの操作に

慣れているため、デジタルサービスの普及・拡大がス
ムーズに進むことが期待できます。

82 電子母子手帳と小児オンライン医療相談サービスを連携し子育て支援体制を強化【長野県茅野市】
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人口:５万人以上
10万人未満

出所：茅野市DX基本計画
（https://www.city.chino.lg.jp/uploaded/attachment/38618.pdf）



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

ーその他
参画主体

①株式会社LEBER、②株式会社母子モ
③アクセンチュア株式会社

サービス
提供事業者

①LEBER、②母子モ
③都市OS（データ連携基盤）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R6.4～9 事業内容の検討・関係者調整（6か月）
R6.10～ システム構築
R6.11～ 小児オンライン医療相談サービスリリース
R7.1～ 電子母子手帳アプリ追加機能リリース
R7.2～ 都市OSとの接続開始

担当部署 0266-72-2101 メール dx@city.chino.lg.jp電話茅野市DX推進課

○ オンライン医療相談サービスのアンケートで、利用者の75%が「オンライン相談で不安感が減った」と回答し
ているほか、「困ったときに、いつでも相談できるツールがあって安心」等の意見が寄せられるなど、高い評価を
得ている。

○ アプリ上で妊娠届を提出できるため、書類の記入や庁舎への移動にかかる妊産婦の負担や、妊娠届の記
載事項をシステムに入力する職員の業務負荷が軽減された。（妊娠届の約75%がアプリ経由での提出）

円4,755千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円21,181千イニシャルコスト ※税抜

円

円

3,128千

1,627千

•小児ｵﾝﾗｲﾝ医療相談ｻｰ
ﾋﾞｽ利用料
•電子母子手帳アプリ利用
料（県共同調達による
負担額及び保守）

（内訳）
円

円

円

10,500千

3,300千

7,381千

•都市OSﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽID連
携委託業務
•小児ｵﾝﾗｲﾝ相談ｻｰﾋﾞｽ構築
業務
•子育て支援ｱﾌﾟﾘ追加機能
導入及び保守運用業務

（内訳）

母子保健衛生費国庫補助金（こども家庭庁）による
補助額:2,376千円

（備考）情報通信技術利活用事業費補助金による補助額:
10,590千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

82 電子母子手帳と小児オンライン医療相談サービスを連携し子育て支援体制を強化【長野県茅野市】
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○ 下関市において、従来では、病児保育施設の利用
申し込みを電話により受け付けていたが、令和５年10
月に、インターネットで予約を行うことができるサービスを
導入した。

○ 同システムでは、スマートフォン等から利用予約や
空き状況を簡単に確認でき、キャンセル時の繰り上げ
処理もシステム上で行うことができる。

○ これまでは、病児保育事業を
利用する保護者に対し、「事前
登録申請書」の提出を求めてい
たが、当該システムの運用開始
により、同手続きが不要となり、
インターネット上で必要事項を
入力する運用となったため、市
の事務負担軽減に加え、保護
者の負担軽減につながった。

事業の概要

【参考情報】 人口：24.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://shimonosekicitypromotion.jp/99073.html（市ＨＰ）

令和５年度事業費 1,960千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

83 病児保育施設の利用予約システムにより、業務効率化と保護者の負担軽減を実現【山口県下関市】

（下関市）

電話での予約受付は、個々の施設での対応とな
るため、予約時に、空き状況を個々の施設へ問い
合わせる必要があるなど、利用のハードルが高い点
が課題でした。また、施設間での空き状況の共有が
難しいため、ダブルブッキングにより真に利用したい人
にサービスが行き届かない状況がありました。こうした
状況を打開するため、本システムを導入しました。

システムの導入に伴い、予約方法が変更となるた
め、チラシ等を作成し、丁寧な周知に努めました。ま
た、システムを実際に活用するのは、病児保育所と
なるため、各施設との調整をにも力を入れました。

近況や今後の展望を教えてください。

新型コロナウイルス感染症の影響により、病児保
育の利用者が大きく減少しました。利用者数は
徐々に回復していますが、以前のような利用者数に
はほど遠い状況です。真に利用したい人にサービス
が行き届くよう、継続して取り組んでいく予定です。

アプリ画面

出典：市HP

人口:10万人以上
30万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

市内病児保育所４施設（すこやかルーム、わかば病
児保育所、おひさまキッズハウス、病児保育室ここい
え）

その他
参画主体

株式会社グッドバトンサービス
提供事業者

あずかるこちゃんサービス名

クラウド環境で運用運用形態

R5.4～R5.8 庁内調整
R5.8～R5.9 システム改修及び導入支援
R5.10～ 事業開始

担当部署 083-231-1353 メール kmkosoda@city.shimonoseki.yamaguchi.jp電話下関市こども未来部子育て政策課

○ 病児保育所の利用者から、Web上で空き状況を確認できるようになり、利用しやすくなったとの声を得て
いる。

○ 施設側から、「電話が減ったことにより、保育に集中することができるようになった。」との声を得ている。
○ 本システムの運用開始により、「事前登録申請書」の提出を不要とし、ネット上で必要事項を入力する運

用方法に変更したため、本市の事務負担軽減に加え、保護者の負担軽減につながった。

円1,200千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,000千イニシャルコスト ※税抜

円1,200千
•システム利用料（25千
円×4施設×12か月）

（内訳）
円1,000千

•初期導入費（250千
円×4施設）

（内訳）

（備考）保育対策総合支援事業費補助金による補助額:
550千円

（備考）

83 病児保育施設の利用予約システムにより、業務効率化と保護者の負担軽減を実現【山口県下関市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満
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【背景】
 保育施設における事故は残念ながら毎年発生しており、

睡眠中はリスクも高くなる。
 睡眠中、保育士による午睡チェックは監査項目にもなっ

ている等、保育士の物理的・心理的負担も大きい。

 上記のような背景から、午睡（お昼寝）時の園児の様
子を見守ることができるシステム（午睡センサー・アプ
リ）を区立保育園に導入する。これにより、センサーと保
育士による目視のダブルチェックを行うことによって、保育
士の物理的・心理的負担の軽減に繋げる。

 当システムでは、園児の肌着等に
取り付けたセンサーが体動を検知
する。そして、体の向きを専用アプ
リがチェック表に自動記録。また、
異常時にはアプリがアラートで知ら
せる。

 令和３年度に２園でモデル実
施後段階的に導入し、令和６
年度には全園の導入が完了
した。

事業の概要

【参考情報】 人口：29.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

以前から午睡時における保育士の物理的・
心理的負担が大きいことは課題とされていました。
保育の質の向上を目指す中で、午睡中の手書
き業務をなくしたり、ICTの活用により見守りの
質を高めることが可能になると判断し、モデル
実施に至りました。

私立の保育施設等に対する補助制度はあり
ますが、残念ながら本自治体に対する補助制
度はないのが現状です。

令和４年２月から２園でモデル実施を開始し、
令和６年10月で公立園全16園に導入が完了
しました。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（豊島区）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

事業の近況を教えてください。

人口:10万人以上
30万人未満

84 保育施設におけるセンサー付き計測機器の試験導入【東京都豊島区】

令和６年度事業費 10,127千円

提供：ユニファ株式会社
※午睡センサーは、乳幼児突然死症
候群の予防や、睡眠障害の病気の評
価に用いる機器ではありません。
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事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

－その他
参画主体

ユニファ株式会社サービス
提供事業者

ルクミー午睡チェックサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～11 庁内検討
R3.12～R4.2 導入準備
R4.2～ 事業開始

担当部署 03-3981-2028 メール A0020000@city.toshima.lg.jp電話豊島区子ども家庭部保育課

84 保育施設におけるセンサー付き計測機器の試験導入【東京都豊島区】

○ システムの導入により、自動で午睡チェック表の記録が可能となり、従来手書きで記録していた業務の一
部が効率化された。

○ 重大事故が起きやすいとされる保育園での午睡時の安全確認において、職員の目視等による従来の
チェック方法に加え、デジタル機器でのチェックができるようになり、安全対策が強化されている。

○ 職員アンケートでは、「システムの導入により職員の心理的負担感が減ったか」という設問に対し、67％の
職員が減ったと回答している。（令和３年度に導入した保育園における導入後のアンケート結果）

人口:10万人以上
30万人未満
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円6,067千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円6,500千イニシャルコスト ※税抜

円
円

960千
5,107千

•基本使用料
• ｾﾝｻｰ･ﾀﾌﾞﾚｯﾄ利用料

（内訳）円
円

6,180千
320千

•午睡センサー購入経費
• タブレット初期設定経費

（内訳）

全区立保育園に一括導入した場合の費用（備考）全区立保育園に一括導入した場合の費用
耐用年数４年のため、４年ごとの交換が必要になる

（備考）

コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載



○ 仙台市は、市の人口・特色・人流などのデータをグラ
フや地図等により分かりやすく公開する「SENDAIデー
タダッシュボード」を開設している。その中で、保育施設
ごとの空枠の有無・数量を可視化した地図を公開して
いる。

○ 市民は、地図上に表示されるアイコンで、施設ごとの
空枠の有無・数量を直観的に確認できるほか、「●●
区内」や「０歳児受け入れ可能」等の様々な条件を
設定して絞り込むことも可能であるため、希望に合う施
設を簡単に探すことができる。

○ また、各区役所においても、他区の空枠状況を容易
に確認できる。そのため、窓口において、他区に所在す
る保育施設への入所
を希望する保護者か
らの相談等があった場
合においても、速やか
に正確な情報を提供
できるようになった。

事業の概要

【参考情報】 人口：106.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ①：https://www.city.sendai.jp/index.html（市HP）
関連ＵＲＬ②：https://data.city.sendai.jp/#viz2Sec（SENDAIダッシュ
ボード）

令和７年度事業費 約5,200千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（仙台市）

従来、保育施設の空き状況は、紙やPDFの一覧
表で公開していましたが、「施設の場所が分かりづら
い」等の課題がありました。そのような課題を抱えて
いた中、市がBIツールを導入する方針を決定したの
で、保育施設の位置や空き情報をダッシュボード化
できないか、検討を開始しました。

一度作成した後も、ダッシュボードを修正すること
が容易にできるので、アジャイルで開発を進めました。
既存のBIツール（Tableau）を利用したので、

思いどおりの表現ができないことがありますが、可能
な範囲内で工夫を重ねており、現在でも、ボタンの
配置や動作について、改良を続けています。

今後の展望を教えてください。

引き続き、市民からの声などをもとに、ダッシュボード
がより使いやすくなるよう、改良を重ねながらデータを
公開していきます。

85 保育施設の空枠情報を地図上に表現するダッシュボードを公開【宮城県仙台市】
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人口:30万人以上



事業効果

コスト

担当部署 022-214-1254 メール mac001630@city.sendai.jp電話
仙台市まちづくり政策局政策企画部プロジェ
クト推進課

○ 保育施設の利用を希望する保護者が、条件に合う施設を容易に探すことができ、好評を得ている。（令
和６年12月時点で、「SENDAIデータダッシュボード」事業で公開しているダッシュボードの中で、「保育施
設等の空枠状況」の総閲覧数が最も多い。）

○ 各区役所等の職員もダッシュボードを閲覧できるため、他区の保育施設への入所を希望する保護者が来
庁した際に、空枠情報を迅速に案内できるようになった。

円約5,200千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円約8,334千イニシャルコスト ※税抜

円

円

4,300千

約900千

•ダッシュボード保守費用
•ダッシュボード保守に係
るシステム利用料

（内訳）
円

円

8,200千

約134千

•ダッシュボード構築等費
用
•ダッシュボード構築等に
係るシステム利用料

（内訳）

SENDAIデータダッシュボード事業のシステム運用全体
にかかる費用

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE2による補助
額:4,584千円

（備考）

85 保育施設の空枠情報を地図上に表現するダッシュボードを公開【宮城県仙台市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

ーその他
参画主体

株式会社NTTデータ東北、株式会社セー
ルスフォース・ジャパン

サービス
提供事業者

Tableauサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.4～11 システム選定・導入（８か月）
R5.12～R6.3 システム構築（４か月）
R6.3末～ 運用開始



６ 公衆衛生
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事業の概要

【参考情報①】 人口：0.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.shimane-kawamoto.lg.jp/

【参考情報②】地方創生臨時交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

コロナ禍においても、図書館利用者と職員が
安心して利用・運営ができるように検討した結果、
スマートフォンアプリを活用した本の貸し出しとい
う構想にいきつきました。

スマートフォンアプリの導入に当たっては、内閣府
の地方創生臨時交付金（令和３年度）を
活用しました。

住民の反応（声）はいかがですか?

「図書館の利用者カードを忘れることもあり、
スマートフォンがあれば可能なので便利」
「『myBookList』機能を活用して、読んだ本の
履歴や感想を記録できるので、見返すもの便利」
といった声が届いています。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（川本町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 川本町では、かわもと図書館利用者と職員
が安心して運営・利用できるよう非接触による
貸出サービスができるスマートフォンアプリを
開発した。

○ アプリからかわもと図書館のHP
へリンク し、本の貸出予約等を
スマートフォンからできる。
また、アプリに利用者番号を登録

することで 図書館利用者カードの
代わりとして使え、カードを忘れても
本を借りられる。

○ 「myBooKList」を活用
して、自分が読みたい本や読んだ本を
登録することで簡単に読書履歴を
作成することができる。 図書館アプリ

「ぶっくん」

令和３年事業費 330千円
（うち、地方創生臨時交付金（内閣府） 330千円）

86 非接触アプリの活用【島根県川本町】

人口:１万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ４か月

扶桑電通株式会社（図書館システム業者）その他
参画主体

三谷コンピュータ株式会社サービス
提供事業者

e-Lismソロサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～5 庁内調整（２か月）
R3.5～7 システム改修（２か月）
R3.8～ 事業開始

担当部署 0855-72-0594 メール syakai@town.shimane-kawamoto.lg.jp電話川本町教育委員会教育課

円42千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円300千イニシャルコスト ※税抜

円42千•保守料（内訳）円300千•図書館アプリ製作業務費（内訳）

（備考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
事業による補助額:300千円

（備考）

○ 貸出や返却に係る処理の時間が軽減されたため、職員の業務負担の軽減と、利用者の利便性向上につ
ながっている。

○ 利用者が、自分の読書記録や、今後読みたい本の情報を、アプリ上で管理できるようになり、住民サービ
スの向上につながっている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

86 非接触アプリの活用【島根県川本町】

人口:１万人未満低コスト
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７ 環境
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○ 大和郡山市では、令和４年２月から、ごみ拾い
SNS「ピリカ」と連動し、ごみ拾いの状況を見える化する
ホームページである『大和郡山市版「思いをつなぐ元気
城下町」』の運用を開始した。

○ ごみ拾いSNS「ピリカ」は、拾ったごみをスマホで撮影
や投稿すると、ピリカの利用者から、「ありがとう」のリアク
ションや、ねぎらいや感謝の言葉が寄せられるSNSであ
り、ピリカを活用することで、楽しく清掃活動をすることに
つながる。

○ ごみ拾い活動見える化
ページには、SNS「ピリカ」
を活用したごみ拾いの情
報を基に、どのようなごみ
が、どこで拾われたのかを
地図上に可視化しており、
地域と協働での清掃活
動の推進につなげる取組
となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：8.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://yamatokoriyama.city.pirika.org/

（大和郡山市ごみ拾い「見える化ホームページ」） 令和６年度事業費 330千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。
（大和郡山市）

市民の方からの本アプリの導入要望を頂いたこと
をきっかけに検討を開始し、導入に至りました。

清掃活動への参加人数を増やすためにも、できる
だけ多くの市民の方に本アプリでの取り組みを知って
いただきたい考えですが、普及活動に難しさを感じ
ています。

近況や今後の展望を教えてください。

ピリカを導入したことにより、やりがいを感じてゴミ拾
い活動をされている方もいらっしゃいます。
今後も本取組をPRして、参加人数を増やすとと

もに、市民の方々による地域の清掃美化活動の活
性化を後押ししていきたいと考えています。

アプリ画面

出典：大和郡山市ごみ拾い「見える化ホームページ」

人口:５万人以上
10万人未満

87 ごみ拾い状況を可視化することで、市民による清掃美化活動を後押し【奈良県大和郡山市】

低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ７か月

－その他
参画主体

株式会社ピリカサービス
提供事業者

Pirikaサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.6～R3.11 庁内調整
R3.12～R4.1 システム準備
R4.2～ 事業開始

担当部署 0743-53-1615 メール kankyo@city.yamatokoriyama.lg.jp電話大和郡山市環境政策課

○ 本アプリを導入したことにより、やりがいを感じてゴミ拾い活動をされている方がいる。
○ どのようなごみが、どこで拾われたのかを地図上に可視化することができ、地域と協働での清掃活動の後押

しとなるとともに、自治体の美化につながる。
○ ごみ拾いをしている市民同士がSNSでつながりを持つことができる。

円330千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円550千イニシャルコスト ※税込

円330千•システム利用料（内訳）円550千•準備料（内訳）

（備考）（備考）

87 ごみ拾い状況を可視化することで、市民による清掃美化活動を後押し【奈良県大和郡山市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満低コスト

191



事業の概要

【参考情報】 人口：27.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.morioka.iwate.jp/kurashi/gomi_recycle/gomidashikat
a/1035494.html
（盛岡市公式ホームページ「資源・ごみ分別アプリを配信していま
す！」）

令和７年度事業費 238千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

88 多言語対応の資源・ごみ分別アプリによる意識啓発【岩手県盛岡市】

住民の反応（声）はいかがですか?

○ 若い世代や外国人を主なターゲットとし、資源
とごみの分け方や出し方、収集日などの周知を図
るために、スマートフォン用アプリ「資源・ごみ分別ア
プリ（さんあ～る）」を導入した。

○ このアプリは、自分の住んでいる地区の収集カレ
ンダーを一目で確認することができるほか、収集日
と品目を通知する機能がある。さらに、品目を検
索すると分別区分がわかる機能、小型家電などの
回収ボックスが地図上に表示されるなど、便利な
機能が簡単に操作できる。

（盛岡市）

平成29年６月から導入している地区別収集から見え
てきた地域の特徴や、地域での懇談会における意見など
により、借家世帯（若者・単身）や外国人世帯の多い
地区においてごみ出しルールが守られていない傾向にある
ことが課題となっていたことから、紙媒体に加え、スマート
フォンアプリを活用することにしました。

令和３年７月から本格運用を開始（６月試験運
用）し、令和７年12月には、28,650人の登録があり
ました。また、町内会等との懇談会や市公式SNSなどを
活用して周知を積極的に行い、多くの方に御利用いただ
いています。

「分別習慣がなく、言葉も通じない外国人に目の前で
アプリをダウンロードしてもらったら、「理解できる!」と明る
い表情になり、それ以降は分別がほぼ守られるようになっ
た。」といった町内会等からの声が寄せられています。

○ 英語、中国語、韓国語、ベトナム
語、ミャンマー語の多言語に対応して
おり、外国人にもわかりやすいものと
なっている。

○ 市からのお知らせを周知する
媒体としても活用している。

人口:10万人以上
30万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年６か月

－その他
参画主体

株式会社ディライトシステムサービス
提供事業者

さんあ～るサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H29.12～R3.3 庁内調整（３年３か月）
R3.4～R3.5 システム導入準備（２か月）
R3.6～ 試験運用（１か月）
R3.7～ 本格運用開始

担当部署 019-626-3733 メール sigen@city.morioka.iwate.jp電話盛岡市環境部資源循環推進課

○ 「アプリの配信以降、ごみの分別状況が良くなった。」という意見が町内会等から寄せられている。
○ ごみの分別方法や収集日に関する問合せが減少し、職員の業務負担が軽減されている。

円216千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円210千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円
円

円

120千
60千
12千
12千

12千

•月間サーバー使用料
•多言語（５言語）対応
•利用者地区別把握機能
•利用者閲覧統計機能
•問合先地図一覧表示機
能

（内訳）円
円

円
円

円

150千
30千

10千
10千

10千

•設定作業
•多言語（３言語）対応
•利用者数地区別把握機
能
•閲覧統計データ
•問合先地図一覧表示機
能

（内訳）

（備考）（備考）

88 多言語対応の資源・ごみ分別アプリによる意識啓発【岩手県盛岡市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満低コスト
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【参考情報】 人口：109.8万人（令和７年１月１日現在）
関連URL：
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ontai/eco_application/eco_application_
hpend.html (県HP)

令和６年度事業費 2,500千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（石川県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の成果を教えてください。

89 アプリによる家庭でのエコ活動の効果の見える化【石川県】

県では家庭部門のCO2排出量削減のため、
様々な事業を行っています。その中で、県民の
方から、「エコチケット申請書の記入や郵送が
大変」や「楽しみながら省エネ・節電に取り組
める工夫が欲しい」といった声をいただいた事が
きっかけです。

令和２年６月から令和７年３月までに、
約12,000人の方に利用いただきました。
県民の皆様に楽しんで環境配慮行動に取

り組んでいただく後押しになったと思います。

2050年カーボンニュートラルの実現に向け
て、県民の皆様の具体の行動変容を後押し
する取組となるよう、事業の見直しを進めてい
ます。

今後はどのような取組を進めていく予定ですか。

都道府県
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○ 石川県では、「テレビを見ないときはこまめに消す」な
ど、家庭でできる簡単なエコ活動による光熱費等の削
減効果を見える化し、各家庭におけるエコ活動を活性
化するアプリの配信を開始した。

○ また、協賛企業の協力のもと、買い物時に使える「エ
コチケット」を取組の状況に応じて、アプリから申請でき
るなど、住民の動機付けとなる取組も実施した。

○ 令和４年度にアプリのリニュー
アルを行い、日々の環境配慮行
動にきめ細かくポイントを付与し、
ポイント数に応じ、抽選で景品を
プレゼントする仕組みに見直した。

※令和７年３月にアプリの運用を終了。

チラシ

事業の概要



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年２か月

－その他
参画主体

アイパブリッシング株式会社サービス
提供事業者

いしかわECOアプリサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R1.5～R1.7 プロポーザル（２か月）
R1.8～R2.3 アプリ開発（８か月）
R2.6～ アプリ供用開始
R7.3 アプリ運用終了

担当部署 076-225-1469 メール cn2@pref.ishikawa.lg.jp電話
石川県生活環境部カーボンニュートラル推
進課

○ 家庭でできるエコ活動による光熱費等の削減効果の可視化や、環境に配慮した行動に対するポイント付
与により、住民のエコ活動を後押しできている。

○ 買い物時に使える「エコチケット」等の申請受付業務について、紙での受付時に比べ、審査や集計に係る
作業が効率化されている。

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）

（備考）（備考）

89 アプリによる家庭でのエコ活動の効果の見える化【石川県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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事業の概要

【参考情報】 人口：201.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/kurashi/ondanka/shizen/solar-
map.html

令和６年度事業費 3,894千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（長野県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

建物ごとのポテンシャルが表示されます

○ 「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」は、ウェブサイ
ト上で住宅や事業所といった建物ごとの太陽光発電
設備の容量や太陽熱利用設備の集熱量を見える化
したものです。マップ上にある建物をクリックすると、地域
の日照時間、その屋根の面積・傾斜などに応じてシミュ
レーションした値がその建物屋根のポテンシャルとして
表示されます。

⾧野県は2019年12月に「気候非常事態宣言」
を行い、その中で2050年に二酸化炭素排出量を
実質ゼロとする決意表明をしました。2050ゼロカー
ボンを達成するために県民一丸となった徹底的な省
エネルギーと再生可能エネルギーの普及拡大を進め
る必要があります。

再生可能エネルギーの中で大きな割合を占めるの
が太陽エネルギーです。⾧野県は全国的にも日照
時間が⾧く、発電効率が良い冷涼な気候であるた
め全国有数の太陽光発電の適地となっています。し
かし、県内の太陽光発電の導入状況をみると住宅
での導入率は約１割に留まっています。
そこで、この太陽エネルギーを利用した太陽光発

電・太陽熱利用を推進する取組として、県では建物
屋根のポテンシャルを「見える化」した『信州屋根
ソーラーポテンシャルマップ』を作成し、2019年12
月に全県のマップを公開しました。

特に活用しておりません。

90 「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」による建物ごとの太陽光発電設備の容量等の見える化【長野県】
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都道府県



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年１か月

－その他
参画主体

国際航業株式会社サービス
提供事業者

信州屋根ソーラーポテンシャルマップサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

H29.11～H30.8 庁内調整（10か月）
H30.9～R1.11 システム構築（１年３か月）
R1.12～ 事業開始

担当部署 026-235-7255 メール sai-ene@pref.nagano.lg.jp電話⾧野県環境部ゼロカーボン推進課

○ 住民や事業者が自身の住宅や事業所のポテンシャルを気軽に確認できるようになり、太陽光発電・太陽
熱利用の推進に寄与している。

○ 太陽光発電設置事業者が営業ツールとしてマップを活用することにより、県内の屋根ソーラー普及促進に
貢献している。

円3,590千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円49,594千イニシャルコスト ※税抜

円3,590千•保守管理費用（内訳）円49,594千•システム構築費（内訳）

（備考）（備考）

90 「信州屋根ソーラーポテンシャルマップ」による建物ごとの太陽光発電設備の容量等の見える化【長野県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載
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８ 労働
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○ ⾧岡市は、１日単位・短時間で働きたい労働者と、
労働力が必要な市内企業とをマッチングするサービスで
ある「ながおかマッチボックス」を運営している。

○ 求職者は、「ながおかマッチボックス」に
登録し、掲載されている求人から、
仕事を選んで応募する。市内企業は、
求職者のプロフィールや勤務実績で
採用可否を判断する。履歴書や
面接は不要であり、求職者・
企業ともに、気軽に利用できる。

○ 「ながおかマッチボックス」には、１日単位・短時間労
働の求人の他、「体験就業」や「キャリア体験」といった
形態の求人もある。「体験就業」では、
地元企業への正規雇用・⾧期雇用を
望む求職者が、興味のある職場での
仕事を体験できる。「キャリア体験」では、
地元企業への就職を考えている学生が、
会社説明会と職場体験に同日に
参加できる。

事業の概要

【参考情報】 人口：25.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.nagaoka.niigata.jp/（市HP）

令和７年度事業費 4,994千円（うち、新しい地方経済・生活環境
創生交付金（第２世代交付金）2,497千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（長岡市）

労働力不足に悩む市内企業が多くいる一方で、
学生や子育て世代、シニア世代など、単日・短時
間なら働く意思・能力があるという方も多くいました。
この需要と供給をマッチさせるため、近隣自治体の

取組を参考に、令和５年度に実証実験を、令和
６年度に本運用を開始しました。

企業にとって、短日・短時間の雇用は新しい試み
のため、仕事の切り分け方や求人の出し方に迷うこ
とが多いようで、多くの問合せをいただいています。
ワークシェアリングサービスの運営事業者と密に連

携をとり、市内企業をサポートしています。

今後の展望を教えてください。

引き続き事業を継続していきますが、令和８年度
以降は、市公式のサービスとしてワークシェアリング
サービスの運営事業者にて自走的にサービスを運営
していただく想定です。

91 ワークシェアリングサービスを運営し、短時間から働きたい労働者と企業をマッチング【新潟県長岡市】
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人口:10万人以上
30万人未満



事業効果

コスト

担当部署 0258-39-2228 メール koyou@city.nagaoka.lg.jp電話⾧岡市商工部人材・働き方政策課

○ 16,865件（令和５年９月～令和７年12月）の就業実績に繋がっている。
○ 78名が⾧期雇用に移行した（令和５～６年度実績）。
○ 20代～50代の女性が多く登録しており、子育て世代・介護世代の活躍に繋がっている。
○ 60代以上の登録もあり、シニア世代の活躍の場を提供できている。
○ 県内外の自治体から多くの問合せを受けており、他自治体への波及効果も出ている。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円4,500千イニシャルコスト ※税抜

円ー（内訳）
円4,500千

•サイト構築・管理、広
報費、事務局運営費

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ・横展開型）による補助額:2,475千円
令和５年度デジタル技術を活用した労働環境提供・
効率化事業費補助金（新潟県）による補助額:
918千円

（備考）
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

ーその他
参画主体

株式会社Matchbox Technologiesサービス
提供事業者

マッチボックスサービス名

クラウド環境で運用運用形態

R4.10～R5.3 庁内調整（６か月）
R5.4～6 入札公告・システム導入（３か月）
R5.9～R6.3 実証実験（７か月）
R6.4～ 運用開始

人口:10万人以上
30万人未満

91 ワークシェアリングサービスを運営し、短時間から働きたい労働者と企業をマッチング【新潟県長岡市】



○ 姫路市は、AI面接サービスを提供している企業等と
連携協定を締結した。地域密着型の就職支援サイト
「JOB播磨」に登録した地元企業がAI面接サービスを
利用する際に必要な基本利用料を免除し、サイト上で
AI面接導入企業を紹介することで、AI面接サービスの
普及を促進している。

○ 求職者は、時間や場所にとらわれず、自分の好きな
タイミングで面接を受けることができる。また企業側では、
遠方の求職者にアプローチできるようになることに加え、
面接官ごとの評価のばらつきを改善する等の効果を得
ることができる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：52.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.job-harima.jp/ （JOB播磨HP）

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和６年度事業費 28,003千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 13,057千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（姫路市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

92 AI面接サービスの利用環境を整備し地元企業を活性化【兵庫県姫路市】

地元中小企業から人材不足の声がありました。
広く人材を集めるため、遠方の方を呼び込むに
は、面接時の交通費等の課題がありました。
課題解決のため、他都市事例等も参考に、
AI面接サービスを活用してみては、ということが
取組のきっかけでした。

デジタル田園都市国家構想交付金「ウィズコ
ロナ時代のニューノーマルな雇用促進パッケー
ジプラン」の一環として実施していますが、AI面
接サービスについては、支援制度は利用してい
ません。AI面接サービスを提供している企業と
連携協定を締結することで事業を推進してい
ます。

事業の近況を教えてください。

就職支援サイト「JOB播磨」において、AI面
接サービス導入企業として５企業を紹介して
います。（令和７年３月末）

人口:30万人以上AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

兵庫県（中播磨県民センター）、姫路経営者協会その他
参画主体

株式会社タレントアンドアセスメントサービス
提供事業者

AI面接サービスSHaiNサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.1～6 庁内・関係団体調整（６か月）
R2.6 連携協定締結
R2.7 企業向け説明会実施
R2.8 WEBサイトでの導入企業紹介開始

担当部署 079-221-2521 メール roudou@city.himeji.lg.jp電話姫路市商工労働部労働政策課

○ AI面接を導入した企業において、「選考の準備業務が減少した。」、「より活躍できる人材を探すためにさ
らに踏み込んだ面接ができるようになった。」などの効果があった。

○ AI面接を導入する事業者が５事業所に増加した（令和７年３月末時点）。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）
AI面接サービスを提供している企業と連携協定を締結することで事業を推進している。
AI面接サービスの紹介と、そのサービスを採用している地元企業の紹介をすることのみであるため、姫路市、中播磨県民センター及び姫
路経営者協会による費用負担は発生しない。
地元企業と株式会社タレントアンドアセスメントが契約をし、面接が発生した実績に応じた負担は発生する。
ただし協定により月額システム基本利用料は発生しない。

92 AI面接サービスの利用環境を整備し地元企業を活性化【兵庫県姫路市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上AIの活用
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○ 京都市では、子育て中の方やケアラー、就職氷河期
世代の方や高齢者などをはじめ、京都で働きたいと考
えておられる方、今の職場に不安を感じておられる方な
どを対象に、SNS上で「仕事紹介」や「キャリア相談」な
どが利用できるオンライン就労支援サービス「キャリアジ
ム京都」を提供している。

○ 利用者は、SNSを活用することで、24時間いつでも
カウンセリングの予約が可能である。

○ 自身のパーソナルスキルや
職業的価値観等に関する質問に
回答することで、AIが利用者と
相性のよい企業を提案する機能
「AIジョブマッチ」も搭載した。

事業の概要

【参考情報①】 人口：137.4万人（令和７年１月１日現在）

【参考情報②】地域就職氷河期世代支援加速化交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www5.cao.go.jp/keizai1/c_hyogaki/c_hyogaki.html

令和６年度事業費 14,982千円
（うち、地域就職氷河期世代支援加速化交付金（内閣府）
11,237千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（京都市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

チラシ

支援を必要とされている就職氷河期世代の方は、
所在を掴むことが難しく、訴求することが困難でした。
そこで、令和３年度からアプローチしやすく、身近で

手軽に就職や転職につながる機会を提供することが
できるLINEを活用した本サービスを導入しました。

令和７年度からは、就職氷河期世代の方以外に
も幅広くご利用いただいております。

導入に当たっては、内閣府の地域就職氷河期世代
支援加速化交付金を活用しました。

令和３年度から令和６年度までの４年間で、約
18,000人にLINEに登録いただきました。登録をきっか
けにカウンセリングを受けられ、自分でも気付けなかった
強みが明確になり、就職につながったケースもあります。
本サービスをより良いものに進化させ、多くの方に利用い
ただくため、日々、サービスを改善したり、登録企業の開
拓にも力を入れています。

事業の近況を教えてください。

93 AIを活用したオンライン就労支援サービスの提供【京都府京都市】

人口:30万人以上AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３か月

－その他
参画主体

株式会社Compassサービス
提供事業者

キャリアジム京都サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～R3.6 システム改修（３か月）
R3.7～ 事業開始
※受託事業者において、別の自治体で同様の事業を実
施しており、ベースとなるノウハウ等があったため、短期間
で実施できたもの。

担当部署
075-366-5009
075-222-3756 メール

kyoto@choice-career.com
ninaitekakuho@city.kyoto.lg.jp電話

多様な担い手就労支援コーナー
京都市産業観光局産業企画室（所管）

○ オンライン就労支援サービス「キャリアジム京都」の登録者数は延べ18,039人（令和３年度～令和６
年度末の実績）。

○ 早朝・夜間でもオンラインで相談できるため、窓口で就職相談をすることに抵抗感を持つ方や、現職が忙し
く日中に来所することが難しい方でも、少ない負担で就労に関する相談ができる。

円ーランニングコスト（1年あたり） ※税抜円ーイニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）
地域就職氷河期世代支援加速化交付金を活用
（当該交付金は令和６年度をもって終了）
受託事業者において他自治体で同様の事業を実施し
ており、京都市事業のみに係るコストは積算困難

（備考）地域就職氷河期世代支援加速化交付金を活用
（当該交付金は令和６年度をもって終了）
受託事業者において他自治体で同様の事業を実施し
ており、京都市事業のみに係るコストは積算困難

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

93 AIを活用したオンライン就労支援サービスの提供【京都府京都市】

人口:30万人以上AIの活用
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○ 三重県では、令和２年度に、障がい者がテレワークにより、
その適性や能力に応じて就労が可能になる環境づくりにつなげ
るため、分身ロボットを活用した接客や、RPA等のICTを活用
した障がい者のテレワーク就労訓練を実施し、そのノウハウをま
とめた「中小企業のための障がい者のテレワーク導入ガイド」を
作成し、公開した。

○ 更に、令和３年度には、
障がいの特性等に配慮した

サテライトオフィスに関する調
査・研究に取り組んだ。

〇 また、令和３年度から
７年度にかけ、障がい者の
テレワークを進める企業に対
し、支援アドバイザーを派
遣する取組を実施している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：174.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.mie.lg.jp/common/05/ci500015870.htm
(県HP)

【参考情報②】新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/shinchihoukouhukin/in
dex.html 令和７年度事業費 3,997千円

（うち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）
（内閣府） 1,998千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（三重県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

三重県では、障がい者と共に働くことが当たり
前となる社会の実現をめざしています。
コロナ禍をきっかけに、テレワーク・リモートワーク

などが普及するなか、新しい障がい者雇用のモ
デルを構築し、県内に発信することを目的として
当事業を実施しました。

テレワーク等、障がい者の多様で柔軟な働き
方推進アドバイザーを企業に派遣する事業にあ
たって、新しい地方経済・生活環境創生交付
金（第２世代交付金）（令和７年度）を
活用しました。

事業の近況を教えてください。

令和６年度は、テレワークの導入を検討して
いる11社の企業に対して支援アドバイザーを派
遣し、⾧期間のテレワーク就労及び社内体制の
構築や労務環境、執務環境の整備を実現しま
した。

★担当:三重県雇用経済部 障がい者雇用・就労促進課★

94 導入ガイドやアドバイザー派遣を通じ、障がい者のテレワーク雇用を推進【三重県】

都道府県
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事業の概要

【参考情報①】 人口：190.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://verygoodlocal-tochigi.jp/tochigist/

【参考情報②】新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/shinchihoukouhukin/in
dex.html

令和７年度事業費 12,155千円
（うち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府） 6,077千
円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（栃木県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。○ 栃木県では、県内大学生等に栃木で暮らし働くことの魅力
や県内企業に関する情報を効果的・効率的に届け、県内定
着を促進するため、デジタルマーケティングを活用したPRを行っ
ている。

○ 実際に栃木で働いている若者へのインタビュー記事や、栃木
で暮らし働くことのイメージ動画を県のHPに掲載している。

○ 併せて、GoogleやYahoo!、Instagram等でリスティング
広告・ディスプレイ広告を配信している。

栃木県では、20代前半を中心に若い世代において東
京圏への転出が顕著であり、県内大学生・短大生の県
内就職率は半数を下回る状況でした(2019年46.3%)。
そこで、デジタルマーケティングを活用し、県内大学生等

に向け、栃木県にも首都圏と同様の仕事や首都圏では
できない仕事があることを伝え、栃木県を就職先の現実
的な選択肢として意識付けることで、地元への定着を促
進させるという構想に行きつきました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

事業化にあたっては、内閣府の地方創生推進交付金
（現在の新しい地方経済・生活環境創生交付金）を
活用しました。

目標を達成するための広告種類別のターゲット分類や
比重、実施時期の具体的な配信設定について、各種現
状分析を行い、事業効果を最大化する観点から、関係
者と連携し決定していくことが重要ではないでしょうか。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いし
ます。

※ディスプレイ広告例

(インタビュー記事) (就職・暮らし情報) (イメージ動画)

※LP
…ランディングページ
（はじめに着地する
ページ）

【広告による誘導の流れ】

95 デジタルマーケティングを活用したとちぎの暮らし・仕事魅力発信【栃木県】

都道府県
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内の各種コンテンツに誘導



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

sembear合同会社（デジタルマーケティングに関する
助言）

その他
参画主体

株式会社下野新聞社、ヤマゼンコミュニケ
イションズ株式会社

サービス
提供事業者

栃木県公式ファンサイト「ベリーグッドローカ
ルとちぎ」内のページ「トチギスト」のコンテン
ツ制作と同ページをLPとする広告配信

サービス名

ウェブサイトをクラウド環境で運用運用形態

R1.10～ 仕様検討
R2.4～ 事業開始

担当部署 028-623-2209 メール sogo-seisaku@pref.tochigi.lg.jp電話栃木県総合政策部総合政策課

○ 令和６年度に実施した広告配信では、LPを閲覧したユーザー数は50,987件、就職サイトへの遷移回
数は7,626件に上った。

○ 本県での就職に関心のある層に向けて効果的な広告配信を行うことで、栃木で暮らし働くことの具体的な
イメージの醸成や就職サイトへの誘導が着実にできた。

円11,050千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

2,270千
6,780千
2,000千

•コンテンツ制作
•広告配信
• LP改修

（内訳）円ー（内訳）

保守費用やサーバー等運用費は別事業で計上（備考）ウェブサイト制作費は別事業で計上（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

95 デジタルマーケティングを活用したとちぎの暮らし・仕事魅力発信【栃木県】

都道府県
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９ 農林水産業
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○ 西米良村では、カラーピーマンを栽培する若手生産
者から村に対し、質の良いカラーピーマン作りに関する
相談があったことから、村、生産者、JA、県、民間事業
者によるコンソーシアムを構成し、生産性・品質向上に
向けた取組を進めている。

○ 良質なカラーピーマンができる要因を分析するため、
ハウス内に環境モニタリング設備を導入し、ハウス内の
温度、湿度等をリアルタイムで測定している。また、計
測された情報は、生産者のスマートフォンのアプリから確
認することができる。

○ 村は、複数の生産者の
データを比較し、村全体の
カラーピーマン作りの質を高め、
生産者の熱意をバックアップ
していくこととしている。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 1,455千円

「篤農家（安定高収量農家）の栽培技術やハウス内の
環境データの共有を行うことが、産地全体の所得向上・活性
化につながるのではないか」という、次世代を担う若手生産者
グループの自主的な学び・気づきを支援するため、この事業に
取り組みました。

デジタル技術を活用した、作業労力の軽減や効率性を検証
するため、宮崎県の「スマート農業による働き方改革産地実証
事業」に応募し、モニタリング設備等を導入しました。

これまではハウス内の温湿度管理のために、定期的にハウスに
足を運び、温湿度計を直接確認しながらハウスの開閉やかん水
等の作業を行っていましたが、設備導入後はいつでもリアルタイム
に確認することができるようになったことで、「労働時間の削減・省
力化につながった」との反応や「今後は蓄積されたデータを分析し、
より質の高いカラーピーマンを生産していきたい」という、意欲的な
声が聞かれました。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（西米良村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

96 デジタル技術を活用し、生産者のやる気を地域で支援【宮崎県西米良村】

生産者の反応（声）はいかがですか?

人口:１万人未満

★担当:西米良村農林振興課★
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○ 養殖業者の高齢化や餌や燃料費の高騰などにより、
担い手不足が深刻化しており、IoT機器やAIの活用に
より、生産現場・出荷現場の作業を効率化し、省力
化と収益性の向上を実現する取組を実施する事とした。

○ 養殖現場の海中に設置されたカメラやセンサーを用
いて、魚体の成⾧度合いや、えさの食べ具合をモニタリ
ングできるようにしている。取得したデータは、陸上で確
認できるため、生産者の生け簀の見回り作業の削減に
つながっている。

○ さらに、取得したデータをAIで分析し、赤潮の発生や
魚体の生育状態を予測している。これにより、赤潮によ
る被害の回避や、計画的な生産・販売管理を実現し
ている。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.naoshima.lg.jp/（直島町HP）

令和７年度事業費 2,000千円（税抜）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（直島町）

直島町では、高齢化に伴い、漁業の担い手不
足が深刻化していました。また、給餌費の高騰によ
る収益性の低下という課題も抱えていました。そこ
で、養殖業のDXを推進することで、生産性向上と
収益増加を図ろうと考えました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

実証事業を行い、省力化や収益性向上の効果が
得られることが分かりました。今後は、魚の成⾧度合
いの予測の精度を高めるため、より多くのデータを収
集していく予定です。
また、荒天・雨天時にはシステムが停止してしまうこ

とがあり、致命的な障害ではないものの、改善したい
と考えています。加えて、現場の声を聴きながら、さら
に使いやすいシステムへ改善を行いたいです。

97 IoT・AIの活用により、養殖業の省力化と収益性向上を実現【香川県直島町】
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導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

総務省の「地域デジタル基盤活用推進事業（実
証事業）」を活用しました。

人口:１万人未満

出所：令和６年度 地域デジタル基盤活用推進事業 成果報告書

AIの活用



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 約７か月

中村牧場株式会社、タスデザイングループ株式会社、
株式会社いちごソフト、香川県、JF香川漁連、香川
高等専門学校

その他
参画主体

株式会社ビットコミュニケーションズ、メルヘ
ングループ株式会社

サービス
提供事業者

Kowarixサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R6.8～9 仕様検討（２か月）
R6.9～ カメラ・センサー等機器の設置、データ収
集（７か月）
R6.9～R7.2 システム構築
R7.2～ 運用開始

担当部署 087-884-7010 メール utsumi@bit-com.info電話株式会社ビットコミュニケーションズ

○ 生け簀の見回り等、生産者が実施する作業に必要な時間を30%削減でき、収益が15%程度向上した。
○ 魚の成⾧度合いの観察、出荷タイミングの検討等、出荷者が実施する作業に必要な作業（小割での確

認作業等の省力化等）を30%程度削減でき、収益が20%程度向上した。

円4,200千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円80,000千イニシャルコスト ※税抜

円

円

2,400千

1,800千

•システム保守費
•パブリッククラウドサービス
利用料

（内訳）円

円

70,000千

10,000千

•システム開発費
•機材費
（カメラ・センサー等）

（内訳）

（備考）地域デジタル基盤活用推進事業による支援額
（令和６年度）:77,272千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

97 IoT・AIの活用により、養殖業の省力化と収益性向上を実現【香川県直島町】
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○ 三宅町では、令和２年度に全国的な水稲枯死被
害をもたらしたトビイロウンカ(害虫)による被害を防ぐた
め、令和３年度から４年度にかけて農業用ドローンを
活用した農薬散布を試験的に実施した。

○ ２年間にわたり行った実証実験の結果、病害虫防
除及び農薬散布にかかる作業量や作業時間軽減に
大きな効果が認められたことから、令和５年度より町
内圃場にてドローンを活用した農薬散布を実施する農
業者に対し、事業費の一部を町から補助金を交付す
るという形で、本格的に事業を開始することとなった。

○ 町では、当事業を広報及びホームページを通じて町
内農業者へ周知し、当事業活用に
より農業者の作業負担を軽減し、
持続可能な農業を実現するための
手段の一つとして定着させたいと考え
ている。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和７年度事業費 216千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（三宅町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

R2年に三宅町の約６割の圃場でトビイロウンカの被
害が出たことを受け、当時の農業委員会会⾧が町⾧
に被害の対応を検討すべきと提案されました。
その結果、R3年～R4年にかけて行った実証実験を

経て、R5年より事業費の一部を町から補助金を交付
するという形を取っています。

活用しておりません。
全て町単独の予算で行いました。

住民の反応（声）はいかがですか?

町内の農家さんからは、「ドローンを使うと楽に農作
業ができる」、「今後はまとまって農作業をすることも考
えたい」という声があがっています。
今回の事業で地域でまとまって作業を行うことの効

率の良さを実感してもらい、地域として今後の農業を
考えるきっかけにしてもらいたいです。

98 ドローンを活用した農薬散布による害虫の発生抑制【奈良県三宅町】

人口:１万人未満ドローンの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2 害虫被害発生
R3～R4 ドローンによる病害虫防除の実証実験
R5～ 事業開始

担当部署 0745-44-3071 メール sangyou@town.miyake.lg.jp電話三宅町産業共創課

○ 農薬散布には、従前は、数時間を要していたが、ドローンの活用により、10～15分程度となっている。
○ 作業量及び作業時間を大幅に軽減できることから、事業を実施した町内農家からは高い評価を受けてい

る。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

98 ドローンを活用した農薬散布による害虫の発生抑制【奈良県三宅町】

人口:１万人未満ドローンの活用
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○ 深浦町では、サル、クマ、シカ等の有害鳥獣対策に
取り組んでおり、ICTを活用した各種ワナの設置に加え
て、ドローンを活用した対策を実施している。

○ 具体的には、ICTワナによる有害鳥獣の捕獲や赤
外線カメラ付きのドローンを活用し、有害鳥獣の追跡、
広範囲におけるパトロール、被害状況調査に取り組ん
でいる。

○ 町では、ICTセンサー付きワナやドローンの活用など
複合的な対策を行うことにより、有害鳥獣対策の省力
化、効率化を図ることにより、見回り等捕獲従事者の
負担軽減、農作物被害の減少などを図っている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】鳥獣被害防止総合対策交付金（農林水産省）とは
ＵＲＬ：
https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/yosan/yosan.html 令和３年度事業費 1,791千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（深浦町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

事業の近況を教えてください。

当町の地勢は南北70kmと⾧く、巡回する距離が
⾧大で、巡回や捕獲時の対応に時間を要することか
ら、巡回労力の軽減や即応性の向上に役立つと思
い、導入しました。

ICTを活用したワナについては、農林水産省の平成
30年度及び令和元年度鳥獣被害防止総合対策
交付金、ドローンについては森林環境譲与税を活用
しました。

ICTを活用したワナについては、サル、クマで捕獲実
績があり、捕獲の際には直ちに通知があることから、
迅速な対応につながっています。
ドローンについては、農作物被害面積の把握や赤

外線カメラによる有害鳥獣の探索などに使用しており、
業務の効率化や捕獲従事者の危険防止に役立って
います。

99 ドローン等を活用した複合的な有害鳥獣対策【青森県深浦町】
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サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年５か月

深浦町鳥獣被害防
止対策協議会、青森
県猟友会深浦支部

その他
参画主体

サージミヤワキ株
式会社、株式会
社WorldLink & 
Company

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H30.4 平成30年度鳥獣被害防止総合対策交付金事業実施計画提出
（ICT技術活用ワナ購入計画含む）※１基め

H30.12 ICT技術活用ワナ納入 ※１基め
H31.4 平成31年度鳥獣被害防止総合対策交付金事業実施計画提出

（ICT技術活用ワナ購入計画含む）※２基め
R1.9 ICT技術活用ワナ購入 ※２基め
R1.12 ドローンを活用した野生鳥獣（ニホンジカ）対策現地実証参加
R3.8 ドローン納入

担当部署 0173-74-4411 メール norin_tyojyu@town.fukaura.lg.jp電話深浦町農林水産課

○ 農作物被害面積の把握や赤外線カメラによる有害鳥獣の探索など、業務の効率化や捕獲従事者の危
険防止に寄与している。

円240千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,966千イニシャルコスト ※税抜

円240千
• ICT技術活用ワナ通信
料

（内訳）円
円
円

1,308千
1,250千
1,408千

•H30 ICT技術活用ワナ
• R1 ICT技術活用ワナ
• R3 ドローン購入費

（内訳）

（備考）森林環境譲与税の充当額:1,408千円、鳥獣被害
防止総合対策交付金による補助額:2,524千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

99 ドローン等を活用した複合的な有害鳥獣対策【青森県深浦町】
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事業の概要

【参考情報①】 人口：7.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.iwamizawa.hokkaido.jp/shiseijoho/ict_digital/9798.html

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 農業の持続可能性を確保するためには、生産性向上や
収益性向上、稼働負担減少による営農環境の改善が
必要であり、AI、IoT等の技術を活用した「スマート農
業」の社会実装を早急に実現する必要がある。

○ そこで、ローカル5G等の無線通信システムを活用し、
①自動運転トラクター等の遠隔監視下の無人自動走

行（複数台での同時走行、圃場間での公道走行等）
②各種センサーから取得される生育データ等のビッグデー

タ収集・解析（最適な農業計画策定等）
③複数の既存インフラと組み合わせたネットワーク利活用
（各種センサーやカメラ等を用いた排水路監視等）
等の実証を実施。

【参考情報②】 「地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証」事業
（総務省）とは
ＵＲＬ：https://go5g.go.jp/carrier/l5g/
「スマート農業実証プロジェクト」 （農研機構）とは
ＵＲＬ：https://www.naro.go.jp/smart-nogyo/
「北海道におけるスマート農業に係る取組事例等」 （北海道農政事務所）とは
ＵＲＬ：https://www.maff.go.jp/hokkaido/suishin/smart/index.html

農業従事者の減少や高齢化が進む岩見沢市では、
収穫物の高位平準化による所得向上をはじめ、省力
化や作付面積拡大への対応などが地域課題として挙
がっていました。
これらを解決するために、ローカル5Gを活用して、少ない稼働で生

産規模の維持・拡大を可能とする高効率的で持続可能な営農作
業を目指した「スマート農業」の実証に取組みました。

（岩見沢市）

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いします。

スマート農業の具現化、事業モデルの早期実現は
農業就業人口の減少など、日本の農業の持続性に
おける課題解決の有効な手段であると考えます。
農作業の遠隔監視や無人化が社会実装されることは、農業生

産者の労働改善が見込まれることの意義が大きく、重労働で労働
時間が⾧く収入が低いというイメージの脱却にも繋がり、未来技術
を活用により持続可能な農業への転換が図られることで、就農す
る若者が増えることを期待しています。

本事業は、総務省の「地域課題解決型ローカル5G
等の実現に向けた開発実証」事業、農林水産省の「ス
マート農業実証プロジェクト」を活用して実施しました。

事業費 非公開

100 ローカル５Gを活用した自動トラクター等の農機の遠隔監視制御による自動運転等の実現【北海道岩見沢市】

人口:５万人以上
10万人未満
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○ 福井市は、令和3年度定置網漁業において、漁場
に行っても、漁場の波が高いことや潮の流れが速いこと
により、網の引き上げができずに帰港することを避けるた
めに、流速や波高を計測するブイの設置について補助
を行っている。

○ 海上に設置したブイが収集した、波などの状況に関
する情報を、クラウドを経由して、陸上の端末にリアルタ
イムで表示することにより、漁業者が出港前に漁場の
状況を知り、出港を判断する材料とすることができる。
これにより、燃料費等を削減することで生産者の負担
を軽減するとともに、航行のリスクを減らし、安全を確保
することができる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：25.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和３年度事業費 4,300千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 1,433千円）

定置網漁業では、これまで漁業者の経験や勘
に基づき出漁の可否を判断していましたが、情報
伝達技術を活用することで、漁業の効率化を
目指しました。

令和3年度に内閣府の地方創生推進交付金
（1,433千円）を活用しました。

事業の近況を教えてください

自動観測ブイが計測する漁場での流速や波高
等のデータを漁業者のスマートフォンで確認できる
ため、出漁の判断を正確に行うことができるように
なりました。これにより、人件費や燃料費等の経費
軽減が図れています。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福井市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

101 流速や波高等を計測する自動観測ブイにより収集したデータを活用した漁業の効率化【福井県福井市】

人口:10万人以上
30万人未満

217



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

ーその他
参画主体

ーサービス
提供事業者

ーサービス名

ー運用形態

R3.4～12 事業主体との意見交換・機種選定
R4.1 機器購入
R4.4～ 事業開始

担当部署 0776-20-5430 メール rinsui@ma.city.fukui.lg.jp電話福井市農林水産部林業水産課

○ 出戻り（漁場に行っても、漁場の波が高いことや潮の流れが速いことにより、網の引き上げができずに帰港
すること）の回数が年10回程度減少した。

○ 漁場の状況が遠隔で定量的に把握できるため、出港の判断が容易になった。

円252千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円4,300千イニシャルコスト ※税抜

円252千•利用料（内訳）円4,300千•機器購入費（内訳）

（備考）地方創生推進交付金による補助額:1,433千円（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

101 流速や波高等を計測する自動観測ブイにより収集したデータを活用した漁業の効率化【福井県福井市】

人口:10万人以上
30万人未満
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○ 福岡市は、令和４年度から、水中ドローンを活用し
た「漁場環境の見える化」に取り組んでいる。

○ 水中ドローンを活用して海底ごみの堆積状況や藻
場の状況を調査することで、漁場の現状を把握するとと
もに、調査結果を漁業者と共有し、漁場者が行う漁場
環境保全活動の効率化等につなげるものである。

○ また、水中ドローンで撮影した映像を活用し、漁場
環境保全等に関する市民啓発のための動画を作成・
公開している。

事業の概要

【参考情報】 人口：165.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.youtube.com/watch?v=f5azpiehOF8

（のぞいてみよう博多湾 ～海底ごみ～） 令和７年度事業費 4,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（福岡市）

漁場環境の改善を進めるためには、過去に設置
した魚礁の状況や漁業者が行う漁場環境保全活
動の状況などを把握する必要があります。水中ド
ローンを活用することで、漁場の状況を効率的に把
握することができ、実施施策の効果検証や、より効
果的な対策の実施につなげられると考え、実施に
至りました。

今後の展望を教えてください。

今後も継続して漁場の状況を把握し、漁場環境
改善に向けた効果的な施策を講じていきます。

取組概要

出典:福岡市農林水産局「令和６年度当初予算案等の概要」から抜粋

事業の効果を教えてください。

漁場の状況について、漁業者と映像で情報共有
ができるようになり、漁業者が実施する漁場環境保
全活動の効率化につながっています。
また、水中ドローンを活用することで、簡易的では

ありますが、幅広く状況把握をすることができました。
作業効率も上がりましたので、調査に係るコストを
抑えることもできています。

102 漁場の状況調査に水中ドローンを活用し、漁業者による漁場保全活動を効率化【福岡県福岡市】

人口:30万人以上ドローンの活用
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事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－（委託契約の締結のみ）

担当部署 092-711-4364 メール suisanshinko.AFFB@city.fukuoka.lg.jp電話福岡市農林水産局水産部水産振興課

○ 水中ドローンの活用により、漁場の状況について、漁業者と映像で情報共有ができるようになり、漁業者が
実施する漁場環境保全活動の効率化につながっている。

○ 簡易的にはなるが、漁場調査の範囲を広げることができた。
○ 漁場調査の作業効率が上がり、調査に係るコストを抑制できた。
○ 水中ドローンで撮影した映像を公開し、普段見られない地元の海の中を見られるようにしたことで、市民の

漁場環境保全等に関する意識の向上を図ることができた。

コスト （算定不可）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（算定不可）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）
調査に関する委託料に含まれている。（備考）調査に関する委託料に含まれている。（備考）※主にシステム導入等

に係るコストを記載

102 漁場の状況調査に水中ドローンを活用し、漁業者による漁場保全活動を効率化【福岡県福岡市】

人口:30万人以上ドローンの活用
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事業の概要

【参考情報①】 人口：66.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://kochi-iop.jp/ (IoPプロジェクトポータルサイト)

【参考情報②】地方大学・地域産業創成交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/daigaku_kouhukin/saitaku_r03
keizoku.html (内閣官房・内閣府総合サイト）

令和６年度事業費 583,098千円
（うち、地方大学・地域産業創成交付金（内閣府） 345,294千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（高知県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

事業の近況を教えてください。

これまでの「経験と勘」による農業からデータに基づいた栽
培管理を行うデータ駆動型農業への転換を図るため、県
内の各ハウスをインターネットでつなぎ、生産現場における
様々なデータを収集・分析し、より有益な情報として生産
者にフィードバックする仕組みを検討した結果、データ連携
基盤「IoPクラウド」を核とした農業DXのプラットフォームの
構築に至りました。

IoPプロジェクトの核となるIoPクラウドの構築やIoPクラウド
に搭載するAIエンジンの開発にかかる研究、学生や生産者
に施設園芸の基礎的・先進的な知識や技術力を養成する
IoP入門セミナーやIoP塾などの人材育成に関する費用は、
内閣府の地方大学・地域産業創生交付金（令和５年
度から最⾧４年間）を活用しています。

IoPクラウドは、令和４年９月21日より本格運用を開始
し、令和７年12月には利用者が1,745戸になりました。こ
れまでの成果を活用し、IoPクラウドシステムの県外展開やグ
ルーバル化を目指すとともに、農業分野だけでなく、他産業
などの新分野・新領域へのプラットフォーム展開、さらにGXへ
の取組を進めていきます。

IoPクラウドスマホ画面

○ 高知県は、これまでの環境制御技術に最新の施設
園芸関連機器やIoT、AI技術を融合することより、「施
設園芸の飛躍的な発展」と「施設園芸関連産業群の
創出」を目指す、｢IoP(Internet of Plants) プロ
ジェクトが導くNext次世代型施設園芸農業」の普及促
進に取り組んでいる。

○ 県、高知大学、高知工科大学、高知県立大学、
IoP推進機構、JA、高知県工業会、高知県IoT推進
ラボ研究会等による産学官連携のもとデータ連携基盤
IoPクラウド(以下IoPクラウド)を活用し、農業DXのプ
ラットフォームを構築している。

○ 生産から流通までの現場
の様々なデータを自動収集し、
生産者が簡単にアクセスでき
る仕組みを整え、県やJAによ
る伴走型の営農指導により、
県全体でデータ駆動型農業
への転換を目指す。

103 クラウドを活用した施設園芸農業のプラットフォームの構築【高知県】

都道府県AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ４年２か月

運用保守委託先:(株)高知電子計算センター・(株)
高知システムズ・(株)NTTドコモ・ネポン(株)共同企業
体KCC・KSS・NTTドコモ・ネポン共同企業体

その他
参画主体

高知県サービス
提供事業者

IoPクラウド（既存パッケージをベースとし、
一部個別開発により構築したシステム）サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H30.7.31 第１回Next次世代型施設園芸農業に
関する産学官連携協議会開催

R2.8.1 IoPクラウド構築開始
R4.9.21 IoPクラウド(SAWACHI) 本格運用開始

担当部署 088-821-4570 メール 160601@ken.pref.kochi.lg.jp電話
高知県農業振興部農業イノベーション推進
課IoP推進室

円49,684千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円220,394千イニシャルコスト ※税抜

円
円

32,964千
16,720千

•クラウド利用料・ライセンス
費用
•運用保守等費用

（内訳）

円220,394千

•システム構築費用（構
築期間中のクラウド利用
料、ソフトウエアライセンス
費用を含む）

（内訳）

地方大学・地域産業創生交付金による補助額:
110,197千円

（備考）

○ 施設園芸ハウスの環境データやJAからの出荷データなど様々な情報を集積、分析し生産者にフィードバッ
クすることができるようになった。

○ 県内でデータ駆動型農業が普及し、令和７年12月末時点で、農業DXのプラットフォームを1,745名が
利用している。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

103 クラウドを活用した施設園芸農業のプラットフォームの構築【高知県】

都道府県AIの活用
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○ 米国から高能力の乳用牛を生体輸入するとともに、
米国の高能力牛から採取した受精卵を購入し、その
子孫を増やした。

○ 子孫を増やすとともに、乳量・乳成分等の個体能力
と発育・体型等のデータを
全国的に集積し、遺伝的
能力を分析して算出され
る総合指数により、優良な
乳用牛を選抜している。

○ 選抜した乳用牛は、供卵牛（受精卵を採取する
牛）として利用し、採取した受精卵を
県内農家に供給し、農家牛群の改良
を推進し農家の経営安定化を図って
いる。

【参考情報①】 人口：80.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.pref.yamanashi.jp/documents/486/r5_ushi_kyourangyu.p
df（山梨県畜産酪農技術センター成果情報）

【参考情報②】牛群検定事業とは
ＵＲＬ：
https://www.nlbc.go.jp/kachikukairyo/iden/nyuyogyu/ushigunkentei.h
tml （独立行政法人家畜改良センター）

令和７年度事業費 10,909千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（山梨県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

104 畜産業におけるビッグデータの活用【山梨県】

牛は乳生産を開始するまで2年以上かかり、能力を向
上させるには時間を要します。このため、遺伝的能力評
価を行い優良な能力を持った牛を選抜し、受精卵移植
の技術を用いて広く県内に供給することが農家の収益向
上に繋がると考え取り組んでいます。

事業の近況を教えてください。

直近５年間で約100個の受精卵を県内農家に販
売しました。令和７年度には、年間53個の受精卵を
販売する予定です。

農林水産省所管の独立行政法人家畜改良センター
などが行う牛群検定事業を活用しています。

事業の概要

★担当:山梨県農政部 畜産課★

都道府県
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○ 山形県では、中山間地域等においてRTK基準局
（GPS等を利用した運転アシストの誤差を補正する
位置情報を配信するシステム）を利用した精度の高
いドローンの自動飛行による効率的防除やトラクター等
の自動操舵作業を実証し、デジタル技術の導入を図
ることで、スマート農業の普及加速に取り組んだ。

○ 実証を通じてスマート農業を農業者に体験してもら
い、その有効性（省力化、作業精度の向上）を実感
していただきながら、利用拡大を進めた。
初心者でも熟練者と同等の作業精度と効率化が実

現できることが確認された。

○ みんなが使えるスマート農業技術
について、県内中山間地域をはじめ
とする他地域に横展開を図っていく。

事業の概要

【参考情報①】 人口：101.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

令和５年度事業費 1,277千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 577千円）

中山間地域は、人口減少や高齢化が進み、平坦地に
比べて作業条件が劣り、農地保全や集落機能の維持が
重要な課題となっています。これらの課題解決にはスマート
農業の導入が有効と考え取り組みました。

令和３年度から３年間、内閣府の地方創生推進
交付金（デジタル田園都市国家構想交付金）を活用
してスマート農業機器の実演、実証展示圃での研修会
を実施しました。

RTK基準局を用いることでドローンの飛行精度、トラク
ターの作業精度が向上することを実感いただいています。
農業法人など、農業機械の作業経験の浅い従業員でも
作業性が上がり、導入メリットがあるとの意見をいただいて
います。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（山形県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

105 中山間地域等におけるスマート農業の推進【山形県】

生産者の反応(声）はいかがですか?

都道府県低コスト ドローンの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
コンソーシアムからの引継ぎのため、構想期間はなし

担当部署 023-630-2440 メール ynogi@pref.yamagata.jp電話山形県農林水産部農業技術環境課

円約560千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

円

104千
37千

157千

262千

•RTK基準局インターネット
回線使用料
•同 プロバイダー料
•同 保険料
•RTK情報受信ライセンス
（20回線）

（内訳）円－（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金を活用（備考）スマート農業実証プロジェクト「スマート農業技術による
すいか生産イノベーションプロジェクト」(R1～2）で整備
したRTK基準局を継続利用

（備考）

○ RTK基準局（GPS等を利用した運転アシストの誤差を補正する位置情報を配信するシステム）を用い
たドローン・トラクタの自動操舵により、作業時間の短縮、薬剤散布・耕耘作業の精度向上を実現できた。

○ 初心者でも熟練者と同等の作業精度と効率化が実現できている。

105 中山間地域等におけるスマート農業の推進【山形県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県低コスト ドローンの活用
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【参考情報①】 青天ナビ 関連ＵＲＬ：https://www.aomori-
itc.or.jp/soshiki/nourin_sougou/syokai/smart.html
（(独)青森県産業技術センターHP）

令和７年度事業費 10,357千円（青森県事業）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（青の煌めきあおもり国スポ障スポ公式マスコット「アップリート君」）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

平成27年にデビューした「青天の霹靂」
のブランド化を進めるため、栽培管理の見
極めや労働力不足などの課題解決策のひ
とつとして、衛星画像を活用した栽培支援
システムの開発に取り組みました。

導入の効果を教えてください。

【参考情報③】第11回地域産業支援プログラム表彰事業（イノベーショ
ンネットアワード2022 農林水産大臣賞）
ＵＲＬ：https://www.innovation-network.jp/recent/2022061500075

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

リモートセンシング技術を活用した収穫適期マッ
プなどの利用実証に農林水産省の革新的技術
開発・緊急展開事業（平成28年度から４年
間）を活用したほか、「青天ナビ」システムの構築
などに内閣府の地方創生交付金（平成28年度
から令和３年度のうち５年間）を活用しました。

収穫適期や玄米タンパク質含有率等の情報を
元に、生産者やほ場にあわせたきめ細かな指導が
可能になったことで、収量の増加や品質の向上、
出荷基準（農産物検査１～２等、玄米タンパク
質含有率6.4％以下）達成率の高水準維持な
どにつながり、県産米全体をけん引するブランド米と
しての役割を担っています。

106 リモートセンシング技術等を活用した米の安定生産によるブランド化【青森県】
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○ 青森県は、ブランド米である「青天の霹靂」の生産を
支援するため、リモートセンシング技術等を活用したシス
テム(青天ナビ) を構築した。

○ 青天ナビでは、これまでの生産実績を分析して得られた
栽培管理のポイントや、衛星画像の解析による生育診断
と収穫適期について、地図上でほ場１枚ごとに確認するこ
とができる。

○ 生産者自身が栽培管理の参考にするだけではなく、
指導者が地域の状況を的確に把握し、きめ細かな指
導が可能となっており、ブランド米「青天の霹靂」の高品
質・安定生産を支えている。

○ さらに、「青天ナビ」の技
術を応用して、他品種で
ある「まっしぐら」・「はれわた
り」の生産を支援するシス
テムの構築を進めている。

収穫適期マップ（青天ナビ）

事業の概要

都道府県



青森県産業技術センター（開発・運用）その他
参画主体

株式会社ワールドコミュニケーションズサービス
提供事業者

青天ナビサービス名

独自開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H31.2 運用開始

担当部署 017-734-9480 メール noen@pref.aomori.lg.jp電話青森県農林水産部農産園芸課

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）

（備考）「青天ナビ」システムの構築にあたり、内閣府の地方創
生交付金（平成28年度から令和３年度のうち５年
間）を活用

（備考）

○ 米の収穫適期や玄米タンパク質含有率等の情報を元に、生産者やほ場(水田)にあわせたきめ細かな指
導が可能になったことで、収量の増加や品質の向上を実現できている。

○ 10aあたりの米の収量が、約15％増加した（利用前:462kg/10a、利用後:533kg/10a）ほか、
出荷基準（農産物検査１～２等、玄米タンパク質含有率6.4％以下）達成率の高水準維持につな
がっている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

106 リモートセンシング技術等を活用した米の安定生産によるブランド化【青森県】
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都道府県

事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

サービス提供事業者等サービス提供事業者等



○ 福島県では、「福島イノベーション・コースト構想」の
下、「福島牛」のブランド力強化のため、帯広畜産大学
等と連携し、成育途中の牛の肉質をAIで診断するシ
ステムを開発した。

○ 飼育中の牛の超音波画像と、と畜後の枝肉を撮影
した画像をAIに学習させ、ビックデータとして蓄積し、成
育途中の牛の超音波画像データから将来の枝肉の横
断面を推定する。これにより、飼育効率や畜舎回転率
を向上させることができる。

○ 当該システム
の活用により、飼
育コストの削減や
良質な牛を揃える
ことでブランド力を
強化し、風評被害を克服し
生産者を支援する狙いがある。

事業の概要

【参考情報】 人口：177.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/37202a/ushi.html

（県HP）

令和３年度事業費 212,129千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

イメージ図

原発事故による風評被害により県産和牛肉は、全
国平均より１割安く取引されています。ブランド力の
回復には、斉一性の高い良質な牛肉を定時定量で
出荷する必要があるため、本取組を開始しました。

成育途中の牛の肉質をAIで診断するシステムにつ
きましては、「福島イノベーション・コースト構想に基づく
先端農林業ロボット研究開発事業」（農林水産
省）を活用しました。

開発に協力をいただいた農家とともに、本システムの
実証を実施しています。また地域の農林事務所、家
畜保健衛生所及び関係機関が連携して推定精度
を向上させるため、と畜前の超音波画像データを収
集しています。

事業の近況を教えてください。

107 AIを活用した福島牛の品質向上の取組【福島県】

都道府県AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

全国農業協同組合連合会福島県本部、一般社団
法人福島県配合飼料価格安定基金協会
帯広畜産大学

その他
参画主体

株式会社MIJ laboサービス
提供事業者

AI-MEAT Desktopサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.4~9 共同研究機関との調整
R2.10~R3.3 システム完成、予算取得
R3.4~ 事業開始

担当部署 024-521-7365 メール chikusan@pref.fukushima.lg.jp電話福島県農林水産部畜産課

○ 令和６年末までに6,000頭の牛に超音波肉質診断を実施できており、診断結果は、農家が出荷時期
や出荷先を検討する参考資料となっている。

○ 積極的に利用する農家が多いほか、超早期出荷に向けた若い牛の診断や、疾病の早期発見のための活
用等、運用の拡大についての要望も寄せられている。

円15,200千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円96,456千イニシャルコスト ※税抜

円15,200千
•解析料（8千円/頭
×1,900頭）

（内訳）

円

円

20,457千

75,999千

•調査機材導入費（超音
波診断機、枝肉撮影装
置等）
•その他研究開発費（調
査旅費、人件費等）

（内訳）

（備考）福島イノベーション・コースト構想に基づく先端農林業ロ
ボット研究開発事業による補助額:95,178千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

107 AIを活用した福島牛の品質向上の取組【福島県】

都道府県AIの活用
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○ 宮城県では、農山漁村地域において、地域の実情
にあったDXを推進を図り、｢誰でもできる農業｣、｢住み
たくなる（住みやすい）農山漁村｣の実現。

○ そこで、DXの知識や先進事例について学ぶ研修会
を開催するとともに、モデル地区における農山漁村DX
地域戦略計画の策定を支援。

○ 計画策定については、令和３年度から令和５年度
までで計５地区を支援しており、鳥獣被害対策やド
ローン、スマート農業の定着等、農政分野のDX推進を
目指す。

〇 中山間地域である宮城県七ヶ宿町においては、計
画策定（R3）を契機に、鳥獣被害対策におけるICT
機器の活用やRTK基地局の整備・活用によるスマート
農業の実装等、DXの推進が図られている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：222.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

令和５年度事業費 6,382千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 3,142千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（宮城県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

108 デジタル技術を活用した住みたくなる農山漁村づくり【宮城県】

高齢化や住民の減少に伴う、産業・生活基盤
の脆弱化などの地域課題に対して、効率化・省
力化を図ることができるデジタル技術を活用し、活
力と魅力のある農山漁村を目指す必要があると
考え、DX構想に至りました。

DX推進に向けた研修会の開催、モデル地区に
おける農山漁村DX地域戦略計画の策定支援の
事業化に当たっては、内閣府の地方創生推進交
付金（現:デジタル田園都市国家構想交付
金）（令和３年度から３年間）を活用しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

DXの推進に当たっては、地域が抱える課題や
実情を洗い出し、将来のありたい姿を描くことが必
要です。ありたい姿に向けて、行政や地域の皆さ
んが連携して、現場で必要となるデジタル技術を
導入していくことが重要だと考えています。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

株式会社日本総合研究所、ＮＴＴ
コミュニケーションズ株式会社

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 022-211-2874 メール nariwai-ch@pref.miyagi.lg.jp電話宮城県農政部農山漁村なりわい課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ 農山漁村地域において、地域の実情に合ったDXを推進するため、モデル地区（市町村）における農山
漁村DX地域戦略計画の策定支援を行い、鳥獣被害対策やドローン、スマート農業の定着等の農政分
野を中心としたDX推進を目指す。

○ 中山間地域である宮城県七ヶ宿町においては、計画策定を契機に、鳥獣被害対策におけるICT機器の
活用やRTK基地局の整備・活用によるスマート農業の実装等、DXの推進が図られている。

108 デジタル技術を活用した住みたくなる農山漁村づくり【宮城県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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事業の概要

【参考情報①】 人口：631.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ

https://www.pref.chiba.lg.jp/toukei/toukeidata/joujuu/index.html

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.html

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（千葉県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

109 最新の情報通信技術を活用した「海況予測システム」の導入【千葉県】

○ 千葉県では、漁業者の操業を支援するため、海域の
表面水温や黒潮の流路などを分析し、漁海況速報
として水産情報通信センターのHPでPC向けに情報発信
している。

○ この情報発信は、運用開始から18年が経過し、その間、
海況予測技術や情報通信技術が大幅に進歩したこと
から、これまでできなかった漁業者ニーズの高い水深別の
詳細な海況情報や定置網の破損など大きな被害を及ぼ
す急潮発生に係る情報の提供等が可能となっている。

○ 新たに最新技術を活用した「海況予測システム」及び
「急潮予測システム」を開発するとともに、この予測情報を
スマートフォン向けに発信することで、操業の効率化と
漁業者の利便性の向上を図る。

千葉県では、令和３年度に千葉県スマート
水産業推進方針を策定し、水産現場への
ICT等の新技術の実装を進めることとしています。

この一環として、最新技術を活用し、数日先
までの海況を水深別に予測するシステムを開発
していくことになりました。

左記の２つのシステム及びスマートフォン向けに予
測情報を提供するホームページの開発には、国の
デジタル田園都市国家構想推進交付金を活用し
ま し た （ 令 和 4 年 度 事 業 費 28,621 千 円
（うち交付金 14,311千円））。

令和７年度事業費 11,437千円

事業の近況を教えてください。

令和５年４月から、開発したシステムによる予
測情報の提供を開始しています。今後はシステ
ムの保守管理を行うとともに、さらなる予測精度
の向上を目指していきます。

都道府県
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事業効果

コスト

担当部署 043-223-3032 メール suisan01@mz.pref.chiba.lg.jp電話千葉県農林水産部水産局水産課企画指導室

109 最新の情報通信技術を活用した「海況予測システム」の導入【千葉県】

○ １日平均200人の漁業者が、海況の予測情報を提供するホームページを閲覧し、漁業操業の効率化に
活用している。

○ 漁業者の意見に基づき、予測精度や利便性の向上のための改良に取り組むことで、海況予測システムの
利用が浸透し始めている。

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年10か月

R3.6～R4.7 漁業者要望の聞き取り、庁内調整
R4.8～R5.3 システム開発
R5.4～ 運用開始

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

株式会社オーシャンアイズ、
株式会社中電シーティーアイ

サービス
提供事業者

海況予測システム、急潮予測システム、千葉
県水産情報総合利用ネットワーク、漁業者に
よる観測結果を情報提供するホームページ

サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

円12,821千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円26,019千イニシャルコスト ※税抜

円

円
円

9,311千

3,030千
480千

•ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ保守管理
•観測ﾌﾞｲ・漁業者観測用
水質計保守管理
•その他

（内訳）
円

円
円
円

9,000千

8,300千
6,543千
2,176千

•海況予測ｼｽﾃﾑ・急潮
予測ｼｽﾃﾑ開発
• ﾘｱﾙﾀｲﾑ流況情報提供
ｼｽﾃﾑ・観測ﾌﾞｲ開発
• ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成
•その他

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想推進交付金TYPE1に
よる補助額:14,311千円

（備考）

都道府県
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10 商業・工業
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○ 北九州市は、北九州高専と連携し、中小ものづくり企
業の経営層向け生産性向上スクールを実施し、DX（デ
ジタルトランスフォーメーション）に対応するべく、経営層の
意識改革を目指している。

○ 経済産業省の支援を受け、産学官連携チームが独自
開発したカリキュラムを用いて、2日間×6講座のプログラム
（講義、ワークショップ、デジタル実習）を実施し、ビジネス
スクール形式で議論を行い、理解を深めている。

○ 令和元年度から６年間で、延べ97社、124名の受講
者が参加している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：91.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.city.kitakyushu.lg.jp/soumu/file_0373.html

【参考情報②】地方大学・地域産業創生交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/daigaku_kouhukin/

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北九州市）

（総務省）

講義の様子

取組の経緯・きっかけを教えてください。

生産年齢人口が減少していく中、中小企業の生
産性向上と企業変革には、デジタル技術の活用が
重要です。そこで、経営層がデジタル技術を活用した
国際標準の業務を体感的に学習できる、本事業を
開始しました。

カリキュラム開発にあたり、経済産業省「産学連携デ
ジタルものづくり中核人材育成事業」（平成30年
度）の支援を受けました。
事業の実施に当たっては、令和元年度から内閣府

の「地方大学・地域産業創生交付金」を活用しました。

令和４年４月、北九州市ロボット・DX推進センター
を設置し、市内企業への支援体制を一層強化していま
す。
また、経済産業省のDXセレクションにて北九州市の企

業が４年連続で受賞していますが、そのうち２社が本ス
クールに参加しているなど、支援の効果が出てきています。

サイバー空間と現実空間の連携

事業の近況を教えてください。

110 DXに対応した経営層向け生産性向上スクールの開催【福岡県北九州市】

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

令和７年度事業費 10,000千円

★担当:北九州市産業経済局地域経済振興部中小企業振興課★

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年３か月

公益財団法人北九州産業学術推進機構、
北九州工業高等専門学校

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H30.7～H31.3 カリキュラム作成
H31.4～R1.9 事業実施に係る庁内調整、受講生募集
R1.10～ 講座開講

担当部署 093-873-1433 メール san-chuushou@city.kitakyushu.lg.jp電話
北九州市産業経済局地域経済振興部
中小企業振興課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ 事業の過程で、市とスクールを受講する中小企業とのつながりが生まれ、中小企業の課題や需要を把握
することができ、支援事業の施策の見直し、拡大につながっている。

○ スクール受講生である中小企業の経営者層は、講座を通じてデジタル技術による生産性向上、業務革
新、事業成⾧、技術継承、人材育成、国際基準への準拠等の様々な利点について理解を深め、自社
の進むべき将来像、DXに取り組むための自社課題への気づきから、解決・実践への一歩を踏み出すマイ
ンドセットを得ている。

110 DXに対応した経営層向け生産性向上スクールの開催【福岡県北九州市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上
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○ 県内企業のDX推進支援拠点として、福井県産業
情報センター内に「ふくいDXオープンラボ」を設置し、専
門家相談対応、勉強会、体験型展示など、IT技術を
活用した学びと実践の場を提供している。

○ また、県内中小企業の社員や求職者向けに、DXに
よる業務効率化や経営戦略等について深く学ぶ⾧期
スクールを開校しているほか、経営層向け・業種別など
各分野のDX研修を実施し、県内のデジタル人材育成
に向けた取組を行っている。

○ さらに、全社的にDXに取り組む企業に対し、専門家
による⾧期的な伴走支援やデジタル投資支援を実施
するとともに、成功事例を発信することにより横展開を
図っている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：74.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.fukui-dxlab.com/ （ふくいDXオープンラボ）

令和７年度事業費 120,600千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福井県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

感染症流行により非接触やデジタル化への対応が
求められたことから、令和3年度より、DX推進拠点
の整備や専門家による伴走支援、人材育成支援、
デジタル投資への支援等を実施しています。

今後の展望を教えてください。

令和７年度は12月末時点で217件の相談対
応や46社への専門家派遣を実施し、県内企業へ
デジタル技術の活用方法をアドバイスしました。また、
DXについて⾧期的に深く学ぶ「ふくいDXスクール」
を46名が受講しています。

福井県では、県内企業がDXに取り組む上で、デ
ジタル化に関する「知識の不足」「人材の不足」「資
金不足」が課題であると考え、専門家による支援や
人材育成支援、デジタル投資支援を実施しておりま
す。今後もこれらの支援を継続するとともに、DXの
成功事例を積極的に情報発信し、横展開を図って
まいります。

111 IT技術の学びと実践の場を提供し、地域のデジタル人材育成を推進【福井県】

都道府県
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事業効果

コスト

担当部署 0776-20-0537 メール keieikaikaku@pref.fukui.lg.jp電話福井県産業労働部経営改革課

○ 「ふくいDXオープンラボ」による相談対応や専門家派遣により、県内企業のDX推進を後押ししている。
（令和７年１月～12月 相談対応:217件、専門家派遣:46社）

○ 「ふくいDXスクール」の取組により、県内でのデジタル人材育成につながっている。
（令和７年度 受講者:46名）

円120,600千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円－イニシャルコスト ※税込

円

円

円

24,534千

35,980千

60,086千

•ふくいDXオープンラボの運
営、推進体制整備
•県内企業のIT人材の育
成・確保支援
•デジタル技術導入に対す
る伴走支援や投資支援

（内訳）円－（内訳）

令和７年度当初予算（備考）（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

111 IT技術の学びと実践の場を提供し、地域のデジタル人材育成を推進【福井県】

都道府県
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サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

（公財）ふくい産業支援センターその他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
－



○ 秋田県は、これまでに県内事業者のDXの普及啓発、
促進を行うためのセミナー・体験研修会の開催や事例
の横展開などの取組を実施してきた。

○ こうした取組を経て、県では、令和３年度に県内事
業者におけるDX推進を図るためのポータルサイトを構
築した。県内事業者は、ポータルサイトを通じて身近な
企業のデジタル化事例や県等のセミナー、支援制度を
一元的に確認できるようになったほか、課題を登録する
と県内ICT関連企業から解決策の提案をもらうことが
可能となった。

事業の概要

【参考情報①】 人口：90.8万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://digital.pref.akita.lg.jp/

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/index.html

令和３年度事業費 9,942千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 4,061千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（秋田県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

112 地域の企業のDXを支援するポータルサイトを構築【秋田県】

これまでも県内事業者のデジタル化を支
援してきましたが、デジタル化を支援する国
や県、市町村等の施策の情報が一元化さ
れておらず、県内事業者にとって、活用でき
る支援策がわかりにくかったことがきっかけです。

「DX推進の加速化による地域イノベーショ
ン創出事業」として、内閣府の地方創生推
進交付金（令和２年度から３年間）を活
用しました。

事業の近況を教えてください。

令和８年２月現在、県内事業者の取組
事例を64件掲載しています。

239
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－その他
参画主体

株式会社トラパンツサービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.9 事業検討開始
R3.6 システム開発着手、取材実施
R4.3 サイト公開

担当部署 018-860-2245 メール digital@pref.akita.lg.jp電話
秋田県産業労働部産業政策課デジタルイ
ノベーション戦略室

円264千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円5,319千イニシャルコスト ※税抜

円264千•保守費用（内訳）
円5,319千

•委託料（システム開発
費及び取材費）

（内訳）

（備考）地方創生推進交付金による補助額:2,659千円（備考）

○ 県内企業のデジタル化の取組について見える化することができている。
○ ポータルサイトのマッチング機能が、県内ITベンダーと県内ユーザー企業との商談成立に寄与している。
○ 事例を閲覧したことによる県内企業同士のマッチングが実現したほか、事例を参考にした他社の取組実施

などの成果が出ている。

112 地域の企業のDXを支援するポータルサイトを構築【秋田県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載
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事業効果

コスト

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

サービス提供事業者等

都道府県



【参考情報①】 人口：155.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.kagoshima.jp/sangyo-
rodo/syoko/shien/iot/index.html

【参考情報②】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（内閣
府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/juutenshien.html

令和７年度事業費 169,457千円
（うち､物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（内閣府）
163,976千円）

113 かごしまDX推進プロジェクト事業【鹿児島県】

都道府県AIの活用
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○ 鹿児島県では、県内中小企業のデジタル化・DXに
向けた取組に対して、普及啓発からデジタル技術の導
入まで切れ目のない支援を実施することで、企業の生
産性向上や競争力の強化等の支援を実施している。

○ デジタル技術の導入に未着手の事業者等を対象に、
DXの必要性や事例紹介等を行うセミナーを開催している
ほか、デジタル技術の導入を予定している事業者に対して
は、相談窓口での助言・提案等を行うとともに、導入経費
の一部助成等を実施している。

○ また、県内中小企業の
DXの取組を伴走支援
できる高度デジタル人材
を育成するため、技術講
座の開催やフィールドワー
クを実施している。

事業の概要
もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（鹿児島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

人手不足が深刻化する中、デジタル技術の活用による
生産性向上の重要性が増しており、令和３年度まで
「かごしまIoT・AI推進プロジェクト事業」により支援を
行ってきましたが、県全体への取組普及のためには継続
した支援が必要と考えました。

令和７年度は、経営者向けの普及啓発セミナーを全３回
開催し、計107名が参加したほか、デジタル技術の導入等に
係る経費補助について88件支援しました。
また、高度デジタル人材育成のための講座を開催し、計32

名が参加しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

デジタル社会が進展する中、企業が競争力強化や新
事業の展開を図るためには、DXに向けた取組が必要で
あり、また、取組を推進する人材の育成も重要です。当
県では引き続き、中小企業のデジタル化・DXに向けた
取組を、入門から導入まで体系的に取り組める支援体
制を整えていきます。



事業効果

コスト

担当部署 099-286-2897 メール shin-sousyutsu@pref.kagoshima.lg.jp電話鹿児島県商工労働水産部新産業創出室

○ 令和６年度にデジタル技術の導入等を支援した中小企業70社のうち33社において、労働生産性が
３％以上向上した。

○ 令和７年度に経営者向けの普及啓発セミナーを全３回開催し、計107名が参加した。
○ 令和７年度にデジタル技術の導入等に係る経費補助について、88件支援した。
○ 令和７年度に高度デジタル人材育成のための講座を開催し、計32名が参加した。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

113 かごしまDX推進プロジェクト事業【鹿児島県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県AIの活用
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サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

株式会社アンクス（委託事業者）
MBC開発株式会社（委託事業者）
株式会社フォーバル（委託事業者）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R3.10~R4.3 庁内調整（６か月）
R4.4~5 企画提案公募・契約（２か月）
R4.6~ 事業開始



○ DXの取組手法をゼミ形式で体感し、モデル事例として
広く普及することで中小企業のDXを促進。

○ 変革による新たな価値創造に挑戦したい中小企業
（チャレンジ企業）がDXアドバイザーの助言・サポートを
受けながら、DXによる新事業や事業改革の議論・検討を
重ね、外部企業等もオブザーバーとして参加するゼミ形式
でビジネスモデルを構築。

○ ゼミでは随所にAIをツールとして活用しつつ、外部からの
新しい発想や知識を取り込み、検討の幅を広げるとともに、
オブザーバーはDXの構築体験を共有することでプロセスを
学び、自社での実践に繋げる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：539.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr09/ie07_000000018.html

【参考情報②】
新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府） とは
URL：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/shinchihoukouhukin/index.html

令和７年度事業費 8,612千円
（うち、新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府） 4,306千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（兵庫県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

DXは広く知られるようになりましたが、本来の意味であ
る「変革」の域に到達できた企業は３％程度です※。
※中小企業庁 「中小企業白書2025年版（DXの取組状況）」

「デジタル化」から「DX」まで押し上げることができれば労
働生産性、売上高の大幅な向上が期待できると考え、
変革意欲のある企業向けに実践の場を用意しました。

本事業については、内閣府の新しい地方経済・生活
環境創生交付金を活用しています。

都道府県AIの活用
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114 AIを活用したトランスフォーメーション（X）の推進【兵庫県】

DXゼミの様子

事業の近況を教えてください。

令和７年度は、「挑戦と
共創が生まれる場所づくり」
をテーマに全６回（１回２
時間）×チャレンジ企業
（２社）のゼミを開催しまし
た。オブザーバー（19社・団
体）含め多くの企業・団体
に参加いただきました。

アドバイザー

伴走支援

・DX事例の情報提供
・検討プロセスの紹介
・手法の紹介
・デジタル技術の活用紹介

チャレンジ企業

DX実践

・業務の効率化
・コストの削減
・製品、サービスの価値向上
・データに基づく意思決定

オブザーバー

ブラッシュアップ

・意見、アイデアの提供
・体系的なDXプロセス習得
・ネットワーク構築
・他社のDX視点、行動の習得

指導
助言

議論

体験
共有

サポート

DXゼミ講師 ゼミ受講生



事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 1年

(公社)兵庫工業会その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R5.4～R7.3 近畿経済産業局主催のDXｾﾞﾐﾅｰﾙに
（公社）兵庫工業会会員企業が参画

R6.4～R7.3 工業会と県で事業化に向けた各種調整
R7.4～ 事業開始

担当部署 078-362-3373 メール chiikisangyorichi@pref.hyogo.lg.jp電話兵庫県産業労働部地域産業立地課

○ 県内の中小企業におけるAI・IoTの導入や新しいビジネスモデルの創出に寄与している。
○ 中小企業におけるDXの推進を担う人材の育成に寄与している。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

114 AIを活用したトランスフォーメーション（X）の推進【兵庫県】

都道府県AIの活用
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事業の概要

【参考情報①】 人口：920.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/sr4/dx-project.html

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html 令和３年度事業費 75,120千円

（うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内閣府） 75,120千円）

令和４年度事業費 75,120千円
（うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内閣府） 75,120千円）

令和５年度事業費 110,120千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（神奈川県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

115 複数事業者が連携して取り組むDXプロジェクトへの支援【神奈川県】

○ 神奈川県では、令和３年度から、データとデジタル
技術を活用して、コロナ禍により顕在化した社会課題
の解決などに取り組む、新たな製品やサービスの開発プ
ロジェクト（DXプロジェクト）を公募し、開発・実証を
総合的に支援している。

○ DXプロジェクトは、複数の事業者が連携する取組で
あって、その成果を県内産業へ波及させるため、県内
企業等に販売等が可能で、汎用性がある製品やサー
ビスの開発であることを支援の対象としている。

○ 成功事例をモデルケースとして発信することで、県内
産業のDXを促進している。

○ 各プロジェクトの取組成果を報告会において紹介す
るほか、事例集としてホームページで公開することにより
広く周知し、県内企業等がDXに取り組む際の参考と
する。

近年の生産年齢人口の減少に加え、コロナ禍等に
より、企業活動は多大な影響を受けています。こうした
急激な環境変化に対応するために、デジタル化を進め
ることが急務となっていることから、県内企業等による
DXの取組を支援することとしました。

専門家による伴走型支援や、開発・実証に係る一部
経費の支援（最大1,000万円）に当たり、令和３、
４年度は、内閣府の新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金を活用しました。

事業の近況を教えてください。

令和３～５年度で計22件のDXプロジェクトを支援し、
各プロジェクトとも事業化に向けて進捗しています。プロ
ジェクトに参加した企業からは、「この事業が新規事業に
取り組むきっかけとなった」、「専門家派遣支援をきっかけ
に、新たに業界団体と繋がりを持つことができ、広く情報
収集を行えるようになった」といった声が寄せられています。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

有限責任監査法人トーマツ（専門家による助言や、
課題解決に向けて連携する企業等とのマッチング支
援）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 045-210-5646 メール kousinhan@pref.kanagawa.lg.jp電話神奈川県産業労働局産業部産業振興課

○ 新たな製品やサービスの開発プロジェクトへの総合的な支援と、成功事例の発信により、県内産業のDX
促進に寄与している。

○ 各プロジェクトの取組成果を報告会において紹介するほか、事例集としてホームページで公開するなど、広
く周知することにより、県内企業等がDXに取り組む際の参考となるようにしている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

115 複数事業者が連携して取り組むDXプロジェクトへの支援【神奈川県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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11 観光
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事業の概要

【参考情報①】 人口：1.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.e-hokuei.net/

【参考情報②】鳥取県ウォーキングコース旅行商品化支援事業補助
金（鳥取県）とは
ＵＲL：
http://db.pref.tottori.jp/yosan/29Yosan_Koukai.nsf/f50df4128b430ebf
49257480003a4787/423f0ace49b94ec6492580a4000bf08c?OpenDocu
ment

令和３年度事業費 360千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北栄町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

「名探偵コナンに会えるまち 北栄町」の魅力づくりと
北栄町に訪れていただいた方の町内への周遊性を高
めるためです。

導入時には「鳥取県ウォーキングコース旅行商品化
支援事業補助金」を活用しました。

事業の近況を教えてください。

「ゆらまちウォーク」に謎解き要素を追加し、令和３
年度に「謎解きゆらまちウォーク」としてバージョンアップ
しました。ゲーム感覚で町の周遊を楽しんでいただける
ような工夫を行っています。

〇 北栄町は「名探偵コナン」の作者、青山剛昌先生
の出身地であり、コナン駅（JR由良駅）から青山
剛昌ふるさと館までの1.4kmを「コナン通り」とし、
キャラクターオブジェや案内板など色々な場所で
「名探偵コナン」のキャラクター達に出会えるまちづくり
を行っている。

〇 「コナン通り」を中心に、町内を周遊してもらうため
ARを活用したウォーキング事業「謎解きゆらまち
ウォーク」を実施。
町内にあるオブジェや看板に

設置されているマーカーを専用
アプリで読み取り、名探偵コナン
に登場するキャラクター達の
デジタルスタンプを10箇所全て
集めると、オリジナルの限定待受
画像がもらえる。

Ⓒ青山剛昌／小学館

116 AR技術を用いた周遊観光の促進【鳥取県北栄町】

人口:１万人以上
５万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

－その他
参画主体

山本印刷株式会社サービス
提供事業者

COCOAR（ココアル）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H30.4～10 庁内調整（7か月）
H30.11～3 システム改修（5か月）
H31.3～ 事業開始

担当部署 0858-37-3158 メール kouryu@e-hokuei.net電話北栄町観光戦略室

○ コナン通り周辺の散策をしながらARを楽しむ観光客の姿が見受けられるようになり、町内を周遊してもらう
ことができている。

円78千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円360千イニシャルコスト ※税抜

円78千
•謎解きゆらまちウォークAR
使用料

（内訳）円
円
円

200千
100千
60千

•スタンプラリーアプリ作成
•スタンプ画像制作
•システム利用料

（内訳）

（備考）（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

116 AR技術を用いた周遊観光の促進【鳥取県北栄町】

人口:１万人以上
５万人未満低コスト
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○ 嬉野市は、観光客の嬉野への来訪意欲を高めるた
め、嬉野市観光のオンラインプラットフォームとして、令和
４年の西九州新幹線開業に合わせて、仮想の駅前
広場である「デジタルモール嬉野」をオープンした。

○ 利用者は自身の分身となるアバターで仮想空間内
を自由に動き回り、360度カメラ撮影による臨場感あ
ふれる観光の疑似体験が可能になっている。

○ 第46～48回嬉野温泉夏まつりの花火大会の模様
やステージイベントの様子を、メタバース上でLIVE中継
するなど、ヴァーチャルとリアルを融合させた取組を実施
している。

事業の概要

【参考情報】 人口：2.4万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.ureshino.lg.jp/shisei/keikaku/_28638/
28673.html（市ＨＰ）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

117 観光振興のため、メタバース空間に「デジタルモール嬉野」を構築【佐賀県嬉野市】

（嬉野市）

嬉野市は、温泉を有する観光を主産業とする街
です。事業を計画した当時はコロナ禍のさ中で、
人々の移動に大きな制限がかかっており、地域経
済は大きなダメージを受けていました。そうした状況
であっても、嬉野の街並み・観光を遠隔で体験でき
る環境を整備することで嬉野ファンを増やし、いずれ
は嬉野市を訪れたいと思わせる施策が必要と考え、
事業に取り組みました。

近況や今後の展望を教えてください。

嬉野は観光を主産業とする街であり、より多くの
方に訪れてもらうためには、知名度の更なる向上が
必要です。本事業についても、積極的に周知し、
誘客につなげたいと考えています。

令和５年度事業費 非公表

工夫している点を教えてください。

市内の観光・地域・商業に関わる各種団体とプロ
ジェクトチームを編成し、地域内の情報リテラシーを
高めています。そのうえで、観光客・来訪者向けの
デジタルイベント、サービスを展開しています。

人口:１万人以上
５万人未満

メタバース・
Web３の活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

117 観光振興のため、メタバース空間に「デジタルモール嬉野」を構築【佐賀県嬉野市】

日本工営株式会社、株式会社大日本印
刷、NTTデータ九州

サービス
提供事業者

デジタルモール嬉野（メタバース）、バー
チャル嬉野（VRゴーグルサービス）、嬉野
散歩（バーチャルツアーサービス） 等

サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.12 協議会において事業の方向性を決定
R3.12～R4.9 システム構築
R4.9末 サービス提供開始

担当部署 0954-27-7020 メール machizukuri@city.ureshino.lg.jp電話嬉野市新幹線・まちづくり課

○ メタバース内において、第46回から第48回までの嬉野温泉夏まつりの花火大会のパブリックビューイングを
実施した結果、３か年で延べ約11,000人のアクセスがあり、大きな賑わいを見せた。これにより、嬉野の
ファン層拡大につながっている。

○ 取組に興味を持つ自治体からの視察来訪も増えたことから、一定の認知や評価は得られていると考えてお
り、市外在住者の嬉野への観光意欲の向上にもつながっているものと想定する。

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）

（備考）（備考）

株式会社ケー・シー・エス（JV構成企業。主宰）日
本工営株式会社（JV構成企業。デジタル事業担
当） 等
※メタバース空間構築はJVから大日本印刷に再委託

その他
参画主体

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満

メタバース・
Web３の活用
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○ 秩父市では、人気観光地である三峯神社周辺の
混雑を解消・分散し、観光客の満足度を向上させるた
め、駐車場や付近の道路にAIカメラを設置し、駐車場
の空き状況や道路の渋滞情報を把握したうえで、ポー
タルサイトで公開している。

○ ポータルサイトには、現在の混雑状況に加え、過去
のデータから予測される将来の混雑度合いや、市内の
飲食店や土産店、レジャー施設等の情報も掲載して
いる。観光客が混雑を避けた
観光周遊できるようにする
ことで、体験価値の向上に
繋げている。

○ その他、車両のナンバー
プレートを捕捉し、各車両の
来訪エリアや平均滞在時間を
把握・分析することで、観光
施策の立案に活用している。

事業の概要

【参考情報】 人口：5.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.chichibu.lg.jp/?_fsi=tGMx3paV（秩父市
HP）

令和７年度事業費 1,439千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（秩父市）

市内にある三峯神社の市営駐車場では、ハイ
シーズンには３時間以上の入場待ちが発生し、ま
た、駐車場に至る道路に⾧い渋滞が発生するため、
観光客から不満の声が上がっていました。
また、駐車場の入場待ちで時間を消耗してしまう

ことで、観光客が市内の他観光地を訪れる時間が
不足してしまい、観光周遊に繋がらなくなっていまし
た。
これらの対策として、混雑状況を事前に把握させ

ることで不満を低減し、また、他スポットの情報を提
供することで、混雑の分散・他観光スポットの周遊
を促すのがよいと考え、取り組みを開始しました。

事業の近況・今後の展望を教えてください。

本事業で得たノウハウを踏まえ、市内の他の観光
地にもAIカメラを設置することで、より多くのスポットの
混雑状況を可視化しています。観光客の満足度向
上や、観光消費活動の喚起に向けて、引き続き取
り組んでいく予定です。

118 混雑状況の「見える化」により、観光地の混雑緩和と周遊を促進【埼玉県秩父市】
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人口:５万人以上
10万人未満

出所：秩父市 現在の混雑状況（https://pages.vacan.com/9b442f3c83eb45）



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

（一社）日本防災プラットフォーム、株式会社ゼンリン、
日本電気株式会社

その他
参画主体

株式会社バカンサービス
提供事業者

VACANサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.6～8 検討（３か月）
R5.10 事業者・サービスの選定（１か月）
R5.11 AIカメラ設置・システム構築（４か月）
R6.2～ 運用開始

担当部署 0494-21-5522 メール sentan@city.chichibu.lg.jp電話秩父市産業観光部先端技術推進課

○ 観光客が駐車場や道路の混雑状況を事前に把握できるため、効率的でストレスのない、満足度の高い
観光周遊プランを立てることができる。

○ ポータルサイトへの総アクセス件数は234,855件であり（令和７年９月30日時点）、多くの観光客に
利用されている。

円1,308千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円10,000千イニシャルコスト ※税抜

円
円

円

888千
180千

240千

•混雑可視化ｼｽﾃﾑ利用料
• API連携費用
•ポータルサイトサービス運
営費用

（内訳）円
円
円
円

862千
8,503千

115千
520千

•事務運営管理業務費
•システム開発費
• ダッシュボード開発費
•ポータルサイト開発費

（内訳）

（備考）地域課題解決のためのスマートシティ推進事業補助金
による補助額:5,000千円

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

118 混雑状況の「見える化」により、観光地の混雑緩和と周遊を促進【埼玉県秩父市】
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人口:５万人以上
10万人未満



○ 岐阜市では、戦国時代の岐阜城全体（山上部・
山麓部・城下町）を再現したメタバース（仮想空
間）を制作し、Web上にて公開する。

○ 本取組は、多くの人々にメタバース空間そのものを楽
しんでいただき、実際に現地にも行ってみたいと感じても
らうことを目的とするものであり、QRコードでアクセスでき
る現地案内サイトの公開や、高精細３DCGのオープン
データ化、展示等への活用も行うものである。

○ 高精細３DCGを制作するにあたり、岐阜城の「本物
の魅力」が伝わるよう、
リアリティを徹底的に追
及しており、岐阜市が
⾧年にわたり実施して
きた岐阜城跡の発掘
調査の成果に基づい
て、CGを精緻に作り
込んでいる。

事業の概要

【参考情報】 人口：39.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.nobunaga-kyokan.jp/metaversegifucastle/

（メタバース岐阜城特設サイト）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

119 戦国時代の岐阜城全体を再現したメタバースを公開【岐阜県岐阜市】

（岐阜市）

本市では、平成27・28年度には、VR映像技術
による戦国時代の岐阜城（主に山麓部）を再現
した高精細３DCGを制作するなど、これまでも、日
本遺産「「信⾧公のおもてなし」が息づく戦国城下
町・岐阜」を活用した事業に取り組んできました。
その取組をさらに発展させ、「信⾧公のおもてな

し」の舞台を誰もが場所や時間を問わずよりリアルに
体感できるように、戦国時代の岐阜城全体を再現
したメタバースをWeb上に公開することとしました。

近況や今後の展望を教えてください。

令和６年４月に山麓部のメタバースサイト及び
現地案内サイトを公開し、令和７年４月からは、
山上部及び城下町を公開しています。

令和５年度事業費 34,485千円、令和６年度事業費 26,075千円

工夫している点を教えてください。

産学官連携として、東京国際工科専門職大学
にシステム開発の一部を、日本電子専門学校に
CG制作の一部を委託しています。

提供：岐阜市

イメージ

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年

株式会社NHKエンタープライズ中部支社（プロモー
ション）、東京国際工科専門職大学（システム開
発）、日本電子専門学校（CG制作）

その他
参画主体

株式会社NHKアートサービス
提供事業者

フォートナイトサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R5.4～7 プラットフォーム検討
R5.7～R6.3 山麓部公開準備、山上部CG制作
R6.4～ 山麓部公開
R6.4～R7.3 山上部・城下町CG制作・公開準備
R7.4～ 山上部・城下町公開

担当部署 058-214-2365 メール bunkazai@city.gifu.gifu.jp電話岐阜市ぎふ魅力づくり推進部文化財保護課

○ メタバースアクセス数の目標値を令和６年度100,000件、令和７年度150,000件に設定しており、本
取組を通じて、岐阜市の日本遺産の認知度向上、市民のシビックプライド醸成、交流人口及び関係人
口の増加、観光振興・産業活性化等の効果を得ることを見込む。

円200千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円60,560千イニシャルコスト ※税込

円200千•保守費用（内訳）円
円
円

18,150千
27,370千
15,040千

•システム開発
•高精細３DCG制作
•その他（諸経費等）

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ（横展開型））による補助額:17,242千円
（令和５年度）・13,037千円（令和6年度）

（備考）

119 戦国時代の岐阜城全体を再現したメタバースを公開【岐阜県岐阜市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用
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【参考情報①】 人口：79.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://saga-moblab.jp

令和４年度事業費 43,624千円（さがMaaS事業実行委員会の予算額を記載）

（うち、日本版MaaS支援事業補助金（国土交通省） 1,200千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（佐賀県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 佐賀県は、人口減少社会における持続可能な交
通体系を構築するため、MaaSアプリ「myroute」を導
入し、県民及び観光客に多様な移動手段からなる
シームレスで快適な移動を提案している。

○ このプロジェクトは、佐賀県などの行政機関や交通事
業者など多様な分野の事業者で構成される「さが
MaaS事業実行委員会」が実施している。

○ アプリ上で販売されるデジタルチケットは、利便性を
向上させるだけでなく、公共交通における決済手段の
高度化や、県内における交通事業者間の連携を促し、
持続可能な交通体系の構築に貢献している。

事業の概要

公共交通の利便性向上と利用促進を図るため、佐賀
県が交通事業者と連携して進めてきた路線バスの運行
情報のデジタル化と全国共通ICカードの導入に続く取組
として、令和２年夏からMaaSの検討を始めました。

事業の近況を教えてください。

令和４年度においては、アプリの利用やデジタルチケッ
トの造成にあたり、国土交通省の「日本版MaaS推進・
支援事業」の対象事業として採択され、補助金の交付
を受けました。

デジタルチケットの発売、交通結節点のデジタル化、
カーシェアなど新しい移動手段の導入及び他業種との連
携を通じて、県民及び観光客の公共交通利用を促進し、
持続可能な交通体系の構築を目指しています。

120 交通事業者など多様な主体が参画したアプリの導入によるMaaS観光利用実証【佐賀県】

都道府県
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事業効果

コスト

担当部署 0952-25-7525 メール koutsuuseisaku@pref.saga.lg.jp電話
佐賀県交通政策課地域交通システム室
（さがMaaS事業実行委員会）

○ アプリ上で購入できるデジタルチケットの認知が向上し、当該乗車券を利用して公共交通を利用する県民
が増えている。（R4.1～R4.3:販売券種 2種類・販売枚数 91枚、R6.4～R7.3:販売券種 14
種類・販売枚数 3,124枚）

円10,519千ランニングコスト（1年あたり）円－イニシャルコスト ※税抜

•（非公表）（内訳）円－（内訳）
さがMaaS事業実行委員会から（一社）九州MaaS
協議会への負担金。
※（一社）九州MaaS協議会がmy routeを提供する
トヨタファイナンシャルサービス（株）と契約を締結している。

（備考）既存アプリを活用したためシステム開発費用なし（備考）※主にシステム導入等
に係るコストを記載

120 交通事業者など多様な主体が参画したアプリの導入によるMaaS観光利用実証【佐賀県】

都道府県
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サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

・県内交通事業者
・県内20市町
・その他関係団体 合計47団体（R7.12時点）

その他
参画主体

トヨタファイナンシャルサービス株式会社サービス
提供事業者

my routeサービス名

パッケージ製品を運用運用形態

R3.2～12 関係者調整（11か月）
R4.1～ 事業開始



○ 滋賀県には、国指定のナショナルサイクルルートであ
る「ビワイチ(琵琶湖一周のルート)」などがあり、サイクリ
ングが盛んなことから、県内全域への自転車による周遊
観光の推進(サイクルツーリズムの推進)に取り組んでい
る。

○ そこで、サイクリングに合わせて、県内の観光地や飲
食店に立ち寄り、楽しんでもらうことを目的として、サイク
リング専用アプリである「BIWAICHI Cycling Navi」
を公開している。このアプリに蓄積したログデータを活用
することで、サイクリングをしている人がどのようなスポット
に立ち寄っているのかなどを分析し、ビックデータとして集
約することができる。それにより、県は、消費者の需要を
掘り起こし、事業者に消費者のニーズ
を届け、琵琶湖周辺にとどまらない
新たな観光需要の創出に寄与して
いくことを検討している。

事業の概要

【参考情報】 人口：140.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
http://static.cld.navitime.jp/smartstorage/gov_cycle/shiga/html/app_
info.html （ビワイチアプリ）

令和３年度事業費 5,307千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（滋賀県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

近畿運輸局の「近隣観光都市からの誘客促進の
ための滋賀県広域周遊アドベンチャーツーリズムモデ
ルツアー造成等事業」を活用しました（公益社団法
人びわ湖ビジターズビューローとの連携事業）。

令和４年２月に新機能をリリースしたところです。
引き続きビッグデータを収集し、活用を図っていきます。

「ビワイチ」体験の記念として、走行記録（ログデー
タ）や写真のSNS投稿機能を求める意見が多くあっ
たため、アプリの機能を拡充しました。

事業の近況を教えてください。

121 サイクリングアプリのログデータを活用し、将来の観光需要を生み出す【滋賀県】

都道府県
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事業効果

コスト

担当部署 077-528-3746 メール biwaichi@pref.shiga.lg.jp電話
滋賀県商工観光労働部観光振興局ビワ
イチ推進室

○ アプリに蓄積したログデータを活用することで、サイクリングをしている人がどのようなスポットに立ち寄っている
のかなどを分析し、ビックデータとして集約することができるようになった。

○ サイクリングルートや関連施設の情報等、基本的な観光情報をアプリで提供できるようになった。
○ 周遊企画等のイベントをアプリを用いて実施することにより、多彩な楽しみ方を提供や、新たな観光需要の

創出ができるようになった。

円5,604千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円9,000千イニシャルコスト ※税抜

円5,604千•運用・保守費（内訳）円9,000千•導入・運用費（内訳）
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ）による補助を活用

（備考）近隣観光都市からの誘客促進のための滋賀県広域周
遊アドベンチャーツーリズムモデルツアー造成等事業
（近畿運輸局）による補助を活用

（備考）

121 サイクリングアプリのログデータを活用し、将来の観光需要を生み出す【滋賀県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

株式会社ナビタイムジャパン、株式会社ナ
ユタ

サービス
提供事業者

ビワイチサイクリングナビサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

－
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○ 静岡県は、観光におけるデジタル化を推進するため、
「観光デジタル情報プラットフォーム（以下「PF」）」を令和２
年 度 から構築。観光施設や飲食店情報など約25,000
件のデータを集積し、オープンデータ化を進めている。

○ PFと連携した静岡県公式観光アプリ「TIPS」を開発。
デジタルスタンプラリーイベントの開催等により増加した利用
者の操作ログをビッグデータとして活用している。

○ 地域全体での観光データの活用を推進するため、専門
家を地域へ派遣し、データを活用した観光施策の取組に
向けた伴走支援を実施している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：357.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.shizuoka.jp/kankosports/
kanko/hallonavi/1021757.html
（静岡県公式観光アプリ「TIPS」 静岡県ホームページ）

令和７年度事業費 95,000千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 47,500千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（静岡県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

近年、個人旅行の増加やスマホを使った旅行中で
の情報検索等、観光を取り巻く環境が急速に変化
し、観光分野のDX化が必要となっています。静岡県
では、「データを収集・分析し、共有することで、大き
な価値が生まれ、その価値を社会に分配する」という
考え方に立ち、PFの構築を進めています。

PFの構築及び運用には、内閣府の地方創生推進
交付金（令和２年から３年間）等を活用しました。

事業の近況を教えて下さい。

令和５年度からは、市町や観光協会に、データサイ
エンティスト等の専門家を派遣し、マーケティング強化と
戦略的な誘客を支援しています。
また、令和６年度からは、観光アプリ「TIPS」のWEB

スタンプラリー機能を庁内外に開放し、さまざまなスタン
プラリーを開催してもらうことで、利用促進とデータ収集
を進めています。

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

122 観光アプリと連携したデータ利活用基盤によるデジタルマーケティングの推進【静岡県】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年６か月

株式会社JTB、株式会社JTB総合研究所（観光
データ活用支援）
県内全域の市町及び市町観光協会

その他
参画主体

日本電気株式会社、株式会社
Geolocation Technology

サービス
提供事業者

データ利活用基盤、観光アプリサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H31.4～R2.3 庁内調整（12か月）
R2.4～9 システム構築（６か月）
R2.10～ 事業開始

担当部署 054-221-2858 メール kankou2@pref.shizuoka.lg.jp電話静岡県スポーツ・文化観光部観光政策課

○ 県内市町における旅行者データ等を活用した戦略的な誘客施策の構築等につながっている。（市町等
を対象とした専門家による伴走支援に、令和５年度から令和７年度の３年間で、県内35市町中22市
町１地域が参加した。）

○ 令和６年度から開放しているスタンプラリー機能を利用して、令和７年度には35のイベントが開催されて
おり、アプリのダウンロード数の増加とログデータ等の集積につながっている。

円約24,000千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円約60,000千イニシャルコスト ※税抜

円
円

15,000千
9,000千

• ﾃﾞｰﾀ利活用基盤運用費
•観光アプリ運用費

（内訳）円
円

40,000千
20,000千

• ﾃﾞｰﾀ利活用基盤構築費
•観光アプリ構築費

（内訳）

地方創生推進交付金による補助額:12,000千円（備考）地方創生推進交付金による補助額:30,000千円（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

122 観光アプリと連携したデータ利活用基盤によるデジタルマーケティングの推進【静岡県】

都道府県
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12 交通

262



○ 更別村では、今後も日本一の畑作地帯として発展
していくため、ICT等も活用しながら公共交通体系等を
強化し、住民の利便性向上と移住・定住の推進等を
図る取組を進めており、農村地域と市街地を結ぶ予約
運行型の乗合タクシーや市街地を循環運行する既存
の村民バスの増便等の実証運行、交通アプリシステム
の開発を進め、令和３年10月から本格運行を開始し
た。

○ 交通アプリシステムでは、乗合タクシーや村民バスの
位置情報をリアルタイムに把握できるほか、個人情報
利用の同意を得られた方は乗合タクシーの予約をする
ことができる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】農山漁村振興交付金（農林水産省）とは
ＵＲＬ：https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/shinko_kouhukin.html

令和３年度事業費 5,046千円
（うち、農山漁村振興交付金（農林水産省） 2,451千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（更別村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

123 村民バスと乗り合いタクシーを活用したデマンド交通の整備【北海道更別村】

交通アプリシステム
QRコード

令和元年度から令和３年度までの３か年、農村地
域予約運行型タクシー及び市街地村民バスの増便に
よる実証運行や、乗合タクシーの予約・位置情報を把
握することが可能なアプリの開発及び実証に、農林水
産省の農山漁村振興交付金（参考情報②）を活
用しております。
また、令和３年10月からは乗合タクシーの本格運

行に伴い、国土交通省の地域公共交通確保維持改
善事業を活用しております。

農村地域において公共交通が利用できない住
民からの要望等を踏まえ、令和元年度にアン
ケート調査を実施し、更別村に安心して住み続
けられるよう、公共交通網の整備及び買い物を
はじめとした生活行動の支援や免許を返納した
高齢者などの移動手段を確保するため、国の交
付金を活用しております。

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年６か月

大正交通有限会社
（乗合タクシー運行業務委託業者）

その他
参画主体

有限会社 ワン・エックスサービス
提供事業者

予約システムアプリサービス名

個別開発した製品を運用運用形態

R1.4～R2.3 計画策定、実証運行、システム基本設計
R2.4～R3.3 実証運行（分析含む）、システムアプリ開発
R3.4～R3.9 乗合タクシー開始支援、システムアプリ改良
R3.10～ 事業開始

担当部署 0155-52-2114 メール kikaku@sarabetsu.jp電話更別村企画政策課

円10,596千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円17,455千イニシャルコスト ※税抜

円
円

10,332千
264千

•乗合タクシー運行業務委
託費
•予約システムアプリ保守

（内訳）
円17,455千

•実証運行、予約システム
アプリ開発など

（内訳）

別途、地域公共交通確保維持事業「地域内フィー
ダー系統補助」を活用し、事業者を支援

（備考）農山漁村振興交付金による補助額:2,451千円（備考）

○ 高齢者層における交通弱者の移動手段が確保でき、住民から「便利となった」との声が寄せられている。
○ 村民バスの運行経路を市街地のみに集中させることができ、村民バスの運行管理にかかる労力が軽減し

た。

123 村民バスと乗り合いタクシーを活用したデマンド交通の整備【北海道更別村】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人未満
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○ 久米南町では、AI予約配車システムを活用したフル
デマンド交通によって、運行時間内において、いつでも
好きなときに乗り合い車両を配車することを可能とし、
町内の移動の利便性向上を図る取組を進めている。

○ 配車予約は、スマートフォンアプリ「SAVS（※）」上か
ら、乗車・降車位置、時刻、乗車人数等を登録するこ
とで行えるものであり、電話で予約も可能としている。

○ 利用者アンケートにおいて、66.4％が「行きたい買い
物先まで一人でいけるようになった」、39.8％が「外出
頻度が増えた」との回答があり、町民の移動の利便性
向上につながっている。

○ 国の補助金である
地域公共交通確保
維持事業「地域内
フィーダー系統補助」
を財源として活用して
いる。

事業の概要

【参考情報】 人口：0.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.kumenan.lg.jp/living/traffic/public-
transport/index.html（町HP） 令和５年度事業費 44,480千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

124 AI予約配車システムを活用した持続可能なフルデマンド交通【岡山県久米南町】

（久米南町）

久米南町では、町内に民間路線バスもタクシー
事業者もいない状況で、公共交通機関はJRとス
クールバス兼コミュニティバスの状況でした。このため、
コミュニティバスの利便性向上を図るためデマンド交
通を導入しました。その後、さらなる利便性向上及
び効率化を目指しAI予約配車システムを活用した
フルデマンド交通の運行を開始しました。

利便性、効率性と運行経費とのバランスをとれる
よう車両数、運行時間の設定を工夫しています。
また、運行事業者も単年で終了する事業では参画
しにくいと考え、５年間の基本協定を結んでいます。

他自治体からよく質問されることを教えてくだ
さい。

運行主体や、住民等からの問合せ対応の程度を
聞かれることがあります。「運行主体は民間事業者
で補助事業として実施しており、問合せ対応も事
業者が運営するコールセンターで適切に対応いただ
いています。」と回答しています。

イメージ

出典：町HP

※SAVS（Smart Access Vehicle Service)

人口:１万人未満AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ９か月

株式会社エスアールティー（デマンド交通の運行）その他
参画主体

株式会社未来シェアサービス
提供事業者

SAVS(Smart Access Vehicle 
Service)サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H31.4 トヨタモビリティ基金採択
R2.1 AIを導入した運行の開始

担当部署 086-728-2111 メール soumukikaku@town.kumenan.lg.jp電話久米南町総務企画課

○ 利用者アンケートにおいて、利用者の66.4％が「行きたい買い物先まで一人でいけるようになった」、
39.8％が「外出頻度が増えた」と回答しており、移動の利便性向上につながっている。

円46,980千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円7,251千イニシャルコスト ※税込

円
円

45,000千
1,980千

•運行経費補助
•システム経費

（内訳）

円7,251千

•オンデマンド乗合交通実
証実験に係る役務提供
（2019～2020年度）

（内訳）

別途、地域公共交通確保維持事業「地域内フィーダー
系統補助」を活用し、事業者を支援

（備考）AI導入に係る経費のみであり、運行経費は含まない（備考）

124 AI予約配車システムを活用した持続可能なフルデマンド交通【岡山県久米南町】

人口:１万人未満AIの活用
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【参考情報①】 人口：5.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.shijonawate.lg.jp/soshiki/33/33941.html

https://www.city.shijonawate.lg.jp/soshiki/33/67800.html

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和３年度事業費 10,571千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 5,285千円）
令和４年度事業費 30,092千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 15,046千円）
令和５年度事業費 32,440千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 16,220千円）
令和６年度事業費 28,161千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 14,078千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

令和２年度未来技術社会実装事業に選定いただ
き、現地支援責任者である国土交通省の支援のもと、
令和３年度から内閣府の地方創生推進交付金に加
え令和４年度から企業版ふるさと納税を活用していま
す。
実装開始してから住民の反応はいかがでしたか?

地域ボランティアチームのたわらコネクトカート(TCC)
の周知活動のおかげで、多くの地域住民に利用してい
ただいており、運行開始から約１年半で乗車人数
2,500人を達成しました。走行中に子どもたちから声
をかけてもらうことも多く、地域内での認知度が上がっ
ていると感じています。

住民参加型のまちづくりを進める中で、地域課
題を“新たな技術”を導入し解消することとしました。
この考えに賛同いただいた地域ボランティア団体、
大学、企業とが一緒に実証実験を行い自動運転
を起点としたまちづくりの取組を開始しました。

（四條畷市）

○ 四條畷市では、田原地域における課題解決、地域活
性化のため、住民参加型の田原活性化対策本部会議
において、多様な地域課題を吸い上げ、スマートシティの
推進に向けた取組を実施している。

○ その中で、自動運転車を軸とした地域主体のまちづくり
を地域再生計画に掲げ、令和３年度に自動運転に関
する計画を策定。令和４年度から５年度にかけて、実
証実験を重ね、令和6年5月から地域ボランティアチーム
「たわらコネクトカート(TCC)」による運行を開始した。

○ 令和６年度からは、自動運転レベル４に向けた取組
を開始。令和６年11月～12月上旬には、「路車協調
システム」、「遠隔監視システム」を活用した実証実験を
実施した。

125 自動運転車によるまちづくりに関する実証実験【大阪府四條畷市】

人口:５万人以上
10万人未満

事業の概要
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事業効果

コスト 円3,855千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円21,610千イニシャルコスト ※税込

円
円
円
円

3,036千
546千
88千

185千

•システムライセンス料
•ボランティア謝礼
•通信費
•保険、点検修理費等

（内訳）円
円
円

6,562千
6,578千
8,470千

•ベース車購入
•改造費
•遠隔監視システム
機器導入委託

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ（横展開型））、地域公共交通確保維持改
善事業補助金を活用

（備考）

○ 住民を対象とした乗車体験や乗車アンケートを行うことで、導入に最適な車種を選定することができた。
○ 自動運転車の乗車体験に参加した252人に新たな技術を体感してもらうことができた。
○ 地域住民を巻き込みながら実証実験を行うことで、地域コミュニティの形成に寄与することができた。
○ 自動運転車の運行を開始して約１年半で、乗車人数2,500人を達成した。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

125 自動運転車によるまちづくりに関する実証実験【大阪府四條畷市】

人口:５万人以上
10万人未満
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スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年

R3年度 基本構想・実施計画策定、閉鎖空間での自
動運転走行、公道内のルート選定の手動走行

R4年度 高精度３次元地図を活用した実証実験等
R5年度 導入車両選定のための乗車体験
R6.5 実運行開始（運行日:毎週水曜日、第3土曜日）

自動運転レベル４に向けた取組開始

サービス提供事業者等

移動支援ボランティア団体 「たわらコネクトカート
（TCC）」（運行主体）、「日本一前向き!」コ
ンソーシアム（事業推移に関する助言）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

担当部署 0743-78-0175 メール tawara@city.shijonawate.lg.jp電話四條畷市田原支所



○ 自動車に依存した社会である地方都市における
公共交通は、交通手段分担率が低迷しており、運転手
不足や運用コスト負担という課題が存在。

○ そこで、中央前橋駅前ロータリー及び試験路をローカル
５Gエリア化し、自動運転バスの「複数台運用」及び「遠
隔監視・操作」の実証を実施。

【参考情報①】 人口：32.9万人（令和７年１月１日現在）
実証地域：群馬大学、上毛電鉄中央前橋駅
実施体制（コンソーシアム）：一般社団法人ICTまちづくり共通プラット
フォーム推進機構、前橋市、日本電気㈱、日本モビリティ㈱、群馬大学

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

本事業は、総務省の令和３年度「課題解決型ロー
カル５Ｇ等の実現に向けた開発実証」事業を活用して
実施しました。

事業の概要

前橋市では、令和３年６月に「前橋市地域公共
交通計画」を策定し、「公共交通による、まちなかの
回遊性の向上」を目指していますが、路線バスの
運転事業者のドライバー不足、運用コストの低減が
課題となっています。その解決策として、ローカル５Ｇを活用した
遠隔型自動運転バス社会実装事業を行いました。

（前橋市）

事業の近況を教えてください。

本実証成果の実装に向けては、通信設計の更なる
最適化、自動運転技術の向上、法制度等課題への
対応が必要だと考えています。令和４年度以降、
ローカル５G装置の仕様等について継続検討しながら、
一部路線におけるレベル４自動運転の運行の実施等段階的な
実装を目指しております。自動運転バスが社会実装されることに
よって、市から県へ展開した「GunMaaS」の推進に大きく寄与す
るものと考えています。

伝送情報:カメラ映像等（走行状況を把握するための車内外情報）

伝送情報:カメラ映像等（特に自動運転車両の死角）

遠隔管制室

ローカル５Ｇ基地局路側センサ

ＵＥ

路側ー遠隔管制室間

車両ー
遠隔管制室間

自動運転バス

 ローカル５Gによりセンサ情報と高品質カメラ映像の伝送が可能
⇒運行に必要な情報の質の改善に寄与

 AI等により「必要な時に必要な情報を必要な分だけ」伝送が可能
⇒遠隔監視者の監視効率改善により、安全性向上に寄与

 ローカル５Gによりセンサ情報と高品質カメラ映像の伝送が可能
⇒死角の軽減寄与、走行の安全性向上に寄与

＜車両－遠隔管制室間の情報伝送＞

＜路側－遠隔管制室間の情報伝送＞

【参考情報②】令和３年度「課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた
開発実証」事業（総務省）とは
ＵＲＬ：https://go5g.go.jp/carrier/令和３年度ローカル５ｇ開発実証報告書/

令和３年度事業費 －
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126 ローカル５Gを活用した遠隔型自動運転バス社会実装事業【群馬県前橋市】

人口:30万人以上AIの活用



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 13か月

一般社団法人ICTまちづくり共通プラットフォーム推進
機構（全体統括）、学校法人群馬大学（自動運
転に関する技術監修）
日本中央バス株式会社（運行会社）、前橋警察
署、上毛電気鉄道株式会社、株式会社NTTドコモ

その他
参画主体

日本モビリティ株式会社、日本電気通信
株式会社

サービス
提供事業者

自動運転システム、L5Gシステムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.1 各所調整
R3.7 提案書提出
R3.8 事業採択
R3.9 事業準備開始
R4.2 公道実証実施

担当部署 027-253-6650 メール info@topic.or.jp電話
一般社団法人ICTまちづくり共通プラット
フォーム推進機構

○ ローカル５Gを活用することで遠隔オペレーターの負荷が軽減し、１:ｎ運行への可能性が高まった。
○ 右折での安全確認の所要時間がLTEに比べて83％低減された。
○ 遠隔操縦を行った際の平均速度がLTEに比して54％向上した。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）（内訳）
単年度の実証実験であり、ランニングコストは無し（備考）課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた開発実証

として実施
（備考）

126 ローカル５Gを活用した遠隔型自動運転バス社会実装事業【群馬県前橋市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上AIの活用
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事業の概要

【参考情報①】 人口：44.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kotsuseisakuka/
gyomuannai/1/1/18235.html

（金沢市HP：デジタル交通サービス「のりまっし金沢」）

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和３年度事業費 5,000千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 2,500千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（金沢市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 従来、バスの市内１日フリー乗車券は、窓口によるチケット販売
のみで、コロナ禍以前は、混雑期のチケット購入に際し、待ち時間が
⾧く不便であるという声が上がっていた。

○ そのため、金沢MaaSコンソーシアムでは、フリー乗車券を「いつで
も（時間）、どこでも（場所）、キャッシュレスで購入可能」「人数
分の乗車券を一括購入可能」「スマートフォンを提示することでチケッ
トレス乗降が可能」なデジタル交通サービス『のりまっし金沢』を令和
３年10月から提供を開始した。

○ 現在、金沢市内１日フリー乗車券のほか、
私鉄鉄道線で利用できるフリー乗車券も複数
取り扱っている。

○ 利用のたびに運賃・料金を支払うことなく、
繰り返しの利用において決済の手間や追加
費用の不安がない定額制サービス（サブスク
リプション）の利用スタイルを提案することで、
観光・ビジネスはもちろん、日常の移動における
公共交通の利用拡大を目指している。

人口減少、高齢化に加え、コロナ禍における生活様式の
変化により、交通事業者や行政等が公共交通の持続可能
性に強い危機感を持ったことから、共通マインドのもと一致団
結して、デジタルを活用することで、公共交通の持続可能性
と住民サービスの向上を図ることとしました。

デジタル交通サービス「のりまっし金沢」の開発に当たっては、
令和３年度の内閣府の地方創生推進交付金を活用しました。

事業の近況を教えてください。

市民への普及・促進に向けて、令和４年度にはスマホ用アプリ
を追加導入し、令和７年９月末の会員登録数は約119,600
人（市内約16,400人、市外103,200人）で、令和６年４
月～令和７年３月の金沢市内１日フリー乗車券（デジタル）
の販売実績は約31,000枚（デジタル販売率:約9.1%）で
した。
アプリ導入初年度（令和３年度）と比較し、デジタル販売率

は向上し、少しずつではありますが、市民の中に「のりまっし金沢」
が定着しつつあります。
今後も、交通事業者等と連携し、公共交通の利用促進やまち

なかの賑わいの創出につながる企画乗車券や各種取組を展開し
ていきます。

「のりまっし金沢」

127 公共交通利用を促進する実証実験【石川県金沢市】

人口:30万人以上
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

北陸鉄道株式会社（企画）、
金沢MaaSコンソーシアム（事務局:金沢市）

その他
参画主体

株式会社ホクリクコムサービス
提供事業者

デジタル交通サービスアプリ「のりまっし金
沢」サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～8 仕様検討（５か月）
R3.8～10 システム開発（３か月）
R3.10～ 事業開始

担当部署 076-220-2038 メール koutsuu@city.kanazawa.lg.jp電話金沢市都市政策局交通政策課

円960千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円4,091千イニシャルコスト ※税抜

円
円

720千
240千

•サーバー利用料
•システム保守費

（内訳）円
円
円

3,000千
560千
531千

•システム開発費
•保守費（7か月）
• コンサル費

（内訳）

地方創生推進交付金（R4）による補助額:480千
円

（備考）地方創生推進交付金（R3）による補助額:2,045
千円

（備考）

○ 従前は、住民が乗車券を購入する際には、窓口まで出向く必要があったが、アプリの導入により、自宅にい
たままキャッシュレスでデジタル乗車券を購入することができるようになり、住民の利便性が向上している。

○ 交通事業者間で連携した企画乗車券等の取組がスピーディーに実施できるようになった。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

127 公共交通利用を促進する実証実験【石川県金沢市】

人口:30万人以上
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○ 岩手県では、人口減少等による地域課題が深刻な
北いわてエリアの交通サービスの利便性の向上や、観
光需要の拡大による地域活性化等を目的として、北
いわてエリアにおける「北いわてMaaS」の実証事業を実
施した。

○ バス、鉄道事業者等により構成される「北いわて
MaaS推進協議会」において、エリア内の交通事業者
の交通データを一元化し、スマートフォンアプリにより交
通機関の検索から運賃決済までをワンストップで行うこ
とができる仕組みづくりを行った。

○ また、交通機関の乗車券だけでなく、
沿線施設の利用券や割引クーポンなど
を合わせて提供するとともに、周辺エリア
の観光施設情報やモデルコースなども
情報発信し、沿線地域の活性化や、
利用者の利便性の向上を図っている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：115.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://iwatemaas.jp/ (北いわてMaaS HP)

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

令和３年度事業費 25,095千円
（うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内
閣府） 25,095千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（岩手県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

128 MaaSによる地域の交通課題を解決するモデルの構築【岩手県】

チラシ

内閣府の新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金を活用しました。

新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ
公共交通の利用促進や、地域経済の回復を図るこ
とを目的とし、ポスト/ウィズコロナにおける輸送需要の
取り込みを行うために、以下のようなMaaSの特徴に
着目し、実証事業を実施しました。
① 販売窓口等の混雑に関係なく、対面での接触
を回避しつつ事前に乗車券等をキャッシュレス決
済可能。

② スマートフォンアプリ上のデジタルチケットにより、
紙の乗車券等の受渡しが不要。

③ 複数の公共交通や目的地でのアクティビティ
（観光施設の入館券、飲食クーポンなど）を組
み合わせることにより、利便性が向上。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月 北いわてMaaS推進協議会（IGRい
わて銀河鉄道、三陸鉄道、岩手県北
自動車、ジェイアールバス東北）

サービス
提供事業者

MaaSプラットフォームサービス（TIS）、
ジョルダン乗換案内サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R3.4～5 庁内調整
R3.5～9 事業者との調整、契約締結
R3.9～10 サービス開始に向けたシステム設定・調整等
R3.10～ サービス開始

担当部署 019-629-5204 メール ab0013@pref.iwate.jp電話岩手県ふるさと振興部交通政策室

○ エリア内の交通事業者の交通データを一元化し、スマートフォンアプリにより交通機関の検索から運賃決済
までをワンストップで行うことができる仕組を構築したことで、北いわてMaaSにおけるデジタルチケット販売数
が、前年度比５倍以上に増加した（令和３年度:373枚、令和４年度:1,891枚）。

○ 事業に関しての事業者・市町村向け説明会や成果発表会等を通じて、地域公共交通の課題をデジタル
技術で解決することに対する意識が高まった。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円14,700千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）
円

円

円

2,800千

3,000千

8,900千

•デジタルチケット発券シス
テムの利用料
•MaaSデータ提供基盤の
利用料
•その他事業進捗管理、
広報費用等

（内訳）

サービス運用については、事業者が自立的に実施（備考）財源として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金を活用

（備考）

128 MaaSによる地域の交通課題を解決するモデルの構築【岩手県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県

274



13 土木・インフラ
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○ 若狭町は、住民が除雪状況を簡単に確認できるよ
うにするため、令和５年度から、GPSを利用して除雪
車の走行軌跡を「見える化」し、県HP「みち情報ネット
ふくい」で公開している。令和６年度からは、取組を発
展させ、事業者の作業の進捗管理から委託費の計算
までのデジタル化を実現している。

○ これまで、除雪作業の進捗
状況は、事業者に電話で確認
していたが、除雪車の位置情報
を基に、町がシステム上で進捗を
確認する運用に変更し、業務を
効率化している。 また、作業実
績報告も、FAXによる報告から
システム上からのGPSデータに基づく
報告に変更し、取りまとめ作業の負荷を軽減している。

○ さらに、以前は、事業者の申告内容に基づいて手作
業で委託料を計算していたが、システム上で走行データ
に基づく委託料を計算できるようにすることで、効率的
かつ適正・公平な事務処理を実現している。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ①：https://www.town.fukui-wakasa.lg.jp/（町HP）
関連ＵＲＬ②： https://www.hozen.pref.fukui.lg.jp/hozen/yuki/
snowplow.html（みち情報ネットふくい）

令和６年度事業費 1,100千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点・工夫した点を教えてください。

（若狭町）

福井県が推進する除雪車にGPSを搭載する取
組によって、町内の全ての除雪車の位置情報を把
握できるようになりました。これを利用して、業務改
善を図りたいと思い、検討を開始しました。
当時抱えていた課題として、「事業者の作業実績

を取りまとめる作業の負荷が大きい」、「事業者が申
告する作業実績の妥当性を検証する手段がない」
といったものがありました。これらの課題を解消するべ
く、システムベンダと調整を進めていきました。

除雪に係る作業報告の方法が変更になるため、
除雪事業者に対して、取組の趣旨や、システムの
操作を説明することで、理解を得ました。
また、現場対応として、予定していた路線以外の

除雪が必要となる場合があります。事業者の事前
申告と町職員の承認があることが前提ですが、この
ような予定外の作業実績についても柔軟に認定し
ています。

今後の展望を教えてください。

システムや運用を改善しながら、より効率的な作業
を目指します。

129 除雪車の稼働状況を自動で集計・公開し、住民の利便性向上と業務効率化を実現【福井県若狭町】
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人口:１万人以上
５万人未満

出典:みち情報ネットふくい

除雪車の走行軌跡



事業効果

コスト

担当部署 0770-45-9104 メール kensetsu@town.fukui-wakasa.lg.jp電話若狭町建設課

○ 主要な道路の除雪状況をインターネットで公開しているため、住民が簡単に確認できるようになり、除雪に
関する町への問い合わせが減った。

○ 作業実績の報告や集計、委託費の精算をデジタル化できたことで、委託事業者・町職員ともに、事務作
業の負荷が軽くなった。

○ 町が除雪作業の進捗や実績をシステム上で閲覧できるため、事業者が除雪作業を開始したか確認したり、
事業者が申告する作業実績の妥当性を検証したりできるようになった。

円1,915千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円6,098千イニシャルコスト ※税抜

円1,915千•保守費用（内訳）
円
円
円

4,438千
1,000千

660千

• ｼｽﾃﾑ導入費・GPS端
末費・除雪車改造費
•システム改修費
•モニター・PC購入費

（内訳）

（備考）令和５年度除雪状況「見える化」促進事業補助金
（福井県）による補助額:1,430千円

（備考）

129 除雪車の稼働状況を自動で集計・公開し、住民の利便性向上と業務効率化を実現【福井県若狭町】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年４か月

ーその他
参画主体

株式会社ほくつうサービス
提供事業者

除雪業務支援システムサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.8～R5.3 庁内調整（８か月）
R5.4～11 システム選定・導入（８か月）
R5.12～R6.3 GPS監視システム導入（４か月）
R6.4～11 システム改修（８か月）
R6.12～ 精算管理機能運用開始

人口:１万人以上
５万人未満



○ 近年、局地的な集中豪雨が頻発しているが、面積
の広いみなかみ町では、現場に到着するまでに時間が
かかり、情報収集に時間がかかるという課題があった。

○ そこで、町内各地の情報を迅速に把握するため、町
内13カ所に雨量計やライブカメラ等を設置し、情報収
集を可能にした。なお、一部の情報についてはHP上で
住民等に向けて公開している。

○ また、1時間当たりの雨量が20mmを超えた場合や、
積雪深が夜間10cmを超えた場合には、関係職員や
除雪オペレーター等に自動的に通知される仕組みを構
築している。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.6万人（令和８年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：http://157.112.102.76/

（みなかみ町気象情報ライブカメラ）

令和６年度事業費 6,556千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（みなかみ町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

みなかみ町気象情報
ライブカメラ

町の面積が広く、災害発生時や除雪の出
動判断のための情報を収集するのに、多くの
時間と人員が必要という課題がありました。課
題に対し、パトロールなしで情報が収集できる
よう、また、関係者に迅速に周知が出来るよ
う気象情報システムの構築をしました。

内閣府の地域活性化・きめ細かな臨時交
付金(平成24年)を活用し、システムの開発
と12箇所の観測所を設置しました。

事業の近況を教えてください。

令和６年度は895,233人のHPの訪問者
があり、年々増加しています。現在までに防
災のため観測所を２カ所増設しており、令和
３年度設置した「布施観測所」では、ライブカ
メラにて路面状況を確認しながら、凍結防止
剤散布装置の効果的な遠隔操作が可能と
なっています。

130 雨量計、ライブカメラ等による災害時の情報収集の迅速化【群馬県みなかみ町】

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

富士通Japan株式会社、環境計測株式
会社

サービス
提供事業者

気象情報システムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

－

担当部署 0278-25-5021 メール office-chisei@town.minakami.gunma.jp電話みなかみ町地域整備課

円5,702千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円46,730千イニシャルコスト ※税抜

円
円
円

221千
1,771千
3,710千

•電気料
•通信料
•保守料

（内訳）円
円

9,300千
37,430千

•開発業務委託費
•観測所設置工事

（内訳）

（備考）地域活性化・きめ細やかな臨時交付金を活用、防災・
安全社会整備交付金事業を活用

（備考）

○ １時間当たりの雨量が20mmを超えた場合や、積雪深が夜間10cmを超えた場合に、関係職員や除
雪オペレーター等に自動的に通知されるため、除雪作業の要否の判断が早期化し、オペレーターの集合
待機時間が１時間程度減少した。

○ 一部の情報について、HP上で公開しているため、観光客や町民の方への情報発信としても機能している。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

130 雨量計、ライブカメラ等による災害時の情報収集の迅速化【群馬県みなかみ町】

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 紫波町では、マンホールポンプ場(※)の稼働状況を把
握するため、クラウドを利用した一括監視を実施してい
る。

○ クラウド化以前は、町内84カ所の無人のマンホール
ポンプ場それぞれの稼働状況を収集し、エクセルに入力
して管理しており、手間と時間を要していた。また、ポン
プに不具合が生じた際には、状況把握・原因究明のた
め昼夜問わず現地を確認する必要があった。

○ しかし、クラウド化により、全てのポンプ
の稼働状況をシステム上で把握すること
ができるようになったことで、作業効率化
が図られ、不具合が発生した際の対応
の迅速化など、事務の低減と安全性の
向上が図られるようになった。

※ 山間地など起伏の激しい地域において、自然流下ができない
場所から排水をくみ上げて下水処理場へ送る小規模な圧送施設。

事業の概要

【参考情報①】 人口：3.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.town.shiwa.iwate.jp

（町HP）

【参考情報②】社会資本整備交付金（国土交通省）とは
ＵＲＬ：https://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html
農山漁村地域整備交付金（農林水産省）とは
ＵＲＬ：https://www.maff.go.jp/j/study/other/e_mura/oomori/n-
koufukin.html

令和３年度事業費 80,448千円の内数
（うち、社会資本整備交付金（国土交通省） 61,000千円の内数、

農山漁村地域整備交付金（農林水産省） 10,000千円の内数）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

131 クラウド化によるマンホールポンプ場の稼働状況を一括監視する仕組み【岩手県紫波町】

マンホールポンプ場

（紫波町）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

（総務省）

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

事業の近況を教えてください。

限られた下水道課職員で故障対応を行う必要が
あったため、複数施設での不具合や深夜・休日での
対応に苦慮していました。そこで、プロポーザル方式に
より監視手法の効率化のシステム仕様を定めたことが
きっかけです。

公共下水道区域については国土交通省の「社会
資本整備総合交付金」を、農業集落排水区域につ
いては農林水産省の「農山漁村地域整備交付金」
を活用しました。

クラウド化により監視体制が画一されたことで、緊急
対応などの業務を民間業者へ委託することができまし
た。
農業集落排水処理施設の監視についても、令和6

年度にクラウド化し、適正な維持管理に努めています。

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年10か月

－その他
参画主体

日本ソフト開発株式会社サービス
提供事業者

SOFINET CLOUDサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

H29.6～10 公募型プロポーザル実施
H29.11 提案書審査、決定
H29.12～H31.3 予算化
H31.4 事業開始

担当部署 019-672-6878 メール gesuido@town.shiwa.iwate.jp電話紫波町建設部下水道課

円1,528千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円42,028千イニシャルコスト ※税抜

円1,528千•システム利用料（内訳）円
円

39,952千
2,076千

•機器費
•労務費

（内訳）

（備考）社会資本整備総合交付金、農山漁村地域整備交
付金による補助額:6,300千円

（備考）

○ 従前は、設備故障時等の初期対応は職員が行っていたが、本取組により、設備の稼働状況について維
持管理業者が把握できるようになり、設備故障時等の際も、業者において初期対応が可能となったため、
職員の時間外対応が削減された。

○ 設備等の維持管理業者とクラウド上で情報を共有することで、故障時・停電時に連携することができてい
る。

131 クラウド化によるマンホールポンプ場の稼働状況を一括監視する仕組み【岩手県紫波町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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事業の概要

【参考情報①】 人口：6.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://open-map.jp/ibaraki-joso/index.html

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html 令和３年度事業費 84,700千円

（うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内
閣府） 54,225千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（常総市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いし
ます。

都市計画図の更新を目的とするのではなく、行政全
体で推進するオープンデータ化や事務作業の効率化
等の手段として活用してみてはいかがでしょうか。

132 都市計画情報のオープンデータ化【茨城県常総市】

○ 常総市では、都市計画図の更新に併せて、都市計
画に関する情報をWEB上で閲覧できるシステム「常総
市都市計画オープンデータ」を導入した。

○ 区域区分や用途地域の確認等，これまで窓口や電
話で対応を行ってきた都市計画情報の提供について、
オープンデータ化することで、誰でもいつでもアクセスし、
確認することができる。また、システムの導入により、窓口
で職員と来庁者との対面での接触機会が減少し、感染
リスクの低減と事務作業の効率化が図られた。

業務量の増加や人員削減等の行財政改革が進む
中で、負担になっていた問合せ対応をいかに効率化す
るか検討した結果、都市計画図の更新に併せて都市
計画情報のオープンデータ化を進めるという方針になり
ました。

常総市都市計画オープンデータのシステム構築等に
当たっては、内閣府の新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金（令和３年度）を活用し、整
備しました。

人口:５万人以上
10万人未満低コスト

282



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

－その他
参画主体

朝日航洋株式会社サービス
提供事業者

都市計画情報ビューワシステムサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態
R3.8～12 地形図作成（５か月）
R3.11～R4.1 都市計画情報データ作成（３か月）
R4.1～ 都市計画情報ビューワシステム導入

担当部署 0297-30-6202 メール toshikei@city.joso.lg.jp電話常総市都市建設部都市計画課

○ 都市計画情報のオープン化により、窓口・電話対応の業務負荷が軽減されている。
○ 都市計画図を購入することなく、都市計画情報を確認できるようになっている。

※都市計画図の販売件数推移:173件(R3) ｵｰﾌﾟﾝ化後:143件(R4) 、105件(R5) 、118件(R6)
○ 航空写真や地形図、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域などに、都市計画情報のレイヤを重ねられ

るようになったことで、新たな土地利用に向けた相談につながっている。
○ 事業導入後に運用開始した都市計画提案制度を活用し、市民等から事前相談が3件寄せられ、都市

計画決定に向けた協議を関係機関と進めることができている。

円397千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円397千

•都市計画情報オープン
データ保守業務委託
（R4～R8）

（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

132 都市計画情報のオープンデータ化【茨城県常総市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満低コスト

283



○ 岩見沢市では、平成25年度から除排雪作業に関する検証を実
施しており、これまで高精度位置情報と農業用GNSS(※１)ガイダ
ンスの活用により、作業の安全性及び効率性を向上させてきた。令
和３年度から、クラウド型システムとスマートフォンやタブレットを活用
した除排雪の作業品質の持続化や効率化等を目的とした新たなシ
ステムの開発に着手し、令和６年度から本格導入をしている。

○ 新たなシステムでは、除雪車両の
位置情報や作業軌跡、市民要望の
共有など除排雪対策本部と除雪業
者間で適時適切な指示を受けること
が可能となるクラウド型システムと、除
雪車両に搭載したタブレットやスマート
フォン端末を介して、道路地物のGIS
を表示することで、雪で埋まって確認し
にくい路肩や道路形状、消火栓などを
可視化する機能や、除雪車両が障害
物に接近した際の通知機能等を実装
した排雪作業支援のアプリを開発した。
連携した２つのシステムの活用により、
土地勘や経験年数の浅いオペレータに対する支援や、効率性・安
全性の確保に繋がっている。
※１ Global Navigation Satellite System (全球測位衛星システム)

事業の概要

【参考情報①】 人口：7.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイ
プ）（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

令和７年度事業費 2,970千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

133 搭載したタブレット端末等を介した除排雪作業の安全確保・情報連携【北海道岩見沢市】

（岩見沢市）

除排雪業務を担うオペレーターの人材不足や高齢
化が進行していることから、除排雪に係る作業品質
の持続化や除排雪対策本部の業務オペレーションの
向上に向け、当市で取組みが進むスマート農業で活
用している技術を冬の除排雪作業でも活用ができな
いかということで、これまで検証を進めてきました。

令和３年度～令和５年度までのクラウド型システ
ムをベースとした新たなシステムの検証にあたっては、
内閣府のデジタル田園都市国家構想交付金（地
方創生推進タイプ）を活用しました。

事業の近況を教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

除雪車両に搭載するタブレットやスマートフォン用の
アプリはAndroidやiOSの各種ストアからダウンロード
ができるようになりました。また、走行した実績に基づ
いて自動的に市が指定する日報や月報への出力が
できることから、積極的に除雪業者に活用していただ
き、市民満足度の高い除排雪対策に繋がればと思います。

人口:５万人以上
10万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年６か月

－その他
参画主体

TIS北海道株式会社サービス
提供事業者

除排雪管理システム、除排雪作
業支援システムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で
運用運用形態

R3.9～11 庁内調整、要件定義の整理
R3.12～R4.3 検証
R4.4～11 庁内調整、要件定義の整理及びシステム改修
R4.12～R5.3 検証
R5.4～11 庁内調整、要件定義の整理及びシステム改修
R5.12～R6.3 検証

担当部署 0126-25-8004 メール media@city.iwamizawa.lg.jp電話岩見沢市企画財政部情報政策課

○ 除雪業者が書類を作成したり、市役所で書類を取得したりする時間を、１か月あたり12時間削減した。
○ GISを用いて雪に埋まった道路形状・道路地物を表示したり、障害物に接近した際に通知を行ったりする

ことにより、経験が浅いオペレータでも安全かつ効率的に作業できるようになり、さらに破損事故の未然防
止にもつながっている。

○ 除雪に対する市民要望の位置等の情報を市役所と除雪業者が共有できるため、業務効率が向上した。

円2,700千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円16,640千イニシャルコスト ※税抜

円
円

2,580千
120千

•サービス・クラウド利用料
•デジタル地図費

（内訳）
円16,640千

•アプリ開発・改修費、実
証費用 等

（内訳）

（備考）地方創生推進交付金による補助額:6,340千円
（R3・R4合計）、デジタル田園都市国家構想交付
金（地方創生推進タイプ）による補助額:1,980千
円（R5）

（備考）

133 搭載したタブレット端末等を介した除排雪作業の安全確保・情報連携【北海道岩見沢市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満

285



○ 三島市では、大雨や洪水などが発生した際に、国の
監視システムの情報等の確認や現場の見廻りを行った
上で、一級河川に繋がる水門の開閉を判断していたが、
情報収集などに要する時間を短縮し、迅速な判断が
できるようにするため、水門の内水側に水位センサー及
び監視カメラを設置している。

○ 水位センサーと監視カメラの情報は、パソコンやスマー
トフォンでの閲覧が可能であることから、浸水被害の可
能性がある地域住民も出水状況をリアルタイムで確認
することができる。

事業の概要

【参考情報】 人口：10.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和６年度事業費 1,650千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（三島市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

134 水位センサー、監視カメラの導入による災害対応迅速化の取組【静岡県三島市】

頻発する突発的な大雨や洪水等の出水状況を
随時把握するという課題に対し、水位センサー及び
監視カメラを設置する構想に行きつきました。

令和６年度に、水位センサー１基及び監視カメ
ラ１基を追加設置しました。これによって、累計で水
位センサーは９基、監視カメラは９基の設置となり、
内水氾濫が起きやすい地区の出水状況を安全に、
かつリアルタイムで把握することができるようになりまし
た。

住民の反応はいかがですか?

「川に近づかずとも正確に水位がわかる水位計が
設置され、安心が増しました。」といった声が寄せら
れました。

人口:10万人以上
30万人未満

286



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

松久産業株式会社（河川システムベンダ、センサー
製造、ソフトウェア制御プログラム）
ソフトバンク株式会社（企画コンサルティング、BWA
通信回線ベンダ）

その他
参画主体

株式会社TOKAIケーブルネットワーク、
松久産業株式会社

サービス
提供事業者

河川監視システム（河川カメラ・水位ライ
ブモニタリング）SecureIoTAPシリーズ
WatchingGuardian

サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R1.4 庁内調整（6か月）
R1.10 システム改修（6か月）
R2.4 事業開始

担当部署 055-983-2636 メール doboku@city.mishima.shizuoka.jp電話三島市都市基盤部土木課

○ 大雨や洪水時に河川の見廻り等情報収集に要する時間が短縮でき、意思決定が迅速にできるように
なった。

○ 水位計のデータがリアルタイムに公開されるため、地域住民が河川に近づかずに出水状況を確認できるよう
になった。

円594千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円8,208千イニシャルコスト ※税抜

円594千•保守費（内訳）円8,208千•水位ｾﾝｻｰ・ｶﾒﾗ設置費（内訳）

（備考）（備考）

134 水位センサー、監視カメラの導入による災害対応迅速化の取組【静岡県三島市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満
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事業の概要

【参考情報①】 人口：15.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.ueda.nagano.jp/uploaded/attachment/30441.pdf
（上田市スマートシティ化推進計画）

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.html 令和３年度事業費 1,958千円

令和４年度事業費 8,481千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（上田市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?ドローンによる空撮画像 360°カメラ画像

マウスドラックで視点変更

○ 上田市は、「上田市スマートシティ化推進計画」のAI・
IoTを活用した安全・安心な地域づくりのもと、河川の現
状を把握し、災害時の危険性を早期把握するとともに、
減災、防災を進め地域住民の安全・安心な暮らしを支
える基盤強化を促進する。

○ ドローンによる航空写真撮影及び360°カメラによる河
川現況調査を行い、画像データを庁内で使用するGIS
システムに搭載することで、横断的な情報共有及び業務
の効率化を図る。

令和元年東日本台風により、被災した社会インフラ
の中で、管理する中小河川の被害実態の把握に⾧
期間を要し苦慮しました。また、河川などの危険個所
の状況を常時把握できる仕組みを強化するため、河
川版「ストリートビュー」イメージの管理ツールという構想
に行きつきました。

事業化にあたり、令和４年度は内閣府のデジタル
田園都市国家構想推進交付金を活用して、河川
実態調査を実施しました。

事業の近況を教えてください。

画面を
クリック

令和３年度は２河川、延⾧約2.1㎞。令和４年
度は７河川、延⾧約8.4㎞実施しました。
河川の護岸など主要構造物の健全度を360°カメラ

画像から容易に判定できるようになりました。
現在は９河川の実態調査に基づき、防災対策に

向けた運用中。また、更新によりデータを蓄積すること
で、老朽化の進行度に応じた、メンテナンス計画に利
用することが期待できます。

135 デジタル技術を活用した河川実態調査【長野県上田市】

人口:10万人以上
30万人未満

288

ドローンの活用



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

株式会社みすず綜合コンサルタントサービス
提供事業者

河川現況調査ビュアーサービス名

個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R4.4～10 庁内調整・発注・契約事務
R4.11～R5.3 河川調査・アプリ実装運用準備
R5.4～ 事業開始

担当部署 0268-22-4100 メール doboku@city.ueda.nagano.jp電話上田市都市建設部土木課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円10,439千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円10,439千（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE1を活用（備考）

○ 従来は調査困難な部分が多かった９河川について、調査を実施することができた。
○ 地域住民から河川改修等の要望がある河川の現状を把握できたことから、今後の防災対策に向けた整

備計画につながっており、１河川については、令和５年度の護岸裏の吸出し修繕、河床整理、護岸の洗
堀対策、支障木伐採等につながっている。

○ 従来は、職員が現地を踏査してデータを収集する必要があったが、本取組により、事務所内での作業が
可能となり、業務が効率化している。

○ 関連事業の河川ライブカメラ事業とも関係して近隣の自治体からも当該事業に対して問合せを受ける機
会が増えており、自団体以外への波及効果も出始めている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

135 デジタル技術を活用した河川実態調査【長野県上田市】

人口:10万人以上
30万人未満

289

ドローンの活用



事業の概要

令和３年度事業費：－千円 （令和２年度事業費 3,135千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（静岡市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

〇 老朽化した都市アセットのあり方を議論する場において点群
データを活用したデジタル空間を活用することにより、議論を活性化し
利害関係者との合意形成を容易にするとともに、データをオープン化
することでまちづくりへの関わりの機会を創出するため、３次元測量に
よるデジタルアーカイブ化に取り組んでいる。 地上・地下空間を有する中心市街地の老朽化に伴い、

地元の方と今後のまちの在り方を議論する必要が生じ
ました。これまでは図面や写真を用いていましたが、理解を
深め、同じレベルで課題を共有するためにまちの点群データ
を取得しました。

データの取得に際し、国土交通省都市局所管の
都市構造再編集中支援事業で実施しています。

事業の近況を教えてください。

令和２年度に点群データを取得し、これまで庁内での
勉強会の場で活用したり、商店街と議論する際に活用
してきました。
「地上と地下の位置関係が一目でわかる」といった驚き

の声や、現場の確認をデジタル空間で直ちに行うことが
できることから、議論の活性化が起こっています。
令和４年度はまちづくりや都市アセットの老朽化をテーマに大

学と連携して点群データ活用の事例を構築することや、民間企
業からはメタバース空間を作りまちづくりへ活用していく提案を受
けています。
こうした取り組みでまちづくりへの関係人口を増やし、多くの方

と街の老朽化の課題を共有し、合意形成の円滑化を進めていき
たいと考えております。

【参考情報】 人口：67.3万人（令和７年１月１日現在） 関連ＵＲＬ： －

136 ３次元測量によるデジタルアーカイブ化【静岡県静岡市】

人口:30万人以上

290



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 054-221-1620 メール keikan-machidukuri@city.shizuoka.lg.jp電話静岡市都市局都市計画部景観まちづくり課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,135千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円3,135千• 3次元点群データ取得費（内訳）

（備考）都市構造再編集中支援事業を活用（備考）

○ 点群データを活用して、街をデジタル空間上に３次元で表現することが可能となり、老朽化した都市アセッ
トのあり方を議論する場において活発な議論ができるようになっている。

○ まちづくりに係る利害関係者との合意形成を容易にすることができている。
○ データをオープン化することで、まちづくりへの関わりの機会を創出することができている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

136 ３次元測量によるデジタルアーカイブ化【静岡県静岡市】

人口:30万人以上

291



○ 練馬区では、区民等が専用のアプリを活用すること
により、地域の不具合を区に連絡する「ねりまちレポー
ター制度」を実施している。

○ 区民等は街灯の不点灯、公園遊具の破損、道路
の陥没、ゴミの不法投棄などを発見した場合には、スマ
ホで現場を撮影し、専用アプリ「ねりレポ」に投稿する。

○ 区は、投稿内容を元に現場確認し、修繕等の対応
を行い、対応結果を投稿者にメールで通知する。また、
投稿内容と対応結果を、「ねりレポホームページ」で公
開している。

事業の概要

【参考情報】 人口：74.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://nerirepo.jp/ （区ねりまちレポーターHP）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（練馬区）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

ICTを活用して、地域の一人ひとりの気づきを
ダイレクトに地域の改善に活かすことができれば、
区民と区との協働によるまちづくりが進むのではな
いかと考え、本制度を導入しました。現在では約
3,700人のレポーターが登録しており、月平均で
約270件の投稿があります。

レポーターの投稿の中で最も多い内容はどのようなものです
か?

街路灯の不点灯に関する投稿が最も多いで
す。区役所の閉庁している夜間に、いち早く気
付いたレポーターから投稿をいただきます。区の
点検よりも早く投稿いただけることも多く、区とし
ても非常に助かっています。

区が行う維持管理のための巡回点検だけでは
不具合を発見して修繕等を行うまでに時間が掛
かることがあります。レポーターからの投稿により、
区全域の不具合を適時に把握し、迅速な修繕
等が可能になります。ぜひご検討ください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願
いします。

令和７年度事業費 2,227千円

137 住民等が専用アプリにより道路や公園遊具の破損等を自治体に連絡【東京都練馬区】

人口:30万人以上

292



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 11か月

－その他
参画主体

株式会社アーバングラフィックサービス
提供事業者

ねりまちレポーターシステムサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H28.2～3 庁内調整（２か月）
H28.4～12 システム構築（９か月）
H28.10～ 仮稼働
H29.1～ 事業開始

担当部署 03-5984-4501 メール KOCHO03@city.nerima.tokyo.jp電話練馬区広聴広報課

円2,227千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円3,076千イニシャルコスト ※税抜

円2,227千•システム賃借料（内訳）円3,076千•システム構築委託（内訳）

（備考）（備考）

○ 区の巡回点検だけでは不具合を発見して、修繕などの対応を行うまでに時間がかかることがある中、レポー
ターからの投稿を参考とすることで、適時に不具合を把握することができるため、迅速な修繕対応につな
がっている。

○ 令和７年12月現在、3,700人以上がレポーターとして登録しており、月平均で、270件程度の不具合
が報告されている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

137 住民等が専用アプリにより道路や公園遊具の破損等を自治体に連絡【東京都練馬区】

人口:30万人以上

293



○ 名古屋市は、「名古屋市道路橋維持管理計画」に
おいて、橋梁点検業務への新技術の活用推進を記載
し、令和３年度からドローン等の新技術を試行的に活
用している。同計画では、令和６年度から令和10年
度までに、補修工事と合わせて60橋に対して新技術
の活用を検討し、約15億円のコスト削減を目指してい
る。

○ 橋梁の定期点検業務の一部においては、撮影した
画像をAIで解析する、コンクリートの「ひびわれの自動
検出」、「ひびわれ幅の自動計測」の技術を試行的に
採用し、業務の効率化に取り組んでいる。

○ ドローンを活用する点検作業では、従来の点検方法
のような、橋梁点検車等を用いた高所作業が不要とな
る。そのため、作業員は、
安全かつ効率的に作業
を進めることができるよう
になり、加えて、点検実
施に伴う道路の交通規
制が不要となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：234万人（令和７年１２月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.nagoya.jp/shisei/keikaku/1010305/1010
348/1010409/1010411.html（名古屋市道路橋維持管理計画）

令和６年度事業費 3,800千円
（うち、道路メンテナンス事業補助制度（国土交通省） 2,090千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

本市の橋梁の維持管理は、国土交通省の道路
メンテナンス事業補助制度による補助を受けていま
す。新技術の活用によりコスト縮減を図るため、市
の計画に新技術の活用に係る数値目標を掲げ、
令和３年度からドローン等の新技術を試行的に活
用しています。

事業の近況を教えてください。

令和５年度には水上ドローンを用いた点検を３橋、
AIを活用した画像解析を２橋で実施し、令和６年
度にはドローンを用いた点検を３橋で実施しました。
今後も作業の効率化、安全性の向上、費用の縮
減などを目的として、新技術の活用を検討していき
ます。

138 橋梁点検業務におけるドローン・AI等の新技術の活用を推進【愛知県名古屋市】
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（名古屋市）

苦労した点・工夫した点を教えてください。

新技術にもそれぞれ特色があり、各現場条件に
合致する新技術の選定に苦慮しました。
工夫点は、本市独自で橋梁条件に応じてどの新

技術を採用するかの選定条件を検討し、円滑に新
技術の試行検討ができる体制を整えた点です。

ドローンを活用した点検作業の様子

人口:30万人以上ドローンの活用AIの活用



事業効果

コスト

担当部署 052-972-2869 メール a2872@ryokuseidoboku.nagoya.lg.jp電話名古屋市緑政土木局道路部橋梁施設課

○ 橋梁点検車等を使用する点検方法では、１橋につき半日～１日の道路交通規制（通行止め・車線
減少）が必要であったが、ドローン等を活用する点検方法では、道路交通規制が不要となった。

○ 従来は作業員が高所で作業していたため安全面の懸念があったが、ドローン等の活用により、高所作業が
不要となるため、安全性が向上した。

138 橋梁点検業務におけるドローン・AI等の新技術の活用を推進【愛知県名古屋市】
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サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ４か月

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R3.7～10 点検業者決定、現地踏査、対象新技
術・橋梁選定（４か月）

R4.2～4 当年度の対象橋梁選定（３か月）
R5.2～4 当年度の対象橋梁選定（３か月）
R6以降 名古屋市道路橋維持管理計画の内容

に基づき対象橋梁選定

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

円3,800千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円3,800千•点検、画像解析・損傷
図作成、資機材費

（内訳）円－（内訳）

記載額は令和６年度実績（年により対象橋梁数が
異なるため金額が変動）
道路メンテナンス事業補助制度（国土交通省）によ
る補助額:2,090千円（R6実績）

（備考）（備考）

人口:30万人以上ドローンの活用AIの活用



○ 大阪市では、2025年大阪・関西万博の開催に伴
い、工事車両等が増加傾向にあったことを踏まえ、AIを
活用し、特殊車両の違法通行対策を強化する取組を
進めている。

○ 通行車両をビデオカメラで撮影し、 AIにより車体サイ
ズを解析することで、特殊車両を判別するとともに、撮
影画像から対象車両のナンバープレート情報を取得し、
国の特殊車両通行許可システムとの照合及び運輸支
局への使用者照会を行う仕組みである。

○ 職員による人的取締りでは、15人程度が２時間従
事しても４～５台程度の取締まりに留まることから、デ
ジタルツールを活用し、取締りの量的拡充を図る取組
である。

事業の概要

【参考情報】 人口：277.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.osaka.lg.jp/（市HP）

令和５年度事業費 25,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

139 AIの活用により特殊車両の違法通行対策を強化【大阪府大阪市】

（大阪市）

万博開催もあり、工事車両が増加傾向にあること
等を踏まえ、特殊車両の違法通行対策として、令
和４年度から、人的取締りを実施しました。しかし
ながら、人的対応では、実施回数・実施場所に限
界があることから、取締りの量的拡充を行うためデジ
タルツールを活用できないか検討を開始しました。
そして、警察におけるオービスの事例や、近年の画

像解析技術の発展を踏まえ、これらの要素の組み
合わせで、特殊車両を画像解析にて判別し、車両
番号を認識することは可能であると考え、関係各所
と調整を開始しました。

今後の展望を教えてください。

令和６年度に行政処分基準を改正しましたが、
令和７年度から開始したテスト運用において、当
初想定していなかった特殊車両の通行実態が判明
したため、行政処分基準の再改正を予定しており、
改正後に事業を本格実施する予定です。
特殊車両の走行実態が適正化するまでの間、当

面は事業を継続する予定であり、解析に用いる機
械学習の深化は継続して検討していきます。

取組内容

出典：大阪市提供資料を加工して作成

画像解析により幅を計測

違反車両を運輸支
局へ使用者照会

人口:30万人以上AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年

株式会社建設技術研究所
（システム開発会社）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－（独自開発製品）サービス名

個別開発製品をオンプ
レミス環境で運用運用形態

担当部署 06-6615-6675 メール tokusya-kyougi@city.osaka.lg.jp電話大阪市建設局道路河川部調整課

円－ランニングコスト（運用初年度・予定）円25,000千イニシャルコスト(R5当初予算額)

円－（内訳）•システム開発費
•撮影・解析用機器

（内訳）

（備考）（備考）

139 AIの活用により特殊車両の違法通行対策を強化【大阪府大阪市】

○ 取締り業務の省力化と効率化を図ることができる。
○ 取締りの強化により、運送事業者に遵法精神を根付かせることで、特殊車両通行許可制度にお

ける申請が適正に行われるようになる。
○ 適正な申請・審査を経た車両は、適切な経路を通行することとなるため、インフラの⾧寿命化につ

ながるとともに、道路における市民の安全に資する。

R4.4～ 国交省調整(自治体が当該事業を実施することの是非・許
認可データ提供方法)、予算要求、事業者聴取

R5.4～ 仕様詳細検討・仕様書作成、入札、AIシステム開発
R6.4～ 行政処分基準案作成・意見公募・行政処分基準制定、実

施場所検討
R7.4～ テスト運用、本格実施

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上AIの活用
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○ 神奈川県では、日常の道路パトロールにおいて、AI
を活用した道路損傷検出システムを導入し、穴ぼこな
ど道路損傷の把握を効率的に行っている。

○ このシステムは、専用のアプリをインストールしたカメラ
付きスマートフォンを道路パトロール車に搭載し、走行し
ながら道路を撮影して、撮影した画像をもとにAIが損
傷を自動検出するもの。

○ 撮影した画像は、撮影地点の位置情報とともにサー
バに保存され、損傷箇所を地図上で把握できる。

○ サーバに蓄積された画像は、AIが損傷を判定する学
習データにもなり､損傷の判定に誤りがあった場合は、
これをAIに覚えさせ、検出精度の向上を図っている。

事業の概要

【参考情報】 人口：920.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.kanagawa.jp/index.html（県HP）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

近年、様々な分野でデジタル技術の利活用が加
速しており、県は、「神奈川DX計画」を策定し、
デジタル技術の積極的な活用により、誰もが安心
して暮らせるやさしい社会の実現を目指しています。
この一環として、道路の安全な通行を確保するた

め、日常的に実施している道路パトロールに本シス
テムを導入し、業務の効率化を図ることにしました。

140 AI技術による道路損傷検出システムにより道路パトロール業務を効率化【神奈川県】
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都道府県AIの活用

（神奈川県）

苦労した点を教えてください。

まだ損傷の検出精度が低く、誤検出が多いです。
急いで職員が現場に駆け付けたら実は損傷がな
かったということが多々あります。今後、検出精度
が高まり、職員の業務負担がさらに軽減されること
を期待しています。

今後の展望を教えてください。

引き続き、事業者と協力しながら、AIによる道
路損傷の判定について、検出精度を高めていきた
いです。
また、橋りょうやトンネルの点検でも、AIがコンク

リートのひび割れなどを自動で検出するシステムを
活用しており、今後、DXの活用をさらに拡大して
いきたいと考えています。

穴ぼこ

①車載のカメラ付きスマートフォンで路面を撮影

② 画像からAIが穴ぼこなどの損傷を検出 ③ すぐに補修工事を実施



事業効果

コスト

担当部署 045-210-6362 メール dourokanri@pref.kanagawa.lg.jp電話神奈川県県土整備局道路部道路管理課

○ 道路パトロール車にカメラ付きスマートフォンを搭載し、パトロールで撮影した画像からAIが穴ぼこなどの損
傷を自動で検出することから、効率的に道路の損傷を把握できる。

（非公表）ランニングコスト（1年あたり） ※税抜（非公表）イニシャルコスト ※税抜

（内訳）（内訳）

（備考）（備考）

140 AI技術による道路損傷検出システムにより道路パトロール業務を効率化【神奈川県】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

ーその他
参画主体

My City Reportコンソーシアム事務局サービス
提供事業者

My City Report for road managersサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

～R4.3 庁内調整・導入検討
R4.4～9 システム導入・試験運用(５か月)
R4.10～ システム本運用開始

都道府県AIの活用



14 文化・スポーツ

300



○ 廃校になった佐久中学校を全面改装した中川町エ
コミュージアムセンターの360度撮影及び展示標本の
３Dモデリングを行い、 Web上に「VRミュージアム」を
令和２年３月から開設した。

○ VRミュージアムでは、普段立ち入ることのできないエリ
アにも入ることができ、恐竜骨格の真下からの観察も可
能である。展示ケース内のアンモナイトなどの３Dモデリ
ングされた化石標本は上下左右と通常の展示では見
ることができない角度から観察
できる。

○ バーチャル社会見学、調べ
学習などGIGAスクールの学
習での活用のほか、宿泊・
研修棟も見学できるため、
体験研修を検討される際の
下見にも活用される。

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://city.hokkai.or.jp/~kubinaga/

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

令和３年度事業費 296千円 令和４年度事業費 212千円
令和５年度事業費 467千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（中川町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

新型コロナウイルス感染症の拡大により、博物館の臨
時休館、出前講座や体験事業の中止など、人の移動を
伴う事業が困難となり、中川町と都市部との教育交流
も実施できなくなりました。そこで、オンラインでの博物館
見学、アフターコロナに向けた中川町への来訪意欲の増
進、GIGAスクールに対応した学習コンテンツの構築のた
め、エコミュージアムセンターのVRミュージアムに加え、展
示標本をさまざまな方向から観察できるように３Dモデリ
ングを行いました。

事業の近況を教えてください。

令和３年以降、毎年数点ずつ展示標本の３Dモデリ
ングを進め、VRミュージアムの充実を図っています。「中
川エコミュージアム」は、町全体を博物館とみなして地域
づくりを進めていく構想で、化石の発見される地層の360
度撮影など博物館内のみならず地域全体をWeb上に
アーカイブする「VR中川エコミュージアム」を進めています。

令和２年度に、内閣府の新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金の「地域の魅力磨き上げ事
業」を活用しました。

141 展示標本の３Dモデリングや博物館の360度撮影により、VRミュージアムを開設【北海道中川町】

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

北海道地図株式会社、有限会社プランプ
ロデュース

サービス
提供事業者

matterport、sketchfabサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.3 VRミュージアム開設

担当部署 01656-7-2877 メール nakagawa2877@comet.ocn.ne.jp電話中川町教育委員会

○ 令和３年度の中川町エコミュージアムセンターの入館者数が前年度比で10％増加した。
○ VRミュージアムの開設が、中川町への来訪意欲の増進につながっている。

円90千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,139千イニシャルコスト ※税抜

円
円

60千
30千

•サーバ利用料
•保守費用

（内訳）
円
円

1,853千
286千

•館内360度撮影・展示
標本３Dモデリング
•紹介動画作成

（内訳）

（備考）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金による補助額:100 %

（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

141 展示標本の３Dモデリングや博物館の360度撮影により、VRミュージアムを開設【北海道中川町】

人口:１万人未満
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○ 奥出雲町は、日本ホッケー協会から「ホッケータウン」
の認定を受けている町である。また、「ICT×スポーツ」の
取組を進めており、全国で初めてホッケー競技場に常
設のAIカメラを導入した。

○ AIカメラにより、選手や指導者が効果的・効率的に
ゲーム分析等を行えるようになることで、さらなる選手育
成や競技力向上に寄与するものとなる。

○ また、町内外の住民・ホッケー選手・ファン層等に対
して新しい楽しみ方を提供することで、地域活性化の
促進を図っている。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.town.okuizumo.shimane.jp/www/contents/17085692994
25/index.html （町HP）
https://www.videoflow.io/channel/vfc-takywr9gxcmx
（ホッケータウン奥出雲）

令和５年度事業費 20,064千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

142 AIスポーツカメラでホッケー競技を自動追尾・撮影し、プロモーション活動に活用【島根県奥出雲町】

（奥出雲町）

人口減少、高齢化、コロナ過、物価高騰により、
小売店や各種サービス業等の経営状況が深刻化
しています。新たな外貨獲得のため、デジタルツール
活用して地域の特色を生かした魅力発信を図り、
交流人口・関係人口を増やす取組を検討しました。
その中で、ホッケー競技においてAIカメラを活用する
ことで、大会誘致や強化合宿等につなげる事業とし
て有効であると考えました。

課の横断的な取組となるため、庁内の調整に苦
労しました。地域活性化起業人制度を活用して、
民間企業人材による知見やノウハウを取り込みなが
ら検討、調整を進めたことで、徐々に取組が円滑に
進むようになりました。

近況と今後の展望を教えてください。

令和５年度は、システム構築や、AIカメラの設置、
プロモーション活動を実施しました。令和６年度以
降は、AIカメラを日常的に使用できるよう体制を整
備し、スポーツ合宿等の誘致を行う予定です。

イメージ

出典：ホッケー
タウン奥出雲の
PR動画
（YouTube）

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

合同会社 DMM.com（地域活性化起業人 事業推
進に関する助言）、奥出雲町体育協会

その他
参画主体

NTTビジネスソリューションズ株式会社 島根
ビジネス営業部

サービス
提供事業者

①STADIUM TUBE（AIｶﾒﾗ配信ｼｽﾃﾑ）
②vMix（ﾏﾙﾁｱﾝｸﾞﾙ配信ｼｽﾃﾑ）サービス名

①パッケージ製品をクラウド環境で運用
②個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

R5.6～R5.10 庁内調整・仕様検討
R5.11～R6.3 AIカメラ導入（システム構築・カメ

ラ設置等）・プロモーション活動
R6.4～ 事業開始

担当部署 0854-54-2505 メール jouhou@town.okuizumo.shimane.jp電話奥出雲町総務課

○ 大会誘致や強化合宿等につなげることで交流人口・関係人口を増やしていくことを見込む。
○ AIカメラの映像を配信する特設サイト「ホッケータウン奥出雲」を通じて、だれでもリアルタイムでホッケーの試

合が観戦できる。

円1,920千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円18,180千イニシャルコスト ※税抜

円

円

1,380千

540千

•ソフトウェアライセンス費
•システム保守・運用サポー
ト費

（内訳）
円
円

10,080千
8,100千

• AIカメラ導入費（システ
ム構築・カメラ設置等）
•プロモーション作業費

（内訳）

（備考）過疎地域持続的発展支援交付金による補助額:
18,180千円

（備考）

142 AIスポーツカメラでホッケー競技を自動追尾・撮影し、プロモーション活動に活用【島根県奥出雲町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用
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事業の概要

【参考情報①】 人口：2.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.kazuno.lg.jp/

【参考情報②】LivingHistory促進事業（文化庁）とは
ＵＲＬ：
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/joseishien/living_history/

令和３-４年度事業費 174,250千円
（うち、LivingHistory促進事業による助成（文化庁） 105,031千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

143 AR等の最新デジタル技術を活用して縄文の原風景を復元【秋田県鹿角市】

○ 鹿角市では、令和３年７月に「大湯環状列石」が世
界文化遺産に登録されたことと合わせ、文化庁「Living
History促進事業」に採択されたことで、遺跡の魅力を
より深く、よりリアルに伝える体験プログラムの造成に取り
組んでいる。

○ 発掘調査報告書や参考文献をもとに、最先端の科
学技術による土器付着物の分析や考証を行い、縄文
の原風景を再現するため、最新技術（ARや3DCG
等）による映像制作（プロジェクションマッピング、ホログ
ラム等含む）や史跡周遊用アプリ開発により、本物の
持つ価値や魅力を体感できるプログラムとして、観光コン
テンツの高付加価値化に取り組んでいる。

○ 完成したプログラムを、着地型旅行商品（ツアー）に
組み入れるなど、
市の推進するヘリ
テージ・ツーリズム
として積極的に発
信し観光誘客に
つなげていく。

令和３年７月「北海道・北東北の縄文遺跡群」
が世界文化遺産に登録されました。構成資産の1つ
である鹿角市の「大湯環状列石」の魅力を世界に伝
えたかったため、デジタル技術の活用を検討しました。

文化庁 令和３年度「LivingHistory促進事業」
（105,031千円）を活用しています。
※新型コロナウイルスの感染拡大に伴う移動制限により、事業スケ
ジュールが遅延したため2カ年事業に

事業の近況を教えてください。
令和３年度から取組を開始し、3つの体験プログラ

ムの造成に取り組みました。
・食プログラム（JOMON食の記憶を探る）
・まつりプログラム (縄文食＆縄文まつり体験プログラ
ム～食とココロの原点を知る旅～)
・暮らし（映像制作）プログラム
食やまつりプログラムも映像制作に組み入れていま

す。縄文時代の暮らしをリアルに体感できるので、誘
客促進につながっています。

（鹿角市）

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年

－その他
参画主体

three株式会社サービス
提供事業者

①大湯環状列石公式ｱﾌﾟﾘ、②インフォメーション
ディスプレイ（タッチディスプレイ）、③プロジェクショ
ンマッピング（縄文シネマ）、④ホログラムディスプ
レイ（ホログラムピラミッド）

サービス名

①個別開発製品をクラウド環境で運用
②③④個別開発製品をオンプレミス環境で運用運用形態

・検討開始
・委託事業開始

担当部署 0186-37-3822 メール oyusccenter@city.kazuno.lg.jp電話鹿角市教育委員会大湯ストーンサークル館

○ 映像やアプリを開発・整備したことで、「大湯環状列石」の認知度が向上した。
○ 講座やセミナー、シンポジウムを開催したことで、市民が大湯環状列石を再認識し、保全や観光コンテンツ

としての活用に対する市民の意識醸成が図られた。
○ 大湯SCの会（ガイド等の地域団体）においてガイド件数が増加したほか、観光地域づくり法人における

着地型ツアー商品の魅力向上につながっている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

143 AR等の最新デジタル技術を活用して縄文の原風景を復元【秋田県鹿角市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 都城市では、市内各地で遺跡調査が行われており、
その調査における上空からの写真の撮影に当たって、ド
ローンを活用している。

○ 従前は、専門業者と業務委託契約を締結し、ド
ローンを活用した航空写真の撮影を依頼していたが、
経費削減のため、市が自前でドローンを操作し、航空
写真を撮影する方法に変更した。

○ その結果、経費削減に加えて、従来は、契約期間
内で決められた回数の撮影しかできなかったが、調査の
進捗に応じたタイミングで撮影をすることができるとともに、
撮影したいポイントをピンポイントで撮影できるようになり、
調査の進捗管理に役立っている。

事業の概要

【参考情報】 人口：16.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.miyakonojo.miyazaki.jp/

令和３年度事業費 10千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（都城市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

144 遺跡調査におけるドローンを活用した写真の撮影【宮崎県都城市】

平成30年度～令和2年度にかけて、大規模公共
事業の発掘調査がありました。調査面積が広大であ
り、空中写真の撮影機会が多くなることが想定されま
した。業者委託と実機導入の予算を比較した結果、
実機導入に至りました。

大規模な発掘調査だけではなく、小規模な調査や
試掘・確認調査でも利用し、調査にあたってより多くの
情報をより効率的に得ることができるようになりました。
また、ドローンで撮影した動画を使って、遺跡の紹介
動画を作成・公開するなど、幅広く活用しています。

私は、文化財担当課の職員なのですが、最近では、
施設や工事など、庁内他課からの撮影依頼も多く
なっています。一つの課での導入のハードルが高い場
合、庁内において多角的な活用が図れることをアピー
ルするのも一案かと思います。

人口:10万人以上
30万人未満低コスト ドローンの活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

発掘調査予算の調整、入札・契約事務など

担当部署 0986-23-9547 メール culture@city.miyakonojo.miyazaki.jp電話都城市教育委員会文化財課

○ 従来は、遺跡調査の際の航空写真の撮影を、外部委託から市が自前でドローンを操作して航空写真を
撮影する方法に変更したことで、調査の進捗に応じたタイミングで撮影をすることができるとともに、撮影した
い地点をピンポイントで撮影できるようになった。

○ 空中写真の撮影回数は、従前は平均１回/年であったが、ドローンの活用により、平均5回/年に増加し
た。

○ 空中写真を随時撮影できるようになり、高精度の調査が可能となったため、調査の効率が向上した。

円9千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円696千イニシャルコスト ※税抜

円9千•保険料（内訳）円696千• ドローン機体リース料（内訳）

（備考）（備考）

144 遺跡調査におけるドローンを活用した写真の撮影【宮崎県都城市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満低コスト ドローンの活用
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○ 松江市は、同志社大学と市の文化財に関するICT
技術等の活用について、令和3年3月に協定を締結し
た。協定に基づき、松江城天守をVRで再現する取組
を行っている。

○ 松江城天守は国宝であるため、エレベーター等を設
置できないことから、高齢者や体の不自由な人が天守
に登ることができないという課題があった。しかし、VRに
より、天守に登る擬似体験をすることが可能になる。

○ 市は、VR体験ソフトが
完成した際には、バリアフリー
対応の施設(松江歴史館)内
に設置することで、多くの人々
に文化財に触れる機会を
提供することを目指している。

事業の概要

【参考情報】 人口：19.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 309千円

ICT技術をまずは国宝の松江城天守で活用
しようと考え、課題であった天守の登閣が
困難な方へのVR疑似体験というアイディアに
たどり着きました。

令和４年の夏から松江城天守VRの試行運用
を行い、令和５年４月から松江歴史館において
本格運用されています。

スロープの設置などバリアフリー環境の整備が
難しい文化財では、 ICT技術の活用が文化財の
魅力を伝える有効な手段になるのではないかと考
えています。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（松江市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

145 VRによる高齢者等への文化財の擬似体験機会の提供【島根県松江市】

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

人口:10万人以上
30万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年８か月

株式会社さんびる（VRを設置している松江歴史館の
指定管理者）

その他
参画主体

松江歴史館サービス
提供事業者

松江城天守VR登閣体験サービス名

指定管理者へ委託運用形態

R2.12～R4.7 I文化財の活用に関する共同研究を
行う同志社大学文化遺産情報科学調査研究センター
によるVR制作
R4.8～R5.3 松江歴史館でのVR登閣体験開始
（試行運用）※事業開始
R5.4～ 松江歴史館での本格運用

担当部署
0852-55-5959
0852-55-5511 メール

matsuejou@city.matsue.lg.jp
rekishi@city.matsue.lg.jp電話

・松江市松江城・史料調査課（VR制作と試行運用まで）
・松江市松江歴史館（VR登閣体験の本格運用）

円437千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円309千イニシャルコスト ※税抜

円437千•人件費、消耗品（内訳）円309千•環境整備（内訳）

（備考）（備考）

○ 令和４年度に松江城天守のVR登閣体験の試行運用を松江城東隣にある松江歴史館で行った際、
629名が体験しており、文化財に触れる機会の拡充を図ることができている。

○ 同試行運用の体験者の88％が「これから松江城に行きたい」と回答しており、松江城への関心の向上に
寄与している。

145 VRによる高齢者等への文化財の擬似体験機会の提供【島根県松江市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満
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○ 旭川市では、医療・福祉・教育現場のニーズ増大と
労働力不足に対し、地域内のデジタル技術シーズ
（ICTやゲーミフィケーションなど）と現場をつなぐ「産学
官連携プラットフォーム」を構築した。現場の課題を精
査し、学生や企業によるプロジェクトチームを組織するこ
とで、デジタル技術の実装とイノベーションの創出を目指
している。

○ 高齢者支援では、ゲーミフィケーション等の活用によ
り、楽しみながらコミュニティに参加し、健康維持や社会
参加ができるアプリを開発・実装した。高齢者の孤立
防止と生活の質向上を図っている。

○ 特別支援教育の療育支援では、VRやモーション
キャプチャーを活用し、児童がゲー
ム感覚で療育に取り組める環境
を整備した。効果的な指導を実
現しつつ教員の指導負担を軽減
を目指している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：31.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/facility00/facility09/d073148.
html （市HP）

【参考情報②】地域未来交付金とは
ＵＲＬ：
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiikimiraikoufukin/index.html

令和６年度事業費 24,703千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（旭川市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

「医療・福祉現場における人手不足と多様なニーズの
急増」、「地域で育成されたデジタル人材の流出」と
いった地域の課題に対し、現場の困りごとと地域のデジ
タル技術シーズを結び付けることで、生産性の向上と
人材定着の好循環（エコシステム）を生み出すことを
目的に事業を推進しています。

「産学官連携プラットフォーム」構築時には活用してお
りませんが、今後事業の運営に当たっては、内閣府の
地域未来交付金（地域未来推進型）を活用予定
です。

事業の近況を教えてください。

令和6年度は、ICTやゲーミフィケーションを活用した
「高齢者コミュニティ形成支援」や「特別支援教育の療
育支援」の実証プロジェクトを推進し、現場の負担軽
減及びデジタル人材が地域で活躍できる土壌づくりを
進めています。

146 産学官連携で挑む！地域課題解決とデジタル人材育成のエコシステム構築【北海道旭川市】
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実証事業の様子

人口:30万人以上



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

(株)NTT東日本ｰ北海道、(独)国立高等専門学校機構旭川工
業高等専門学校、(一社)上川eスポーツ協会、(一社)北海道eス
ポーツ連絡協議会、(一社)大雪カムイミンタラDMO、(一社)旭川
観光コンベンション協会、(株)北海道新聞社、(株)ラック、旭川商工
会議所、旭川情報産業事業協同組合、旭川大雪圏域連携中枢
都市圏（鷹栖町、東神楽町、当麻町、比布町、愛別町、上川町、
東川町、美瑛町）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
R7.4～R8.3 実証事業の実施
R8.4～ 体制の構築

担当部署 0166-73-9850 メール keizaikoryu@city.asahikawa.lg.jp電話旭川市経済部経済交流課

円34,703千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円34,703千•拠点の運営費（賃借料、
事業費等）

（内訳）円－（内訳）

上記費用は、令和８年度のコスト見込を記載
地域未来交付金（地域未来推進型）による補助
額:12,000千円（予定）

（備考）（備考）

○ 産学官連携による課題解決の実践を通じ、医療・福祉等の現場の生産性向上を図るとともに、学生のシ
ビックプライド醸成によるデジタル人材の地域定着を促進している。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

146 産学官連携で挑む！地域課題解決とデジタル人材育成のエコシステム構築【北海道旭川市】
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出典：奈良市写真美術館

○ 奈良市では、所蔵作品のデジタル化に伴い、未来を
担うデジタルネイティブの子どもたちや、距離や身体的な
問題により気軽に市美術館に足を運べない方々と芸
術との接点づくりとして、メタバース美術館の運営等の
事業を行っている。

○ メタバースのプラットフォームは、一般的に公開されて
いる「Decentraland」と「The sandbox」などを使用
しており、株式会社date、奈良女子大学工学部と協
力しながら、事業を進めている。

事業の概要

【参考情報】 人口：34.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://naracmp.jp/metaverse（奈良市写真美術館HP）

令和６年度事業費 21,718千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

（奈良市）

入江泰𠮷記念奈良市写真美術館に所蔵されて
いる写真作品の写真作品の半永久的な保存、劣
化してしまった作品の復旧等を目的として、写真の
デジタルデータ化を行おうとしました。そこから、デジタ
ル化作品を有効活用するための事業として、メタ
バース美術館事業が発足しました。

あくまでメタバース美術館はデジタル化写真活用
のための、１つの実証実験でした。web3にこだわら
ず、AIやマーターポート、マインクラフト等にも事業を
分散させることでリスクの低減をはかりました。

今後の展望を教えてください。

美術館として教育普及活動を軸におき、メタバー
ス（バーチャル）側のプラットフォーム側の運営（デ
ファクトスタンダードがある程度確立する）が安定す
るまでは、臨機応変にプラットフォームを選択しなが
ら実施していきたいです。

イメージ

147 デジタルネイティブや気軽に市美術館へ足を運べない方々に向けたメタバース美術館【奈良県奈良市】

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ５か月

株式会社date
奈良女子大学工学部

その他
参画主体

－
（一般公開されているメタバースを利用）

サービス
提供事業者

Decentraland、The sandboxなどサービス名

－運用形態

R4.4 企画立案
R4.7 メタバース美術館の実証実験を開始
R4.9 事業開始

（智弁学園高校写真部の写真を展示）
R4.11 入江作品を展示

担当部署
0742-34-4942
0742-22-9811 メール

bunkashinko@city.nara.lg.jp
info@naracmp.jp電話

奈良市市民部文化振興課
実施施設:入江泰𠮷記念奈良市写真美術館

○ 先進的な事業として注目され、複数のメディアに取り上げられたことで、写真美術館の知名度アップにつな
がっている。

○ デジタル化により遠方の地域と連携して事業を行うことができるようになった。
○ 様々な事情で写真美術館に足を運ぶことのできない方々に、メタバース上で写真作品を鑑賞する機会を

提供できている。（主な事業とその参加者 マーターポートを用いての事業:約4,400人、マインクラフト
を用いた親子参加事業:約60人、山間部での出張展示会:約100人）

21,718千円ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円23,935千イニシャルコスト ※税抜

21,718千円・指定管理料増額分（内訳）円
円
円

19,744千
3,982千

209千

•指定管理料増額分
•備品購入費
•消耗品費

（内訳）

メタバース以外のデジタル化事業も含む（備考）メタバース以外のデジタル化事業も含む（備考）

147 デジタルネイティブや気軽に市美術館へ足を運べない方々に向けたメタバース美術館【奈良県奈良市】

人口:30万人以上メタバース・
Web３の活用
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○ 岡山市では、令和4年度に実施される岡山デスティ
ネーションキャンペーン(岡山DC)の実施に伴い、市の
PRの一つとして、「備中高松城の戦い」(※)をCG技術
及びVR技術を活用し、再現する取組を行った。

○ CG技術により単に城を復元するのではなく、VR技
術と組み合わせることにより、戦いにまつわる数々のドラ
マを再現し、地域の歴史に触れる機会を持ってもらうと
いう狙いがある。

○ また、完成したコンテンツは、ホームページに公開する
などして、市の観光誘客につなげている。

※ 戦国時代に行われた豊臣秀吉
率いる織田軍と毛利軍の戦い。
織田軍の水攻めが有名。

※ 備中高松城は、現在現存
していない。

事業の概要

【参考情報】 人口：69.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 25,519千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（岡山市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

史上類を見ない、“成功した水攻め”の舞台となり、
天下を左右する歴史の転換点を改めて知ることで、備
中高松城への関心を高めてもらいたいと考えたからです。

令和４年６月より、ホームページにて公開をしました。
VRは、現実に近い形で、再現できたと考えています。VR
コンテンツを通じて備中高松城の歴史的価値を内外に
発信し、現地で体験する着地型コンテンツを併せて整備
したことで、観光誘客の促進につながっています。

VRの活用を促進する上での工夫を教えてください。

多言語（５か国語）に対応することで、多くの方に
見ていただけるようなものにし、インバウンドの取り込み
を目指しています。

★担当:岡山市産業観光局 観光振興課★

148 CG・VR技術を活用して「備中高松城の戦い」を再現【岡山県岡山市】

人口:30万人以上
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事業の概要

【参考情報①】 人口：68万人（令和７年９月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.tokushima.lg.jp/statistics/month/jinkou/

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和5年度事業費 2,000千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 1,000千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（徳島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 徳島県では、「年齢」「性別」「国籍」「障がいの
有無」等に関わらず、誰もが楽しむことができる「eス
ポーツ」を活用した交流機会の創出に取り組んで
いる。

○ 令和2年度からは、コロナ禍での安心安全な交
流機会創出のため、全国の障がい者施設等を対
象としたオンラインによる「eスポーツ」の大会を開催。

○ また、障がいのある方と、在住外国人や子ども、
高齢者が「eスポーツ」を通じて交流を行う「eスポー
ツ体験・交流会」を開催。「eスポーツ」を核とした障
がい者の自己実現や社会参加を促進し、ダイバー
シティ社会の推進を図っている。

全国各地の障がい者施設の皆様が大会に参加してくだ
さっており、普段なかなか関わることが出来ない全国の施設
間の交流機会となっています。
また、本大会での入賞を目標の一つとして練習されている

施設もあり、障がいのある方の自己実現の場となっています。

令和2年度は、内閣府の新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金を活用して実施しました。
令和3年度からは、内閣府のデジタル田園都市国家

構想交付金を活用しています。

事業の効果を教えてください。

新型コロナウイルス感染症の影響で、障がいのある方の
スポーツや文化を通した交流機会が失われている中、感
染リスクを高めないオンラインを活用した「eスポーツ」の大
会を開催することで、障がい者間及び障がいのある人と
ない人との交流機会を創出することを目的にスタートしま
した。

149 年齢・性別・国籍・障がいの有無等に関わらず、誰もが楽しめるｅスポーツの普及促進【徳島県】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

一般社団法人日本eスポーツ連合（後援）その他
参画主体

株式会社セガ（協力）サービス
提供事業者

PlayStation®4用ソフト「ぷよぷよeスポー
ツ」、Zoomサービス名

－運用形態

R2.6～ 事業検討開始
R2.7～8   予算要求等
R2.10～ 受託業者公募開始
R2.11 契約、事業開始

担当部署 088-621-2113 メール sportsshinkouka@pref.tokushima.lg.jp電話
徳島県観光スポーツ文化部スポーツ振興
課

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

○ 本事業で実施している全国大会はeスポーツに取り組む障がい者の目標であり、自己実現の場の1つと
なっている。

○ 全国各地の障がい者施設の方々が大会に参加しており、普段なかなか関わることが出来ない全国の施設
間の交流機会となっている。

○ 近隣の自治体からも当該事業に対して問合せを受ける機会が増えており、自団体以外への波及効果も
出始めている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

149 年齢・性別・国籍・障がいの有無等に関わらず、誰もが楽しめるｅスポーツの普及促進【徳島県】

都道府県
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○ 九州国立博物館では、来館されたお客様が、ご自分の
スマートフォンで音声ガイドを楽しめる「ナビレンスdeきゅー
はく」のサービスを、令和４年４月から開始。

○ 文化交流展示室の作品ガイドのほか、館内及び館周
辺の動線を案内する機能があり、多言語ユーザーや視覚
障がいのある方にも利用していただける仕様としている。

○ スマートフォンやイヤホンをお持ちでない来館者のために、
端末（アイポッドタッチ）やイヤホンを貸し出している。

■ 「ナビレンスdeきゅーはく」とは
・本音声ガイドはアプリ「NabiLens（ナビレンス）」を使用
・スマートフォンでアプリを起動させ、専用標識にカメラを向けると、標
識に登録された文章がコンピューター音声で自動再生される。
・スマートフォンの言語設定に応じ、30言語以上に自動翻訳。

事業の概要

【参考情報】 人口：508.7万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.kyuhaku.jp/exhibition/exhibition_info_navi.html
（九州国立博物館ホームページ） 令和３年度事業費 9,030千円

従来は音声ガイドの機器を貸し出していまし
たが、コロナ下で接触感染リスクを下げるため、
来館者自身のスマートフォンを活用することに
しました。

「NaviLens」はもともと視覚障がいのある方の
ためのガイドアプリとして開発されたもので、従来
の利用者層に加えて視覚障がいのある方にも
お使いいただけるため、好評いただいています。

「NaviLens」は、視覚障がいのある方のみな
らず聴覚障がいのある方、外国人など様々な方
へのアクセシビリティ向上のため、様々なシーンで
活用できます。お客様が快適に利用できるよう、
さらなる改善に取り組んでまいります。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福岡県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

利用者の反応（声）はいかがですか?

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

150 デジタル技術による展示解説の充実【福岡県】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年４か月

（株）KBC MoooV
NPO法人アイ・コラボレーション 神戸

その他
参画主体

NEOSISTEC社サービス
提供事業者

Navilens（ナビレンス）サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.12～R3.8 内部調整
R3.9～R4.3 システム開発
R4.4～ 運用開始

担当部署 092-929-3297 メール asia-crc@pref.fukuoka.lg.jp電話福岡県立アジア文化交流センター展示課

円452千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,242千イニシャルコスト ※税抜

円
円

344千
108千

•サービス利用料
•サポート費用

（内訳）円2,242千•初期導入費（内訳）

（備考）（備考）

○ 従来の博物館ガイドの機能に加え、視覚・聴覚に障がいを持つ来館者にも使っていただけるガイドとして
サービス提供開始よりマスコミに取り上げられるなど注目されており、実際に使用していただいた来館者によ
るアンケート等でも高い評価を受けている。

○ 事業導入の過程で、障がいを持つ来館者に対する対応に関する職員の意識が向上し、ワーキンググルー
プの立ち上げへとつながった。

○ ほかの博物館等施設や自治体などからも問合せや視察の申込みが増えている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

150 デジタル技術による展示解説の充実【福岡県】

都道府県
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事業の概要

【参考情報】 人口：1400.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/01soumu/archives/index.htm
（東京都公文書館HP）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（東京都）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

〇 重要文化財に指定されている東京府文書、絵図、地図等を
中心に掲載しており、高精細の画像の閲覧が可能である。

〇 東京都公文書館では、令和２年４月１日の移転開館に
合わせてデジタルアーカイブを開設し、所蔵資料のデジタル画像
等をインターネット上で提供している。

歴史的資料として重要な価値を持つ公文書は、都民
の共有の財産として後代に伝えるための「保存」が必要
ですが、同時により広く都民の皆様に「利用」していただく
ことが重要です。
そこで、国指定の重要文化財である東京府・東京市

行政文書、江戸明治期の貴重な絵図、地図等を、来
館、撮影、複写の手間なく、インターネットで都民の皆様
に見ていただけるよう、移転開館後の館の主要事業のひ
とつと位置づけ、スタートしたものです。

特に活用した支援制度はありません。
利用者様に、ご興味を持っていただけるコンテンツとなる

よう心がけました。

錦絵、絵はがきなど多様な形態の資料

旧東京都映画協会や東京都等から引き継いだ映画・写真等

重要文化財指定の東京府文書・東京市文書、東京都文書

江戸明治期の資料

今後も引き続きデジタル画像の点数を増やし、より
多くの都民の皆様に当館の所蔵資料を見ていただけ
るよう取り組んでまいります。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

令和７年度事業費 13,478千円

151 東京都公文書館所蔵資料のデジタルアーカイブ公開の推進【東京都】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２年６か月

－その他
参画主体

日本事務器株式会社サービス
提供事業者

Infolibサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

提供資料の内容、運用方法等の検討 ６か月
対象資料のデジタル化及びサービス構築 24か月
（うち、サービス構築期間は８か月）

担当部署 042-316-8611 メール S0000015@section.metro.tokyo.jp電話東京都総務局総務部公文書館

○ 重要文化財に指定されている東京府文書、絵図、地図等の高精細のデジタル画像等をインターネット上
で閲覧できるようになった。

円13,478千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円11,375千イニシャルコスト ※税抜

円
円

3,180千
10,298千

•サービス利用料
•デジタル撮影委託

（内訳）

円11,375千

•導入委託（サービス利
用のための初期設定等
準備作業等）

（内訳）

（備考）（備考）

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

151 東京都公文書館所蔵資料のデジタルアーカイブ公開の推進【東京都】

都道府県

321



15 教育
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○ 佐那河内村は、平成30年度に「佐那河内小中学
校」として小中一貫教育校を設置し、9年間の教育課
程の編成、小中の教職員による合同研修などを実施
している。

○ 村では、そうした教育環境下で、義務教育課程にお
いて必修化されたプログラミング教育を行うため、小中9
年間を見通したプログラミング教育の実践・情報活用
能力年間計画を作成し、様々な分野にプログラミング
教育を取り入れている。

（例）
・ 各教科の学びにおける効果的なプログラミング

教育
・ 「ふるさと学習」にプログラミングを活用
・ 一人一台端末を活用したプログラミング教育
・ 中学校技術家庭科(技術分野)における

プログラミング教育の実践 等

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】令和2年度第4次産業革命時代に活躍するためのプロ
グラミング教育事業（徳島県教育委員会）とは
ＵＲＬ：https://school.e-
tokushima.or.jp/ejs_sanagochi/Investigation_report/

令和３年度事業費 2,700千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（佐那河内村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

152 小中一貫教育において行う計画的なプログラミング教育【徳島県佐那河内村】

農薬散布するドローンの飛行経路を
プログラミングして、動きを確かめる

令和２年度に、徳島県立総合教育センター教育情
報課(現・GIGAスクール推進課)と連携し、各教科にお
いてプログラミングを取り入れた授業方法の研究を行うと
ともに、小中学校９年間の系統的なプログラミング指導
計画を作成しました。

事業の近況を教えてください。

令和２年度より、プログラミング教育を単独の学習に留
めることなく、各教科指導内容との連携を図り、小中学校
９年間の一貫した計画を立て、取り組んできました。プロ
グラミング教育においては、まずは個人で課題に取り組み、
次の段階としてグループで課題に取り組むことにより、意見
を出し合い創意工夫をして積極的に課題解決を行うこと
ができました。グループでの活動を通じて、筋道を立てて考
える力や、コミュニケーション能力も向上しました。

徳島県教育委員会の「令和２年度第４次産業革命
時代に活躍するためのプログラミング教育事業」を活用し、
指導に用いる教材(ドローン、IoTブロック、小型ロボット
作成セット)を整備しました。

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ６か月

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.4～9 準備
R2.10～ 事業実施

担当部署 088-679-2817 メール kyouiku@sanagochi.i-tokushima.jp電話佐那河内村教育委員会

○ 管内の小中学校における「９年間の系統的なプログラミング指導」により、児童生徒の「物事を論理的に
筋道を立てて考える力」が養われている。

○ グループワークの実施により、協働して問題解決に取り組む力が向上している。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,587千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）
円

円

360千

1,227千

•学校アクセスポイントの設
置
•小型ドローン、プログラミン
グ学習ロボット教材

（内訳）

（備考）令和2年度第4次産業革命時代に活躍するためのプロ
グラミング教育事業（徳島県教育委員会）による補
助額:1,500千円

（備考）

152 小中一貫教育において行う計画的なプログラミング教育【徳島県佐那河内村】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人未満
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○ 上島町では、メタバースを活用したバーチャルサポート
ルームをクラウド上に設置し、学校に来づらい子どもたち
がオンラインで授業に参加したり、カウンセリングを受けた
りできる環境を整備した。

○ 既存ウェブアプリ（Googleアプリ等）によるオンライ
ン授業配信を行うことで、自宅からの学習（授業）参
加を可能としている。

○ これまでは欠席せざるを得なかった子どもたちも、オン
ライン上で学習（授業）に参加できるようになり、出席
扱いとなる日数が増えている。

○ 国の補助金で
あるデジタル田園
都市国家構想交
付金TYPE１を財
源として活用して
いる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：0.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.town.kamijima.lg.jp/（町HP）

令和５年度事業費 5,967千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 2,983千円）
※令和５年11月時点

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

153 バーチャルサポートルームをクラウド上に設置し、オンライン授業ができる環境を整備【愛媛県上島町】

（上島町）

本町は、へき地離島であるため、地理的な不便・
負担を抱えており、町内にフリースクール等の民間
施設がなく、子どもたちの第３の居場所づくりについ
て課題を抱えていました。
そこで、オンラインも活用した子どもたちの学習支

援やオンライン相談を積極的に導入することで、地
域課題をデジタル活用によって克服し、子どもたちの
学びの充実や進路保障につなげることとしました。

サポートルーム設置に関する導入アプリ等の選定
に時間を要しました。その中で、愛媛県のデジタル
実装加速化プロジェクト「トライアングル愛媛」によっ
てNPO法人とも連携し、操作性がシンプルな２Dメ
タバースの選定を進めました。

今後の展望を教えてください。

令和７年度は、本事業計画において設定した
KPIによって、オンライン支援に関する子ども、保護
者の満足度を把握し、事業の効果検証を行います。

提供：上島町

イメージ

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

人口:１万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

株式会社四国通建、株式会社ベンド、株
式会社ポプラ社

サービス
提供事業者

MetaLife ビジネスプラン、電子書籍読み
放題サービス Yomokka!サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.2～R5.10 課内調整（検討）
R5.11～R6.1 業者打ち合わせ
R6.2 設置工事
R6.4～ 運用開始

担当部署 0897-77-2207 メール kyoiku-gakko@town.kamijima.ehime.jp電話上島町教育委員会

○ オンラインでの授業配信を行うことで、これまでは欠席せざるを得なかった子どもたちも、自宅から学習（授
業）にオンライン上で参加できるようになり、出席扱いとなる日数が増えている。

○ 子どもたちの第３の居場所づくりや、学びの充実に寄与している。

円300千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円5,100千イニシャルコスト ※税抜

円300千•サービス利用料（内訳）
円
円
円
円

2,560千
1,239千

705千
596千

•バーチャルルーム（メタ
バース）の導入
•デジタル機器整備
•施設・設備改修等
•諸経費

（内訳）

（備考）デジタル田園都市国家構想交付金TYPE１による時
補助額:2,983千円（令和５年11月時点）

（備考）

153 バーチャルサポートルームをクラウド上に設置し、オンライン授業ができる環境を整備【愛媛県上島町】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人未満
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○ 玉名市では、玉名圏域定住自立圏(玉名市、玉東
町、南関町、和水町) を構成する３町の図書館(室)
と市の図書館との間で広域連携を行っており、圏域内
住民は、圏域内それぞれの図書館(室)を利用すること
ができる。

○ こうした連携をベースにして、玉名市ほか３町は、令
和３年7月から「たまな圏域電子図書館」を共同で運
営している。

○ 共同で電子図書館を運営することで、自治体にとっ
ては、スケールメリットが生じるとともに、小規模で蔵書が
少ない自治体の住民等に、他自治体の蔵書を共有す
ることができる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：6.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://web.d-library.jp/tamaken/g0101/top/

（電子図書館HP）

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/rinjikoufukin/index.html

令和３年度事業費 20,460千円
（うち、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内
閣府） 14,730千円、新型コロナウイルス感染症対策総合交付金
（熊本県） 1,000千円）

コロナウイルスによる外出抑制や図書館の休館時でも
図書館サービスを継続し、また、来館困難者へのサービス
の拡充及び、タブレットを活用した 児童生徒への学習
支援を目的としてスタートしました。

令和２年度に、内閣府の新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金及び県の新型コロナウイルス感
染症対策総合交付金を、システム初期導入費及び初期
の電子書籍使用料に活用しました。

これから事業を考えている自治体に向け、
一言お願いします。

広域連携により共同運営する場合、各自治体との負担
金の調整及び、各種協議事項に関する細かい打ち合わせ
が都度必要になります。
ランニングコストもかかるため、各自治体が無理せず⾧期

継続できるような負担割合や事業規模を検討することから
始めるとよいと思います。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（玉名市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

154 電子図書館を圏域で効率的に運営し、広く住民等の利便性向上【熊本県玉名市】

人口:５万人以上
10万人未満

327



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

株式会社図書館流通センターサービス
提供事業者

たまな圏域電子図書館サービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.7～9 １市３町の分科会で電子図書館
の共同運用を打診

R2.10～R3.4 内容調整
R3.5～6 学校への協力依頼・オープン準備
R3.7～ 電子図書館開始

担当部署 0968-75-1312 メール tosho@city.tamana.lg.jp電話
玉名市教育委員会事務局教育部コミュニ
ティ推進課

○ 来館が困難な住民も容易に図書館を利用できるようになったほか、オーディオブックや読み放題プランの導
入により、利便性が向上した。

○ １市３町で電子図書館を共同運用しているため、蔵書数の少ない自治体の住民であっても、多様な書
籍を閲覧することができるようになっている。

円4,600千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円14,300千イニシャルコスト ※税抜

円
円

1,200千
3,400千

•クラウド利用料
•電子書籍購入費

（内訳）円
円

700千
13,600千

•システム導入費
•電子書籍使用料

（内訳）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（R3）による補助額:3,444千円

（備考）内閣府の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金による補助額:14,730千円、熊本県の新
型コロナウイルス感染症対策総合交付金による補助
額:1,000千円

（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

154 電子図書館を圏域で効率的に運営し、広く住民等の利便性向上【熊本県玉名市】

人口:５万人以上
10万人未満
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○ 市内の児童生徒が将来の目標や夢を持ってもらうことなどを目的
に、市内企業を見学する「かかみがはら寺子屋事業 ものづくり見学
事業」を、学校から配布されたタブレット端末を活用し、自宅や学校
に居ながら、まるで工場見学に行っているかように学ぶことができる
事業を展開している。

○ 動画は、「航空機産業コース」、「自動車産業コース」、「生活産業コー
スpart1~3」、 「木材・木製品産業コース」、「繊維産業コース」、「食品・
養蚕産業コース」、「医療・福祉産業コース」、「建設業コース」、「まだまだ
知らないすごいものづくりコースpart1・2」の全12コースで構成されている。

○ 視聴方法は、学校から配布されたタブレット端末を使用する場合
は、学校専用の共有フォルダから、また、一般のタブレット端末や
パソコンなどの場合は、YouTubeから視聴できる。

○ 普段なかなか見ることができ
ない製造現場の様子を行程に
沿って映しているため、どのよう
にして「モノ」が完成するのか理
解できる。
また、動画内にはいくつかのク

イズコーナーもあるため、親子で
一緒に視聴しても楽しむことが
できる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：14.3万人（令和７年12月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.kakamigahara.lg.jp/kodomo/1013157/1014231/1014
731.html

令和６年度事業費 1,388千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（各務原市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

155 ものづくりの工程をタブレット端末で見学できるオンライン寺子屋【岐阜県各務原市】

事業の近況を教えてください。

事業は令和６年度末をもって終了しましたが、全ての動
画はYouTube上に公開しており、視聴回数は日々増え続
けている状況です。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、直接現地で
の工場見学ができない状況になったことから、その代替方法と
して、見学をオンライン化し、市内企業を知ってもらう機会を
確保しようと考えました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

教育現場のIT化が加速する中、コロナに関係なく、事業の
オンライン化は、子どもたちを対象にしたものでもスタンダードな
手法になっていると考えます。
ただ、リアルだからこそ得られる経験や満足感もありますので、

それぞれのメリットや効果を踏まえた手法の選択が求められる
でしょう。

人口:10万人以上
30万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

株式会社中日アド企画岐阜支社（R3）
CCNet株式会社岐阜局（R4）
シーシーエヌ株式会社（R5）
株式会社岐阜放送 （R6）
※すべて動画作成業務委託

サービス
提供事業者

YouTubeサービス名

－運用形態

R6.4～9 庁内調整（６か月）
R6.9～12 企業調整（４か月）
R6.12～ 事業（撮影）開始

担当部署 058-383-7236 メール syoko03@city.kakamigahara.gifu.jp電話各務原市産業活力部商工振興課

○ 動画を閲覧した若者が、動画に登場した市内企業に興味をもつことで、将来的な就職の促進につながる。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円1,388千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円
円

1,188千
200千

•動画作成委託料
•チラシ作成料

（内訳）

動画完成後はYouTubeにアップロードし、市のホーム
ページに掲載しているため、ランニングコストは不要

（備考）上記は、令和６年度の動画作成等に要した経費（備考）

155 ものづくりの工程をタブレット端末で見学できるオンライン寺子屋【岐阜県各務原市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満
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○ 浜松市では、「はままついじめアンケート」を導入した。
タブレット端末を使って回答を入力し、回答結果を基
に、いじめの対応が必要な児童生徒に、リスクに応じた
アラートが立つことが特徴である。

○ タブレット端末を用いた方が児童生徒が回答しやす
いことや、リスクレベルの高い児童生徒をアラートにより
把握できることで、紙媒体のアンケートよりも多くのいじ
め認知につながった。また、各教員が、アンケート結果
を参照できることから、いじめを確実に把握し、組織的
な対応につなげることができている。

○ 多くのアラートが出ることで、いじめの認知件数が増
加し、早期の対応につなげられるメリットがある一方、
聴取や事実確認に相当の時間や人材が必要
であり、その確保が今後の課題となって
いる。

事業の概要

【参考情報】 人口：78.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/somu/kyoui/kyouikucho/ky
ouikucho230705kowa.html

令和６年度事業費 13,000千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

（浜松市）

いじめを早期に発見し、速やかな対応につなげる
ため、児童生徒がいじめを訴えやすい手段として、
一人一台のタブレット端末を活用したWebアンケー
トを実施することとしました。

Webアンケートで把握したいじめの訴えを、各校
のいじめ対策委員会において組織で認知し、対応
方針を検討するよう周知しています。
また、Webで実施するため、アンケート結果を校

内の教員が即時に確認することができますが、一方
で、情報共有や実際の対応のためには紙媒体に印
刷する方が活用しやすい場合があり、効果的な運
用のためには継続的な改善が必要と認識していま
す。

今後の展望を教えてください。

低学年のアラートが正確に出るためには、どのよう
な形式にすべきかという課題について、業者と検討
中です。

人口:30万人以上

331

156 タブレット端末を活用したいじめに関するアンケートにより、リスクレベルの高い児童生徒を把握【静岡県浜松市】



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

ーその他
参画主体

スタンドバイ株式会社サービス
提供事業者

シャボテンログサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

R4.4～11 部内調整（８か月）
R4.12～R5.3 業者決定・システム構築（４か月）
R5.4～ 事業開始

担当部署 053-457-2411 メール shido@city.hamamatsu-szo.ed.jp電話浜松市教育委員会指導課

○ リスクレベルの高い児童生徒をアラートにより把握できることから、紙媒体のアンケートよりも多くのいじめ認
知につながっている。

○ 令和５年度１学期に５校の小・中学校で検証した際は、44％の児童・生徒に対応の緊急性を示すア
ラートが立った。各学校でいじめ対策委員会を開き、児童・生徒と面談したり、保護者と連絡を取ったりす
るなど、組織的な対応につなげることができている。

○ 児童・生徒からは、紙のアンケートより、タブレット端末のほうが操作が簡単でいじめを訴えやすいという声が
上がっている。

○ 教員からは、全教員が瞬時に結果を把握できるシステムにより、いじめを確実に把握できるといった意見が
寄せられている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円12,120千イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円12,120千•業務委託料（内訳）

（備考）（備考）

人口:30万人以上
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156 タブレット端末を活用したいじめに関するアンケートにより、リスクレベルの高い児童生徒を把握【静岡県浜松市】



【参考情報】 人口：195.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www4.city.sapporo.jp/kyoiku/katei-kyoiku-navi/
（さっぽろ家庭教育ナビ）

令和６年度事業費 8,400千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（札幌市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

157 家庭教育に関する情報のハブとなるサイトを構築【北海道札幌市】

令和６年度は、子どものネット利用について、保護
者の取組のヒントとなる家庭教育講座の動画配信を
行いました。また、著名人を起用した講演会についても、
自宅から好きな時間に気軽に視聴していただけるよう、
「さっぽろ家庭教育ナビ」内の特設ページにて、オンライ
ン講演会として期間限定配信を行いました。
講演会の実施にあたっては、事前に募集したお悩み

相談の一部を講演会の中でお答えし、オンライン配信
であっても双方向性を持たせたほか、講演会の告知に
SNS広告も取り入れるなど、家庭教育を身近に感じ
てもらえるような取り組みを進めています。

近年は、共働き世帯の増加等、社会状況の変化に
より、平日や日中に行われる学習会や講演会等への
参加が難しい親が増えている中、ウェブサイトへのアクセ
スや動画配信であれば、忙しい日常の中でも、気軽に
アクセスしていただき、家庭教育について考えるきっかけ
を提供できるのではと考え、サイトを開設することとなり
ました。

人口:30万人以上

333 

○ 札幌市では、子どもを持つ親等に対して、家庭での
教育を支援するために、「さっぽろ家庭教育ナビ」により
家庭教育に関する情報発信を行っている。

○ 市ではこれまで日中の活動を主とした「家庭教育学
級」や講演会等の開催により、家庭教育の支援を行っ
てきた。しかしながら、共働き世帯の増加等、社会状
況が変化する中で、学習機会への参加が難しい市民
も増えていることから、サイトの開設で、より広く情報を
届けられるよう、「さっぽろ家庭教育ナビ」を導入した。

○ 子どもとのコミュニケーションの図り方のコツなどを自宅
から気軽に学習できるよう、市では動画コンテンツを充
実させるなど家庭教育の普及啓発に力を入れている。

事業の概要



事業効果

コスト

○ 平日や日中に行われる学習会や講演会等への参加が難しい保護者に対しても、家庭教育の重要性を
伝えたり、学習機会を提供することができた。

○ 令和６年度のサイト閲覧数は16,053回、オンライン講演会再生数は821回となった。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

157 家庭教育に関する情報のハブとなるサイトを構築【北海道札幌市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上

334 

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ８か月

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H30.5～12 業者選定、サイト構築等（８か月）
H30.12～ HP公開

担当部署 011-211-3872 メール manabi@city.sapporo.jp電話
札幌市教育委員会総務部生涯学習推進
課



事業の概要（R7）

【参考情報】 人口：129.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://ehime-kyoiku.esnet.ed.jp/file/2371

（えひめ愛顔の子ども新聞）
令和７年度事業費 4,580千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（愛媛県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

158 県内一斉ライブ授業「えひめいじめＳＴＯＰ！デイplus」【愛媛県】

○ ライブ授業

○ アーカイブ配信

○ えひめ愛顔（えがお）の子ども新聞（デジタル版）

いじめの未然防止に向けて愛媛県独自に取り組む「いじめ防
止のためのアクション」として、平成25年度に「いじめSTOP愛
顔の子どもサポート事業」を立ち上げました。毎年、各学校の
代表者が参集して、子ども会議や地域フォーラムを実施してき
ましたが、令和３年度に、それまで行っていた参集での子ども会
議が、コロナ禍により実施できなくなったため、発想を転換し、
ネット環境を活用した県内一斉ライブ授業にチャレンジしました。

・愛媛県内の小学校６年生と中学校１年生を中心に、約
22,000人をオンラインでつなぎ、同時にいじめの問題について考
えるライブ配信授業を実施。
＜主な内容＞
○ センター校・リモート校からの問題提起に基づいたオンライン

協議
○ 各学級での話合い
○ ゲスト、アドバイザーによるコメントや助言

・民間放送局とタッグを組み、インターネット接続のスムーズ
な運営や会場とリモート校をつなぐ円滑な進行を実現。

ライブ授業の様子を委託業者のYouTubeチャンネルで配信。

ライブ授業の様子をデジタル新聞にまとめ、県内すべての小中
高校生に配信。

今後の取組は?

コロナ禍で人間関係が希薄となり、トラブルの解決方法が分からな
い子どもや不安や悩みを一人で抱えてしまう子どもが増えていることか
ら、今年度から運用している、１人１台端末を活用した人間関係
構築力育成に向けたプログラムと連動させて、子どもたちの人とよりよ
い関係を築くスキルの向上と教職員の学級づくりを支援
することで、いじめの起こりにくい学級・学校づくりをさらに
推進していきたいと考えています。

児童生徒や先生方の反応は?

令和７年度、授業後に実施したWebアンケートには、
約15,000人から返信があり、96%が「参考になった」と回
答。先生方からは、「いじめについて考えるよい機会となっ
ています。今後も続けてほしい」などの感想がありました。

＜ライブ授業後に頑張っていること＞
○ お互いを大切にすること ○ 相手をよく知ること
○ 人の話をよく聞くこと ○ 失敗や間違いを笑ったり、
○ 違いを認め合うこと 冷やかしたりしないこと

都道府県

335



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

－その他
参画主体

南海放送株式会社（R3）、株式会社テ
レビ愛媛（R4、R5、R6、R7）

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.8～R3.3 庁内調整（８か月）
R3.4～5 委託業者選定（２か月）
R3.6～ 事業開始

担当部署 089-912-2960 メール jinkenkyouiku@pref.ehime.lg.jp電話
愛媛県教育委員会事務局指導部人権教
育課

○ 事業実施の３か月後の追跡調査において、いじめ防止への児童生徒の意識の高まりが感じられた学校が
90％、実際に子ども同士のトラブルが以前より減少した学校が10％に上った。

○ いじめ問題への取組みについて見なおす機会となり、児童生徒が主体となったいじめの起こりにくい学校づく
りと、いじめ問題解消に向けた県民意識の高揚につながった。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

158 県内一斉ライブ授業「えひめいじめＳＴＯＰ！デイplus」【愛媛県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 愛知県は、文部科学省の「地域社会に根ざした高
等学校の学校間連携・協働ネットワーク構築事業
(COREハイスクール・ネットワーク構想)(※)」の採択を
受け、令和３年度から令和５年度まで山間部及び半
島部の小規模校における遠隔教育システムの導入促
進に係る実証を行った。

○ 山間部の４校や半島部の２校
と県の総合教育センターにおける
通信環境、連携スキームを構築し、
オンラインで同時に授業に参加する
など、学校間で連携して教育を行う
ことで、専門性の高い授業や多様な
教育の提供をすることが可能になる。

※ 中山間地域や離島等の地域唯一の高等学校においても、多様かつ質の高い高等学
校教育を実施するため、複数の高等学校の教育課程の共通化やICT機器を最大限に
活用した遠隔授業の実施などにより、大学進学から就職までの生徒の進路希望に応じた
多様な教科・科目の開設や習熟度別指導を実現するとともに、持続可能な地方創生の
核としての高等学校の機能強化を図るもの。

事業の概要

【参考情報①】 人口：748.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/toukei/jinko1new.html

【参考情報②】地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネッ
トワーク構築事業（文部科学省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/mext_00025.html

令和５年度事業費 4,800千円
（うち、地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネット

ワーク構築事業（文部科学省） 4,800千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（愛知県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

159 高等教育におけるデジタル技術を活用した学校間連携【愛知県】

当該校は、学級数や生徒数が少なくなっており、校
内の教育資源にも限りがあり、これまで行ってきた進
路希望に応じた科目開設や習熟度別指導の実施な
ど、生徒の多様なニーズの全てに対応した指導体制
を単独で確保することが困難となってきているためです。

文部科学省の「地域社会に根ざした高等学校の学
校間連携・協働ネットワーク構築事業(COREハイス
クール・ネットワーク構想)」に採択され、令和３年度
から３年間の指定を受けて研究を進めました。

事業の近況を教えてください。

令和３年度は、遠隔授業を行うための準備として、
機器の整備、実施する科目の決定、講師の確保など
を行いました。令和４年度から令和５年度までは、
遠隔授業を行いました。総合教育センターから配信
する理科や情報などの授業、学校間を結んだ総合的
な探究の時間などの授業を実施しました。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

－その他
参画主体

日本Microsoft株式会社、SKY株式会
社

サービス
提供事業者

Microsoft teams、Sky Menu Cloudサービス名

パッケージ製品をクラウド環境で運用運用形態

・事業内容検討 ３か月
・導入作業 ９か月

担当部署 052-954-6787 メール kotogakko@pref.aichi.lg.jp電話愛知県教育委員会高等学校教育課

○ 中山間地域及び半島に位置する学校に対して、実験・実習を含めた遠隔授業を実施し、高い教育効果
を得た。

円726千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円5,662千イニシャルコスト ※税抜

円726千

•遠隔教育ソフトウェア利
用費（Sky Menu 
Cloud）

（内訳）
円

円

2,789千

2,873千

•設備備品費（PC、カメラ
等）
•消耗品費（ケーブル、照
明機器等）

（内訳）

地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働
ネットワーク構築事業（COREハイスクール・ネットワーク
構想）による補助額:726千円

（備考）地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働
ネットワーク構築事業（COREハイスクール・ネットワーク
構想）による補助額:5,662千円

（備考）

159 高等教育におけるデジタル技術を活用した学校間連携【愛知県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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16 デジタルデバイド対策
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事業の概要

【参考情報】 人口：0.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.town.minamiosumi.lg.jp

令和６年度事業費 50千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（南大隅町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。〇 南大隅町は、高齢の住民も多く、住民によ
りわかりやすく正確な情報提供を行うことに
苦慮していた。そこで、情報発信ツールであ
る町ホームページにおいて、デバイスに依存
しない読み手に配慮したユニバーサルデザイ
ンフォントを導入した。

〇 高齢者や視覚の弱い方にも誤読されにくい
よう配慮されたWEBフォント（ユニバーサ
ルデザインフォント）の導入により、ＰＣの
みならず、スマートフォンやタブレット端末
など、どのデバイスでも同様に表示すること
ができる。

以前から広報紙にはユニバーサルデザインフ
ォントを利用していましたが、高齢者向けスマ
ートフォンに採用されていることを知り、町ホ
ームページの閲覧デバイスの半数以上がスマー
トフォンやタブレット端末であることから、導
入に至りました。

導入から約1年後、スマートフォンやタブレット
など画面上での読みやすさをより向上させるため、
文字のサイズとフォントの太さを変更しました。

本町は高齢者が多い自治体であり、住民が情報
収集する方法も様々です。通常の情報発信はもと
より緊急情報の提供など、情報発信する上で、デ
バイスにかかわらず、見やすく、誤認を防ぐため
の配慮をすることは、より迅速で正確な情報伝達
につながると考えます。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

事業の近況を教えてください。

※ 本取組の記載については、事業概要の趣旨から、
ユニバーサルデザインフォントを採用しております。

160 ユニバーサルデザインフォントによる情報発信【鹿児島県南大隅町】

人口:１万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

株式会社南日本情報処理センター（町ホームページ
保守管理）

その他
参画主体

株式会社モリサワサービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R3.7～R4.6 庁内調整
R4.7～ 事業開始

担当部署 0994-25-1233 メール dx@town.minamiosumi.lg.jp電話南大隅町デジタル推進課デジタル推進係

円60千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円47千イニシャルコスト ※税抜

円60千•使用料（内訳）円47千•使用料（内訳）

（備考）（備考）

○ 本町は高齢率が50％を超える自治体であり、住民が情報を収集する方法も様々である中、広報紙や町
ホームページでデバイスに依存しないユニバーサルデザインフォントを導入することで、読み手に配慮した情
報発信の体制をつくることができた。

○ 町のホームページにユニバーサルデザインフォントを導入する際に、職員に対し研修を行い、職員内での意
識向上につながった。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

160 ユニバーサルデザインフォントによる情報発信【鹿児島県南大隅町】

人口:１万人未満低コスト
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○ 湯梨浜町では、町内在住者の方を対象に、スマホ・
タブレットの基本的な操作を学ぶ相談会を実施してい
る。

○ 平日は、ほぼ毎日9:00～16:00の時間帯で開
催している。開催地区を毎日変えることで、利用希望
者が家から一番近くて都合の良い日時を選択できるよ
うにしている。また、参加人数は不問であり、「大勢の
人がいると気後れするが、一人なら相談できる」といった
層を取り込んでいる。

○ デジタル人材は、地域おこし協力隊員制度を活用す
ることで確保している。

事業の概要

【参考情報】 人口：1.6万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.yurihama.jp/（町HP）

令和６年度事業費 4,893千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

工夫した点を教えてください。

161 地域おこし協力隊員制度を活用し、初心者向けスマホよろず相談会を実施【鳥取県湯梨浜町】

（湯梨浜町）

国などが実施しているスマホ等の相談会や研修会
について、参加したくてもできない方（免許返納な
どで手段がない方、通院などで予定が合わない方
等）や、やる気はあるが今一歩、踏み出せないと
いった方を、何とか手助けできないかとの思いから実
施に至りました。

「１人１コマ１時間、何度でも何を聞いても無
料」としたことで、予約がない日がないくらい盛況
です。また、スマホ相談のみならず、例えば高齢者の
みの世帯等、マイナンバーカードの申請が難しい方
については、自宅を訪問し、写真撮影や用紙記入
等の申請支援を行うことで、マイナンバーカードの普
及率の向上にもつなげています。

今後の展望を教えてください。

令和６年度から新隊員が着任し、引き続き実施
中です。ニーズが非常にあるため、今後も継続して
いきたいです。

相談会の様子 提供：湯梨浜町

人口:１万人以上
５万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３か月

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

地域おこし協力隊の募集期間（２か月）
面接～着任までの期間（１か月）

担当部署 0858-35-5306 メール ymirai@yurihama.jp電話湯梨浜町デジタル・みらい戦略課

円4,893千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円
円

3,343千
1,550千

•人件費
•活動経費

（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

161 地域おこし協力隊員制度を活用し、初心者向けスマホよろず相談会を実施【鳥取県湯梨浜町】

○ スマホ相談会への参加者は、延べ600名以上であり、多くの利用者から感謝の声を得ている。
○ 電源のオン・オフと電話のかけ方しか分からなかった方が、電子マネーやSNSを使いこなすまでに至っており、

デジタルデバイドの解消に寄与している。
○ スマホ相談のみならず、例えば高齢者のみの世帯等、マイナンバーカードの申請が難しい方については、自

宅を訪問し、写真撮影や用紙記入等の申請支援を行うことで、マイナンバーカードの普及率の向上にもつ
なげている。

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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【参考情報①】 阿蘇市人口：2.4万人、産山村人口：0.1万人（令７年１
月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.aso.kumamoto.jp/citizens/informatization/informati
on_terminal/（阿蘇市HP)
https://www.ubuyama-
v.jp/kurashi_tetsuzuki/seikatsukankyo/1/418.html（産山村HP)

○ 令和4年度には、システム機器の管理及び配
信業務の合理化を目的に、管理側システムのク
ラウド化を実施し、令和５～7年度で端末更新
を実施した。

事業の概要

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.htmlｚ

令和４年度事業費 112,955千円

平成23年度に、ブロードバンド条件不利地域
の格差是正と地域活性化を目的に、阿蘇市と産

山村の全域に光ファイバ網を整備しました。
このとき、デジタルによる情報取得に対する世代間格

差の解消を目的にお知らせ端末を住民等へ貸与し、
現在2市村合わせて約9,200台利用されています。

平成23年度導入当初は、地域情報通信基盤整備推
進交付金（総務省）と地域活性化・公共投資臨時交
付金（内閣府）を活用しました。
令和4年度システム更新では、デジタル田園都市国家構

想推進交付金のデジタル実装タイプ（TYPE1)（内閣
府）を活用しています。

住民の反応（声）はいかがですか?

情報受信は、音声と画像が定時に自動で流れ、あとで
見返すこともできるので好評です。
テレビ電話は、端末同士のみなので、詐欺の電話等も

なく、安心してコミュニケーションがとれることから、スマート
フォンを持たない高齢の方や子どもがいる世帯では特に
活用されています。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（阿蘇市・産山村）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

○ 阿蘇市と産山村では、情報伝達・取得の地
域間格差及び世代間格差の解消を目的に、平
成23年5月から住民宅にお知らせ端末（IP告
知端末）を貸与し、行政からの情報受信及び
住民同士のテレビ電話等が利用できるサービス
を提供している。

162 「お知らせ端末」による情報伝達・取得の地域間・世代間格差の解消【熊本県阿蘇市・産山村】

344

人口:１万人以上
５万人未満



一般財団法人 阿蘇テレワークセンター（内部コンテン
ツ作成や配信登録など）

その他
参画主体

株式会社 アイ・コミュニケーションサービス
提供事業者

双方向告知通信システム知らせますケンⅡサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

H21.9 基本設計業務委託開始
H22.1 実施設計業務委託開始
H22.4 工事開始
H23.5 サービス提供開始

担当部署 0967-22-3253 メール jyouhou@city.aso.lg.jp電話阿蘇市総務部防災情報課情報管理室

○ 行政からのお知らせの配信は、即時配信が可能であり、緊急性の高い情報を速やかに住民に届けることが
可能となった。

○ テレビ電話機能は、端末同士のみで行う仕組みであり、詐欺の電話等の心配なく安心してコミュニケーショ
ンがとれることから、スマートフォンを持たない高齢の方や子どもがいる世帯において特に活用されている。

円27,984千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円2,664,852千イニシャルコスト ※税込

円27,984千•サービス利用料（内訳）円
円
円
円

8,600千
47,400千
9,300千

2,599,552千

•基本設計業務委託
•実施設計業務委託
•基本設計業務委託
•光ﾈｯﾄﾜｰｸ整備工事

（内訳）

（備考）光ファイバ網の整備費用と合わせた事業費。
地域情報通信基盤整備推進交付金（総務省）、
地域活性化・公共投資臨時交付金（内閣府）を活
用

（備考）

162 「お知らせ端末」による情報伝達・取得の地域間・世代間格差の解消【熊本県阿蘇市・産山村】

345

人口:１万人以上
５万人未満

事業効果

コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ３年

サービス提供事業者等



○ 五島市では、コロナ禍で地域のお祭りなどのイベント
が開催できず、移住者が地域住民とふれあうきっかけが
失われているという課題があった。

○ そのため、移住支援員を含む20代～40代の移住
者が、地域の高齢者にスマホの使い方を教えるスマホ
サロンを令和３年７月に開催した。

○ 移住者からは、「スマホの使い方を教える中で、地域
の人と顔見知りになれた」、「一緒に参加した子どもを
地域の人に可愛がってもらえた」という声があり、地域の
高齢者からは、「スマホの操作
が分からず、誰に聞けばいいか
分からなかったが、今後も相談
できる人ができた」などの声が
あった。

事業の概要

【参考情報】 人口：3.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.goto.nagasaki.jp/

令和３年度事業費 0千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（五島市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

これから事業を考えている自治体に向け、
一言お願いします。

163 スマホの使い方を教えることを通じて移住者と地域住民が交流【長崎県五島市】

以前は、市主催イベントや地域のお祭りなどが移
住者と地域住民が知り合うきっかけとなっていました
が、コロナ禍によりイベント等が中止となり、交流の場
がほとんどなくなっていました。
移住者の定着率を向上させるため、移住者が地

域に馴染む入口となるイベントを企画したいと考えた
ことがこの取組のきっかけです。

「地域社会のデジタル化」に、解決が急がれる別の
地域課題を関連付けると事業化しやすいと思います。
五島市の場合、「高齢者のデジタルデバイド対策」
と「移住者の定着率向上」を関連付けることでスピー
ディーに事業化できました。
なお、移住者の皆さんがボランティアで参加してくだ

さったほか、会場に公民館を使用したため、事業費
はかかっていません。

人口:１万人以上
５万人未満

346

低コスト



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２か月

－その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

～１か月 企画完成
～45日 公民館使用申請

移住者に連絡し講師を依頼
荒川地区の高齢者にイベントを案内

～２か月 イベント実施

担当部署 0959-76-3070 メール ui-turn@city.goto.nagasaki.jp電話
五島市地域振興部地域協働課移住定住
促進班

○ 移住者が地域住民と触れ合うきっかけとなり、移住者が心理的に地域に住み続けやすくなった。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

163 スマホの使い方を教えることを通じて移住者と地域住民が交流【長崎県五島市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:１万人以上
５万人未満
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○ 高岡市では、障害の有無にかかわらず、ともに生きや
すい共生社会を目指し、PCやスマートフォンの画面が
見えない・見づらい視覚障がい者等に対し、
ICT機器に関する相談会や、ICT機器の
活用方法を学んでいただく研修を
実施している。

○ 相談会は月に３回程度、曜日や
時間帯、会場を変えながら開催し、
多くの方が参加できるよう配慮している。

○ 研修は、視覚障がい者等だけでなく、
視覚障がい者等への支援活動を
行う人も参加できるようにしている。
視覚障がい者等と晴眼者がともに
学ぶことで、相互理解を促進する狙いがある。

○ また、視覚障がい者向けのICT研修を開催できる指
導者を養成するための講座も併せて開催することで、
事業の継続可能性を高めている。

事業の概要

【参考情報】 人口：16.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.takaoka.toyama.jp/（市HP）

令和７年度事業費 638千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

苦労した点を教えてください。

（高岡市）

視覚に障がいを持つ方々にとっては扱いづらい
ICT機器も多いため、機器の操作方法が分からな
かったり、情報リテラシーや知識が不足しがちになっ
てしまうという点に課題を持っていました。
そこで、高岡市で視覚障がい者への支援活動に

取り組んでいるNPO法人に委託する形で本事業を
開始しました。

研修の開催や、相談受付については事業者に委
託していますが、研修の日程調整や参加申込受付、
会場の予約等の事務処理は市が行っているため、
連絡・調整がやや煩雑になってしまっています。
スムーズな調整ができるよう、連絡方法や、役割

分担について、試行錯誤しています。

今後の展望を教えてください。

今後も事業を継続し、視覚障がい者等の社会参
加を支援していきます。

164 視覚障がい者等のデジタルデバイド解消に向け、研修・相談会を実施【富山県高岡市】
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人口:10万人以上
30万人未満



この画像は表示できません。

事業効果

この画像は表示できません。

コスト

この画像は表示できません。

担当部署 0766-20-1238 メール joho@city.takaoka.lg.jp電話高岡市市⾧政策部情報政策課

○ 視覚障がい者等にICT機器の利用方法を学んでもらうことで、デジタルデバイドの解消に役立っている。
○ 視覚障がい者等と晴眼者が合同で研修に参加することで、相互理解が促進されている。
○ 災害等の有事の際に活用できるデジタルサービスの紹介も行っており、研修の受講者から好評である。

円638千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円ーイニシャルコスト ※税込

円
円

円

219千
239千

180千

•視覚障がい者ICT指導
者養成講座
•視覚障がい者ICT研修
•視覚障がい者ICTなん
でも相談会

（内訳）円ー（内訳）

（備考）（備考）

164 視覚障がい者等のデジタルデバイド解消に向け、研修・相談会を実施【富山県高岡市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等

この画像は表示できません。

スケジュール

この画像は表示できません。

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ー

ーその他
参画主体

NPO法人ネットワークアシストたかおかサービス
提供事業者

ーサービス名

ー運用形態

ー

人口:
この画像は表示できません。

10万人以上
30万人未満



○ 北九州市では、障害のある人の社会参加や自立支
援を促進するため、障害者パソコンサポーター養成・派
遣事業を実施している。

○ 「障害者パソコンサポーター」は、パソコンやその周辺
機器の使用方法等について、支援を必要とする障害の
ある人や団体に対し、支援をする人である。令和６年
度は８名を養成し、登録者数は49名となっている。養
成のカリキュラムには、障害理解や障害のある人への接
し方等が多く組み込まれている。

○ 支援は、障害のある人の自宅へのサポーター派遣や、
電話相談等により実施している。また、パソコンやスマー
トフォンについての質問を受け
付けるパソコン相談会を開催
している。令和６年度は、サ
ポーターの派遣が年142件、
パソコン相談会の参加者が
年183名であった。

事業の概要

【参考情報①】 人口：91.4万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.city.kitakyushu.lg.jp/shisei/menu05_0100.html

【参考情報②】地域生活支援事業費等補助金（厚労省）とは
ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/chiiki/gaiyo.html

令和７年度事業費 4,600千円
（うち、地域生活支援事業費等補助金（厚労省）

国：2,300千円、県：1,150千円）

「どんなパソコンを買ったら使いやすいか分からな
い」、「目が見えないけどパソコンは使えるのだろう
か」といった、障害のある方からの声に答えるために、
平成14年10月25日から事業を開始しました。

「パソコンを触ったことがなかったが、カレンダーが作
成できるまでになり、自信がついた」、「とても分かり
やすく丁寧で、病気でふさぎ込んでいたが、生活に
ハリがでた」などの声をいただいています。

これから事業を考えている自治体に向け、一言
お願いします。

最近では、パソコンよりも気軽に利用できるスマー
トフォンやタブレット端末の使用に関する派遣依頼
が増えてきています。事業を実施する上では、
障害のある人が、どのような支援を求めているのか、
常にニーズを意識することが重要であると思います。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（北九州市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

住民の反応（声）はいかがですか?

165 障害のある人に対するデジタル活用支援の担い手となる人材の養成・派遣【福岡県北九州市】

人口:30万人以上
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事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

公益社団法人北九州市障害福祉ボラン
ティア協会

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 093-582-2453 メール ho-shougaikikaku@city.kitakyushu.lg.jp電話北九州市保健福祉局障害福祉企画課

○ 障害特性に応じてパソコンやスマートフォン等の利用に関するサポートを丁寧に行うことで、利用者から高い
評価を受けている。

○ 週に１回実施しているIT支援講座についても利用者が多く、障害のある人に対するデジタルデバイド対策
の一助となっている。

円4,600千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円－イニシャルコスト ※税込

円4,600千（内訳）円－（内訳）
地域生活支援事業費等補助金（厚労省）による補
助額:3,450千円

（備考）（備考）

165 障害のある人に対するデジタル活用支援の担い手となる人材の養成・派遣【福岡県北九州市】

コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:30万人以上
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○ 香川県では、県内の高度情報化の推進拠点である
「情報通信交流館」において、こども向けのプログラミング
教室やシニア向けのスマホ講座など幅広い年齢層を対
象とした講座を開催しているほか、ICT技術を体験でき
る企画展示やワークショッ
プの開催など、県民の
情報リテラシーの向上
とICT技術の普及啓発
を行っている。

○ 学校等に出向いて実
施する「情報モラル・セキ
ュリティ学習」や「ITの魅
力発信講座」のほか、パ
ソコンやスマホの出張講
座など、館外における学
びの機会も多く提供して
いる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：94万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.e-topia-kagawa.jp/ (情報通信交流館)

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.htm

令和３年度事業費 248,672千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 5,547千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（香川県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

166 広く県民がICT・デジタルについて学ぶことのできる場【香川県】

情報通信交流館は、開館以来、県民のニーズ
に基づき幅広い年齢層を対象とした講座を実施し
てきました。その中で、多くの方が継続的に学び、
交流できる場の重要性を改めて感じています。

進化し続ける情報通信技術に対応するためには、
県民の情報リテラシーの向上と高度情報化社会を
担う人材の育成が必要であることから、平成16年
度に、県内の高度情報化の推進拠点として「情報
通信交流館」を開館しました。

事業の近況を教えてください。

県民の情報リテラシーの向上やデジタルデバイドの
解消に向け、初級者から上級者まで各レベルに応
じたパソコン講座のほか、ICTを体験しながら学習
できる展示やワークショップ等を開催しています。
令和３年度からは、新たにスマートフォンの入門

講座を始めました。

都道府県

352



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

かがわ県民情報サービス株式会社（指定
管理者）

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 087-832－3140 メール digital@pref.kagawa.lg.jp電話香川県デジタル戦略総室デジタル戦略課

○ 令和６年度の「情報通信交流館」の利用者数は、93,663人となっており、県民の情報リテラシーの向上
とICT技術の普及啓発につながっている。

○ 令和６年度の各種出張講座の受講者数は、16,395人となっており、館外における学びの機会も多く提
供できている。

円259,999千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円259,999千•指定管理委託料（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

166 広く県民がICT・デジタルについて学ぶことのできる場【香川県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 大阪府では、行政のデジタル化を推進しているが、
高齢者を中心とした府民の「デジタルデバイド（情報格
差）」の解消が課題である。

○ 大阪府、府内市町村、民間事業者等で設立した
「大阪スマートシティパートナーズフォーラム(OSPF)」という
枠組みがあり、本枠組みを活用して課題解決に取り組ん
でいる。

○ OSPF参画市町村、民間事業者と連携し、スマホ
教室を開催することになった。
また、総務省補助事業の
活用により、希望する市町村
全てでスマホ教室を実施して
いる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：877.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.pref.osaka.lg.jp/senryaku_kikaku/digital_divide/index.html

【参考情報②】デジタル活用支援推進事業（総務省）とは
ＵＲＬ：https://www.digi-katsu.go.jp/

令和７年度事業費 0千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（大阪府）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

先端技術の活用による府民の生活の質の向上をめざ
し、行政のデジタル化の推進に取り組んでいます。一方、
誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会を実現する必
要もあり、高齢者をはじめとした府民を対象に、スマホ教
室を開催することになりました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

スマホ教室は、市町村や民間事業者と連携して開催して
います。ただ、民間事業者がCSRとして開催する教室だけ
では限界があり、当該事業者が、総務省の「デジタル活用
支援推進事業（旧:利用者向けデジタル活用支援推進
事業）」を活用し、事業を展開しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

「デジタル活用支援推進事業」では、民間事業者
との調整が必要不可欠です。本府のような広域自
治体が府内市町村のニーズをとりまとめ、代表して
民間事業者と調整することで、スムーズに円滑な事
業運営が可能になりました。周辺自治体とのコミュニ
ケーションが大切ですね。

167 民間事業者と連携した高齢者等のデジタルデバイド対策【大阪府】

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

－その他
参画主体

ソフトバンク株式会社（CSR活動の一環
として無償で自治体に講師派遣）

サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 06-6210-9094 メール smart-jigyosuishin@gbox.pref.osaka.lg.jp電話
大阪府スマートシティ戦略部戦略推進室地
域戦略推進課

○ 市町村が個別に開催していたスマートフォン講習に係る費用を削減できた。
○ 広域自治体が複数の基礎自治体間の調整を行うことで、共同で総務省の補助事業に申請することがで

きた。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

167 民間事業者と連携した高齢者等のデジタルデバイド対策【大阪府】

都道府県
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17 地域におけるデジタル人材の育成
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○ 女性がデジタルによって力をつけることを視野に、デジタル
マーケティングのノウハウや技術について基礎から実践まで
を習得できるセミナー（５か月）を週２～３回（３時間
/回）のオンデマンド方式（好きな時間にインターネットで
録画授業を視聴）を基本に、月１～２回の対面のス
クーリング方式の両方で実施している（総授業時間約
180時間）。
希望者には月２回のオンラインの復習会も行っている。

○ さらに、地域の企業へのインターンシップをはじめ、キャリア
支援、就労支援、起業支援等の出口戦略にも取り組ん
でいる。

○ 併せて、地域企業におけるデジタル化の有用性などの理
解を深めるための経営者向けの啓発にも力を入れている。

○ 本事業は、地域のことをよく
知るIT企業に事業を委託し、
複数の女性講師が指導に
あたっている。

事業の概要

【参考情報①】 人口：7.5万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.toyooka.lg.jp/kurashi/1007000/1019184/1027700.ht
ml

（女性デジタルマーケティングセミナー）

【参考情報②】地域女性活躍推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：
https://www.gender.go.jp/policy/chihou_renkei/kofukin/r05/index.ht
ml

令和５年度事業費 4,483千円
（うち、地域女性活躍推進交付金（内閣府） 3,363千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（豊岡市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

主なジェンダーギャップに男女の収入格差があります。
この解消に向け、働きたい女性のキャリアや収入増

などに向けた支援策のひとつとして、デジタルマーケティ
ングのスキル装着による女性のデジタルエンパワーメン
トに取り組みたいと考えました。

初年度の令和３年度はデジタルマーケティング人材
育成のトライアル事業として内閣府の地方創生推進
交付金を活用し、令和４年度から本格的に事業に
取り組むにあたり、内閣府の地域女性活躍推進交
付金を活用しています。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

市の事業で育成し、成⾧された女性デジタル人材が
地域の次の女性デジタル人材を育成する立場になるこ
とで、持続性のある仕組みが構築されます。
女性デジタル人材の地域内の好循環を創り出すこと

はとても大切だと考えています。
令和３年度から４年間で33名が受講終了し、就職、

起業、販路拡大による売り上げ増加などに繋がりました。

168 働きたい女性のためのデジタルマーケティング人材の育成【兵庫県豊岡市】

人口:５万人以上
10万人未満

357



事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

ハローワーク豊岡、IPPO TOYOOKA、豊岡市ワーク
イノベーション推進会議（市内の130事業所）

その他
参画主体

株式会社ノヴィータサービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

R2.6～10 庁内調整（５か月）
R2.11～R3.3 事業者等との調整（５か月）
R3.4～ 事業開始

担当部署 0796-21-9004 メール w-innv@city.toyooka.lg.jp電話
豊岡市 くらし創造部 多様性推進・ジェン
ダーギャップ対策課

○ 令和３年度～令和６年度の４年間で33名が受講完了し、うち14名が起業済または起業準備中、12
名が個人事業主・フリーランス等で売り上げ増加に活用、７名が再就職・転職を実現した。

○ デジタルマーケティングのスキル装着によるデジタルエンパワーメントにより、女性の経済的自立につながって
いる。

○ 公共事業で育成された地域の女性デジタル人材が講師となって地域の後輩の女性を指導しており、地域
の女性デジタル人材育成の好循環モデルとなっている。

円3,190千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円3,190千•セミナー業務委託料（内訳）円－（内訳）
地域女性活躍推進交付金、ふるさと納税（一般）に
よる補助額:3,190千円

（備考）（備考）

168 働きたい女性のためのデジタルマーケティング人材の育成【兵庫県豊岡市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満
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○ 渋谷区では、令和３年７月から区独自のデジタル
活用支援員の育成事業を開始した。

○ 研修を受講し、認定試験に合格すると区が認める
「デジタル活用支援員」として活動することができる。

○ デジタル活用支援員とは、高齢者をはじめとした、
オンライン情報にアクセスすることが困難な人へスマート
フォン操作をサポートする人である。

○ 支援員は、区のデジタル活用支援
事業（スマホサロンやスマホ塾など）
で活躍している。

※ 渋谷区の「デジタル活用支援員」は、総務省
が実施しているデジタル活用支援推進事業
(国事業)における講師とは異なる。

事業の概要

【参考情報】 人口：23.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： https://www.city.shibuya.tokyo.jp/ （区HP）

令和７年度事業費（予算） 54,472千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（渋谷区）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業の近況を教えてください。

18歳以上の区民等を対象に「デジタル活用支援員」
を育成しています。デジタル活用支援員は、活動を通じ
て継続的なサポート体制を構築し、学びの場の提供と
世代間交流の促進を目指します。

ウィズコロナ時代に求められる「新しい生活様式」におい
ては、スマートフォン等のデジタル機器の活用の可否が生
活の質（QOL）を高める大きな要素です。一方で、多く
の高齢者がスマホを未保有で、スマホを保有している高齢
者も操作に不慣れな方が多く、「新しい生活様式」下にお
いては高齢者とそれ以外の人とのデジタルデバイドが一層
拡大する恐れがありました。
そこで高齢者をはじめとしたオンライン情報にアクセスする

ことが困難な人に対してスマートフォンの活用を促進し、
様々なデジタルサービスの恩恵を享受してもらうことにより、
区民の生活の質（QOL）の向上を目指した総合的なデ
ジタルデバイド解消対策を実施することになりました。

169 地域に根ざした教え手の育成によるデジタル活用支援【東京都渋谷区】

人口:10万人以上
30万人未満
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事業の概要

【参考情報①】 人口：24.3万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ： －

令和５年度事業費 7,982千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 3,991千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（下関市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

170 Society5.0に向け、大学生を対象としたデジタル人材育成のモデル実証【山口県下関市】

事業の近況を教えてください。

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

デジタル化に対応する人材育成に向けたスキーム構
築の必要性が高まっていたことから、スマートシティの実
現に向けて、大学生を対象としたモデル実証事業を実
施することにしました。

事業の実施に当たっては、内閣府の地方創生推進
交付金を活用しました。令和３年度から令和５年度の
３年間にかけて、交付金を活用して同様の事業を実施
しました。

令和５年度には、市内の大学や団体が本市から業
務委託を受け、計４つの事業を実施しました。DX論
の講義や、市内事業者や有識者の協力を得て実施し
たデジタルコンテストなど、各大学・団体が特⾧を活かし
た取組を行っています。

〇 下関市は、今後デジタル化がさらに加速し、Society
5.0の本格的な実装・展開が見込まれることから、スマー
トシティの実現に向け、デジタル人材の育成に向けた大
学生を対象としたモデル実証事業を実施した。

〇 令和３年度から令和
５年度にかけて、下関市
から業務委託を受けた
市内の大学や団体によ
り、「DX経営推進のため
の企業人材育成に向け
た産学連携プロジェクト」
「デジコンしものせき」
など、市内大学生の
IT知識・技術の向上
等を目標とした４つの
事業が実施された。

人口:10万人以上
30万人未満
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

梅光学院大学、東亜大学、下関市立大学、下関短
期大学、下関市スマートシティ推進協議会

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

－

担当部署 083-231-1480 メール sskikaku@city.shimonoseki.yamaguchi.jp電話下関市総合政策部企画課

○ 令和５年度までに、全４団体の取組に延べ2,096人が参加した。
○ 各団体の取組を通じて、市内大学生のIT知識・技術の向上、デジタル人材を求める企業と学生のマッチ

ングなど、市内におけるデジタル人材の育成・定着の効果が出始めている。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）（備考）

170 Society5.0に向け、大学生を対象としたデジタル人材育成のモデル実証【山口県下関市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:10万人以上
30万人未満
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〇 香川県では、県外に流出している人の流れに歯止めをかけ、人口
の社会増につなげるため、若者に魅力のある情報通信関連産業の
育成・誘致に取り組んでおり、令和２年11月、サンポート高松にあ
る情報通信交流館（e-とぴあ・かがわ）の一部を改修し、「人が集
い、学び、交わり、共創する、オープンイノベーション拠点」をコンセプト
とする「Setouchi-i-Base」をオープンさせた。

〇 施設には、コワーキング・コラーニングスペースやテレワークブース、
ミーティングルーム、3Dプリンター等を共同利用できる創作工房など
を備え、多様な人材が活動・交流できる環境を提供している。

〇 また、社会のニーズや潮流を踏まえ、様々な課題解決に資する最
先端のデジタル技術に関する知見を習得できる機会を提供するため、
デジタル技術や事業創造に関する
人材育成講座や各種セミナー等を
実施するとともに、専任のコーディネ
ーターが交流の促進に資する各種
情報発信やイベント等の企画・運
営等を行うなど、地域のデジタル化
を支え、イノベーションを創出する
デジタル人材の育成に取り組んでいる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：94万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://setouchiibase.jp/

(「Setouchi-i-Base」ポータルサイト)

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和３年度事業費 60,707千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 30,211千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（香川県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

171 デジタル化を支え、イノベーションを創出する人材の育成【香川県】

若者の大都市圏への流出を抑制し、定着を促進
するには、若者が魅力を感じる働く場の確保が不可
欠であることから、若者にとって魅力的な産業である
情報通信関連産業の育成・誘致に取組むこととしま
した。

情報通信関連産業の育成・誘致に係る「人材育
成事業」と「拠点運営事業」に、内閣府の地方創
生推進交付金（令和２年度から３年間）を活用
しました。

コーディネーターが、人材育成講座の受講者をはじめと
する施設利用者に寄り添った支援を実施した結果、身に
着けたスキルを活かし、起業や県内企業への就職に加え、
フリーランスとして活動を始めた方も生まれています。地域
における「共創の場」の重要性を再認識しました。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 １年

かがわ県民情報サービス株式会社(情報通信交流館の指
定管理者)、その他、講座の実施に際し、講座ごとに複数の
事業者に対して業務委託契約を締結している。

その他
参画主体

株式会社システムデザインサービス
提供事業者

Setouchi-i-Baseポータルサイトサービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態
R1.4～R2.3 庁内外調整(12カ月)
R2.4.～ R2年度当初予算執行開始
R2.11～ Setouchi-i-Base開設

担当部署 087-832-3140 メール digital@pref.kagawa.lg.jp電話
香川県政策部デジタル戦略総室デジタル戦
略課

円480千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円2,730千イニシャルコスト ※税抜

円480千
•Setouchi-i-Baseポータ
ルサイト運用業務

（内訳）
円
円

2,650千
80千

• Setouchi-i-Baseポータ
ルサイト開発業務
•同運用業務

（内訳）

地方創生推進交付金(横展開タイプ)による補助額:
120千円、デジタル田園都市国家構想交付金・地方
創生推進タイプ（横展開型）による補助額:240千
円 ※委託料(税抜)に補助率1/2を乗じた参考値

（備考）地方創生推進交付金(横展開タイプ)による補助額:
1,365千円 ※委託料(税抜)に補助率1/2を乗じた
参考値

（備考）

○ オープンイノベーション拠点である「Setouchi-i-Base」の累計利用者数は、令和６年度時点で、
51,600人であり、 目標（36,962人）を大きく上回った。

○ Setouchi-i-Baseに常駐するコーディネーターが施設利用者に寄り添った支援を実施した結果、県内企
業へ就職した利用者や、起業したりフリーランスとして活動したりした利用者が現れている。（令和６年度
時点のSetouchi-i-Baseにおける拠点活動を通じた起業・フリーランス・就職等の件数:174件）

171 デジタル化を支え、イノベーションを創出する人材の育成【香川県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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事業の概要

【参考情報①】 人口：177.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://u-aizu.ac.jp/

（会津大学 誰もが輝けるITキャリアアップ塾）
※令和7年度から「誰もが輝けるITキャリアアップ塾」にリニューアル

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ： https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html
企業版ふるさと納税との併用制度（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html

令和６年度事業費 26,962千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 13,481千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（福島県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

172 ICT専門大学である会津大学のノウハウを活用したIT人材の育成・就業応援【福島県】

受講生の反応（声）はいかがですか?

県内のIT人材育成を目的に、事業構築を始めました。
事業化当初は、出産・育児等により、有業率が低い子
育て世代の女性をメインターゲットにしました。学習機会
の提供だけでなく、就業支援まで行うことを事業の核と
しました。

事業化に当たっては、内閣府のデジタル田園都市国家
構想交付金（旧:地方創生推進交付金）を活用しま
した。また、企業版ふるさと納税との併用制度のおかげで、
２年間延⾧して、補助を５年間受けることができました。

例年、募集定員を超える応募があり、受講生からも
好評をいただいております。とくに、会津大学との連携に
より、「内容もサポートも充実していた」、「プロの講師か
らフィードバックを受けられ励みになった」などの声をいただ
いております。

○ 福島県は、ICT専門の大学である会津大学のノウ
ハウを活用し、県内就労希望者のために、ICTスキル
を習得する学習機会を提供し、ジョブマッチングによる
県内企業への就業支援を実施している。

○ 利用者は、自宅のパソコンでeラーニング講座を受講
しながら、スクーリングや会津大学の特色を生かしたス
テップアップ講座に参加できるほか、県内企業への就業
支援を受ける。

○ 会津大学では、「女性ICT人材育成事業の実施を
通じた女性活躍応援の取り組み」が評価され、(公社)
日本工学教育協会の工学教育賞(2020年度)を受
賞した。

都道府県
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ５か月

公立大学法人会津大学
その他

参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

H28.9～H29.1 庁内調整（５か月）
H29.4～ 事業開始
R2～R6 デジタル田園都市国家構想交付金

を活用
R7～ 福島特定原子力施設地域振興交

付金を活用

担当部署 024-521-8226 メール daigakuhoujin@pref.fukushima.lg.jp電話福島県総務部私学・法人課

○ 県内へ就業を希望する93名がeラーニングを受講し、約73％にあたる68名が課程を修了することができた。
○ 新規就業者14名を含む計37名の就業に貢献した。

円26,962千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円
円
円
円

17,842千
6,927千
1,279千

914千

•講座運営費
•人件費
• PR経費
•その他経費

（内訳）円－（内訳）

デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進
タイプ）による補助額:13,481千円

（備考）（備考）

172 ICT専門大学である会津大学のノウハウを活用したIT人材の育成・就業応援【福島県】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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○ 岐阜県では、建築業界の生産性向上を推進するた
め、BIM＊の普及及び人材育成を目的に企業等の実
務担当者などを対象としたBIM導入研修を実施してい
る。実際に操作することで、作業の効率化や省力化、
移行に係る親和性の認識度を深め、デジタル技術の導
入促進を図っている。

○ 建築系の高校生には、
建築への興味をより一層深め
てもらうとともに、将来的な建
築業（設備を含む）への入
職促進を図り、BIM体験
講座を実施している。

○ 令和４年度から新たな取組として、BIM導入事業
者に講師を依頼し、BIMのメリットや活用事例等につい
て、現場の生の声を聴くセミナーや、BIMを活用している
実際の工事現場を見学する研修を開催している。

＊Building Informaition Modelingの略。建築の設計、施工、維持
管理における情報を一元的に構築管理するための手法

事業の概要

【参考情報①】 人口：195.1万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://kenchikuninaite.pref.gifu.lg.jp/

（ぎふ建築担い手ポータルサイト）

【参考情報②】デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

令和６年度事業費 4,876千円
（うち、デジタル田園都市国家構想交付金（内閣府） 2,405千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

事業実施において、国等の支援制度（人的支援や技術
提供、補助金等）を活用しましたか?

173 建築業生産性向上推進支援【岐阜県】

岐阜県では、県内の建設業就業者数は約３割減少、
若年層（29歳以下）は約７割減少［H12→H27］、
といった状況にあり、建築業の担い手確保・育成や業界
全体の生産性向上が課題でした。
この課題に対する取組を推進するために、建築業界団体、

教育機関、関係行政機関が一体となり、平成29年に岐阜県
建築担い手育成協議会を設立し、平成30年にはぎふ建築担
い手育成支援センターを立ち上げました。
これを契機に、建築業の担い手確保・育成とともに業界の生

産性向上を推進するため、BIMの普及に取り組んでいます。

BIM導入研修の開催や建築系高校生BIM体験講座
を実施するにあたっては、内閣府の交付金を令和元年度
から活用しています。

企業等の実務担当者などを対象としたBIM導入研修では、
設計・施工の研修をそれぞれ開催しています。また、
高校生対象のBIM体験講座では、学生の学びの状況
に合わせた発展的な内容も実施しています。参加者の声
としては、実務者の方、高校生とも好評を得ています。

事業の近況を教えてください。

（岐阜県）

都道府県
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事業効果

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 －

株式会社大塚商会、合同会社ガラリ、福井コンピュー
タアーキテクト株式会社、有限会社ボイス、大日本土
木株式会社、有限会社アーキ・キューブ（いずれも研
修講師を派遣）

その他
参画主体

－サービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態
－

担当部署 0584-71-7360 メール kenchikuninaite@govt.pref.gifu.jp電話
岐阜県都市建築部公共建築課ぎふ建築
担い手育成支援センター

○ 企業等の実務担当者などを対象としたBIM導入研修の実施により、BIMに関する理解が深まった。
○ 令和６年度にBIM体験講座を受講した高校生へ実施したアンケートにおいて、「今後BIMを使えるように

なりたいと思いましたか。」の問いに対し、97%の生徒が「大いに思った」または「思った」と回答している。

円－ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円－イニシャルコスト ※税抜

円－（内訳）円－（内訳）

（備考）学校施設にある既存のパソコン機器等を活用し実施（備考）

173 建築業生産性向上推進支援【岐阜県】

コスト

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

都道府県
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18 孤独・孤立対策
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【AIを利用した対人相談に繋げるためのシステムの構築と実践】

○ GIGAスクール構想で配布されている1人1台の端末を利用し、学校生活
の一部にAI相談室を利用する時間を組み込んでいる。

○ 子どもが選択した表情のアイコン、入力した日記、アンケートなどについてAI
が解析を行い、リスクの早期発見に役立てている。

○ AIに見守りをさせるのではなく、あくまで人に繋げる入り口としてAIを用いてい
る。

【子ども側】
○ アイコン、日記、アンケートに加え、SNS相談を
利用することができる。

【学校側】
○ クラスの子どもの気分を一覧で確認することができる。
【運営管理（こども・若者家庭センター）】
○ 実施利用は学校で行い、運営管理は臨床心理士が多く所属する「こども
未来創造部こども・若者家庭センター」が行う。

○ 臨床心理士がSNS相談を1件ずつ確認する。
○ 必要に応じてAIに代わり、臨床心理士が返信をする。
○ 一度発行されたアカウントは半永久的に利用するこができる。中学卒業後
もAI相談システムを通して、切れ目のない支援と関わりを可能にしている。

※ 葛城市こども・若者家庭センターは、福祉と教育の協働を目指して妊娠
期から40歳までの切れ目のない支援を目指して設置された画期的な組織で
ある。

事業の概要

【参考情報①】 人口：3.8万人（令和7年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：
https://www.city.katsuragi.nara.jp/shisei/tokei_johokokai/3/index.htm
l

【参考情報②】新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（厚労
省）とは

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/21syokanyosan/dl/gaiyo-09.pdf
令和３年度事業費 9,900千円
（うち、新型コロナウイルス感染症セーフテｨネット強化交付金（厚労省） 7,425千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

誰にも相談することができず、不登校、引きこも
り、そして自死にいたるという課題を解決したい。
課題は日常にあるが、なかなか気づくことができな
い。そこで、子どもが日常的に使っている道具を活
用し、まずは相談の練習の道具として「仕掛け」を
作る必要があると考えました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

イニシャルコスト約1000万円のうち国庫補助金（厚
生労働省の新型コロナウイルス感染症セーフテｨネット強化交付
金）3/4を活用しました。

（総務省）

（葛城市）

子どもに馴染みやすい工夫で利用率アップを狙いまし
た。例えば、ご当地キャラの蓮花ちゃんを使用しています。
他には、相談を前面に出すのではなく日常会話をメイン
にし、会話をし続けることで相談に向けた準備をしていま
す。「相談しましょう」では二の足を踏んでしまう子もおり、
利用率も増えないと考えます。その点、AI蓮花では
2022年5月の運用開始から2025年末までで累計
23,300件以上の利用実績を上げています。

「機械に見守りをさせるのか」という批判もありますが、
AIが人を助けるのではありません。AIを活用し、最終的
には人に繋げることを目指しています。あくまでも支援の
入り口のひとつにすぎません。そして、DXの相談支援へ
の新たなチャレンジでもあります。

174 「人」と「日常」と「AI」の融合～AIを活用した相談システムの構築～【奈良県葛城市】

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用
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事業効果

コスト

担当部署 0745-48-8639 メール kowaka@city.katsuragi.lg.jp電話葛城市こども未来部こども・若者家庭センター

○ 相談のハードルを下げ、相談しやすい環境を作ったことで、子どもたちからの相談件数が増えている。
（SNS相談の利用回数は、運用開始１週間程度で500件に達し、令和７年末時点で23,000件を
超えている。 ）

○ 子どもたちのSOSを早期に発見し、必要な対応をとることができている。
○ 全国各地からの行政視察が多数あり、他自治体にも取組が波及している。

円150千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円9,130千イニシャルコスト ※税込

円150千•システム保守料（内訳）円9,130千•システム開発費（内訳）

（備考）地方創生臨時交付金（内閣府）及び新型コロナウイ
ルス感染症セーフティネット強化交付金（厚生労働
省）による補助額:7,425千円

（備考）

174 「人」と「日常」と「AI」の融合～AIを活用した相談システムの構築～【奈良県葛城市】
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※主にシステム導入等
に係るコストを記載

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 12か月

ーその他
参画主体

株式会社リピックス・ラボラトリーズサービス
提供事業者

ーサービス名

ー運用形態

～R3.6 庁内調整
R3.7～12 システム選定・導入（６か月 ）
R4.1～3    実証実験・検証（３か月）
R4.4～5 運用説明（２か月）
R4.5～ 運用開始

人口:１万人以上
５万人未満AIの活用



事業の概要

【参考情報】 人口：7.2万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://www.chikaku.co.jp/press/20230301

令和３年度事業費 352千円
（うち、ひょうご地域創生交付金事業補助金（兵庫県） 150千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（たつの市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しました
か?

175 高齢者への“ゆるやかな見守り”を支援【兵庫県たつの市】

○ たつの市は、新型コロナウイルスにより、集いの場や趣味の講
座等が休止となり、地域社会との繋がりが急激に減少した高
齢者の「新しい孤立」を解消するため、ICT機器を使った高齢
者の見守りに関する実証実験を令和３年度と令和４年度に
実施した。

○ 高齢者の自宅にあるTVに専用機器を設置し（Wi-Fi等の
通信環境の整備は不要）、そのTVで、離れて暮らす家族が
配信した写真や動画、行政等が配信した外出促進や体操等
の動画を高齢者が視聴することで、孤立感解消やフレイル予
防、外出意欲向上等に関する行動変容が起きるか検証を行う。

○ 離れた家族には、高齢者の動画視聴時や室温上昇時、就
寝・起床時にスマートフォン等のアプリを通じて情報が届くほか、
温度・湿度・照度の情報がアプリで確認できるなど、離れて暮
らす家族がお互いに抵抗感を感じず、安否確認を行うことがで
きる。

新型コロナウイルスの影響で、これまで地域と繋がりのあった
高齢者の「新しい孤立」が生まれました。ICTを使えば、離れ
て暮らす家族による見守りが出来るとともに、動画配信を行う
ことで、一堂に会さなくても、フレイル予防に取り組めるのでは
ないかと考え、実証実験を開始しました。

ICT機器を活用し、高齢者と離れて暮らす家族や行政・民
間企業が協働しながら、高齢者の見守りやフレイル予防等の
検証を進めるに当たり、少子高齢化の進展や本格的な人口
減少に対して、創意工夫で課題解決を行う事業を兵庫県が
支援する『ひょうご地域創生交付金』を活用しました。

高齢者が負担を感じることの少ないエイジテック【※１】を活用
することで、普段通りの生活を送りながら、元気な高齢者の介
護予防にも繋げることができ、家族間の自助の強化を図ること
ができると感じています。
また、行政が、直接、対象となる高齢者に情報を発信できる

ため、必要とする方に、最適な情報を迅速に発信できることに
も適していると感じています。
【※１】加齢に伴う高齢者特有の課題を解決することに最適化したテクノロジーのこと

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願い
します。

人口:５万人以上
10万人未満低コスト
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 10か月

－その他
参画主体

セコム株式会社、株式会社チカクサービス
提供事業者

見守りアンテナ（アプリ）、まごチャンネル
（アプリ）サービス名

個別開発製品をクラウド環境で運用運用形態

R2.10～R3.8 事前検討（会議等）
R3.4～7 モニター募集、発信動画作成、

事前ヒアリング
R3.8～ 実証実験開始

担当部署 0791-64-3152 メール konenfukushi@city.tatsuno.lg.jp電話たつの市福祉部高年福祉課

○ 実証実験で有益な結果が得られたことにより庁内の理解が得られ、ICTを活用した高齢者の見守り機器
購入費用の助成制度の創設へとつながった。

○ 行政から高齢者に直接情報を発信できるため、必要な方に最適な情報を迅速に発信できるツールとして
利用できた。

○ 家族間のコミュニケーションの増加、活動意欲・外出意欲の向上等、前向きな行動変容が多く見られた。

円352千ランニングコスト（1年あたり） ※税抜円352千イニシャルコスト ※税抜

円
円

52千
300千

•事務協議等に係る旅費
•実証実験用機器借上料

（内訳）円
円

52千
300千

•事務協議等に係る旅費
•実証実験用機器借上料

（内訳）

実証実験事業については、R3、R4の２年間で終了（備考）ひょうご地域創生交付金（兵庫県補助）による補助
額:150千円

（備考）

175 高齢者への“ゆるやかな見守り”を支援【兵庫県たつの市】

※主にシステム導入等
に係るコストを記載

人口:５万人以上
10万人未満低コスト
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事業の概要

【参考情報①】 人口：100.9万人（令和７年１月１日現在）
関連ＵＲＬ：https://touch-hearts.so-dan.org/ （県HP）

【参考情報②】地域自殺対策強化交付金（厚生労働省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/sei
katsuhogo/jisatsu/tiikijisatsutaisakukyokazigyo.html

令和７年度事業費 2,825千円
（うち、地域自殺対策強化交付金（厚生労働省） 1,883千円）

相談や支援につなげにくいと言われている若者を、
適切に相談窓口につなぐため、日常的に利用する
インターネットの検索連動型広告を活用した事業
を開始しました。

厚生労働省の地域自殺対策強化交付金を活
用しています。

事業の近況を教えてください。

令和６年度には、広告の表示から約900件が
電話相談に繋がるなどの効果がありました。今後も
自殺死亡率の低減のために、広告表示内容の改
善を行っていきます。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（富山県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか?

〇 富山県では、県内の若者等が日常的に利用する
インターネットの検索エンジン（Google）で検索された
自殺等に関する用語に対し、検索連動型広告を表示
する自殺対策事業を実施している。

〇 検索ワードは自殺関係のみではなく、DV、仕事上
の問題等と幅広く設定している。また、検索連動型広
告も複数設定しており、各検索ワードと最も関連性の
高い広告を表示する工夫をしている。

〇 また、本事業の実績値（広告のクリック数やクリック
率）を踏まえた広告の改善を行うことができるため、より
支援を必要としている県民を相談窓口につなげることが
可能となっている。

176 自殺対策における検索連動型広告活用事業【富山県】
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事業効果

コスト

サービス提供事業者等スケジュール

スケジュールの内訳

検討開始から導入までの期間 ２か月

－その他
参画主体

特定非営利活動法人OVAサービス
提供事業者

－サービス名

－運用形態

4月 見積り依頼
5月 広告導入の打ち合わせ
6月1日 広告掲載開始
（次年度以降、４月１日から実施）

担当部署 076-444-3223 メール akenkotaisaku@pref.toyama.lg.jp電話富山県厚生部健康対策室健康課

○ 検索連動型広告を活用し、自殺等に関する用語が検索された際に、電話相談につなげることができてい
る。

○ 令和６年度は、検索連動広告から電話相談につながったケースが、903件に上っている。
○ 令和３年度より拡充した夜間・休日の電話相談窓口等、多くの相談先について知ってもらうことができて

おり、相談につなぐことができている。

円2,825千ランニングコスト（1年あたり） ※税込円54千イニシャルコスト ※税込

円2,825千•検索連動広告運用費
（事務管理費込）

（内訳）円54千•初期導入費用（内訳）

地域自殺対策強化交付金による補助額:1,883千
円

（備考）地域自殺対策強化交付金による補助額:54千円（備考）
※主にシステム導入等

に係るコストを記載

176 自殺対策における検索連動型広告活用事業【富山県】
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都道府県


